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１章    計画策定にあたって 

 

 

 

１ 計画策定の趣旨 

少子高齢化・人口減少社会の進行、産業構造の変化、ライフスタイルの多様化と核

家族化の進行により、８０５０問題やダブルケア、ヤングケアラーといった制度の狭

間で支援が届かないケースや、個人・世帯単位で複数の課題が重なるケースなど、こ

れまでの高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉など分野別の対応では解決することが難

しい新たな問題が多く発生しています。さらに、私たちの生活を脅かす地震や台風な

どの自然災害、感染症等のさまざまな脅威や不安が高まっています。 

コロナ禍により社会参加の機会の減少や経済的な困窮の問題等が深刻化し、これま

で福祉サービスを利用したことがない方々の課題も顕在化しました。あらゆる世代の

人々が様々な困難に直面し、孤独・孤立に陥りやすい状況にあります。 

こうした状況下において、地域福祉の充実と推進は、今まで以上に重要になってき

ており、多様化した福祉課題に対し、地域づくりの基盤を整え、人と地域に共感と協

力の輪を広げていくことが求められています。 

平成２９年６月の「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改

正する法律」の公布に基づく「社会福祉法」（平成３０年４月施行）の改正では、地

域福祉推進における「地域生活課題」が具体的に定義され、その把握と関係機関との

連携等による解決が図られることになりました。このため、市町村は地域住民と行政

等との協働による包括的な支援体制づくりに努めていくことになり、それらを計画的

に推進していくために、福祉分野の共通事項を記載した地域福祉計画の策定の努力義

務化等が明記されました。また、有識者による地域共生社会推進検討会において、市

町村における包括的な支援体制の全国的な整備を推進する方策について検討が進めら

れました。 

その中で、市町村は、地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応し、地域住民

等及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地

域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制、いわゆる包括的な支援体

制を整備するよう努めることとされました。こうした包括的な支援体制の構築を実現

するための施策として、①相談支援（属性を問わない相談支援、多機関協働による支

援、アウトリーチ等を通じた継続的支援）、②参加支援、③地域づくりに向けた支援

を一体的に実施する「重層的支援体制整備事業」が国により創設され、包括的かつ重

層的な支援体制の充実を図ることが求められています。  
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さらに、国際的に豊かで活力ある未来を創る「持続可能な開発目標（SDGs：

Sustainable Development Goals）」が示され、「誰一人取り残さない持続可能で多様

性と包摂性のある社会」の実現に向けて取組が進められおり、我が国においてもSDGs

の実現に向けて、官民ともに取り組んでいます。一人ひとりが自分らしく生きるため、

国籍、性、年齢、障がいの有無など様々な多様性を尊重し、支え合いながら共に暮ら

すことのできる社会の実現が必要です。 

小金井市（以下、「本市」という。）では、すべての住民が互いに支えあい、誰もが

安心して暮らせる思いやりのあるまちをめざし、平成３０年３月に「第２期小金井市

保健福祉総合計画」を策定し、地域の住民をはじめ、社会福祉協議会、民生児童委員、

ボランティア、ＮＰＯ法人、社会福祉法人等の多様な主体と行政とが連携し、地域に

おける生活課題を解決する仕組みづくりや取組を進めてきました。このたび、平成３

０年３月に策定した「第２期小金井市保健福祉総合計画」が令和５年度に終了するこ

とから、社会状況や制度の変化に対応するため、新たに「第３期小金井市保健福祉総

合計画」（以下、「本計画」という。）を策定します。 

 

２ 地域福祉とは 

「地域福祉」とは、子どもから大人まで地域に住む誰もが安心して暮らせるよう、

地域住民や事業者、社会福祉の関係者などが連携・協力し、地域における生活課題の

解決に取り組む考え方です。 

地域福祉を推進するためには、「自助：個人・家庭の取組」「互助：地域の取組」

「共助：社会保障制度等」「公助：行政の取組」を基本として、地域の一人ひとりが

役割を果たしながら連携・協力をすることが大切です。 

 

 

 

 

                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自助 互助 

共助 公助 

○自分（家庭）のことを 
自分（家庭）で 

〇健康管理（セルフケア） 
〇民間サービスの利用 等 

○社会保障制度（医療保険等） 
〇介護保険サービス 等 

○近所の助け合い 
○ボランティア・ＮＰＯ  
〇地域活動 等 

○高齢者福祉事業 
○生活保護  
〇人権擁護・虐待対策 等 
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３ 計画の位置づけ 

（１）法令上の位置づけ  

地域福祉計画とは、社会福祉法（以下「法」という。）第１０７条に基づき、行政

と福祉の専門職等の関係機関、住民が一体となって地域福祉を推進するために、地域

における生活課題を明らかにするとともに、その解決のために必要となる施策や体制

等について市町村が定める計画です。 

また、本計画は、成年後見制度の利用の促進に関する法律第１４条第１項に規定す

る「小金井市成年後見制度利用促進基本計画」と整合性を図り、再犯の防止等の推進

に関する法律第８条第１項に基づく「小金井市再犯防止推進計画」を包含しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（社会福祉法 第 107条） 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める
計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して
取り組むべき事項 

ニ 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 
三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 
五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

（成年後見制度の利用の促進に関する法律 第 14条） 

第十四条  市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域におけ
る成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めると
ともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよう努める
ものとする。 

２ 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して、基本的な事
項を調査審議させる等のため、当該市町村の条例で定めるところにより、審議会その他の
合議制の機関を置くよう努めるものとする。 

（再犯の防止等の推進に関する法律 第８条） 

第八条 都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府県又は市町村に
おける再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画（次項において「地方再犯防止推進
計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

２ 都道府県及び市町村は、地方再犯防止推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞な
く、これを公表するよう努めなければならない。 
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（２）保健福祉総合計画の位置づけ  

本市が平成３０年３月に策定した第２期小金井市保健福祉総合計画では、平成２９

年６月の社会福祉法改正の趣旨を鑑み、地域福祉計画を、本市の保健福祉に係る各計

画に共通する基本的な視点や理念を示す上位計画と位置づけています。  

また、地域福祉計画は、本市の子どもと子育て家庭を支援するための施策を示す

「のびゆくこどもプラン 小金井（小金井市子ども・子育て支援事業計画）」における

基本的な視点や理念を示す計画としても位置づけています。 

本計画においてもこの考えを踏襲し、子ども・子育て支援事業計画も含めた保健福

祉に係る各計画に共通する基本的な視点や理念を示す地域福祉計画のもと、地域福祉

計画、健康増進計画（第３次）、障害者計画・第７期障害福祉計画・第３期障害児福

祉計画、第９期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画を１冊に綴じた計画として位

置づけます。 

 

第３期小金井市保健福祉総合計画に包含される各計画策定の法的根拠 

計画名 計画策定の根拠法 

地域福祉計画  社会福祉法第１０７条 

健康増進計画 （第３次） 健康増進法第８条第２項 

障害者計画・第７期障害福祉計画・第３期

障害児福祉計画 

障害者基本法第１１条第３項 

障害者総合支援法第８８条 

児童福祉法第３３条の２０ 

第９期介護保険・高齢者保健福祉総合事業

計画（小金井市地域包括ケア推進計画） 

老人福祉法第２０条の８ 

介護保険法第１１７条 
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（３）他の計画との関係  

本計画は、本市の最上位計画「第５次小金井市基本構想・前期基本計画」の趣旨を

踏まえて策定し、福祉と健康分野の政策の取組方針「誰もがいきいきと暮らすことの

できるまち」を実現するため、保健福祉に関する各分野に共通する視点を示す計画で

す。  

また、小金井市社会福祉協議会が定める「小金井市地域福祉活動計画」とは、地域

福祉の推進という共通の目的のもと、両計画が車の両輪となるよう、市と社会福祉協

議会が協働、役割分担し、総合的に地域福祉の推進をめざします。 
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障
害
者
計
画
・
第
７
期
障
害
福
祉
計
画
・
第
３
期

障
害
児
福
祉
計
画 

 

の
び
ゆ
く
こ
ど
も
プ
ラ
ン 

小
金
井 

（
小
金
井
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画
） 

 

健
康
増
進
計
画
（
第
３
次
） 

地域福祉計画 

 

小
金
井
市
地
域
福
祉
活
動
計
画 

小
金
井
市
第
６
次
男
女
共
同
参
画
行
動
計
画 

第
３
期
小
金
井
市
国
民
健
康
保
険
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画 

第
３
期
小
金
井
市
国
民
健
康
保
険
特
定
健
康
診
査
等
実
施
計
画 

小
金
井
市
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン 

小
金
井
市
地
域
防
災
計
画 

第
４
次
小
金
井
市
食
育
推
進
計
画 

 
 

等 

小金井市 

社会福祉協議会 

第５次小金井市基本構想・前期基本計画 

１ 環境と都市基盤 

２ 地域と経済 

３ 子どもと教育 

４ 文化と生涯学習 

５ 福祉と健康 

６ 行政運営 

取組方針 

誰もがいきいきと暮らすことのできるまち 
 

福祉のまちづくりの推進、高齢者の生きがいの充実、高齢者が暮ら

し続ける仕組みの充実、障がい者福祉の充実、健康の維持・増進 

市の関連計画 
連携 

 

小
金
井
市
再
犯
防
止
推
進
計
画 

小
金
井
市
成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
基
本
計
画 
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４ 計画期間 

本計画に包含する障害福祉計画・障害児福祉計画および介護保険事業計画の計画期

間は３年間と法的に定められています。 

本計画に含まれる、保健福祉分野に共通する基本的な考え方を示す地域福祉計画、

健康増進計画についても、障害福祉計画・障害児福祉計画および介護保険事業計画の

計画期間とずれが生じないよう、令和６年度から１１年度までの６年間を計画期間と

します。  

今後の６年間で、「基本構想・基本計画」の改定と数年の差が生じる期間が発生し

ますが、「基本構想・基本計画」が改定された時点で、本計画の内容も再検討するな

ど、最上位計画と齟齬が生じないよう配慮します。 

また、国の福祉施策や、社会経済情勢に著しい変化があった場合にも、必要に応じ

て施策を検討し、計画の見直しを行います。 

計画の期間 

令和５年度 

（2023 年） 

令和６年度 

（2024 年） 

令和７年度 

（2025 年） 

令和８年度 

（2026 年） 

令和９年度 

（2027 年） 

令和 10 年度 

（2028 年） 

令和 11 年度 

（2029 年） 

 

 

     

 

 

     

 

５ 策定体制 

本計画の策定に当たっては、令和４年度から５年度にかけて市の附属機関である

「地域福祉推進委員会」「市民健康づくり審議会」「地域自立支援協議会」「介護保険

運営協議会」において、学識経験者、福祉関係者および一般市民の方と共に、各分野

別計画の検討を進めました。  

さらに、市民、市内の民間事業者、市民活動団体等を対象としたアンケート調査や、

パブリックコメントの実施を通じ、市民や関係者等の意見を反映させた計画策定に努

めました。  

地域福祉計画  

健康増進計画  

障害者計画  

障害福祉計画・障害児福祉計画  障害福祉計画・障害児福祉計画 

介護保険・高齢者 

保健福祉総合事業計画 
 

介護保険・高齢者 

保健福祉総合事業計画 

 

基本構想・基本計画 
第５次前期 

基本構想・基本計画 
第５次後期 

保健福祉総合計画  
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第２章    市の現状と課題 
 

 

 

１ 統計資料から 

（１）人口・世帯  

① 人口 

本市の人口は平成２９年から令和３年にかけて、どの人口区分においても微増とな

っています。しかし、令和３年以降は、年少人口、生産年齢人口は減少する一方で、

老年人口は増加しています。また、６５歳以上の老年人口が全体に占める割合（高齢

化率）はほぼ横ばいで推移しています。 

 

小金井市の年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小金井市住民基本台帳(各年 10 月 1 日現在) 

 

  

14,512 14,668 14,987 15,314 15,779 15,771 15,748 

80,297 80,907 81,443 81,981 82,540 82,466 82,134 

25,175 25,592 25,840 26,132 26,327 26,609 26,837 

119,984 121,167 122,270 123,427 124,646 124,846 124,719 

21.0 21.1 21.1 21.2 21.1 21.3 21.5

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（％）（人）

年少人口

(0～14歳)

生産年齢人口

(15～64歳)

老年人口

(65歳以上)

高齢化率
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② 世帯数 

１世帯当たりの世帯人員はほぼ横ばいで推移しており、令和５年１０月１日で、 

１.９８人となっています。 

 

世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小金井市住民基本台帳(各年 10 月１日現在) 

 

（２）高齢者  

① 前期高齢者・後期高齢者 

令和３年までは、前期高齢者数と後期高齢者数のどちらも概ね増加傾向にあります

が、近年は後期高齢者が増加し続ける一方、前期高齢者は減少傾向となります。令和

５年の前期高齢者数は１２，１１７人、後期高齢者数は１４，７２０人です。 

 

前期高齢者と後期高齢者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小金井市住民基本台帳(各年 10 月 1 日現在) 

  

59,392 60,247 61,056 61,738 62,394 62,816 62,895 

2.02 2.01 2.00 2.00 2.00 1.99 1.98 

0.00

1.00

2.00

3.00

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）（世帯）

世帯数 1世帯当たりの人員

12,452 12,537 12,512 12,647 12,799 12,487 12,117 

12,723 13,055 13,328 13,485 13,528 14,122 14,720 

25,175 25,592 25,840 26,132 26,327 26,609 26,837 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

（人）

前期高齢者

(65～74歳)

後期高齢者

(75歳以上)



11 

 

 

② 高齢者世帯 

ひとり暮らし高齢者世帯数および高齢者夫婦のみ世帯数は共に増加傾向にあります

が、平成２７年から令和２年にかけて高齢者夫婦のみ世帯数は減少しています。 
 

ひとり暮らし高齢者および高齢者夫婦のみ世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料：国勢調査(各年) 

 

③ 要介護認定者 

介護保険の要介護認定を受けた要介護認定者数は毎年増加しています。 

一方、高齢者が要介護認定を受けるまでの年齢を平均的に示す、東京都保健医療局

「令和３年 都内各区市町村の６５歳健康寿命」による健康寿命算出結果をみると、

男女共に都の平均値を超えており、元気な高齢者も多い地域となっています。 
 

要介護認定者数の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※第２号被保険者を含みます。 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報(各年９月末日現在)             

推計値は厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』に基づく値     

(各年１０月 1 日現在)  

2,969 
4,218 4,937 5,590 6,111 

3,635 

4,136 
4,701 

5,204 4,685 
6,604 

8,354 

9,638 

10,794 10,796 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（世帯）

ひとり暮らし高齢者 高齢者夫婦のみ世帯

983 1,065 1,139 1,217 1,243 1,265 1,357 1,464 1,529 
643 664 681 682 691 699 755 814 856 

1,289 1,245 1,310 1,292 1,320 1,337 1,448 1,593 1,689 800 867 852 903 929 947 
1,025 

1,124 
1,206 

605 617 623 647 679 703 
767 

851 
912 

599 632 633 640 647 651 
706 

787 
863 

517 466 462 441 450 456 
494 

542 
592 

5,436 5,556 5,700 5,822 5,959 6,058 
6,552 

7,175 
7,647 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和12年 令和17年 令和22年

（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３

要介護４ 要介護５

推計 
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６５歳健康寿命 

単位：歳 

 男 女 

東京都 
要介護２ 83.01 86.19 

要支援１ 81.37 82.99 

小金井市 
要介護２ 84.14 86.88 

要支援１ 82.24 83.13 

資料：東京都保健医療局「令和３年 都内各区市町村の６５歳健康寿命」 

 

 

（３）障がいのある人  

障がいのある人は増加傾向にあり、令和４年４月１日現在、各種障害者手帳の所持

者数は合計で４，２８８人となっています。障がいの種類別にみると、特に精神障害

者保健福祉手帳の所持者数が増加しています。 

 

各種障害者手帳の所持者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小金井市「小金井市事務報告書」(各年４月１日現在) 

 

  

2,557 2,567 2,541 2,558 2,517 

630 644 655 674 714 

933 974 965 1,037 1,057 

4,120 4,185 4,161 4,269 4,288 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

（人）

身体障害者手帳 愛の手帳

(知的障がい者)

精神障害者

保健福祉手帳
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（４）地域活動  

① 町会・自治会 

町会・自治会数は横ばいで推移しており、加入世帯数は減少し続けています。 

 

町会・自治会数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小金井市「小金井市事務報告書」(各年) 

 

② 老人クラブ 

老人クラブ数は、一定して１３団体となっています。会員数は減少傾向にあり、令

和４年の会員数は１，０６９人となっています。 

 

老人クラブ数と会員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小金井市「小金井市事務報告書」(各年 4 月 1 日現在)  

23,506 23,284 22,902 22,654 22,300 22,148 

72 72 72 72 72 72 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

（団体）（世帯）

加入世帯数 町会・自治会数

1,463 1,369 1,335 
1,227 

1,137 1,069

13 13 13 13 13 13

0.0

5.0

10.0

15.0

0

500

1,000

1,500

2,000

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

（団体）（人）

会員数 クラブ数
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③ ＮＰＯ法人 

ＮＰＯ法人数は令和２年以降減少傾向にあり、令和４年では６６団体となっていま

す。 

 

小金井市内に事務所を置くＮＰＯ法人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京市町村自治調査会「多摩地域データブック」(各年) 

 

 

（５）市民生活  

① 生活保護の状況 

生活保護の被保護世帯数および被保護人員数は共に増加傾向にあり、被保護人員の

保護率はほぼ横ばいで推移しています。 

 

被保護世帯数・人員数と被保護人員の保護率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小金井市「小金井市事務報告書」（各年） 

  

66 
70 70 67 66 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

（団体）

1,487 1,529 1,565 1,592 1,606 1,612 1,698 1,723 1,753 1,768 1,769 1,777 

14.2 14.3 14.4 14.4 14.3 14.3

0.0

4.0

8.0

12.0

16.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

（‰）（世帯、人）

被保護世帯数 被保護人員数 被保護人員の

保護率
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② 福祉総合相談窓口 

令和２年１０月より、小金井市自立相談サポートセンター（自立相談支援事業）の

機能を拡充し、福祉総合相談窓口を開設しました。 

福祉総合相談窓口の相談件数（延べ件数）は、令和３年は９９１件、令和４年は８

８４件となりました。 

相談内容をみると、「収入・生活費」、「家賃・ローンの支払い」、「病気や健康、障

がい」に関する相談が高くなっています。 

 

福祉総合相談窓口の相談件数と相談内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小金井市「小金井市事務報告書」(各年) 

  

111 

78 

282

155

43

28

87

12

14

45

4

24

27

5

11

65

113 

93 

237 

112 

40 

27

64

12

8

37

4

23

30

5

13

66

0 100 200 300
（件）

令和３年

令和４年

病気や健康、障がい 

住まい 

収入・生活費 

家賃・ローンの支払い 

税金や公共料金等の支払い 

債務 

仕事探し、就職 

仕事上の不安やトラブル 

地域との関係 

子育て 

家族との関係 

介護 

ひきこもり・不登校 

DV・虐待 

食べるものがない 

その他（居場所がない等） 
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２ アンケート調査から 

（１）地域生活の状況  

① 近所づきあいの状況（一般市民調査） 

「たまに挨拶や立ち話等をする程度である」の割合が４６.８％と最も高く、次い

で「ほとんど付き合いはない」の割合が２７.８％、「特定の人とは親しくしている」

の割合が２０.２％となっています。 

町内の人との付き合いの程度 

【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別】 

年代別にみると、他に比べ、１８～２９歳で「ほとんど付き合いはない」の割合が、

３０～４９歳で「たまに挨拶や立ち話等をする程度である」と「ほとんど付き合いは

ない」の割合が、５０～６４歳および６５歳以上で「たまに挨拶や立ち話等をする程

度である」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
件
） 

多
く
の
人
と
親
し
く

付
き
合
っ
て
い
る 

特
定
の
人
と
は
親
し

く
し
て
い
る 

た
ま
に
挨
拶
や
立
ち

話
等
を
す
る
程
度
で

あ
る 

ほ
と
ん
ど
付
き
合
い

は
な
い 

無
回
答 

全  体 615  4.9  20.2  46.8  27.8  0.3  

18～29 歳 53  1.9  18.9  37.7  41.5  － 

30～49 歳 223  2.2  18.4  42.2  36.8  0.4  

50～64 歳 170  3.5  19.4  52.4  24.7  － 

65 歳以上 166  10.8  22.9  51.2  14.5  0.6  

 

  

回答者数 = 615 ％

多くの人と親しく付き合っている

特定の人とは親しくしている

たまに挨拶や立ち話等をする程度である

ほとんど付き合いはない

無回答

4.9

20.2

46.8

27.8

0.3

0 20 40 60



17 

 

 

➁ 日常生活の中で不安や課題と感じること（一般市民調査） 

「健康に関すること」の割合が３５.９％と最も高く、次いで「災害時の備えに関

すること」の割合が２９.３％、「経済的なこと」の割合が２８.３％となっています。 

性・年代別にみると、他に比べ、６５歳以上の女性で「健康に関すること」の割合

が、３０～４９歳の女性で「子育てに関すること」の割合が、１８～２９歳の女性で

「仕事に関すること（失業問題等も含む）」の割合が、３０～４９歳の男性で「経済

的なこと」の割合が高くなっています。 

日常生活の中で感じる不安や課題（複数回答（３つまで）） 

【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 615 ％

家族の介護に関すること

子育てに関すること

教育に関すること

仕事に関すること（失業問題等も含む）

経済的なこと

生きがいづくりや社会参加に関すること

生涯学習に関すること

健康に関すること

ごみの問題等、生活環境の保全に関するこ
と

犯罪・治安に関すること

災害時の備えに関すること

その他

特にない

無回答

20.2

17.1

14.1

14.0

28.3

8.6

6.2

35.9

15.6

12.5

29.3

2.1

10.2

0.7

0 10 20 30 40 50
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（２）地域における課題  

➀ 地域の中での問題点・不足していると思うもの（一般市民調査） 

「緊急時の対応体制がわからない」の割合が３３.３％と最も高く、次いで「特に

問題はない」の割合が２４.９％、「隣近所との交流が少ない」の割合が２１.６％と

なっています。 

住んでいる地域にある問題点・不足していると思うもの（複数回答） 

【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 615 ％

あいさつをしない人が多い

緊急時の対応体制がわからない

犯罪の増加

交通マナーの乱れ

道ばたのごみが増えた

地域での子どもの見守りがなされていない

子どもや高齢者、障がい者に対する虐待を
見たり聞いたりする

隣近所との交流が少ない

世代間の交流が少ない

地域の活動が活発でない

地域の中で気軽に集まれる場が少ない

障がい者に対する理解が不足している

健康に対する意識が低い

特に問題はない

その他

無回答

10.6

33.3

2.6

18.2

15.1

5.2

1.5

21.6

15.3

13.7

14.1

3.4

2.8

24.9

10.6

1.1

0 10 20 30 40 50
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➁ 福祉サービスの利用に結びついていない人の有無（担い手調査） 

支援が必要にもかかわらず、福祉サービスの利用に結びついていない人が周囲にい

るかについて、「分からない」の割合が４７.５％と最も高くなっています。 

福祉サービスの利用に結びついていない人の有無（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

➂ 地域の課題を解決するために必要な方策（一般市民・担い手調査） 

一般市民調査では、「誰もが気軽に来られる居場所を地域に増やす」の割合が３１.

９％と最も高く、次いで「相談窓口を充実させる」の割合が２３.７％、「地域活動を

活発にする」の割合が２０.８％となっています。 

担い手調査では、「誰もが気軽に来られる居場所を地域に増やす」の割合が３７.

５％と最も高く、次いで「地域福祉の担い手となる人々を増やす」の割合が３５.

０％、「相談窓口を充実させる」、「地域福祉の担い手となる人々が連携する」の割合

が３０.０％となっています。 

地域の課題を解決するために必要な方策（複数回答（３つまで）） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

町内会・自治会への入会を勧める

地域の集まりへの参加を促す

地域活動を活発にする

住民のボランティア活動を活発化させる

地域の見守り活動を活発化させる

誰もが気軽に来られる居場所を地域に増
やす

相談窓口を充実させる

地域福祉の担い手となる人々を増やす

地域福祉の担い手となる人々が連携する

地域の問題を専門的な福祉サービスにつ
なげる
住民と行政をつなげるパイプ役を果す組
織を増やす

その他

特にない

無回答

7.5

8.3

20.8

14.3

12.8

31.9

23.7

11.4

9.1

11.1

17.4

5.4

16.6

0.8

0.0

12.5

20.0

27.5

20.0

37.5

30.0

35.0

30.0

17.5

17.5

7.5

0.0

2.5

0 10 20 30 40 50

一般市民調査

担い手調査

いる

32.5%

いない

12.5%

分から

ない

47.5%

無回答

7.5%
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（３）地域活動・ボランティア活動  

➀ 参加状況および活動・参加したいと思う条件（一般市民調査） 

地域活動やボランティア活動等の参加状況（一般市民調査）は、「取り組んだこと

はない」の割合が５２.０％と最も高くなっています。 

また、活動・参加したいと思う条件については、「気軽に参加できる」の割合が５

１.７％と最も高く、次いで「身近なところで活動できる」の割合が３６.７％、「活

動時間や曜日を選べる」の割合が３６.６％となっています。 

活動・参加しやすい条件（複数回答） 

【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 615 ％

活動情報の提供がある

友人等と一緒に参加できる

身近なところで活動できる

活動時間や曜日を選べる

気軽に参加できる

適切な指導者やリーダーがいる

特技や知識が活かせる

身体的な負担が少ない

経済的な負担が少ない

自分の知識や経験を豊かにできる

その他

特にない

無回答

28.5

12.0

36.7

36.6

51.7

21.3

16.9

24.2

28.9

15.8

2.9

13.8

2.8

0 20 40 60
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② 活動する上での課題（担い手調査） 

「職員、スタッフが高齢化してきている」の割合が６２.５％と最も高く、次いで

「活動のための人材（職員、スタッフ、ボランティア等）が少ない、足りない」の割

合が５７.５％、「活動の中心となるリーダーや後継者が育たない」の割合が４５.

０％となっています。 

活動する上での課題（複数回答） 

【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 40 ％

活動のための人材（職員、スタッフ、ボランティア
等）が少ない、足りない

活動の中心となるリーダーや後継者が育たない

職員、スタッフが高齢化してきている

同じ分野、活動内容の団体・施設・個人とのネット
ワークづくりの場がない

異なる分野、活動内容の団体・施設・個人とのネッ
トワークづくりの場がない

多くの人が参加しやすい活動内容となっていない、
活動の利用者・参加者が少ない

事業（活動）の内容を情報発信する機会が少ない、
事業（活動）が知られていない

活動資金が不足している、採算が合わない

活動場所や事務所の場所の確保が難しい

地域資源（人、団体、場所等）の情報が得にくい

活動に必要な情報や専門知識が不足している

組織運営がうまくいかない

その他

特にない

無回答

57.5

45.0

62.5

12.5

10.0

12.5

7.5

22.5

30.0

12.5

2.5

5.0

5.0

7.5

5.0

0 20 40 60 80
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（４）防災について  

➀ 防災に対する考え（一般市民調査） 

災害時の避難場所を知っているかについて、「はい」の割合が７９.０％、「いいえ」

の割合が２０.２％となっています。 

災害時の避難場所を知っているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日ごろから地域の防災訓練に参加しているかについて、「はい」の割合が８.５％、

「いいえ」の割合が９０.１％となっています。 

日ごろから地域の防災訓練に参加しているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害などの緊急時に、避難所への誘導などの手助けが必要かについて、「いいえ」

の割合が７１.５％と最も高く、次いで「はい」の割合が１７.４％となっています。 

緊急時に、避難所への誘導などの手助けが必要か 

 

 

 

 

 

  

はい

79.0%

いいえ

20.2%

無回答

0.8%

はい

8.5%

いいえ

90.1%

無回答

1.5%

はい

17.4%

いいえ

71.5%

わからない

9.9%

無回答

1.1%
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災害などの緊急時に、高齢者世帯や障がいのある方などの要支援者の避難等の手助

けができるかについて、「はい」の割合が３４.１％と最も高く、次いで「わからない」

の割合が３３.５％、「いいえ」の割合が３１.１％となっています。 

緊急時に、要支援者の避難等の手助けができるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害などの緊急時に、近所の人と互いに助け合えると思うかについて、「はい」の

割合が５２.２％と最も高く、次いで「わからない」の割合が３４.０％、「いいえ」

の割合が１２.８％となっています。 

緊急時に、近所の人と助け合えると思うか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 

１ アンケート調査の回答は各質問の回答者数（Ｎ）を基数とした百分率（％）で示している。ま

た、小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合がある。 

２ 複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見方にな

るため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合がある。 

  

はい

34.1%

いいえ

31.1%

わから

ない

33.5%

無回答

1.3%

はい

52.2%

いいえ

12.8%

わからない

34.0%

無回答

1.0%
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３ 地域福祉をめぐる動向 

（１）重層的支援体制整備事業の創設  

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住

民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を

超えて「丸ごと」つながる地域共生社会の実現に向けた改革の一つとして、改正社会

福祉法が平成３０年に施行されました。 

この改正では、地域福祉推進の理念として「支援を必要とする住民（世帯）が抱え

る多様で複合的な地域生活課題について、住民や福祉関係者による把握及び関係機関

との連携等による解決が図られることを目指す旨」が明記されました。 

また、この理念を実現するため、市町村において、住民が主体的に地域課題を把握

し解決するための仕組みづくりや、複雑化・複合化した課題を受け止めるための包括

的な支援体制の整備に努める旨が規定されました。 

さらに、令和３年４月の改正では、市町村において、既存の相談支援等の取組を生

かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を

構築するため、相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に実施する重

層的支援体制整備事業が創設され、市町村の包括的かつ重層的な支援体制の充実を図

ることが求められています。 

 

重層的支援体制整備事業の概要 

市町村における既存の相談支援等の取り組みを活かしつつ、複合化・複雑化した地域生活

課題に対応する包括的な支援体制を構築するため、「Ⅰ 相談支援」「Ⅱ 参加支援」「Ⅲ 地域づ

くりに向けた支援」の「３つの支援」を柱とする一体的な取り組みです。この事業は、これ

までの福祉制度・政策と、人々の生活そのものや生活を送る中で直面する困難・生きづらさ

の多様性・複雑性から表れる支援ニーズとの間にギャップが生じてきたことを背景としてお

り、属性・世代を問わない相談・地域づくりの実施体制を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省資料より抜粋 
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（２）成年後見制度の利用促進   

成年後見制度が十分に利用されていないことから、平成２８年５月に「成年後見制

度の利用の促進に関する法律」が施行され、同法に基づく国の成年後見制度利用促進

基本計画が策定されました。 

令和４年３月には第二期成年後見制度利用促進基本計画が閣議決定され、これまで

の課題に対する対応として成年後見制度の見直しに向けた検討と権利擁護支援策の総

合的な充実、成年後見制度の運用の改善、後見人への適切な報酬の付与、地域連携ネ

ットワークづくりの推進などが計画に盛り込まれました。 

 

 

（３）再犯防止の推進 

我が国の刑法犯検挙人員全体に占める再犯者の割合は上昇傾向にあり、新たな犯罪

被害者を生まない、安全・安心な社会を実現するために、平成２８年１２月に「再犯

の防止等の推進に関する法律」が施行され、同法に基づく国の再犯防止推進計画が策

定されました。令和５年３月に策定された第二次再犯防止推進計画において、市町村

には、地域住民に最も身近な基礎自治体として、各種行政サービスを必要とする犯罪

をした者等が地域で安定して生活できるよう適切にサービスを提供するよう努めるこ

ととされています。 

 

 

（４）避難行動要支援者対策 

平成２５年の災害対策基本法の一部改正により、高齢者、障がいのある人等の特に

配慮を要する方のうち、災害発生時の避難等に特に支援を要する方の名簿の作成が各

自治体に義務付けられ、本市においても名簿の適正な管理・更新を行っています。 

一方で、いまだ災害により、多くの高齢者等が被害を受けており、避難の実効性の

確保に課題があります。令和３年５月施行の災害対策基本法の一部改正では、避難行

動要支援者の円滑かつ迅速な避難を図る観点から、市町村には、避難行動要支援者ご

との個別避難計画の策定が努力義務化されました。 
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４ 市の保健福祉を取り巻く課題 

（１）福祉のまちづくり  

① 福祉を支える基盤の整備 

アンケート調査（一般市民調査）からは、本市の福祉の重点課題として、道路の段

差解消等バリアフリーの充実を求める声がうかがえます。 

今後も公共施設をはじめ、道路や歩行空間等について、ユニバーサルデザインの考

え方に基づき、誰もが利用しやすい環境整備を行うことが必要です。また、身近な地

域で安心して暮らしていける住まいの確保や居場所づくりの充実が必要です。 

 

② 災害に備える体制づくり 

地震や台風等の自然災害の発生による被害拡大が懸念されるなかで、アンケート調

査（一般市民調査）では、災害が発生して避難が必要になったときに、避難所での生

活を心配する声が多く上がっています。 

防災訓練等、地域での防災活動を周知するとともに、高齢者や障がいのある人、若

者等、地域で暮らすより多くの地域住民の参加を促進していくことが必要であるとと

もに、災害発生時や避難所等での支援体制の充実や、避難行動要支援者支援体制の構

築が必要です。 

 

③ 人権尊重と権利擁護事業の推進 

人口減少、超高齢社会に突入し、核家族化や価値観の多様化、地域の多問題化が進

むなか、認知症、知的障害その他の精神上の障害がある方の権利を擁護することは喫

緊の課題です。一方で、アンケート調査（一般市民調査）では、成年後見制度の認知

度が十分でない面もうかがえます。 

成年後見制度利用を支援し、制度について周知・啓発するとともに、福祉サービス

利用者の意思（自己決定）の尊重に基づいた権利擁護をより一層充実することや虐待

防止対策に取り組んでいくなど権利擁護の体制づくりが必要です。 
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④ 情報提供の仕組みづくり 

アンケート調査（一般市民調査）では、今後、小金井市民の地域活動を活性化する

ために情報を入手しやすい環境が求められています。 

子どもから高齢者まで支援を必要とする人に必要な情報が届くよう、身近な生活の

場や情報技術を活かし、各年代の情報入手手段やニーズに応じた情報提供の充実を図

る必要があります。さらに、高齢者や障がい者等にとっても分かりやすい情報提供の

工夫が必要です。また、福祉総合相談窓口をはじめ相談窓口の認知度向上が課題とな

っており、相談窓口の更なる情報発信をしていくことも必要です。 

 

（２）包括的支援体制の構築  

① 重層的支援体制の整備 

コロナ禍により孤独・孤立の課題や格差が顕在化しています。また、いわゆる８０

５０問題、ひきこもり支援等、既存の枠組みでは課題が把握されにくい世帯や複雑

化・複合化した課題を抱える世帯に対して、福祉の各分野を超えた多様な主体による

支援ネットワークの形成と包括的な視点での取組が課題となります。 

また、適切に相談や制度につながらずに孤立してしまうケースや、相談先がわから

ずに状態が深刻化してしまうケース等もあり、問題が発見された場合に適切な相談先

や制度につなげる仕組みや、自ら相談窓口につながることが難しい人へのアウトリー

チによる支援、当事者に寄り添い、伴奏しながら支援する継続的な支援が必要です。 

包括的支援体制の構築にあたっては、包括的相談支援、社会とのつながりを作る参

加支援、世代や属性を超えた交流の場や居場所を整備する地域づくりの充実を一体的

に実施するとともに、多様な主体によるネットワーク形成を進める必要があります。 

地域活動やボランティア活動への参加は減少傾向にある一方で、アンケート調査

（一般市民調査）では、地域の支え合いの仕組みづくりで特に必要であると思うこと

として、地域の人々が知り合う機会や活動する場所の確保や活動する場所や資金の支

援が求められています。 

その他、市民参加への仕組みの構築、地域福祉を担う人材が活動を継続できるよう

にするための支援や既存の地域資源の活用や関係機関との連携も課題となります。 

 

② セーフティネットの機能強化 

市の生活困窮者自立支援プラン作成数は増加傾向にあり、適切な生活保護制度の実

施にあわせて、生活困窮者への自立支援の推進において、生活保護に陥らないための

セーフティネットを強化する必要があります。  
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（３）地域活動の活性化  

① 社会参加の促進 

アンケート調査（一般市民調査）では、隣近所の人との付き合いについて、「たま

に挨拶や立ち話等をする程度である」が４６．８％と最も高く、次いで「ほとんど付

き合いはない」が２７．８％となっています。また、町内の行事や活動等への参加も

「ほとんど参加していない」が３８．０％と最も高くなっています。 

気になった人がいたときには、声をかけたり、支援先を案内したりすることができ

るような、意識をもった担い手を増やしていく必要があります。 

 

② 地域活動の支援と人材の育成 

地域福祉の担い手であるボランティアやＮＰＯ法人、民生委員・児童委員の不足が

課題となっています。アンケート調査（一般市民調査）においても、ボランティア活

動の参加について、「取り組んだことはない」が５２．０％と最も高く、次いで「取

り組んだことはあるが、現在はほとんどしていない」が２０．８％となっています。 

地域福祉活動を担う人材育成の支援やボランティアに取り組む人の育成支援に取り

組んでいますが、活動のマンネリ化や新しい会員が増えないなどの課題を抱えていま

す。地域活動の担い手を育成する上で、子どもの頃からの福祉教育や地域での様々な

活動への参加体験を通しての福祉の意識づけが必要です。 

さらに、地域福祉を推進するために、地域の担い手となるような学びの機会を増や

し、各活動のさらなる広がりや新たな活動メニューの提供を行うとともに、住民の自

発性に基づき、その意欲・能力や状況に応じて主体的な関わりを促進する取組が必要

です。また、はじめてでも気軽に取り組めるようなボランティア情報の発信や、活動

機会の提供など、地域活動のきっかけづくりが必要です。 

 

③ 多様な地域資源との連携 

アンケート調査（福祉の担い手調査）では、小金井市民の地域活動が活性化するた

めに必要なことは、「団体間の協働をコーディネートできる人・組織があること」が

５５．０％と最も高く、次いで「誰もが地域活動に関する情報を入手しやすい環境が

あること」が５０．０％となっています。 

福祉課題や、新たな制度に的確に対応し、福祉サービスの切れ目のない支援を行っ

ていくために、地域活動団体と行政等が連携して地域の福祉サービスの向上に努めて

いく必要があります。 

  



29 

 

 

第３章    計画の理念と目標 

 

 

 

１ 計画の理念 

本市の最上位計画である第５次小金井市基本構想・前期基本計画では「いかそうみ

どり 増やそう笑顔 つなごう人の輪 小金井市」を将来像に掲げ、まちづくりの基本

姿勢として「みんなの暮らしを大切にするまちづくり（市民生活の優先）」、「みんな

で進めるまちづくり（参加と協働）」、「未来につなげるまちづくり（持続可能なまち）」

を目指しています。  

福祉と健康分野では、保健・医療・福祉の体制を充実させ、高齢者や障がい者はも

とより、あらゆる個人が尊重され、お互いに支え合い、助け合う仕組みづくりを推進

し、支援策を充実させ、いつまでも健康で自分らしく暮らすことのできる地域福祉の

実現を目指しており、本計画の基本理念については、第５次小金井市基本構想・前期

基本計画における福祉と健康分野の取組方針から「誰もがいきいきと暮らすことので

きるまち」を掲げるものとします。 

この基本理念に基づき、「いきいきとした暮らしの充実」、「自立した暮らしの支援

と実現」、「健康な暮らしの支援と実現」を目指します。 

 

 

【 基 本 理 念 】 

 

 

 

 

 

 

 

  

誰もがいきいきと暮らすことのできるまち 
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２ 基本目標 

基本理念の実現に向け、３つの基本目標を定め、施策の展開を図ります。 

 

（１）福祉のまちづくり  

・誰にとっても暮らしやすい地域社会となるようユニバーサルデザインのまちづくり

に取り組み、公共施設などのバリアフリー化を推進します。また、移動が困難な人

のための外出機会の創出や移動手段の充実など外出しやすい環境づくりを進めます。 

・災害時における要配慮者への対応を迅速に行うため、避難行動要支援者情報を適切

に管理するとともに、対象者を把握して、平時の見守り及び災害時など緊急事態に

おける支援体制の充実を図ります。 

・全ての人の人権が尊重され、互いの差異や多様性を認め合えるソーシャル・インク

ルージョンを進めるため、人権尊重の意識を高めるとともに、病気や障害などで判

断能力が不十分な人の権利を守り、安心して地域で暮らし続けられるよう、権利擁

護の体制づくりを進めます。 

・福祉サービスに係る積極的な情報発信とサービスの質の適正化を図ります。また、

福祉サービスの提供等による本人への支援は、本人の意思（自己決定）の尊重に基

づいて行われるよう努めます。 

 

 

（２）包括的支援体制の構築  

・様々な課題を抱える地域住民等に対して適切な支援が提供できるよう、属性や世代

を問わず包括的に相談を受け止める福祉総合相談窓口の機能強化を図ります。また、

気軽に相談できる相談窓口として周知の工夫に努めるとともに、社会とのつながり

を作る参加支援、交流の場や居場所を整備する地域づくりの充実を一体的に取り組

み、包括的支援のネットワークの形成を進めます。 

・複雑化・複合化した地域課題については、支援機関のネットワークで対応し、支援

ニーズに応じた適切な情報共有と役割分担によりチームによる支援を目指します。 

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所の発掘、開拓・開発に努め、町会・自治

会、民生委員・児童委員、ＮＰＯ法人等、関係機関など多様な地域資源とのつなが

りを作るための支援を行います。 

・必要な支援につながっていない方を支援に繋げる体制の整備を図ります。 

・生活困窮者自立支援制度の強化を図り、個々人の状況に応じた支援を実施し、自立

を手助けしていきます。 
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（３）地域活動の活性化  

・地域づくりの重要な担い手である民生委員児童委員協議会に対し支援を行い、引続

き連携していきます。民生委員・児童委員の欠員補充に注力し、民生委員・児童委

員の役割を適正化して、負担軽減を図ります。 

・若い世代や、元気な高齢者など、より多くの人が地域での活動に関心を持ち、積極

的に関わりを持てるよう、社会参加しやすい環境を整えるとともに多様な機会創出

により社会参加の促進を図ります。 

・地域活動に関する情報発信を行うとともに活動の活性化につながるよう支援しま

す。また、活動の担い手の育成につながる事業を展開します。 

・社会福祉協議会、社会福祉法人に加えて、ＮＰＯ法人等、事業者など多様な主体と

の連携を強化し支援機関のネットワークづくりを進めます。 
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３ 施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

誰
も
が
い
き
い
き
と
暮
ら
す
こ
と
の
で
き
る
ま
ち 

［ 基本目標 ］ ［ 施策の方向性 ］ ［ 基本目標 ］ 

（１）福祉を支える基盤の整備 

（２）災害に備える体制づくり 

（３）人権尊重と権利擁護の体制づくり 

（４）情報提供の仕組みづくり 

（１）重層的支援体制の整備 

（２）セーフティネットの機能強化 

（３）再犯防止の支援 

（１）社会参加の促進 

（２）地域活動の支援と人材の育成 

（３）多様な地域資源との連携 

１ 福祉のまちづく
り 

２ 包括的支援体制
の構築 

３ 地域活動の活性
化 
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［ 施策 ］ ［ 個別事業・取り組み ］ 

①暮らしやすいまちづくり 

①防災・防犯活動への参加促進 

①ノーマライゼーションの推進 

③福祉サービスの質の確保 

②情報バリアフリーの推進 

②参加支援 

①生活困窮者への支援強化 

①再犯防止等に関する活動の推進 

②専門人材の育成 

②移動支援の充実 

②要支援者の支援強化 

②権利擁護事業の充実 

①福祉の情報発信の強化 

①包括的相談支援体制の構築 

③地域づくりの促進 

②生活保障の推進 

①地域活動への参加促進 

①地域福祉の担い手育成 

①多様な主体との連携づくり 

②社会福祉法人等との連携強化 

ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進／施設のバリア

フリー化の推進 

自主防災組織の育成／地域コミュニティを活用した防犯体制の

推進 

保健福祉教育の充実／市民に対する啓発活動の推進 

福祉サービス苦情調整委員制度の周知／福祉サービス第三者評

価システムの普及／サービス事業者の指導強化 

 

情報提供のユニバーサルデザインの推進 

社会参加に向けた資源開拓／多様な地域資源とのマッチング 

地域生活課題の把握と情報共有の仕組み強化／生活困窮者の自

立支援の推進 

就労・住居の確保等の自立支援のための取組／保健医療・福祉サー

ビスの利用促進／広報・啓発活動の促進と民間協力者等との連携 

福祉専門職の資質の向上／民間事業者等の参入促進／地域福祉

推進事業の充実 

 

ＣｏＣｏバスの利便性向上／移送サービスへの支援 

災害時における避難行動要支援者への支援体制の充実 

権利擁護事業の推進／地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）の利

用支援／虐待防止・対応ネットワークづくりの推進 

情報提供の充実／各種手当制度の周知 

福祉総合相談窓口の運営／他機関協働の推進／アウトリーチ等

を通じた継続的支援 

多様な市民が交流できる場の構築／地域での見守り推進 

生活保護制度の適正な運用／路上生活者への自立支援／住宅確

保要配慮者に対する居住支援 

ボランティア活動等の普及や参加のきっかけづくり／多様な人

材の地域活動への参加促進 

 
地域福祉ファシリテーター養成講座の開催／市民活動の資質向

上 

 

民生委員・児童委員活動の支援／町会・自治会活動への支援／

福祉サービス事業所の地域に開かれた取り組みの推進 

ボランティア・市民活動センターの機能強化／社会福祉協議会

との連携強化／社会福祉法人等との連携強化 
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第４章    施策の展開 

 

 

 

基本目標１ 福祉のまちづくり 

（１）福祉を支える基盤の整備  

① 暮らしやすいまちづくり 

事業名 施策内容 担当 

１ 

ユニバーサルデ

ザインによるま

ちづくりの推進 

誰もが使う施設や道路、公園について、高齢者や障が

いのある人をはじめ、全ての市民が円滑に利用できる

よう、バリアフリー化やユニバーサルデザインによる

まちづくりを推進します。 

関係各課 

２ 

施設のバリアフ

リー化の推進 

関係機関や民間建築物等に対し、エスカレーターやエ

レベーター、スロープ、バリアフリートイレの設置な

ど、当事者の意見をききながらバリアフリー化を働き

かけます。 

公共施設について、改修の際に利用しやすさに配慮し

たバリアフリー化を進めます。 

東京都福祉のまちづくり条例に基づき、新規に建設さ

れる届出が必要な対象建築物について、整備基準を満

たせるよう指導します。 

関係各課 

 

② 移動支援の充実 

事業名 施策内容 担当 

３ 

ＣｏＣｏバスの

利便性向上 

路線バス等を補完する公共交通として公共交通不便地

域をカバーし、市内の地域交通ネットワークを形成し

ます。交通弱者の移動ニーズにも配慮しつつ、持続可

能な運行形態及びサービスの提供を目指し利便性の向

上に取り組みます。 

交通対策課 

４ 

移送サービスへ

の支援 

日常生活において外出が困難な方の社会参加を支援す

るため、移送サービスを実施しているＮＰＯ法人等へ

助成し、移送の安定的な供給に努めます。 

自立生活支

援課 
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（２）災害に備える体制づくり  

① 防災・防犯活動への参加促進 

事業名 施策内容 担当 

５ 

自主防災組織の

育成 

防災に関する情報提供や学習機会の充実により、市民

への防災知識の浸透と防災意識の向上を図ります。特

に、子育て世代や子どもの参加を増やせるよう、防災

訓練内容の見直しや周知方法の工夫を行います。 

自主防災組織が結成されていない地域については、「自

助・共助」の重要性を周知しつつ、自主防災組織の結

成を促進します 

地域安全課 

６ 

地域コミュニテ

ィを活用した防

犯体制の推進 

市と小金井警察署、町会・自治会等の地域コミュニテ

ィ、各種防犯団体との連携を強化し、地域で起きた犯

罪の情報共有を行うなど、個人や地域の防犯意識を高

め、地域での防犯体制の整備を支援します。 

市内で自主的に防犯パトロールを行っている団体につ

いて、防犯資機材を支給し、活動を支援します。 

地域安全課 

 

② 要支援者の支援強化 

事業名 施策内容 担当 

７ 

災害時における

避難行動要支援

者への支援体制

の充実 

災害時等に自力で避難することが困難で、家族等の支

援を受けられない高齢者や障がいのある人等（以下

「避難行動要支援者」といいます。）を把握するため、

災害対策基本法に基づき作成した、避難行動要支援者

名簿の適正な管理・更新を行います。 

民生委員・児童委員や関係機関と連携しながら、個人

情報の保護に配慮しつつ、必要に応じて名簿を活用で

きるよう整備します。加えて、地域の皆さんに「支援

者」となっていただき、見守りや安否確認、避難支援

の体制を整備するモデル地区事業を進めていきます。 

また、福祉避難所の管理運営の整備を推進します。 

福祉保健部

各課 
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（３）人権尊重と権利擁護の体制づくり  

① ノーマライゼーションの推進 

事業名 施策内容 担当 

８ 

保健福祉教育の

充実 

学校教育の「総合的な学習の時間」での体験学習等

や、障がいの有無に関わらず、共に学ぶ機会を通じ

て、高齢者や障がいのある人と触れ合い、支援が必要

な方への理解や、障がいについての知識を子どもの頃

から深めます。 

児童・生徒の発達段階に応じ、人権の意義・内容や重

要性について理解し、自分の大切さとともに他の人の

大切さを認めることが出来る様に努めます。 

指導室 

９ 

市民に対する啓

発活動の推進 

保健福祉に関する講座・講演等を開催するとともに、

市報等を通じて、高齢者や障がいのある人をはじめ、

全ての人の人権に対する理解を深めます。 

誰もが安心して社会参加できるよう、合理的配慮の提

供や心のバリアフリーを推進し、ソーシャル・インク

ルージョンやノーマライゼーションの理念の周知を図

ります。 

関係各課 

 

② 権利擁護事業の充実 

事業名 施策内容 担当 

１０ 

権利擁護事業の

推進 

認知症や知的障がいのある人、精神障がいのある人な

ど、判断能力が十分でない人の意思（自己決定）を尊

重し、その権利を守るため、権利擁護意識の醸成を図

ります。加えて、成年後見制度の周知に努めるととも

に、小金井市権利擁護センター（ふくしネットこがね

い）において、権利擁護を支える地域の担い手として

市民後見人の育成を進めます。 

地域福祉課 

介護福祉課 

自立生活支

援課 

１１ 

地域福祉権利擁

護事業（日常生

活自立支援事

業）の利用支援 

小金井市権利擁護センター（ふくしネットこがねい）

において、判断能力に不安のある人の生活の安定を支

えるため、福祉サービスの利用援助や、日常的金銭管

理等を支援する地域福祉権利擁護事業 (日常生活自立

支援事業）を、関係機関と連携しながら、継続して実

施します。 

地域福祉課 

１２ 

虐待防止・対応

ネットワークづ

くりの推進 

ドメスティック・バイオレンスを含む、あらゆる暴力

の防止に向け、暴力を未然に防ぐための意識啓発につ

いて発信するととともに、高齢者や障がいのある人、

子どもなどへの虐待に対し、関係機関との連携を強

め、相談に対する適切な対応を進めます。また、虐待

をしてしまう擁護者等を含む家族全体に対する地域ぐ

るみの支援を推進します。 

関係各課 

  



37 

 

 

③ 福祉サービスの質の確保 

事業名 施策内容 担当 

１３ 

福祉サービス苦

情調整委員制度

の周知 

福祉サービス（介護保険サービスを含む。）に対する市

民の苦情に公平かつ適正に対応し、信頼性と福祉の向

上をめざすことを目的にして、福祉サービス苦情調整

委員（福祉オンブズマン）が２名配置されています。 

制度の周知に努めるとともに、福祉サービス苦情調整

委員（福祉オンブズマン）による職員を対象とした研

修を実施し、接遇向上と「苦情ゼロ」をめざします。 

地域福祉課 

１４ 

福祉サービス第

三者評価システ

ムの普及 

福祉サービスの質の確保のため、福祉サービスの事業

者に対し、第三者評価の受審への助成を行います。ま

た、利用者が質の高い福祉サービスを選択できるよ

う、第三者評価の評価結果を公表し、情報提供を行い

ます。 

関係各課 

１５ 

サービス事業者

の指導強化 

福祉サービス事業者である市内の社会福祉法人等に対

し、法令等を遵守した適切な運営がされているか、市

職員による指導検査を行います。 

関係各課 
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（４）情報提供の仕組みづくり  

① 福祉の情報発信の強化 

事業名 施策内容 担当 

１６ 

情報提供の充実 

支援を必要とする人が必要な時に保健・医療・福祉サ

ービスに関する情報を入手できるよう、市報こがね

い、市ホームページ等を活用し、情報提供の充実を図

ります。 

地域における身近な施設等にも各種ガイドブック等を

配布し、市民が情報を入手しやすいように配慮しま

す。 

福祉保健部

各課 

１７ 

各種手当制度の

周知 

各種手当制度の案内を定期的に市報等に掲載し、周知

を図ります。市報や市ホームページを活用し、情報の

すみやかな提供を行います。 

また、福祉サービス事業者や民生委員・児童委員等と

の連携を通じて、情報発信を強化します。 

福祉保健部

各課 

 

② 情報バリアフリーの推進 

事業名 施策内容 担当 

１８ 

情報提供のユニ

バーサルデザイ

ンの推進 

支援を必要とする人が必要な時に保健・医療・福祉サ

ービスに関する情報を入手できるよう、市報こがね

い、市ホームページ等を活用し、情報提供の充実を図

ります。 

地域における身近な施設等にも各種ガイドブック等を

配布し、市民が情報を入手しやすいように配慮しま

す。 

福祉保健部

各課 
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基本目標２ 包括的支援体制の構築 

（１）重層的支援体制の整備 

① 包括的相談支援体制の構築 

事業名 施策内容 担当 

１９ 

福祉総合相談窓

口の運営 

年齢や障がいの有無にかかわらず、全ての方を対象

に、包括的に相談を受け止める福祉総合相談窓口を運

営します。福祉総合相談窓口では、相談支援包括化推

進員を配置し、住民に身近な圏域において総合的な相

談に応じます。また、複雑化・複合化した相談につい

ては適切に支援機関につなぎ、より良い方法を一緒に

考えながら進める伴走型の相談支援を行います。 

地域福祉課 

２０【新規】 

他機関協働の推

進 

高齢、障がい、子ども・子育て、生活困窮等の対象者

ごとの各種相談支援体制の充実を図るとともに、相談

支援機関相互の連携を強化し、情報共有、役割分担に

より包括的な相談支援体制を構築します。 

地域生活課題を抱えた方の情報を早期にかつ幅広く集

約し、必要な支援につながっていない方を支援につな

げる体制を構築します。 

関係各課 

２１【新規】 

アウトリーチ等

を通じた継続的

支援 

支援関係機関等との連携や地域住民とのつながりを構

築し、複合化・複雑化した課題を抱えながらも支援が

届いていない人を把握し、本人に対して時間をかけた

丁寧な働きかけを行い関係性の構築に向けた支援を行

います。 

関係各課 

 

② 参加支援 

事業名 施策内容 担当 

２２【新規】 

社会参加に向け

た資源開拓 

既存の地域資源や支援関係機関とつながりを作り、活

用方法拡充の検討を行います。 

また、必要に応じて地域へ働きかけを行い、多様な支

援メニューが作られるように努めます。 

地域福祉課 

２３【新規】 

多様な地域資源

とのマッチング 

既存の社会参加に向けた事業では対応できない本人の

ために、本人やその世帯のニーズや抱える課題などを

丁寧に把握し、地域の社会資源や支援メニューのコー

ディネートをし、マッチングを行います。 

地域福祉課 
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③ 地域づくりの促進 

事業名 施策内容 担当 

２４【組替】 

多様な市民が交

流できる場の構

築 

年齢や障がいの有無にかかわらず、様々な背景を持っ

た市民が参加できる活動の機会を作ります。 

市内集会施設や公民館等の施設を活用し、地域福祉に

関心を持つ市民や活動団体が情報交換や活動の連携を

広げられる機会づくりを推進します。 

地域資源を幅広く把握し、世代や属性を超えて住民同

士が交流できる多様な場や居場所を整備します。 

交流・参加・学びの機会を生み出すために個別の活動

や人をコーディネートし、多様な地域活動が生まれや

すい環境を整備します。 

関係各課 

２５【組替】 

地域での見守り

推進 

民生委員・児童委員をはじめとした地域に密着して活

動する主体と行政との連携を強化し、地域での見守り

機能を高めます。 

また、町会・自治会、商店会、医療機関などと連携し

て見守り支援のネットワーク体制の充実を図ります。 

気軽な相談から、複合的な地域生活課題まで、事態が

深刻化する前に適切な支援につなげるよう、行政機関

および関係機関との相談体制を整備します。 

広報秘書課 

関係各課 
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（２）セーフティネットの機能強化  

① 生活困窮者への支援強化 

事業名 施策内容 担当 

２６ 

地域生活課題の

把握と情報共有

の仕組み強化 

生活困窮者の支援に関し、関係各課および関係機関等

との情報共有に努め、支援体制の連携強化を進めま

す。 

地域福祉課 

２７ 

生活困窮者の自

立支援の推進 

生活困窮者の自立に向け、本人の状況に応じた包括的

かつ継続的な相談支援を行います。また、関係機関と

連携しながら就労その他の支援体制を構築します。 

家計に課題を抱える生活困窮者に対し、情報の提供や

専門的な助言、指導等を行うことにより、早期に生活

が再生されるよう支援します。また、住居確保給付金

の給付、学習支援事業を実施します。 

地域福祉課 

 

② 生活保障の推進 

事業名 施策内容 担当 

２８ 

生活保護制度の

適正な運用 

生活保護を必要とする世帯の実態と要望の的確な把握

に努め、自立助長へ向けた支援を強化します。 
地域福祉課 

２９ 

路上生活者への

自立支援 

年2回定期的に実施している路上生活者概数調査等を通

じて路上生活者を把握し、関係機関とともに生活保護

制度等の各種施策を活用して早期の自立支援を進めま

す。 

地域福祉課 

３０【新規】 

住宅確保要配慮

者に対する居住

支援 

住宅確保要配慮者（高齢者、障がい者、子育て世帯

等、住宅の確保に配慮を要する者）に対して住まいを

探すための相談支援を行います。 

関係各課 

 

（３）再犯防止の支援  

① 再犯防止等に関する活動の推進 

事業名 

３１ 就労・住居確保等の自立支援のための取組 

３２ 保健医療・福祉サービスの利用の促進 

３３ 広報・啓発活動の促進と民間協力者等との連携 

※詳細な取り組みは第５章 小金井市再犯防止推進計画を参照 
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基本目標３ 地域活動の活性化 

（１）社会参加の促進  

① 地域活動への参加促進 

事業名 施策内容 担当 

３４ 

ボランティア活

動等の普及や参

加のきっかけづ

くり 

幅広い市民が自分に合った活動を選択して参加するこ

とができるよう、地域で活動するボランティア団体や

既存の各種団体の情報提供を充実させます。 

ボランティア体験学習を継続して実施し、地域福祉へ

の関心の醸成と、ボランティア活動への参加のきっか

けづくりを行います。 

関係各課 

社会福祉協

議会 

３５ 

多様な人材の地

域活動への参加

促進 

ボランティア活動に関心を持つ教育機関や、地域福祉

分野での社会貢献を考えている企業等との協働を促進

します。 

また若い世代や、企業で培った経験を持つ人材が地域

福祉の新たな担い手となるよう、ボランティア団体や

既存の各種団体の活動紹介や、活動の立ち上げを支援

します。 

関係各課 

社会福祉協

議会 
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（２）地域活動の支援と人材の育成  

① 地域福祉の担い手育成 

事業名 施策内容 担当 

３６ 

地域福祉ファシ

リテーター養成

講座の開催 

小金井市、三鷹市、武蔵野市、調布市、当該４市社会

福祉協議会およびルーテル学院大学と協働し、地域福

祉の新たな担い手として地域福祉ファシリテーターの

養成に努めます。 

講座の修了生が地域での活動を始める際の支援や、活

動の継続支援を行います。 

地域福祉課 

社会福祉協

議会 

３７ 

市民活動の資質

向上 

ボランティアのニーズを把握し、ボランティア研修の

充実を図り資質の向上に努めます。 

市民活動団体の活性化につながる支援を進めるととも

に、ボランティア団体や既存の各種団体が、地域にお

ける新たな見守り、支え合い活動の主体となれるよ

う、情報の提供や相談支援等を積極的に展開します。 

地域福祉課 

生涯学習課 

社会福祉協

議会 

 

② 専門人材の育成 

事業名 施策内容 担当 

３８ 

福祉専門職の資

質の向上 

専門職の資質向上を促進するため、介護福祉分野や障

がい者福祉分野で働く方に向けた研修を実施します。

また、国や都で実施する研修や講習会について、情報

提供を行います。 

介護福祉分野で働く方の研修等については、今後も研

修、講習会の開催および受講料を一部助成します。 

自立生活支

援課 

介護福祉課 

３９ 

民間事業者等の

参入促進 

行政が直接実施している福祉分野の事業に関し、民間

事業者が持つノウハウ等を活用し、柔軟かつ適正な事

業運営の検討を行いさらなる福祉の充実を図ります。 

民間事業者やＮＰＯ法人との協定締結をめざし、民間

事業者の協力による緩やかな見守り体制の充実に努め

ます。 

自立生活支

援課 

介護福祉課 

４０ 

地域福祉推進事

業の充実 

市と協働して、高齢者や障がいのある人などに対して

家事援助サービス、介護サービス、食事サービス等の

福祉サービス事業を行っている法人に対し、市がその

事業費の一部を補助します。 

地域福祉課 
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（３）多様な地域資源との連携  

① 多様な主体との連携づくり 

事業名 施策内容 担当 

４１ 

民生委員・児童

委員活動の支援 

民生委員・児童委員が行っている地域に密着した相談

や情報提供、地域生活課題の発見等の活動を支援する

とともに、民生委員・児童委員制度や活動内容の周知

を図ります。 

また、民生委員・児童委員が行う事務の状況を把握

し、欠員補充の方法や民生委員・児童委員の負担感軽

減について、課題解決に向けた検討を行います。 

地域福祉課 

４２ 

町会・自治会活

動への支援 

地域活動の基盤となる町会・自治会の情報を市の窓口

で案内し、新たな加入者増加に努めます。また、町

会・自治会の活動の活性化に資するため、東京都が実

施する支援事業等の情報提供を行います。 

広報秘書課 

４３ 

福祉サービス事

業所の地域に開

かれた取り組み

の推進 

福祉サービス事業所の会議室や敷地などの「場」を地

域住民の交流の場として開放したり、福祉サービス事

業所の物品販売を周知することで地域に密着した事業

所としての公益的な取組が広まるよう支援します。 

関係各課 

 

② 社会福祉法人等との連携強化 

事業名 施策内容 担当 

４４ 

ボランティア・

市民活動センタ

ーの機能強化 

ボランティア活動やＮＰＯ法人等に関する情報の収

集・公開や、活動先の紹介を充実させます。 

地域活動の立ち上げを支援するとともに、既存の活動

の継続支援や、行政や他団体との連携につながるよ

う、相談機能を高めます。 

また、市と社会福祉協議会が締結する「災害時におけ

るボランティア活動支援に関する協定書」に基づき、

効果的な災害ボランティア活動に関する支援が行える

よう相互に連携を図ります。 

関係各課 

社会福祉協

議会 

４５ 

社会福祉協議会

との連携強化 

社会福祉協議会は地域において地域福祉を推進する中

核となる組織です。社会福祉協議会が策定する「地域

福祉活動計画」を推進するために必要な支援を行い、

基盤強化を図り、さらなる連携を進めます。 

地域福祉課 

４６ 

社会福祉法人等

との連携強化 

社会福祉法人やＮＰＯ法人等が、地域で事業を実施す

るうちに気がついた、支援を必要とする事例や、相談

等を集約し、関係機関と情報共有を図って、適切な支

援につなげられる体制を整備します。 

関係各課  

社会福祉協

議会 
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第５章    小金井市再犯防止推進計画 

 

 

 

１ 計画策定の趣旨 

全国における刑法犯の認知件数は平成１５年以降減少を続け、令和３年まで毎年減

少しています。一方で、再犯者率（刑法犯検挙人員に占める再犯者の人員の割合）は

減少傾向にあるものの、それを上回るペースで初犯者数も減少し続けているため、検

挙人員に占める再犯者の人員の比率は上昇傾向にあり、刑法犯検挙者の約半数は再犯

者という状況にあります。 

再犯者の多くは出所後、社会に復帰するまでに様々な困難があり、必要な支援を受

けられずに再び犯罪に至るという悪循環に陥りやすいと考えられます。こうしたこと

から、地域社会で孤立することなく必要な支援を受けられる環境づくりを進めること

が求められています。 

このような状況を踏まえ、国では、平成２８年１２月、再犯の防止等の推進に関す

る法律（以下「再犯防止推進法」という。）が成立し、平成２９年１２月には国とし

ての再犯防止推進計画を、令和元年１２月には、再犯防止推進計画に基づく再犯防止

推進計画加速化プランを閣議決定しました。さらに、令和５年３月には、前計画の取

組を更に深化させ、推進していくため、令和５年度から令和９年度までの５か年を計

画期間とする第二次再犯防止推進計画（以下「国計画」という。）を策定しています。 

本市においても、これまで取り組んできた安全で安心して暮らせるまちづくりをさ

らに推進し、犯罪の被害を防止するとともに、誰もが安心して暮らすことができる社

会の実現に向けて、こうした国の動向等を踏まえて、小金井市再犯防止推進計画を策

定します。 

 

 

２ 計画の位置づけ 

小金井市再犯防止推進計画は、再犯防止推進法第８条第１項に規定する「地方再犯

防止推進計画」として位置づけられるものです。 

また、小金井市再犯防止推進計画は、福祉分野における上位計画である「小金井市

地域福祉計画」に包含される計画とします。 
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３ 小金井市の現状 

⑴ 刑法犯検挙者中の再犯者数及び再犯者率 

小金井警察署が取り扱った刑法犯検挙者数は、平成３０年以降は２００件台で推移

しており、増減はあるものの概ね減少傾向にあると思われます。刑法犯検挙者中の再

犯者率をみると、警視庁や全国の再犯者率を若干下回っているものの、平成２９年以

降、再犯者率が４０％を超える状況が続いており、特に令和３年には半数近くが再犯

者となっています。 

令和３年刑法犯検挙者中の再犯者数及び再犯者率 

 

項目 
刑法犯検挙者数

（人） 

 

再犯者数（人） 再犯者率（％） 

小金井警察署 ２０４ １０１ ４９．５ 

警視庁 １９，０８６ ９，８０９ ５１．４ 

全国 １５９，６９２ ７９，８０９ ５０．０ 

資料：法務省矯正局東京矯正管区提供 

 

小金井警察署における刑法犯検挙者中の再犯者数及び再犯者率の推移 

（平成２９年～令和３年） 

項目 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 

検挙人員（人） ３２６ ２９８ ２３７ ２６４ ２０４ 

再犯者数（人） １４２ １３９ １１２ １１３ １０１ 

再犯者率（％） ４３．６ ４６．６ ４７．３ ４２．８ ４９．５ 

資料：法務省矯正局東京矯正管区提供 

小金井警察署における刑法犯検挙者中の再犯者数及び再犯者率の推移 
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⑵ 刑法犯検挙人員の年齢別比率 

令和３年における刑法犯検挙人員を年齢別でみると、小金井警察署では２０～２９

歳が最も多く、２７.０％を占めており、警視庁や全国と比べて高い割合となってい

ます。一方、６５歳以上の割合は１４.７％と、警視庁や全国よりも低い割合となっ

ています。 

 

令和３年刑法犯検挙人員の年齢別比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：法務省矯正局東京矯正管区提供 

 

⑶ 刑法犯検挙人員の男女別比率 

令和３年における刑法犯検挙人員の男女別比率でみると、小金井警察署では男性が

８５.８％、女性が１４.２％となっており、警視庁、全国よりも男性の比率が高くな

っています。 

 

令和３年刑法犯検挙人員の男女別比率 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

資料：法務省矯正局東京矯正管区提供 
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⑷ 刑法犯検挙人員の職業別比率 

令和３年における刑法犯検挙人員の職業別比率をみると、有職者と無職者がほぼ同

じ割合となっています。警視庁、全国と比較すると、小金井警察署では警視庁、全国

より学生・生徒等の割合が高く、有職者の割合が低くなっています。 

 

令和３年刑法犯検挙人員の職業別比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：法務省矯正局東京矯正管区提供 

 

 

 

注記 

１ 小金井警察署は小金井市全域と国分寺市全域を管轄しており、小金井警察署の数値については、

小金井市及び国分寺市の合計数となる。 

２ 警視庁は、東京都を管轄する警察組織である。 

３ 法務省矯正局東京矯正管区提供の刑法犯検挙人員数は少年の検挙人員を含まない。 
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４ 再犯防止等の推進にあたっての方針 

再犯防止の取組は、これまでは主に刑事司法関係機関により実施されてきましたが、

様々な生きづらさを抱える犯罪をした者等が地域社会で孤立することなく立ち直って

いくためには、刑事司法関係機関とともに地方公共団体、民間協力者等が一丸となっ

て支援に取り組むことが必要となります。 

そのため、本市では、再犯防止推進法第３条に規定される基本理念及び国計画に掲

げられる基本方針を踏まえ、犯罪をした者等が地域社会の一員として円滑に社会に復

帰することができるよう、関係機関・民間協力者等と連携し、必要な支援の実施や理

解促進のための広報・啓発活動に取り組みます。 

 

＜参考＞国計画における５つの基本方針 

 

① 犯罪をした者等が、多様化が進む社会において孤立することなく、再び社会を構

成する一員となることができるよう、あらゆる者と共に歩む「誰一人取り残さない」

社会の実現に向け、関係行政機関が相互に緊密な連携をしつつ、地方公共団体・民

間の団体その他の関係者との緊密な連携協力をも確保し、再犯の防止等に関する施

策を総合的に推進すること。 

② 犯罪をした者等が、その特性に応じ、刑事司法手続のあらゆる段階において、切

れ目なく、再犯を防止するために必要な指導及び支援を受けられるようにすること。 

③ 再犯の防止等に関する施策は、生命を奪われる、身体的・精神的苦痛を負わされ

る、あるいは財産的被害を負わされるといった被害に加え、それらに劣らぬ事後的

な精神的苦痛・不安にさいなまれる犯罪被害者等が存在することを十分に認識して

行うとともに、犯罪をした者等が、犯罪の責任等を自覚し、犯罪被害者の心情等を

理解し、自ら社会復帰のために努力することの重要性を踏まえて行うこと。 

④ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪及び非行の実態、効果検証及び調査研究の成

果等を踏まえ、必要に応じて再犯の防止等に関する活動を行う民間の団体その他の

関係者から意見聴取するなどして見直しを行い、社会情勢等に応じた効果的なもの

とすること。 

⑤ 国民にとって再犯の防止等に関する施策は身近なものではないという現状を十分

に認識し、更生の意欲を有する犯罪をした者等が、責任ある社会の構成員として受

け入れられるよう、再犯の防止等に関する取組を、分かりやすく効果的に広報する

などして、広く国民の関心と理解が得られるものとしていくこと。 

  

保護司会調整事項 
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５ 具体的施策 

  施策の展開にあたっては、再犯の防止を目的としているもののほか、犯罪をし

た者等か否かにかかわらず、従前から実施している再犯防止に資する可能性があ

る各種事業を記載しています。 

（１）就労・住居確保等の自立支援のための取組  

・就職や住居確保等が困難な者等に対して、生活習慣、職業適性や求人状況等を踏ま

えた包括的就労支援を行うとともに、性別、年齢、心身の状況、家庭環境等の特性

や現状に応じた居住先の確保など生活困窮者に対する自立支援策を強化します。 

事業名 施策内容 担当 

生活保護制度の適正
な運営 

病気やケガをしたり、仕事を失い生活に困
ったときに、一定の基準にしたがって健康
で文化的な最低限度の生活を保障し可能な
限り自分の力や様々な制度を活用し、生活
ができるように援助します。 

地域福祉課 

住宅確保要配慮者に
対する居住支援 

住宅確保要配慮者（高齢者、障がい者 

、子育て世帯等、住宅の確保に配慮を要す
る者）に対して住まいを探すための相談支
援を行います。 

関係各課 

生活困窮者自立支援制度の適正な運営 地域福祉課 

 

自立相談支援事
業 

生活困窮者の相談に広く対応し、相談者の状況や課題に応じた関
係機関を案内するとともに、個別の支援計画を作成し、就労支援
を始め包括的かつ継続的な支援を行います。 

家計改善支援事
業 

日常のお金の使い方の見直しや、収支のバランスなどについてア
ドバイスをし、安定した家計管理が行えるように支援します。 

住居確保給付金
の支給 

離職等により住まいを失った方、または失うおそれのある方に、
家賃相当額の住居確保給付金を支給し、就職に向けた支援を行い
ます。 

学習支援事業 

生活困窮世帯の子どもに対する学習支援を推進するため、進学支
援等の学習支援、進路相談等、保護者に対する養育支援等を行い
ます。 

就労準備支援事
業 

直ちに就労することが困難な方に対し、一般就労に向けた基礎能
力を養いながら就労に向けた支援や就労機会の提供を行います。 
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（２）保健医療・福祉サービスの利用の促進  

・高齢や障がいにより福祉的支援を必要とする人、貧困や疾病、嗜癖、厳しい生育環

境等の様々な生きづらさを抱える人が、地域社会で安定した生活を送れるように、

その人の特性や現状に応じた寄り添い支援を実施します。 

事業名 施策内容 担当 

権利擁護事業の推進 

認知症や知的障がいのある人、精神障がい
のある人など、判断能力が十分でない人の
権利を守るため、権利擁護意識の醸成を図
ります。 

地域福祉課 

包括的相談支援体制の構築 地域福祉課 

 

福祉総合相談窓
口の運営 

福祉総合相談窓口において、全ての方を対象に、各々が抱える地
域生活課題に対し、課題解決に向けたアドバイスを行ったり、高
齢や障がい等のニーズに応じた保健医療や福祉サービスが提供で
きる適切な機関へつなぎます。 

他機関協働の推
進 

各種相談支援機関相互の連携を強化し、情報共有、役割分担によ
り包括的な相談支援体制を構築します。地域生活課題を抱えた方
の情報を早期にかつ幅広く集約し、必要な支援につながっていな
い方を支援につなげる体制を構築します。 

アウトリーチ等
を通じた継続的
支援 

支援関係機関等との連携や地域住民とのつながりを構築し、複合
化・複雑化した課題を抱えながらも支援が届いていない人を把握
し、本人に対して時間をかけた丁寧な働きかけを行い関係性の構
築に向けた支援を行います。 

 

（３）広報・啓発活動の促進と民間協力者等との連携  

・犯罪や非行の防止と、犯罪をした者等の更生について、関心と理解を深める取組を

推進します。また、民間協力者等と市が連携協力し、民間協力者等が活動しやすい

環境づくりに努めます。 

事業名 施策内容 担当課 

社会を明るくする運
動 

「犯罪や非行のない安全で安心な明るい地域
社会を築く」ことを目指し、法務省が主唱す
る全国的な運動です。保護司会等と協働し、
様々な広報活動を実施します。 

地域福祉課 

保護司会の活動支援 
地域において犯罪をした者等の指導・支援、
見守りなど再犯防止等の中心的な役割を担う
保護司会の活動を支援します。 

地域福祉課 

青少年育成地区委員
会の活動支援 

次代を担う子どもたちが心身ともに健やかに
成長することを願って地域で活動しているボ
ランティア団体である青少年育成地区委員会
の活動を支援します。 

児童青少年課 

更生保護活動の広
報・啓発 

啓発ポスターの掲出や啓発グッズの配布、市
のホームページや広報紙を活用し、市民へ情
報を提供し理解促進に努めます。 

地域福祉課 
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【社会を明るくする運動】 

〇法務省は、国民の間に広く再犯の防止等についての関心と理解を深めるため、再犯防

止啓発月間である７月を中心に、広報・啓発活動を積極的に展開しています。令和５年

に実施した第７３回“社会を明るくする運動”では、「＃生きづらさを、生きていく。」

をテーマに、本市においても、駅頭や阿波踊り会場において広報活動を実施し、民間協

力者等の他、中学生ボランティアの皆さんにもご協力いただきました。また、夏休み期

間に行った子ども映画会では延べ８７人が参加しました。 

 

 

【再犯防止を支える民間協力者：北多摩東地区保護司会 小金井分区】 

〇北多摩東地区保護司会は、昭和４２年４月１９日に設立されました。武蔵野市、三鷹

市、小金井市、国分寺市の４市で構成され、それぞれが“分区”として位置づけられて

います。小金井分区では、令和５年１０月時点で２２名の保護司が地域の犯罪・非行の

予防を図る活動等を行っていますが、近年、保護司の高齢化が進んでいること、担い手

の不足が課題となっています。 

＜主な活動内容＞ 

１．保護観察 

  更生保護の中心となる活動で、犯罪や非行をした人に対して、更生を図るための約

束ごと（遵守事項）を守るよう指導するとともに、生活上の助言や就労の援助などを

行い、その立ち直りを助けるものです。 

２．生活環境調整 

  少年院や刑務所に収容されている人が、釈放後にスムーズに社会復帰を果たせるよ

う、釈放後の帰住先の調査、引受人との話合い、就職の確保などを行い必要な受入態

勢を整えるものです。 

３．犯罪予防活動 

  犯罪や非行をした人の改善更生について地域社会の理解を求めるとともに、犯罪や

非行を未然に防ぐために、毎年７月の“社会を明るくする運動”強調月間などの機会

を通じて、「講演会」、「住民集会」、「学校との連携事業」などの犯罪予防活動を促進し

ています。 

コラム 地域における更生保護の活動 

更生保護のマスコットキャラクター 子ども映画会の様子 駅頭広報活動の様子 
ホゴちゃんとサラちゃん 
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第６章    計画の推進 

 

 

 

１ 計画の推進体制 

小金井市地域福祉推進委員会において、計画の取り組み状況の評価を行います。 

また、本計画の推進に当たっては、全庁的な体制における本計画の着実な実施に努

めるとともに、事業の進捗状況について、毎年度、計画の評価を行います。  

進捗状況および評価結果については、市ホームページで公表し、本計画に掲げる基

本目標や施策についての周知を図ります。 

 

ＰＤＣＡサイクルのイメージ 
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計画に沿って事業を行う 

策定 

Action 
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Plan 
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２ 計画の評価方法 

本計画の進捗状況をできるだけ客観的に評価し、施策のあるべき姿を定期的に確認

するために、目標指標を設定します。目標年次は、計画期間最終年度の令和１１年度

とします。  

目標の「継続」は現状から継続して同様に事業を進めるもの、「充実」は、現状か

らさらに事業を充実させて推し進めていくものとします。 

 

【計画全体の目標指標】 

アンケート調査による評価の指標として、次の目標を設置します。 

 

計画全体の目標指標 
調査結果 目標値 

（令和１１年度） 平成２８年度 令和４年度 

１ 
自分が住んでいる町内の住み心地の満
足度「かなり満足している」の割合 

２１．７％ ２７．２％ ３５％※ 

２ 

地域活動やボランティア活動、地域や
住民に対する各種の支援活動等につい
て取り組んだことのある人「現在、継
続的に取り組んでいる」、「たまに取り
組むことがある」合計の割合 

１８．４％ １６．１％ ２０％※ 

３ 
福祉総合相談窓口（自立相談サポート
センター）の認知の割合 

９．４％ ４７．２％ ６０％※ 

４ 権利擁護センターの認知の割合 ７．９％ ２５．６％ ３０％※ 

    ※アンケート調査は令和１０年度に実施予定。 

 

【事業目標】 

①福祉のまちづくり 

事業 指標 
現状 

（令和４年度） 
目標値 

（令和１１年度） 

権利擁護事業の推進 市民後見人の数 ２人 充実 

福祉サービス第三者
評価システムの普及 

第三者評価の利用数 １７件 継続 

サービス事業者への
指導強化 

社会福祉法人への指導検査の
実施 

年１法人実施 継続 
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②包括的支援体制の構築 

事業 指標 
現状 

（令和４年度） 
目標値 

（令和１１年度） 

重層的支援体制の整備 － 
実施計画の策定 

（令和６年度） 

福祉総合相談窓口の
運営 

新規相談受付件数（自立相談
支援事業含む） 

４８９件 充実 

生活困窮者の自立支
援の推進 

生活困窮者自立支援プラン作
成数 

１８３件 充実 

就労・増収率 
（就労・増収者のうち就労支
援プラン作成者／就労支援対
象者） 

３７％ 充実 

 

 

③地域活動の活性化 

事業 指標 
現状 

（令和４年度） 
目標値 

（令和１１年度） 

ボランティア活動等
の普及や参加のきっ
かけづくり 

ボランティア体験学習の参加
者数 

４７人 継続 

多様な人材の地域活
動への参加促進 

ボランティア相談の件数（市
内活動への問合せ、既に活動
している団体からの相談等） 

５２４件 継続 

地域福祉ファシリテ
ーター養成講座の開
催 

講座受講者数 １２人 継続 

社会福祉法人等との
連携強化 

社会福祉法人連絡会の開催 
回数 

－ 年２回実施 

 
  



56 

 

  



57 

 

障害者計画・第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画 

  

障害者計画・第７期障害福祉計画 

・第３期障害児福祉計画 
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第１章    計画策定の趣旨について 

 

 

 

１ 計画策定の趣旨・背景 

近年、障がいのある人の高齢化や障がいの重度化が進む中で、障がい福祉サービス

のニーズはますます複雑化・多様化しており、全ての障がいのある人が、地域で安心

して生活できるまちづくりが求められています。また、「障害者基本法」の理念にの

っとり、障がいの有無によって分け隔てられることなく社会参画と意思決定を行い、

障がいのある人もない人も相互に人格と個性を尊重し合いながらともに支え合う共生

社会の実現が求められています。 

国においては、平成28年４月に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」

が施行され、社会的障壁の除去と合理的配慮の提供を明記したほか、同時に施行され

た「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」においても、雇用の

分野における障がいを理由とする差別的取扱いを禁止する旨が規定されるなど、平成

26年１月に批准した「障害者の権利に関する条約」の着実な実現に向け各種法整備が

進められてきました。 

その後も、障がい者に係る法律・制度の改正が進められる中で、令和５年には「第

５次障害者基本計画」が策定され、共生社会の実現に向け、障がいの有無に関わらず、

全ての国民は等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重し、障がい

をもつ人が自らの決定に基づき、社会のあらゆる活動に参加し、自らの能力を最大限

発揮し自己実現できるよう支援するとともに、社会への参加を制約している社会的な

障壁の除去することを基本理念とした取組が進められています。 

さらに、国際的に豊かで活力ある未来を創る「持続可能な開発目標（SDGs：

Sustainable Development Goals）」が示され、「誰一人取り残さない持続可能で多様

性と包摂性のある社会」の実現に向けて取組が進められおり、我が国においてもSDGs

の実現に向けて、官民ともに取り組んでいます。障がい福祉施策を推進するに当たっ

て、SDGsを意識して取り組むことで、社会における様々な主体と連携しながら、障が

いのある人々の人格と個性が尊重され、その最善の利益が実現される社会を目指しま

す。 
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小金井市（以下「本市」）では、「障害者計画」や「障害福祉計画」の策定を通じて、

障がい福祉の推進を図り、平成30年度に「小金井市障害者計画」、令和３年度に「第

６期小金井市障害福祉計画」を策定し、各種の施策に取り組んでまいりました。これ

らの計画期間が令和５年度をもって終了することから、計画の理念である「障がいの

ある人もない人もそれぞれが尊厳あるひとりの小金井市市民として自立し、住み慣れ

た地域でともに支え合いながら、安心して暮らしていける共生都市・小金井の実現」

を念頭に、次期計画である「小金井市障害者計画・第７期小金井市障害福祉計画・第

３期小金井市障害児福祉計画」を策定し、本市における障がい者福祉施策を総合的・

計画的に推進していきます。 
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２ 国の障害者施策の流れ 

（１）障害者計画にかかる動向  

障害者施策は、昭和45（1970）年に「心身障害者対策基本法」によって、基本的な

法律が成立しました。その後、「国際障害者年」（昭和56（1981）年）等の国際的な動

きを経て、昭和57（1982）年に国内では障害者施策に関して初めての本格的な長期計

画である「障害者対策に関する長期計画」を策定、平成5（1993）年にはその後継計

画として「障害者対策に関する新長期計画」が策定されるなど、障害者施策の推進が

図られてきました。 

そうした中で、「心身障害者対策基本法」は平成5（1993）年に「障害者基本法」と

して、障害者の自立と社会参加の促進、精神障害者を障害者の範囲に加えるなど大き

く改正され、平成15（2003）年度には「障害者基本法」に基づき「障害者基本計画」

が策定されました。「障害者基本計画」は、平成24（2012）年度までの10年間を計画

期間として、障害の有無に関わらず国民誰もが相互に人格と個性を尊重し合う「共生

社会」とすることが掲げられ、障害のある方々が活動し、社会に参加する力の向上を

図るとともに、福祉サービスの整備やバリアフリー化の推進など、自立に向けた地域

基盤の整備に取り組んできました。「障害者基本法」は平成16（2004）年に改正され、

各自治体における『障害者計画』の策定義務化等が規定されました。 

平成15（2003）年から、身体障害、知的障害児・者の福祉制度は、市町村がサービ

ス内容を決定する従来の「措置制度」に変わって、「支援費制度」が導入され、利用者

自らがサービスを選択できるようになりました。平成17（2005）年10月には、安定し

た財源確保のもと、公平で利用者本位に立った支援制度を確立し、障害者の地域生活

と就労を進め、自立を支援するための法律として、「障害者自立支援法」が成立しまし

た。これにより、『障害福祉計画』の策定も各自治体に義務づけられました。 

平成23（2011）年には、「障害者基本法」が防災・防犯、消費者としての障害者の

保護を加えるなど一部修正される中、「障害者自立支援法」が廃止され、難病等を障

害者の定義に加えること、ケアホームのグループホームヘの一元化、重度訪問介護と

地域移行支援の利用対象の拡大、「障害支援区分」への見直しなどを主な内容とした

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援

法）」が平成24（2012）年に新たに制定されました。 
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また、平成30（2018）年には、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律（改正障害者総合支援法）」が施

行され、自立生活援助や就労定着支援、共生型サービスの創設等とともに、近年増加

している医療的ケア児への支援体制の整備等、障害児支援のニーズの多様化へきめ細

かな対応を図るため、『障害児福祉計画』の策定が各自治体に義務づけられました。 

 

 

（２）近年の障害者に関するその他の法整備  

障害者の人権や権利に関しては、虐待を受けた障害者の保護や、養護者に対する支

援の措置等を定めた「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法

律（障害者虐待防止法）」が平成24（2012）年に施行されました。また、差別の解消

を推進し、全ての人が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する

ため「障害を理由とする差別の解消に関する法律（障害者差別解消法）」が平成25

（2013）年に制定されるなど、関係する国内法の整備が進み、我が国では、平成26

（2014）年に障害者の人権や基本的自由の享有を確保する障害者に関する国際条約で

ある「障害者権利条約」を批准しました。その後、平成28（2016）年4月には、障害

者差別解消法が施行され、差別的取り扱いの禁止、合理的配慮の不提供の禁止（民間

事業者は努力義務）等が盛り込まれました。 

障害者の雇用・就労に関しては、平成25（2013）年に、障害者就労施設等が供給す

る物品等に対する需要の増進を図るための「国等による障害者就労施設等からの物品

等の調達の推進等に関する法律（障害者優先調達推進法）」が施行されました。また、

同年、雇用分野の障害者差別を禁止するための措置等を定める「障害者の雇用の促進

等に関する法律の一部を改正する法律（障害者雇用促進法）」が改正されました。 

障害の特性に応じた様々な法整備も進んでおり、平成27（2015）年に「難病の患者

に対する医療等に関する法律」が施行され、難病に関する医療や施策の基本的指針が

定められました。また、平成28（2016）年には「発達障害者支援法の一部を改正する

法律（改正発達障害者支援法）」が成立し、発達障害の疑いがある場合の支援や、乳

幼児期から高齢期まで切れ目のない支援等、発達障害者の支援の一層の充実を図るた

め、法律の全般にわたって改正が行われました。 
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平成30（2018）年に2020年東京オリンピック競技大会・パラリンピック競技大会の

開催を契機とした共生社会等の実現を図るため「高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律の一部を改正する法律（改正バリアフリー法）」が施行されまし

た。また、障害のある人が、文化芸術を鑑賞・参加・創造できるための環境整備や、

そのための支援を促進することを目的とした「障害者による文化芸術活動の推進に関

する法律」が施行されました。 

そして、令和３（2021）年５月には、「障害者差別解消法」の施行後３年の見直し

の検討が行われ、「合理的配慮の不提供の禁止」において、民間事業者の努力義務が

法的義務になることなどを定める「改正障害者差別解消法」が施行されました。 

令和４（2022）年５月には、全ての障害者が、あらゆる分野の活動に参加するため

には、情報の十分な取得及び利用、円滑な意思疎通が重要であることに鑑み、その推

進をもって、障害の有無にかかわらず共生する社会の実現に資することを目的として

「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律」

が施行されました。さらに、令和４（2022）年12月には、障害者総合支援法の改正案

が可決され、障害や難病をもつ方の地域生活や就労の支援を強化として、障害者の多

様な就労ニーズに応じた支援として「就労選択支援」が追加されました。 
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３ 計画の位置付け 

（１）計画の性格  

「小金井市障害者計画・第７期小金井市障害福祉計画・第３期小金井市障害児福祉

計画」（以下「本計画」）は、「障害者計画」、「障害福祉計画」、「障害児福祉計画」の

３計画を一体的に策定したものです。 

「障害者計画」は本市の障がい者施策を総合的かつ計画的に推進するための基本計

画であり、市民、関係機関・団体・事業者及び市が活動を行う際の指針となるもので

す。 

「障害福祉計画・障害児福祉計画」は、本市における障害福祉サービス及び障害児

支援等の利用状況を踏まえた、必要とされるサービス供給見込量の試算を行い、提供

体制の確保をするための方策を定める計画となります。 

 

（２）根拠法令  

「障害者計画」、「障害福祉計画」及び「障害児福祉計画」は違う法律に基づくもの

で、規定すべき内容はそれぞれ異なります。 

 

 障害者計画 障害福祉計画 障害児福祉計画 

内容 
障害者施策の基本方針につ
いて定める計画 

障害福祉サービス、相談支
援、地域生活支援事業の提
供体制の確保に関する計画 

障害児通所支援及び障害児
相談支援の提供体制の確保
に関する計画 

根拠法 障害者基本法第 11条第 3項 
障害者総合支援法第 88条第
1 項 

児童福祉法第 33 条の 20 第
1 項 

国 
（第５次）障害者基本計画 
（平成 30（ 2018）年度 
～令和４（2022）年度） 

障害福祉計画及び障害児福祉計画に係る基本指針 
（都道府県・市町村が参酌すべき基準を示す） 

県 東京都障害者・障害児施策推進計画（令和６（2024）年度～令和８（2026）年度） 

小金井市 小金井市障害者計画・第７期小金井市障害福祉計画・第３期小金井市障害児福祉計画 
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（３）関連計画  

本計画は、市の最上位計画である「第５次小金井市基本構想・前期基本計画」の個

別部門計画として位置付けられます。本計画では、本市が「第３期小金井市保健福祉

総合計画」として一体的に策定している「地域福祉計画」、「健康増進計画」、「介護保

険・高齢者保健福祉総合事業計画や、関連計画である「のびゆくこどもプラン・小金

井」等の各種関連計画との整合・連携を図るとともに、国及び東京都が策定した上位

計画・関連計画も踏まえつつ、本市における障がい者施策を総合的かつ計画的に推進

していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

第５次小金井市基本構想・前期基本計画 
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障害福祉計画及び障害児福祉計画では、障害者総合支援法に基づく自立支援給付及び

地域生活支援事業並びに児童福祉法の各サービスの実施目標を設定します。サービス体

系は下記のとおりです。 

 

【参考】障害者総合支援法のサービス体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】児童福祉法のサービス体系 

 

 

 

 

 

 

  

自立支援給付 

障

害

者 

・ 

児 

 
介護給付 

 
○ 居宅介護（ホームヘルプ） 
○ 重度訪問介護  
○ 同行援護 
○ 行動援護 
○ 重度障害者等包括支援 
○ 短期入所（ショートステイ） 
○ 療養介護 
○ 生活介護 
○ 施設入所支援 

 
地域相談支援給付 

 
○ 地域移行支援 
○ 地域定着支援 

計画相談支援給付 

 
訓練等給付 

 
○ 自立訓練 
○ 就労移行支援 
○ 就労継続支援 
○ 就労定着支援 
○ 自立生活援助 
○  

 
自立支援医療 

 
○ 更生医療 
○ 育成医療 
○ 精神通院医療※ 
  ※ 実施主体は都道府県等 

補装具 

   
 
  
 
  ○ 相談支援               
  ○ 意思疎通支援（手話通訳者、要約筆記者派遣）   
  ○ 日常生活用具費の給付                     
  ○ 移動支援（ガイドヘルプ） 
  ○ 日中一時支援（日帰りショート） 
  ○ 地域活動支援センター 

○ 訪問入浴サービス 
○ 自動車運転教習助成 
○ 自動車改造費助成 
○ 更生訓練費支給 
〇 成年後見制度利用支援 

 

地域生活支援事業 

 
児童通所給付 

 
○ 児童発達支援 
○ 医療型児童発達支援   
○ 放課後等デイサービス 
○ 居宅訪問型児童発達支援 
○ 保育所等訪問支援 

 
児童入所給付（都道府県） 

 
○ 福祉型児童入所支援 
○ 医療型児童入所支援 

児童相談支援給付 

児 

童 
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４ 計画の期間 

今回策定する「小金井市障害者計画」は、令和６（2024）年度から令和11（2028）

年度までの６年間を計画の期間とします。また、「第７期小金井市障害福祉計画」及

び「第３期小金井市障害児福祉計画」は、令和６（2024）年度から令和８（2026）年

度までの３年間を計画の期間とします。 

 

区分 

令和 

３年度 

(2021) 

令和 

４年度 

(2022) 

令和 

５年度 

(2023) 

令和 

６年度 

(2024) 

令和 

７年度 

(2025) 

令和 

８年度 

(2026) 

令和 

９年度 

(2027) 

令和 

10 年度 

(2028) 

令和 

11 年度 

(2029) 

障
害
者
計
画 

 
  

 
     

障
害
福
祉
計
画
・ 

障
害
児
福
祉
計
画 

 

 

  

 

  

 

 

 

５ 計画の策定体制 

（１）計画策定の体制  

障がい福祉に関する団体・障がい福祉サービス事業者・関係機関の代表者、及び学

識経験者等で組織する「小金井市地域自立支援協議会」を開催し、計画策定に関して

有益な意見を採り入れながら、計画を策定しました。 

 

（２）計画策定への市民参加  

本計画の策定にあたって、障がい者等のニーズや生活状況等を把握するため、障害

者手帳所持者及び関係団体等へのアンケート調査、パブリックコメントを実施しまし

た。 

 

 

  

第６期障害福祉計画 第７期障害福祉計画 

障害者計画 障害者計画 

第８期障害福祉計画 

第２期障害児福祉計画 第３期障害児福祉計画 第４期障害児福祉計画 
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第２章    市の現状と課題 

 

 

 

１ 統計資料から 

（１）身体障がい者  

本市における身体障がい者（児）の数（身体障害者手帳所持者数）は、令和４年４

月１日現在で2,558人、このうち18歳未満が73人となっています。 

平成29年度から令和４年度までの推移をみると、身体障がい者（児）は横ばい傾向

にあります。 

障がいの等級別の推移をみると、最も多いのは１級で、令和４年には853人となっ

ています。次いで多いのは４級で、令和４年には663人となっています。 

障がい別・等級別の推移をみると、いずれの年も肢体不自由が多いですが、減少傾

向にあります。 

身体障害者手帳 年齢別・身体障がい者数（手帳所持者数）の推移 

単位：人 

身体障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

18 歳未満 70 72 70 70 73 73 

18 歳～64 歳 747 727 720 724 716 725 

65 歳以上 1,744 1,757 1,767 1,773 1,752 1,760 

合計 2,561 2,556 2,557 2,567 2,541 2,558 
 

資料：庁内資料(各年４月１日) 

 

身体障害者手帳 等級別・身体障がい者数（手帳所持者数）の推移 

単位：人 

身体障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

１級 899 894 880 879 860 853 

２級 333 332 336 333 340 343 

３級 420 420 411 409 397 394 

４級 610 612 625 640 644 663 

５級 142 146 154 153 144 141 

６級 157 152 151 153 156 164 

合計 2,561 2,556 2,557 2,567 2,541 2,558 

資料：庁内資料(各年４月１日) 



69 

 

 

身体障害者手帳 障がい別・等級別手帳所持者数の推移 

単位：人 

身体障がい者 
平成 

29 年 

平成 

30 年 

令和 

元年 

令和 

２年 

令和 

３年 

令和 

４年 

視覚障がい等 175 176 178 182 190 193 

聴覚障がい等 262 262 268 271 268 273 

音声言語又はそしゃく機能障がい 35 37 34 33 29 31 

肢体不自由 1,250 1,225 1,203 1,188 1,142 1,128 

内
部
機
能
障
が
い 

呼吸器機能障がい 31 471 35 30 32 32 

腎臓機能障がい 190 196 198 196 197 200 

心臓機能障がい 466 37 488 503 507 513 

ぼうこう又は直腸機能障がい 112 118 119 121 128 143 

小腸機能障がい 2 2 3 5 4 4 

免疫機能障がい 30 26 26 32 39 36 

肝臓機能障がい 8 6 5 6 5 5 

小計 839 856 874 893 912 933 

合計 2,561 2,556 2,557 2,567 2,541 2,558 

資料：庁内資料(各年４月１日) 

 

（２）知的障がい者  

本市における知的障がい者（児）の数（愛の手帳所持者数）は、令和４年４月１日

現在で674人となっており、このうち18歳未満は201人、18歳以上は473人となってい

ます。 

平成29年度から令和４年度までの推移をみると、知的障がい者（児）は毎年度増加

傾向にあります。 

障がいの等級別では、いずれの年も「４度」が最も多くなっています。 

 

愛の手帳 年齢別・知的障がい者数（手帳所持者数）の推移 

単位：人 

知的障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

18 歳未満 170 176 176 189 196 201 

18 歳～64 歳 393 409 416 414 417 432 

65 歳以上 36 36 38 41 42 41 

合計 599 621 630 644 655 674 

資料：庁内資料(各年４月１日) 
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愛の手帳 等級別・知的障がい者数（手帳所持者数）の推移 

単位：人 

知的障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

１度 19 19 17 17 16 16 

２度 165 169 179 183 185 186 

３度 137 137 133 141 149 151 

４度 278 296 301 303 305 321 

合計 599 621 630 644 655 674 

資料：庁内資料(各年４月１日) 

 

（３）精神障がい者  

本市における精神障害者保健福祉手帳所持者数は、令和４年４月１日現在、1,057

人です。このうち18歳～64歳が902人となっています。 

手帳の等級別では、「２級」が最も多くなっており、平成29年度から令和４年度ま

での推移をみると、増加傾向となっています。 

なお、発達障がい者や高次脳機能障がい者も、精神障がいの範囲に含まれ、障がい

者手帳を所持しているか否かにかかわらず障害者自立支援法に基づく給付の対象とな

っています。 

精神障害者保健福祉手帳 年齢別・精神障がい者数（手帳所持者数）の推移 

単位：人 

精神障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

18 歳未満 8 10 21 21 29 34 

18 歳～64 歳 632 784 818 816 877 902 

65 歳以上 128 139 135 128 131 121 

合計 768 933 974 965 1,037 1,057 

資料：庁内資料(各年４月１日) 

精神障害者保健福祉手帳 等級別・精神障がい者数（手帳所持者数）の推移 

単位：人 

精神障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

１級 57 68 69 63 72 72 

２級 408 496 506 487 511 525 

３級 303 369 399 415 454 460 

合計 768 933 974 965 1,037 1,057 

資料：庁内資料(各年４月１日) 
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精神保健分野においては、平成18年度の障害者自立支援法施行に伴い、それまでの

「通院医療費公費負担制度」から「自立支援医療（精神通院医療）」へ制度が移行し

ました。申請数者は、令和４年度には2,206人となっています。 

 

自立支援医療（精神通院医療）申請者数の推移 

単位：人 

精神障がい者 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

申請者数 1,774 1,969 2,018 1,354 2,072 2,206 

※令和２年については、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた、有効期間が１年間延長される措置

が実施されたため、申請者数は減少 

資料：庁内資料(各年４月１日) 

 

 

（４）難病患者について  

平成23年８月に障害者基本法が改正され、さらに平成25年４月に「障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」が施行された

ことにより、障がい者の範囲に「治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病

であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者」

として難病患者（特殊疾病患者）が加えられました。 

また、平成27年１月１日に施行された「難病の患者に対する医療費等に関する法律」

で国における指定難病の対象疾病が拡大され、令和３年11月１日現在では、指定難病

は338疾病に拡大されています。また、都においても「東京都難病患者等に係る医療

費等の助成に関する規則」が施行されており、都の独自の難病対象疾病として８疾病

が掲げられています。 

このことに伴い、難病患者の方も、身体障がい者・知的障がい者・精神障がい者と

同様に障害福祉サービス等の利用が可能となっており、受給できるサービスの向上が

図られてきています。 

 

 

（５）他の障がいについて  

治療法が確立されておらず、日常生活に多くの困難や課題を抱える病気があったと

しても、「障がい者」とは認められず支援を受けられない方もいる現状があります。 
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２ アンケート調査結果からみた現状 

（１）調査の概要  

① 調査の目的  

「小金井市保健福祉総合計画」の中の障害者計画・障害福祉計画・障害児

福祉計画改定のための調査です。 
 

② 調査対象  

当事者：各種障害者手帳保持者、難病医療対象者、小児慢性特定疾病対象者、

自立支援医療（精神通院医療）対象者 

関係団体：障害者関係団体23団体 

事業所：障害福祉関係事業所55事業所 

一般市民：市内在住の18歳以上の市民2,000人 

 

③ 調査期間  

令和４年12月～令和５年１月 
 

④ 調査方法  

郵送配付・郵送回収及びインターネット回答 
 

⑤ 回収状況  

  配布数 有効回答数 有効回答率 

当事者 6390 通 3106 通 48.6％ 

関係団体 23 通 15 通 65.2％ 

事業所 55 通 39 通 70.9％ 

一般市民 2000 通 636 通 31.8％ 

 

⑥ 調査結果の表示方法 

 ・回答は百分率（％）で示しておりますが、小数点以下第２位を四捨五入しているため、

内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

 ・クロス集計の場合、無回答を排除しているため、クロス集計の有効回答数の合計と単純

集計（全体）の有効回答数が合致しないことがあります。 

 ・グラフ以外の表は、最も高い割合のものに網かけをしています。 
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（２）調査の結果  

（２）－１ 当事者調査  

① 地域社会ついて  

ア ｢これは差別している｣｢差別された｣と感じた経験 

「ない」の割合が57.2％と最も高く、次いで「わからない」の割合が

26.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

【障がい種別】 

障がい種別にみると、他に比べ、愛の手帳所持者で「わからない」の割合

が、身体障害者手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者で「ない」の割

合が高くなっています。 

 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
件
） 

あ
る 

な
い 

わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

全  体 3106  9.4  57.2  26.5  6.9  

身体障害者手帳所持者 1245  5.5  64.0  23.0  7.6  

愛の手帳所持者 267  22.5  28.8  41.6  7.1  

精神障害者保健福祉手帳 
所持者 

209  16.7  45.9  30.1  7.2  

その他 835  13.5  52.6  29.8  4.1  

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

ある

ない

わからない

無回答

9.4

57.2

26.5

6.9

0 20 40 60 80
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イ 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が施行さ

れたこと 

「知らない」の割合が59.7％と最も高く、次いで「言葉は聞いたことがあ

る」の割合が17.7％、「少し知っている」の割合が12.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

ウ 地域活動や就職などの社会参加 

「やや深まっていると思う」の割合が33.5％と最も高く、次いで「どちら

ともいえない」の割合が18.9％、「あまり深まっていると思わない」の割合が

18.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

よく知っている

少し知っている

言葉は聞いたことがある

知らない

無回答

4.5

12.8

17.7

59.7

5.4

0 20 40 60 80

回答者数 = 3,106 ％

深まっていると思う

やや深まっていると思う

あまり深まっていると思わない

深まっていると思わない

どちらともいえない

無回答

4.2

33.5

18.6

10.1

18.9

14.6

0 10 20 30 40 50
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エ 暮らしよいまちづくり 

「何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」の割合が56.1％と

最も高く、次いで「在宅での生活や介助や介護がしやすいよう保健・医療・

福祉のサービスの充実」の割合が30.5％、「障がいのある人を支援する関係機

関の連携体制の整備」の割合が23.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実

視覚・聴覚などの障がいや、個別の特性に配慮した
情報提供の充実

在宅での生活や介助や介護がしやすいよう保健・医
療・福祉のサービスの充実

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設の整
備

重度の障がいがある人のための入所施設の整備

一人ひとりの個性を生かした保育や教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所の確保

障がいのある人が参加しやすいスポーツ、サーク
ル、文化活動の充実

様々なボランティア活動の育成

障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機
会や場の充実

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充
実

障がいのある人の権利を守るための制度の充実

災害のときの避難誘導体制の整備

公営住宅の優先入居や、グループホームの整備な
ど、生活の場の確保

公共交通や道路、公共施設等のバリアフリー化

障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整
備

その他

無回答

56.1

13.9

30.5

18.7

12.1

14.1

16.9

13.0

8.2

13.0

20.8

14.8

19.0

19.6

18.8

23.0

2.3

13.0

0 20 40 60 80
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オ 地域で生活するために必要な支援 

「困ったときに対応してくれる場所（サービス）」の割合が37.9％と最も高

く、次いで「経済的な負担の軽減」の割合が35.5％、「相談対応などの充実」

の割合が27.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

在宅で医療的ケアなどが適切に受けられる

障がい者に適した住居の確保

必要な在宅サービスが適切に利用できる

生活訓練・機能訓練（リハビリ）の充実

経済的な負担の軽減

相談対応などの充実

地域住民などの理解

コミュニケーションについての支援

金銭・書類の管理や各種手続の援助

困ったときに対応してくれる場所（サービ
ス）

移動手段の確保

その他

無回答

23.3

16.7

21.9

14.9

35.5

27.5

16.7

15.1

12.8

37.9

19.7

2.6

18.4

0 10 20 30 40 50
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② 収入や仕事について  

ア 現在の就労状況 

「働いていない」の割合が54.4％と最も高く、次いで「働いている」の割

合が32.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

【障がい種別】 

障がい種別にみると、他に比べ、愛の手帳所持者、精神障害者保健福祉手

帳所持者で「働いている」の割合が高くなっています。 

 

単位：％   

区分 

回
答
者
数
（
件
） 

働
い
て
い
る 

働
い
て
い
な
い 

保
育
所
や
学
校
等
に

通
っ
て
い
る 

そ
の
他 

無
回
答 

全  体 3106  32.3  54.4  8.9  2.3  2.1  

身体障害者手帳所持者 1245  23.3  70.8  2.0  1.8  2.1  

愛の手帳所持者 267  42.3  23.2  28.5  3.7  2.2  

精神障害者保健福祉手
帳所持者 

209  40.7  47.4  6.7  3.8  1.4  

その他 835  36.9  45.0  13.9  2.6  1.6  

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

働いている

働いていない

保育所や学校等に通っている

その他

無回答

32.3

54.4

8.9

2.3

2.1

0 20 40 60
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イ 仕事をするうえでの不安や不満 

「特にない」の割合が40.4％と最も高くなっていますが、「収入が少ない」の割合

が23.5％、「職場の人間関係が難しい」の割合が17.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 1,002 ％

障がいのある人のための設備が十分でない

通勤するのが大変

自分にあった内容の仕事がない

職場の人間関係が難しい

昇給や昇進が平等ではない

収入が少ない

職場での身分が不安定

仕事が難しい

仕事がきつい

その他

特にない

無回答

6.5

16.8

5.8

17.5

8.4

23.5

10.7

6.0

11.8

5.7

40.4

4.8

0 10 20 30 40 50
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ウ 障がいのある人が働くために必要なこと 

「障がいのある人に配慮した職場になっていること」の割合が50.7％と最も高く、

次いで「事業主や職場の仲間の理解があること」の割合が47.3％、「生活できる給料

がもらえること」の割合が42.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

企業などが積極的に障がいのある人を雇うこと

障がいのある人に配慮した職場になっていること

就労条件（短時間労働など）が整っていること

生活できる給料がもらえること

事業主や職場の仲間の理解があること

障がいのある人を雇用する、または雇用しようとす
る企業への公的支援

仕事をするための訓練・研修の機会が充実している
こと

自営業を希望する障がいのある人への支援が充実し
ていること

通勤（交通）手段が確保されていること

働く場の紹介や職場に慣れるまで同行したり、相談
にのる人がいること

健康管理が充実していること

多様な働く場が整備されていること

就労継続中も様々なサポートをしてくれる人や機関
の存在

その他

特に必要ない

無回答

38.3

50.7

41.9

42.3

47.3

33.8

28.4

13.8

26.5

25.1

23.3

28.9

33.6

3.3

5.7

18.5

0 20 40 60
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エ 今後、「働く場」として希望するところ 

「正規の社員・従業員として働ける職場」の割合が22.7％と最も高く、次いで「働

くつもりはない」の割合が22.1％、「特に希望はない」の割合が11.7％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

③ 保育・教育について  

ア 幼稚園・保育所・学校などに通っていて困っていること 

「特にない」の割合が44.2％と最も高くなっていますが、「通うのが大変」の割合

が14.9％、「先生の理解や配慮が足りない」の割合が14.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 
  

回答者数 = 3,106 ％

正規の社員・従業員として働ける職場

パート・アルバイトとして働ける職場

障がいのある人だけを雇用し、正規の職員として働
ける工場など（福祉工場など）

仕事に就くために作業訓練をする施設

日々の生活を充実させるために軽作業をする施設

その他

特に希望はない

働くつもりはない

無回答

22.7

9.6

1.9

1.8

4.6

4.2

11.7

22.1

21.5

0 5 10 15 20 25 30

回答者数 = 362 ％

通うのが大変

トイレなどの施設が整っていない

支援体制が十分でない

先生の理解や配慮が足りない

まわりの児童・生徒たちの理解が得られな
い

友だちができない

通常の学級に入れてもらえない

医療的なケア（吸引･ 経管栄養･ 導尿等）
が受けられない

その他

特にない

無回答

14.9

4.1

11.9

14.4

8.6

11.6

1.9

1.1

8.0

44.2

10.5

0 10 20 30 40 50
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イ 収入源 

「年金」の割合が53.2％と最も高く、次いで「給与・賃金」の割合が
26.2％、「収入はない」の割合が16.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

ウ お勤めの形態や場所 

「非正規雇用（契約社員、嘱託社員、パート、アルバイトなど）」の割合が

34.9％と最も高く、次いで「正規雇用（正社員など）」の割合が34.1％、「障

害者通所施設」の割合が14.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

給与・賃金

工賃

事業収入

財産収入

年金

福祉手当

生活保護

仕送り

その他

収入はない

無回答

26.2

3.7

3.0

2.7

53.2

7.5

6.6

1.0

2.3

16.5

2.2

0 20 40 60

回答者数 = 1,154 ％

自営業

正規雇用（正社員など）

非正規雇用（契約社員、嘱託社員、パー
ト、アルバイトなど）

家業の手伝い

内職

障害者通所施設

その他

無回答

11.2

34.1

34.9

1.0

0.2

14.0

4.7

0.0

0 10 20 30 40 50
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エ 今後希望する進路 

「企業等で一般就労したい」の割合が32.3％と最も高く、次いで「大学や専門学校

等へ進学したい」の割合が27.6％、「障がいのある人の雇用が多い事業所で働きたい」

の割合が13.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 362 ％

企業等で一般就労したい

障がいのある人の雇用が多い事業所で働きたい

職員等の指導員の支援を受けながら働くことのでき
る事業所で働きたい

一般就労に向けた支援を受けられる施設へ通いたい

就労は難しいのでレクリエーションや創作活動等を
する施設へ通いたい

身体機能の訓練ができる施設へ通いたい

自立に向けた訓練ができる施設へ通いたい

職業訓練校へ通いたい

大学や専門学校等へ進学したい

自宅でできる仕事をしたい

就労等の希望はない

施設などへ入所したい

その他

無回答

32.3

13.0

12.2

4.7

5.2

2.5

6.1

2.8

27.6

3.3

3.0

2.2

10.8

9.4

0 10 20 30 40 50
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オ 幼稚園・保育所・学校に望むこと 

「先生の理解を深め、子どもの能力や発達の状態に適した指導をしてほしい」の割

合が32.5％と最も高く、次いで「就学相談や進路相談などの相談体制を充実してほし

い」の割合が21.7％、「特にない」の割合が21.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

就学相談や進路相談などの相談体制を充実してほし
い

先生の理解を深め、子どもの能力や発達の状態に適
した指導をしてほしい

施設、設備、教材を充実してほしい

個別指導を充実してほしい

通常の学級への受け入れを進めてほしい

まわりの子どもたちの理解を深めるような交流機会
を増やしてほしい

医療的なケア（吸引・経管栄養・導尿等）が受けら
れるようにしてほしい

その他

特にない

無回答

21.7

32.5

16.0

14.5

7.9

18.1

10.7

3.0

21.5

36.3

0 10 20 30 40 50
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④ 今後の暮らし方や障がい福祉施策全般について  

ア 障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために必要なこと 

「何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」の割合が56.1％と最も高く、

次いで「在宅での生活や介助や介護がしやすいよう保健・医療・福祉のサービスの充

実」の割合が30.5％、「障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整備」の割

合が23.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実

視覚・聴覚などの障がいや、個別の特性に配慮した
情報提供の充実

在宅での生活や介助や介護がしやすいよう保健・医
療・福祉のサービスの充実

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設の整
備

重度の障がいがある人のための入所施設の整備

一人ひとりの個性を生かした保育や教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所の確保

障がいのある人が参加しやすいスポーツ、サーク
ル、文化活動の充実

様々なボランティア活動の育成

障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機
会や場の充実

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充
実

障がいのある人の権利を守るための制度の充実

災害のときの避難誘導体制の整備

公営住宅の優先入居や、グループホームの整備な
ど、生活の場の確保

公共交通や道路、公共施設等のバリアフリー化

障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整
備

その他

無回答

56.1

13.9

30.5

18.7

12.1

14.1

16.9

13.0

8.2

13.0

20.8

14.8

19.0

19.6

18.8

23.0

2.3

13.0

0 20 40 60 80
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【障がい種別】 

障がい種別にみると、他に比べ、愛の手帳所持者で「公営住宅の優先入居や、グル

ープホームの整備など、生活の場の確保」「障がいのある人を支援する関係機関の連

携体制の整備」「重度の障がいがある人のための入所施設の整備」の割合が、精神障

害者保健福祉手帳所持者で「差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充実」

「障がいのある人の権利を守るための制度の充実」の割合が高くなっています。 

 

単位：％   

区分 

回
答
者
数
（
件
） 

何
で
も
相
談
で
き
る
窓
口
を
つ
く
る
な
ど

相
談
体
制
の
充
実 

視
覚
・
聴
覚
な
ど
の
障
が
い
や
、
個
別
の

特
性
に
配
慮
し
た
情
報
提
供
の
充
実 

在
宅
で
の
生
活
や
介
助
や
介
護
が
し
や
す
い

よ
う
保
健
・
医
療
・
福
祉
の
サ
ー
ビ
ス
の
充

実 リ
ハ
ビ
リ
・
生
活
訓
練
・
職
業
訓
練
な
ど

の
通
所
施
設
の
整
備 

重
度
の
障
が
い
が
あ
る
人
の
た
め
の
入
所

施
設
の
整
備 

一
人
ひ
と
り
の
個
性
を
生
か
し
た
保
育
や

教
育
内
容
の
充
実 

職
業
訓
練
の
充
実
や
働
く
場
所
の
確
保 

障
が
い
の
あ
る
人
が
参
加
し
や
す
い
ス
ポ

ー
ツ
、
サ
ー
ク
ル
、
文
化
活
動
の
充
実 

様
々
な
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
育
成 

全  体 3106  56.1  13.9  30.5  18.7  12.1  14.1  16.9  13.0  8.2  

身体障害者手
帳所持者 

1245  53.0  17.2  36.1  19.3  13.3  6.7  9.2  13.1  7.6  

愛の手帳所持
者 

267  50.6  9.0  22.8  16.1  23.6  17.2  23.6  22.5  10.1  

精神障害者保
健福祉手帳所
持者 

209  58.4  11.5  18.2  12.4  5.7  13.9  24.9  12.0  4.8  

その他 835  61.8  12.1  23.8  18.7  9.3  23.1  25.1  12.8  7.7  

 

区分 

障
が
い
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
住
民
同

士
が
ふ
れ
あ
う
機
会
や
場
の
充
実 

差
別
や
偏
見
を
な
く
す
た
め
の
福
祉
教
育

や
広
報
活
動
の
充
実 

障
が
い
の
あ
る
人
の
権
利
を
守
る
た
め
の

制
度
の
充
実 

災
害
の
と
き
の
避
難
誘
導
体
制
の
整
備 

公
営
住
宅
の
優
先
入
居
や
、
グ
ル
ー
プ
ホ

ー
ム
の
整
備
な
ど
、
生
活
の
場
の
確
保 

公
共
交
通
や
道
路
、
公
共
施
設
等
の
バ
リ

ア
フ
リ
ー
化 

障
が
い
の
あ
る
人
を
支
援
す
る
関
係
機
関

の
連
携
体
制
の
整
備 

そ
の
他 

無
回
答 

全  体 13.0  20.8  14.8  19.0  19.6  18.8  23.0  2.3  13.0  

身体障害者手
帳所持者 

15.3  14.5  11.8  23.5  16.1  23.9  19.9  1.9  14.7  

愛の手帳所持
者 

9.7  24.3  19.5  15.7  35.6  6.4  36.3  3.4  9.4  

精神障害者保
健福祉手帳所
持者 

11.5  29.7  25.4  10.5  22.5  8.6  33.5  2.9  15.8  

その他 12.5  26.7  18.2  15.1  20.8  12.6  24.1  3.1  9.8  

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より   
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⑤ 保険福祉サービスの利用状況について  

ア 障がい福祉サービスの利用有無 

「障がい福祉サービスは利用していない」の割合が53.0％と最も高くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

自宅で入浴、排せつ、食事の介助や家事援助を受けられる
サービス

外出の同行・付き添いなど（移動支援等）

身体の状態や生活能力の維持向上のための訓練（機能訓練・
生活訓練）

一般企業で働きたい人に対し、必要な知識や能力向上のため
の訓練（就労移行支援）

一般企業で働くことが困難な人に対し、生産活動の場や機会
の提供（就労継続支援）

家族などの支援者が病気などのときに、夜間を含めて施設に
短期間入所し、身の回りの支援を受ける（短期入所支援等）

共同生活の場を提供し、日常生活などの支援を行うグループ
ホーム（共同生活援助）

単身生活や通所が困難な方に対し、施設で日常生活の支援を
行う（施設入所支援）

サービスに関する情報提供や利用の援助など総合相談

お金の管理やサービスの利用の手続きなどの支援

手話通訳や要約筆記などの意思疎通支援

補装具費や日常生活用具費の給付

趣味や仲間づくりなどの支援を行う地域活動支援センター

児童発達支援や放課後等デイサービスなど児童を対象にした
支援

その他

障がい福祉サービスは利用していない

無回答

4.1

6.0

7.2

2.3

2.8

3.3

2.2

0.8

5.0

1.7

0.5

7.7

2.1

6.8

2.7

53.0

13.6

0 20 40 60
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イ 障がい福祉サービスについて不足、不満に思うこと 

「特にない」の割合が37.1％と最も高くなっていますが、「利用回数・時間

などに制限がある」の割合が17.7％、「利用したい日・時間に利用できない」

の割合が14.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 1,036 ％

サービス内容が障がい特性にあっていない

身近なところでサービスを利用できない

利用したい日・時間に利用できない

利用回数・時間などに制限がある

経済的な負担が大きい

サービス内容に関する情報が少ない

急な変更に応じてもらえない

サービス提供者がよく変わる

サービス提供者の知識や経験が不足してい
る

サービス提供者の対応が良くない

相談や手続きに時間がかかるなど負担

障害支援区分の認定に疑問がある

その他

特にない

無回答

5.2

9.7

14.4

17.7

10.0

11.6

5.2

3.1

5.8

4.2

9.2

3.5

6.4

37.1

16.7

0 10 20 30 40 50
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ウ 新たに利用したい・利用し続けたい障がい福祉サービス 

「障がい福祉サービスは利用しない」の割合が29.3％と最も高く、次いで

「サービスに関する情報提供や利用の援助など総合相談」の割合が14.4％、

「家族などの支援者が病気などのときに、夜間を含めて施設に短期間入所し、

身の回りの支援を受ける（短期入所支援等）」の割合が11.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

自宅で入浴、排せつ、食事の介助や家事援助を受けられる
サービス

外出の同行・付き添いなど（移動支援等）

身体の状態や生活能力の維持向上のための訓練（機能訓練・
生活訓練）

一般企業で働きたい人に対し、必要な知識や能力向上のため
の訓練（就労移行支援）

一般企業で働くことが困難な人に対し、生産活動の場や機会
の提供（就労継続支援）

家族などの支援者が病気などのときに、夜間を含めて施設に
短期間入所し、身の回りの支援を受ける（短期入所支援等）

共同生活の場を提供し、日常生活などの支援を行うグループ
ホーム（共同生活援助）

単身生活や通所が困難な方に対し、施設で日常生活の支援を
行う（施設入所支援）

サービスに関する情報提供や利用の援助など総合相談

お金の管理やサービスの利用の手続きなどの支援

手話通訳や要約筆記などの意思疎通支援

補装具費や日常生活用具費の給付

趣味や仲間づくりなどの支援を行う地域活動支援センター

児童発達支援や放課後等デイサービスなど児童を対象にした
支援

その他

障がい福祉サービスは利用しない

無回答

5.0

10.8

10.1

5.9

6.1

11.8

5.5

3.8

14.4

6.4

1.3

9.5

10.0

6.1

4.4

29.3

23.0

0 10 20 30 40 50
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エ 医療機関について、困っていること 

「特に困っていない」の割合が48.7％と最も高くなっていますが、「医者に

病気の症状をうまく伝えられない」の割合が9.6％、「入院や通院のときに受

け入れてくれるか不安」の割合が9.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

オ 医療的ケアに関して、どのような支援の充実が必要か 

「「医療従事者（看護師含む）の確保」の割合が28.4％と最も高く、次いで

「ヘルパーの確保」の割合が24.7％、「利用できる短期入所施設の整備」の割

合が21.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

かかりつけの医者や歯医者がいない

医者に病気の症状をうまく伝えられない

医者の説明や指示が理解しにくい

医療についての意思決定をする際のサポー
トが欲しい

医療機関の中でのコミュニケーションに係
るサポートが欲しい

入院や通院のときに受け入れてくれるか不
安

長期入院や長期間のリハビリテーションが
できない

医療機関において障がいに対する理解が十
分でない

その他

特に困っていない

通院の手段が確保・利用しにくい

通院の付き添いがいない

専門的な医療機関が近くにない

ちょっとした病気やケガを診てくれる医療
機関が近くにない

いくつも医療機関に通わなければならない

気軽に往診を頼める医師がいない

歯の治療が難しい

医療費の負担が大きい

医療機関の建物の構造が医療的ケアが必要
な方に配慮されていない

無回答

4.6

9.6

7.2

6.3

6.2

9.1

3.2

6.0

5.4

48.7

4.4

2.9

6.7

3.2

7.5

4.9

4.3

9.4

1.4

10.5

0 20 40 60

回答者数 = 761 ％

ヘルパーの確保

医療従事者（看護師含む）の確保

利用できる短期入所施設の整備

利用できる通所支援施設（児童発達支援・放課後等
デイサービス）の整備

入学先の調整についての支援

通学についての支援

授業を受けるための支援

外出手段の確保に関する支援

その他

無回答

24.7

28.4

21.2

9.7

3.5

3.8

3.9

19.4

7.9

35.5

0 10 20 30 40 50
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カ 成年後見制度の認知度 

「少し知っている」の割合が33.9％と最も高く、次いで「知らない」の割

合が24.7％、「言葉は聞いたことがある」の割合が24.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

キ お金の管理や福祉サービス利用や商品購入のための契約対応 

「自分ひとりでしている」の割合が56.2％と最も高く、次いで「家族や親

せきの人がしている」の割合が31.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

ク ヘルプカードの有無 

「持っていないし、必要ない」の割合が51.2％と最も高く、次いで「持っ

ていないが、ほしいと思う」の割合が22.3％、「持っているが、持ち歩いてい

ない」の割合が12.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より  

回答者数 = 3,106 ％

よく知っている

少し知っている

言葉は聞いたことがある

知らない

無回答

12.6

33.9

24.1

24.7

4.7

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 3,106 ％

自分ひとりでしている

家族や親せきの人がしている

弁護士・司法書士・社会福祉士などの専門家や、社
会福祉協議会の職員がしている

福祉施設の職員の支援を受けて、自分でしている

その他

無回答

56.2

31.8

0.7

1.7

2.7

6.8

0 20 40 60 80

回答者数 = 3,106 ％

持っていて、いつも持ち歩いている

持っているが、持ち歩いていない

持っていないが、ほしいと思う

持っていないし、必要ない

無回答

9.7

12.0

22.3

51.2

4.9

0 20 40 60
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ケ ヘルプマークの認知度 

「よく知っている」の割合が34.4％と最も高く、次いで「少し知っている」

の割合が32.2％、「知らない」の割合が18.9％となっています 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

⑥ 福祉サービスや生活に関する相談・情報について  

ア 障がいや生活などについて相談したことがある機関の有無 

「市役所の窓口」の割合が41.5％と最も高く、次いで「病院」の割合が

33.6％、「相談した機関等はない」の割合が24.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

よく知っている

少し知っている

言葉は聞いたことがある

知らない

無回答

34.4

32.2

11.5

18.9

3.0

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 3,106 ％

市役所の窓口

社会福祉協議会

相談支援機関（地域自立生活支援センター、地域生活支援セ
ンターそら、児童発達支援センターきらり等）

障がい者関連施設

病院

幼稚園・保育所・学校

身体障害者相談員・知的障害者相談員

障がい者団体

民生委員・児童委員

保健所

障害者就労支援センター・ハローワーク

相談支援専門員（計画相談員）

その他

相談した機関等はない

無回答

41.5

5.3

21.2

7.3

33.6

6.8

1.7

2.4

1.3

3.4

7.1

7.0

3.2

24.0

7.0

0 10 20 30 40 50
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イ 相談しやすい体制をつくるために必要なこと 

信頼できる相談者がいること」の割合が52.0％と最も高く、次いで「身近

な場所で相談できる窓口があること」の割合が40.6％、「ちょっとしたことで

も相談に応じてくれること」の割合が37.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

曜日や時間に関係なく、いつでも相談に応じてくれ
ること

信頼できる相談者がいること

身近な場所で相談できる窓口があること

インターネットでの相談ができること

電話での相談を充実すること

ちょっとしたことでも相談に応じてくれること

自分の話を聞いてもらいながら、ゆっくりと時間を
かけて相談できること

その他

特にない

無回答

36.0

52.0

40.6

20.0

21.2

37.1

29.7

3.5

10.8

7.0

0 20 40 60
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ウ 福祉サービスに関する情報の入手先 

「市の広報紙やパンフレット等」の割合が30.7％と最も高く、次いで「家

族・親戚、友人・知人」の割合が24.1％、「インターネット」の割合が20.0％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

家族・親戚、友人・知人

テレビ・ラジオ・新聞・雑誌

インターネット

市の広報紙やパンフレット等

障がい者福祉のてびき

障がい児・者ふくしサービスマップ（監修：小金井
市地域自立支援協議会）

小金井市のホームページ

公民館などの市民講座

福祉施設の窓口・職員等

福祉団体・サークルの活動

社会福祉協議会

市役所・保健センター・保健師

民生委員・児童委員

学校、職場

保健所

病院

相談支援専門員（計画相談員）

その他

特にない

無回答

24.1

9.6

20.0

30.7

8.9

1.4

11.2

0.3

4.9

1.3

1.7

10.5

0.5

2.4

0.4

13.8

5.8

2.2

12.8

11.5

0 10 20 30 40 50
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⑦ 外出について  

ア 外出の頻度 

「ほとんど毎日」の割合が46.1％と最も高く、次いで「週に３～４回くら

い」の割合が23.8％、「週に１～２回くらい」の割合が16.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

イ 外出のとき、不便に感じたり困ること 

「特にない」の割合が44.3％と最も高くなっていますが、「身近な公園や歩

道のベンチなど、休憩できる場所が少ない」の割合が15.6％、「バス停や駅ま

で遠い」「歩道が整備されていない」の割合が10.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より

  

回答者数 = 3,106 ％

ほとんど毎日

週に３～４回くらい

週に１～２回くらい

月に１～２回くらい

年に数回くらい

全く外出しない

外出できない

無回答

46.1

23.8

16.5

5.2

1.4

1.3

2.7

3.1

0 20 40 60

回答者数 = 3,106 ％

バス等の交通機関が少ない

バス停や駅まで遠い

歩道が整備されていない

公共施設や店舗が障がい者仕様になっていない（バリアフ
リー化が進んでいない、トイレ、段差、階段、案内表示等）

身近な公園や歩道のベンチなど、休憩できる場所が少ない

障がいを理由に断る施設がある

周囲の人の理解が足りない

その他

特にない

無回答

10.2

10.9

10.9

10.1

15.6

1.1

9.5

6.8

44.3

9.5

0 10 20 30 40 50
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ウ 火事や地震等の災害が起こった時に一人で避難できるか 

「一人で判断でき、避難できる」の割合が56.4％と最も高く、次いで「一

人では判断できないし、避難もできない」の割合が20.0％、「一人で判断でき

るが、避難はできない」の割合が18.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

エ 災害や火災などの緊急時に避難する際に、手助けを頼める人の有無 

「同居の家族」の割合が65.4％と最も高く、次いで「別居の家族」の割合

が15.7％、「近所の人」の割合が13.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 3,106 ％

一人で判断でき、避難できる

一人で判断できるが、避難はできない

一人では判断できないし、避難もできない

無回答

56.4

18.9

20.0

4.7

0 20 40 60 80

回答者数 = 3,106 ％

同居の家族

別居の家族

近所の人

友人・知人

その他

わからない

いない

無回答

65.4

15.7

13.3

7.6

4.2

5.2

11.3

4.6

0 20 40 60 80
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オ 災害が起きたときに、あなたやあなたの家族が、避難所で配慮してほしいこと 

「間仕切りの設置など、プライバシーに関する配慮」の割合が57.4％と最

も高く、次いで「持病のある人や薬を飲んでいる人への治療の継続」の割合

が55.9％、「高齢者、妊産婦、乳児、その他特別な事情により体調が変化しや

すい人への配慮・支援」の割合が50.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

高齢者、妊産婦、乳児、その他特別な事情により体
調が変化しやすい人への配慮・支援

視覚・聴覚障がい者、外国人等、情報を得づらい人
への情報提供・状況把握

性別に対応した避難所設備の設置（トイレ、更衣
室、物干し場、授乳室等）

アレルギーや文化的背景等、食事への配慮

持病のある人や薬を飲んでいる人への治療の継続

間仕切りの設置など、プライバシーに関する配慮

感覚過敏の方への光や音などへの対応

不安やストレスを和らげるための心のケアや相談体
制の整備

段差の解消など、避難所でのバリアフリー

保健師による健康相談・管理など、避難所での健康
管理

防犯ブザーの配布や警備巡回など、安全の確保

その他

特にない

無回答

50.5

22.0

42.3

17.1

55.9

57.4

20.3

36.8

27.9

34.2

23.9

3.7

5.4

6.8

0 20 40 60 80
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【障がい種別】 

障がい種別にみると、他に比べ、精神障害者保健福祉手帳所持者で「不安

やストレスを和らげるための心のケアや相談体制の整備」の割合が、身体障

害者手帳所持者で「段差の解消など、避難所でのバリアフリー」の割合が、

愛の手帳所持者で「間仕切りの設置など、プライバシーに関する配慮」「感覚

過敏の方への光や音などへの対応」の割合が高くなっています。 

 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
件
） 

高
齢
者
、
妊
産
婦
、
乳
児
、
そ
の

他
特
別
な
事
情
に
よ
り
体
調
が
変

化
し
や
す
い
人
へ
の
配
慮
・
支
援 

視
覚
・
聴
覚
障
が
い
者
、
外
国
人

等
、
情
報
を
得
づ
ら
い
人
へ
の
情

報
提
供
・
状
況
把
握 

性
別
に
対
応
し
た
避
難
所
設
備
の

設
置
（
ト
イ
レ
、
更
衣
室
、
物
干

し
場
、
授
乳
室
等
） 

ア
レ
ル
ギ
ー
や
文
化
的
背
景
等
、

食
事
へ
の
配
慮 

持
病
の
あ
る
人
や
薬
を
飲
ん
で
い

る
人
へ
の
治
療
の
継
続 

間
仕
切
り
の
設
置
な
ど
、
プ
ラ
イ

バ
シ
ー
に
関
す
る
配
慮 

感
覚
過
敏
の
方
へ
の
光
や
音
な
ど

へ
の
対
応 

全  体 3106  50.5  22.0  42.3  17.1  55.9  57.4  20.3  

身体障害者手帳
所持者 

1245  56.2  26.9  41.4  12.9  54.5  53.8  11.2  

愛の手帳所持者 267  44.9  18.7  39.3  17.6  35.2  67.0  31.1  

精神障害者保健
福祉手帳所持者 

209  44.5  18.2  38.3  20.6  57.9  57.4  31.1  

その他 835  44.1  18.2  44.4  21.8  60.2  61.8  31.0  

 

区分 

不
安
や
ス
ト
レ
ス
を
和
ら
げ
る
た
め

の
心
の
ケ
ア
や
相
談
体
制
の
整
備 

段
差
の
解
消
な
ど
、
避
難
所
で
の
バ

リ
ア
フ
リ
ー 

保
健
師
に
よ
る
健
康
相
談
・
管
理
な

ど
、
避
難
所
で
の
健
康
管
理 

防
犯
ブ
ザ
ー
の
配
布
や
警
備
巡
回
な

ど
、
安
全
の
確
保 

そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

 

全  体 36.8  27.9  34.2  23.9  3.7  5.4  6.8   

身体障害者手帳
所持者 

24.5  39.5  34.1  20.5  3.3  5.1  8.0  
 

愛の手帳所持者 43.8  18.7  29.6  20.6  7.1  6.4  4.9   

精神障害者保健
福祉手帳所持者 

59.8  14.8  32.1  26.8  2.4  4.3  7.7  
 

その他 50.8  17.7  33.7  28.9  4.3  5.4  4.1   

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 
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カ 災防災に対する日ごろからの取り組みや、災害などの緊急時のこと 

『① 災害時の避難場所を知っていますか』で「はい」の割合が高くなっ

ています。『② 避難行動要支援者名簿を知っていますか』で「いいえ」の割

合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

キ 災害に備えて日頃からしていること 

「防災グッズ（非常用食料、飲料水等）の準備」の割合が86.4％と最も高

く、次いで「家具の固定、ガラス拡散対策」の割合が45.9％、「避難場所・ル

ートの確認」の割合が40.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106

①  災害時の避難場所を知ってい
ますか

②  避難行動要支援者名簿を知っ
ていますか

③  避難行動要支援者名簿に登録
を希望しますか

④  災害に備えて日頃から準備し
ていますか

66.5

8.1

17.9

44.8

14.8

61.0

40.1

38.0

12.9

23.4

32.8

11.7

5.7

7.4

9.2

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ わからない 無回答

回答者数 = 1,393 ％

防災グッズ（非常用食料、飲料水等）の準備

家具の固定、ガラス拡散対策

貴重品・常備薬等をすぐ持ち出せるよう準備

避難場所・ルートの確認

防災訓練への参加

災害時要援護者登録の対象になる場合、その登録

緊急連絡先や支援の方法を記載したヘルプカードの
準備

補聴器の電池など日常生活に必要な用具に使う消耗
品の備蓄

呼吸器等の電源確保のための非常用電源装置等の準
備

簡易筆談器などコミュニケーションツールの準備

日頃の近所づきあいや町会・自治会等の活動など地
域との関わりを深める

その他

無回答

86.4

45.9

40.0

40.9

12.3

4.0

8.3

18.6

1.9

2.2

18.7

1.7

0.6

0 20 40 60 80 100
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ク 小金井市は「誰もがいきいきと暮らすことのできるまち」だと思うか 

「どちらかといえばそう思う」の割合が45.1％と最も高く、次いで「どち

らかといえばそう思わない」の割合が23.7％、「そう思わない」の割合が

10.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

ケ 将来、どのように暮らしたいか 

「家族と暮らしたい」の割合が51.1％と最も高く、次いで「一人で暮らし

たい（自分の家、賃貸住宅、寮など）」の割合が25.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

無回答

7.9

45.1

23.7

10.8

12.5

0 20 40 60

回答者数 = 3,106 ％

一人で暮らしたい（自分の家、賃貸住宅、
寮など）

家族と暮らしたい

グループホームで暮らしたい

入所施設で暮らしたい

その他

無回答

25.7

51.1

5.1

5.3

3.1

9.8

0 20 40 60
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【障がい種別】 

障がい種別にみると、他に比べ、精神障害者保健福祉手帳所持者で「一人

で暮らしたい（自分の家、賃貸住宅、寮など）」の割合が、身体障害者手帳所

持者で「家族と暮らしたい」の割合が、愛の手帳所持者で「グループホーム

で暮らしたい」の割合が高くなっています。 

 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
件
） 

一
人
で
暮
ら
し
た
い

（
自
分
の
家
、
賃
貸

住
宅
、
寮
な
ど
） 

家
族
と
暮
ら
し
た
い 

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
で

暮
ら
し
た
い 

入
所
施
設
で
暮
ら
し

た
い 

そ
の
他 

無
回
答 

全  体 3106  25.7  51.1  5.1  5.3  3.1  9.8  

身体障害者手帳所持者 1245  21.3  56.1  1.8  7.6  2.2  11.0  

愛の手帳所持者 267  10.9  36.3  31.1  6.0  6.4  9.4  

精神障害者保健福祉手
帳所持者 

209  39.7  41.1  2.4  3.3  4.3  9.1  

その他 835  35.3  46.1  4.7  3.4  3.4  7.2  

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

コ 市の住宅対策として、今後特に望むこと 

「住宅改修費の助成制度の充実」の割合が23.8％と最も高く、次いで「特

にない」の割合が22.8％、「障がいに配慮した公営住宅の整備」の割合が

22.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

グループホーム（専門スタッフの援助を受けながら
共同で生活する施設）などの整備

公的保証人制度の創設

障がいに配慮した公営住宅の整備

公営住宅の入居の優先枠

住宅改修費の助成制度の充実

障がいに配慮した民間のアパートなどの整備促進

その他

特にない

無回答

22.2

13.1

22.7

18.8

23.8

14.6

2.8

22.8

13.9

0 5 10 15 20 25 30
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サ 障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのためには、どのようなことが必要

か 

「何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」の割合が56.1％と

最も高く、次いで「在宅での生活や介助や介護がしやすいよう保健・医療・

福祉のサービスの充実」の割合が30.5％、「障がいのある人を支援する関係機

関の連携体制の整備」の割合が23.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 3,106 ％

何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実

視覚・聴覚などの障がいや、個別の特性に配慮した
情報提供の充実

在宅での生活や介助や介護がしやすいよう保健・医
療・福祉のサービスの充実

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設の整
備

重度の障がいがある人のための入所施設の整備

一人ひとりの個性を生かした保育や教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所の確保

障がいのある人が参加しやすいスポーツ、サーク
ル、文化活動の充実

様々なボランティア活動の育成

障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機
会や場の充実

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充
実

障がいのある人の権利を守るための制度の充実

災害のときの避難誘導体制の整備

公営住宅の優先入居や、グループホームの整備な
ど、生活の場の確保

公共交通や道路、公共施設等のバリアフリー化

障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整
備

その他

無回答

56.1

13.9

30.5

18.7

12.1

14.1

16.9

13.0

8.2

13.0

20.8

14.8

19.0

19.6

18.8

23.0

2.3

13.0

0 20 40 60 80
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【障がい種別】 

障がい種別にみると、他に比べ、愛の手帳所持者で「公営住宅の優先入居

や、グループホームの整備など、生活の場の確保」「障がいのある人を支援す

る関係機関の連携体制の整備」「重度の障がいがある人のための入所施設の整

備」の割合が、精神障害者保健福祉手帳所持者で「差別や偏見をなくすため

の福祉教育や広報活動の充実」「障がいのある人の権利を守るための制度の充

実」の割合が高くなっています。 

単位：％ 

区分 

回
答
者
数
（
件
） 

何
で
も
相
談
で
き
る
窓
口
を
つ
く
る
な

ど
相
談
体
制
の
充
実 

視
覚
・
聴
覚
な
ど
の
障
が
い
や
、
個
別

の
特
性
に
配
慮
し
た
情
報
提
供
の
充
実 

在
宅
で
の
生
活
や
介
助
や
介
護
が
し
や

す
い
よ
う
保
健
・
医
療
・
福
祉
の
サ
ー

ビ
ス
の
充
実 

リ
ハ
ビ
リ
・
生
活
訓
練
・
職
業
訓
練
な

ど
の
通
所
施
設
の
整
備 

重
度
の
障
が
い
が
あ
る
人
の
た
め
の
入

所
施
設
の
整
備 

一
人
ひ
と
り
の
個
性
を
生
か
し
た
保
育

や
教
育
内
容
の
充
実 

職
業
訓
練
の
充
実
や
働
く
場
所
の
確
保 

障
が
い
の
あ
る
人
が
参
加
し
や
す
い
ス

ポ
ー
ツ
、
サ
ー
ク
ル
、
文
化
活
動
の
充

実 様
々
な
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の
育
成 

全  体 3106  56.1  13.9  30.5  18.7  12.1  14.1  16.9  13.0  8.2  

身体障害者手帳
所持者 

1245  53.0  17.2  36.1  19.3  13.3  6.7  9.2  13.1  7.6  

愛の手帳所持者 267  50.6  9.0  22.8  16.1  23.6  17.2  23.6  22.5  10.1  

精神障害者保健
福祉手帳所持者 

209  58.4  11.5  18.2  12.4  5.7  13.9  24.9  12.0  4.8  

その他 835  61.8  12.1  23.8  18.7  9.3  23.1  25.1  12.8  7.7  

 

区分 

障
が
い
の
有
無
に
か
か
わ
ら

ず
、
住
民
同
士
が
ふ
れ
あ
う
機

会
や
場
の
充
実 

差
別
や
偏
見
を
な
く
す
た
め
の

福
祉
教
育
や
広
報
活
動
の
充
実 

障
が
い
の
あ
る
人
の
権
利
を
守

る
た
め
の
制
度
の
充
実 

災
害
の
と
き
の
避
難
誘
導
体
制

の
整
備 

公
営
住
宅
の
優
先
入
居
や
、
グ

ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
整
備
な
ど
、

生
活
の
場
の
確
保 

公
共
交
通
や
道
路
、
公
共
施
設

等
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化 

障
が
い
の
あ
る
人
を
支
援
す
る

関
係
機
関
の
連
携
体
制
の
整
備 

そ
の
他 

無
回
答 

 

全  体 13.0  20.8  14.8  19.0  19.6  18.8  23.0  2.3  13.0   

身体障害者手帳
所持者 

15.3  14.5  11.8  23.5  16.1  23.9  19.9  1.9  14.7  
 

愛の手帳所持者 9.7  24.3  19.5  15.7  35.6  6.4  36.3  3.4  9.4   

精神障害者保健
福祉手帳所持者 

11.5  29.7  25.4  10.5  22.5  8.6  33.5  2.9  15.8  
 

その他 12.5  26.7  18.2  15.1  20.8  12.6  24.1  3.1  9.8   

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 
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（２）－２ 関係団体  

① 障がい者福祉施策について  

ア 障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために、どのようなことが必要か 

「差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充実」の割合が73.3％

と最も高く、次いで「視覚・聴覚などの障がいや、個別の特性に配慮した情

報提供の充実」、「障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機会や場

の充実」、「障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整備」の割合が

40.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 15 ％

何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実

視覚・聴覚などの障がいや、個別の特性に配慮した
情報提供の充実

在宅での生活や介助がしやすいよう保健・医療・福
祉のサービスの充実

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設の整
備

重度の障がいがある人のための入所施設の整備

一人ひとりの個性を生かした保育や教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所の確保

障がいのある人が参加しやすいスポーツ、サーク
ル、文化活動の充実

様々なボランティア活動の育成

障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機
会や場の充実

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充
実

障がいのある人の権利を守るための制度の充実

災害のときの避難誘導体制の整備

公営住宅の優先入居や、グループホームの整備な
ど、生活の場の確保

公共交通や道路、公共施設等のバリアフリー化

障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整
備

その他

無回答

33.3

40.0

20.0

13.3

26.7

26.7

6.7

20.0

33.3

40.0

73.3

6.7

26.7

20.0

20.0

40.0

6.7

6.7

0 20 40 60 80
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（２）－３ 一般市民調査  

① 障がい者施策について  

ア 障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために、どのようなことが必要か 

「何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」の割合が55.2％と

最も高く、次いで「在宅での生活や介助がしやすいよう保健・医療・福祉の

サービスの充実」の割合が44.0％、「職業訓練の充実や働く場所の確保」の割

合が33.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 636 ％

何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実

視覚・聴覚などの障がいの特性に配慮した情報提供
の充実

在宅での生活や介助がしやすいよう保健・医療・福
祉のサービスの充実

リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設の整
備

重度の障がいがある人のための入所施設の整備

一人ひとりの個性を生かした保育や教育内容の充実

職業訓練の充実や働く場所の確保

障がいのある人が参加しやすいスポーツ、サーク
ル、文化活動の充実

様々なボランティア活動の育成

障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機
会や場の充実

差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充
実

障がいのある人の権利を守るための制度の充実

災害のときの避難誘導体制の整備

公営住宅の優先入居や、グループホームの整備な
ど、生活の場の確保

公共交通や道路、公共施設等のバリアフリー化

障がいのある人を支援する関係機関の連携体制の整
備

その他

無回答

55.2

27.7

44.0

27.8

25.9

25.0

33.8

16.2

10.7

20.3

21.9

8.3

17.1

18.4

32.1

17.5

2.0

6.6

0 20 40 60 80
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② ノーマライゼーション等について  

ア 「ノーマライゼーション」または「共生社会」 

「聞いたことがある」の割合が58.6％、「聞いたことがない」の割合が

40.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

イ 身近で普通に生活 

「そう思う」の割合が59.7％と最も高く、次いで「どちらかといえばそう

思う」の割合が30.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 636 ％

聞いたことがある

聞いたことがない

無回答

58.6

40.9

0.5

0 20 40 60 80

回答者数 = 636 ％

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

わからない

無回答

59.7

30.5

4.9

1.4

2.8

0.6

0 20 40 60 80



106 

 

ウ 差別や偏見 

「少しずつ改善されている」の割合が44.3％と最も高く、次いで「あまり

改善されていない」の割合が20.1％、「わからない」の割合が11.8％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

③ 福祉に対する関心について  

ア 福祉について関心 

「ある程度関心がある」の割合が49.1％と最も高く、次いで「どちらとも

いえない」の割合が24.1％、「あまり関心がない」の割合が12.3％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 636 ％

かなり改善されている

少しずつ改善されている

あまり改善されていない

改善されていない

どちらともいえない

わからない

無回答

7.9

44.3

20.1

5.2

9.4

11.8

1.3

0 10 20 30 40 50

回答者数 = 636 ％

非常に関心がある

ある程度関心がある

どちらともいえない

あまり関心がない

全く関心がない

無回答

9.9

49.1

24.1

12.3

1.6

3.1

0 20 40 60
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イ 障害者差別解消法（平成 28（2016）年４月施行） 

「知らない」の割合が61.6％と最も高く、次いで「言葉は聞いたことがあ

る」の割合が20.3％、「少し知っている」の割合が11.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

④ 障がいのある人とのふれあいについて  

ア ボランティア活動に参加したか 

「参加したことがある」の割合が15.1％、「参加したことがない」の割合が

83.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

  

回答者数 = 636 ％

参加したことがある

参加したことがない

無回答

15.1

83.8

1.1

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 636 ％

よく知っている

少し知っている

言葉は聞いたことがある

知らない

無回答

5.3

11.3

20.3

61.6

1.4

0 20 40 60 80
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イ ボランティア活動に参加したい 

「障がいのある人が働いているお店等を利用する」の割合が48.4％と最も

高く、次いで「わからない」の割合が26.6％、「地域のボランティア活動に参

加する」の割合が18.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

ウ 障がいの有無に関わらず、子どもたちが一緒に学んだり、保育を受けることについ

ての考え 

「障がいの状況や程度に合わせて、専門的な保育や教育を受けるほうがよい」の割

合が52.4％と最も高く、次いで「障がいの有無に関わらず、できるだけ一緒に過ごせ

るのがよい」の割合が34.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

  

回答者数 = 636 ％

障がい者施設でボランティア活動をする

地域のボランティア活動に参加する

障がいのある人々のための募金をする

障がいのある人々が必要とする場所の提供
や物の援助を行う

障がいのある人が働いているお店等を利用
する

その他

わからない

無回答

7.1

18.7

15.4

14.6

48.4

5.8

26.6

2.2

0 20 40 60

回答者数 = 636 ％

障がいの有無に関わらず、できるだけ一緒に過ごせ
るのがよい

障がいの状況や程度に合わせて、専門的な保育や教
育を受けるほうがよい

その他

わからない

無回答

34.9

52.4

4.4

6.8

1.6

0 20 40 60
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⑤ 障がい者施策について  

ア 障がいのある人の身の回りの支援 

「行政や家族も含めた地域社会全体で支援するのがよい」の割合が69.3％
と最も高くなっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年３月「小金井市保健福祉総合計画策定に関するアンケート調査報告書」より 

 

 

  

回答者数 = 636 ％

できるだけ家族が中心になって支援するの
がよい

できるだけ行政が中心になって支援するの
がよい

行政や家族も含めた地域社会全体で支援す
るのがよい

事業所などのサービス提供者

わからない

無回答

7.9

9.0

69.3

4.9

6.1

2.8

0 20 40 60 80
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３ 小金井市の障害者福祉の課題 

（１）市民一人ひとりの理解と交流を育む意識づくり  

① 広報・啓発活動 

障害者差別解消法は、不当な差別的取扱いを禁止し、個々のニーズに応じた合理的

配慮の提供を求めることで、障がいのある人に対する差別をなくし、誰もが分け隔て

なく共生する社会を実現することを目的としています。 

アンケート調査によると、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障

害者差別解消法）」が施行されたことを知っている割合が当事者で17.3％、一般市民

で16.6％、障がいのある人の地域活動や就職などの社会参加について、一般の理解が

深まってきていると思う人が４割程度にとどまっています。また、市内で生活してい

る中で、差別している、差別されたと感じた経験がある人が約１割となっており、特

に知的障がいで差別を感じている割合が高くなっています。 

また、どのような場面で理解が深まっていないと感じるかについて、「障がいの理

解全般」「就労・働く場」「公共交通機関・バリアフリー」などの意見が上位に挙がっ

ています。 

障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために必要なことについて、「差

別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充実」が身体障がいで14.5％、知的障

がいで24.3％、精神障がいで29.7％、「障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれ

あう機会や場の充実」が身体障がいで15.3％、知的障がいで9.7％、精神障がいで

11.5％となっています。また、関係団体で「差別や偏見をなくすための福祉教育や広

報活動の充実」が73.3％、「障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機会や

場の充実」が40.0％、一般市民で「差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の

充実」が21.9％、「障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機会や場の充実」

が20.3％となっています。 

今後も、障害者基本法や障害者差別解消法の目的とする共生社会の実現に向けて、

地域や職場などの障がいへの理解、差別や偏見の解消のため、より実効性のある周知

啓発・交流を行っていくことが必要です。 

また、幼いころからの福祉教育等の充実に加え、各種団体等と連携・協力し、障が

いのある方の理解を目的とした、子どもから大人まで多くの市民を対象にした福祉教

育の充実を図ることが必要です。 
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（２）障がいのある人の社会参加に向けた自立の基盤づくり  

① 障がい児保育・療育・教育 

子どもの障がいには、発達障がい、知的障がい、肢体不自由、重症心身障がい等が

ありますが、できるだけ早期から継続的な支援を行うために、早期発見、早期療育が

求められています。 

また、障がいの有無にかかわらず、子どもたちが同一の場で遊びや生活ができるよ

うな教育は、特別な支援が必要な子どもに対する理解促進や子どもたちの心身の発達

促進のために重要です。 

アンケート調査によると、幼稚園・保育所・学校に望むことについて、「先生の理

解を深め、子どもの能力や発達の状態に適した指導をしてほしい」が32.5％と最も高

く、次いで「就学相談や進路相談などの相談体制を充実してほしい」が21.7％となっ

ています。また、幼稚園・保育所・学校などに通っていて困っていることについて、

「通うのが大変」、「先生の理解や配慮が足りない」などの意見が挙がっています。 

そのため、特別支援教育の視点を持つ教員を育成し、障がいのある子どもの個々に

応じた指導と同時に、多様な学びの場と共に学ぶ場を充実させることにより、障がい

の有無にかかわらずいきいきと学び、共に育つ場の環境整備がさらに必要となってい

ます。 

また、地域の中では、就学前から卒業後の社会参加を見据えた生活までを見通して、

学校教育・子育て・医療・福祉・就労部門との連携を緊密にし、子どもの成長段階や

障がい特性及びその保護者等の状況に応じた必要な支援と相談体制の充実を図ること

が必要です。 

 

② 社会参加の促進 

障がいのある人の「就労」は、収入を得るための手段であるだけでなく、社会参加

の最たるものとして捉えることもでき、重要となります。 

アンケート調査によると、現在、働いている人が身体障がいで23.3％、知的障がい

で42.3％、精神障がいで40.7％となっており、仕事をするうえで不安や不満を感じる

ことについては、「収入が少ない」が23.5％、「職場の人間関係が難しい」が17.5％、

「通勤するのが大変」が16.8％となっています。 

障がいのある人が働くために必要なことについて、「障がいのある人に配慮した職

場になっていること」が50.7％と最も高く、次いで「事業主や職場の仲間の理解があ

ること」が47.3％、「生活できる給料がもらえること」が42.3％となっています。 
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障がいのある人が、社会の一員として就労の機会を得て、充実した社会生活を送る

ため、障がいの特性に応じた支援を受けながら、就労し働き続けることのできる環境

整備が必要です。 

企業と就労する障がいのある人とのマッチングや、就労後も働き続けるために、就

労支援実施機関による効果的な就労移行支援、ジョブコーチ等による就労定着支援の

一層の推進が求められます。 

また、収入面での問題を抱える障がいのある人もおり、福祉的就労における工賃向

上のため、就労施設における事業改革や受注及び販売機会拡大への取組等が必要です。 

また、アンケート調査によると、障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりの

ために必要なことについて、「障がいのある人が参加しやすいスポーツ、サークル、

文化活動の充実」が身体障がいで13.1％、知的障がいで22.5％、精神障がいで12.0％、

一般市民で16.2％となっています。 

今後も、障がいのある人とない人が相互の理解を深めるとともに、障がいのある人

の生活の質の向上を図り、能力や個性、意欲に応じて積極的に社会参加できる環境づ

くりが重要です。また、多様な交流機会づくりに努め、障がいのある人の社会参加を

促進し、その能力や個性を引き出すことができるよう、関係団体、地域組織等との連

携を図っていくことが必要です。 

 

（３）障がいのある人が安心して暮らしていくための仕組みづくり  

① 居宅生活支援 

障がい者が地域で安心して生活するためには、必要に応じて在宅サービスが受けら

れる環境づくりが重要です。 

障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために必要なことについて、「何

でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」が56.1％と最も高く、次いで「在

宅での生活や介助がしやすいよう保健・医療・福祉のサービスの充実」が30.5％とな

っています。 

一般市民では、「在宅での生活や介助がしやすいよう保健・医療・福祉のサービス

の充実」が44.0％となっています。また、新たに利用したい、または利用し続けたい

障害福祉サービスについて、知的障がいで「外出の同行・付き添いなど（移動支援

等）」が38.2％と高くなっています。 

今後も、福祉サービスに対する多様なニーズが見られる中、障がいのある人の個々

のニーズや実態に応じて適切な支援が行えるよう、居宅介護や生活介護、短期入所な

どの在宅サービスの量的・質的な充実が求められています。  
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② 施設サービス 

障がいのある人の地域移行が求められる中、アンケート調査によると、障がいのあ

る人にとって暮らしよいまちづくりのために必要なことについて、グループホーム等

の整備等の意見や通所サービス系事業所が不足していると感じている意見もあり、居

住環境の整備・充実が必要です。 

 

③ 相談支援・情報提供体制 

障がいのある人が住み慣れた地域や家庭で自立して暮らしていこうとするとき、身

近に相談できる体制が整っていることが重要です。 

アンケート調査によると、障がいや生活などについて相談したことがある機関等に

ついて、「市役所の窓口」が身体障がいで40.8％、知的障がいで55.4％、精神障がい

で46.9％となっています。相談しやすい体制をつくるために必要なことについて、

「信頼できる相談者がいること」が52.0％と最も高くなっています。 

また、障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために必要なことについて、

「何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」が身体障がいで53.0％、知的

障がいで50.6％、精神障がいで58.4％と高くなっています。 

今後も、個々の障がいのある人のニーズや実態に応じて適切な支援が行えるよう、

相談機関の周知・場の充実や、病院やケアマネジャーなど支援につなげる連携体制を

強化し、相談体制を充実していくことが必要です。 

さらに、アンケート調査によると、福祉サービスに関する情報の入手先について、

知的障がいで「家族・親戚、友人・知人」が44.2％、身体障がいで「市の広報紙やパ

ンフレット等」が37.1％、精神障がいで「インターネット」が26.3％と高くなってい

ます。 

このように、それぞれの障がいによって情報収集先が異なることに配慮し、情報発

信においてもこれら関係機関との連携が必要と考えられ、障がいのある人が、福祉サ

ービスや生活に関する情報を、必要なときに手軽に入手することができるよう情報提

供に努めるとともに、各種制度の活用を図ることが必要です。 
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④ 保健・医療 

障がいを軽減し、障がい者の自立を促進するためには、医療やリハビリテーション

が重要な役割を果たしており、身近な地域で治療や対応が行えることが重要となりま

す。 

アンケート調査によると、医療機関について困っていることは、「医者に病気の症

状をうまく伝えられない」、「入院や通院のときに受け入れてくれるか不安」の意見が

挙がっています。 

医療的ケアに関して、どのような支援の充実が必要かについて、「医療従事者（看

護師含む）の確保」が28.4％と最も高く、次いで「ヘルパーの確保」が24.7％、「利

用できる短期入所施設の整備」が21.2％となっています。 

住み慣れた地域で安心して暮らすためには、いつでも適切な医療サービスを受けら

れる体制が必要です。今後、障がい者の高齢化・重度化がさらに進むとともに、医療

的ケアが必要な児童が増えることが予測されるため、地域生活支援拠点の整備とあわ

せて、保健・医療・福祉・教育等の関係機関の連携強化が必要となります。 

 

⑤ 経済的支援 

アンケート調査によると、世帯の主な収入について「年金」が53.2％と最も高く、

次いで「給与・賃金」が26.2％、「収入はない」が16.5％となっています。 

また、地域で生活するために必要な支援について、「経済的な負担の軽減」が

35.5％と上位に挙がっています。 

障がいのある人が地域で安心して生活していくためには、経済的に安定しているこ

とが重要であり、年金や手当の適正な支給や税の減免等、諸制度の周知を推進してい

く必要があります。 

 

⑥ サービス利用に結びついていない人への支援 

発達障がいや高次脳機能障がいのある人は、障害福祉サービスなどの相談支援の充

実とともにサービス利用に結びついていない難病や、軽・中度の視覚・聴覚障がい者

など制度の谷間にある人に対する支援策の充実が必要です。 
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（４）障がいのある人の社会参加に向けた自立の基盤づくり  

① 自由な移動の確保 

買い物や通勤・通学、通所・通院等の日常生活だけでなく、積極的に地域活動に参

加するためには、移動手段の確保は欠かせません。また、誰もが地域の一員として社

会参加していくためにも、障がい特性に応じた情報提供やコミュニケーション手段の

確保が必要です。 

アンケ―ト調査によると、外出のとき、不便に感じたり困ることについて、「身近

な公園や歩道のベンチなど、休憩できる場所が少ない」、「バス停や駅まで遠い」、「歩

道が整備されていない」などの意見があがっています。 

障がいのある人を含む、すべての人にやさしく安全なまちづくりに向けて、既存施

設のバリアフリー化や、生活道路や歩道の整備に努めることが必要であるとともに、

障がいのある人の外出を支援するために、障がいのある人のニーズを把握し、公共交

通機関等の移動手段をより利用しやすくする必要があります。 

また、視覚・聴覚障がいのみならず、様々な特性や一人一人の状況、必要性に応じ

た支援方法及びコミュニケーション手段の理解を広めるとともに、その確保に努めて

いくことが必要です。 

 

② 住まいの確保・整備 

障がいのある人が住み慣れた地域で安定した生活を継続するためには、障がいの状

況に応じた居住の場を整えることが重要です。 

市の住宅対策として、今後特に望むことについて、「住宅改修費の助成制度の充実」

が23.8％と最も高く、「障がいに配慮した公営住宅の整備」が22.7％となっています。 

障がいのある人にとって暮らしよいまちづくりのために必要なことについて、知的

障がいで「公営住宅の優先入居や、グループホームの整備など、生活の場の確保」が

35.6％、身体障がいで「公共交通や道路、公共施設等のバリアフリー化」が23.9％、

「災害のときの避難誘導体制の整備」が23.5％と高くなっています。 

今後も、障がいのある人が望む住まい方を基本として、地域で自立し、安定した社

会生活を送り続けるための環境づくりを進めていくことが必要です。 
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③ 心の健康 

こころの健康に関して心配のある人やその家族を対象に、相談窓口の周知や、メン

ストレスへの対応方法やこころの健康に関する正しい知識の普及とともに、相談窓口

や専門相談機関の周知を図ることが必要です。また、閉じこもりなどが問題となる高

齢期については生きがいづくりや社会参加の支援、さらに、身近な人のこころの不調

に気づき、声をかけ、話を聞いて、専門の機関につなげるなど、必要な支援を行うこ

とが必要です。 

 

● 追加課題 

アンケート調査によると、災害時に一人で避難できない人が約４割となっています。

また、災害や火災などの緊急時に避難する際に、手助けを頼める人がいない人が１割

います。 

災害が起きたときに、避難所で配慮してほしいことについて、身体障がいで「高齢

者、妊産婦、乳児、その他特別な事情により体調が変化しやすい人への配慮・支援」、

知的障がいで「間仕切りの設置など、プライバシーに関する配慮」、精神障がいで

「不安やストレスを和らげるための心のケアや相談体制の整備」の割合が高くなって

います。 

今後も、災害発生時の迅速かつ適切な情報提供、避難支援体制の強化、避難生活に

おける安全・安心の確保等に向け、個々の特性への配慮の必要性を踏まえ、障がい者

関係団体とも連携し、地域全体で取り組んでいくことが必要です。 
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第３章    計画の基本的な考え方 
 

 
 

 

 

１ 基本理念（小金井市障がい者ビジョン） 

本市の将来像は「いかそうみどり 増やそう笑顔 つなごう人の輪 小金井市」を掲

げ、みどりと水のある環境の中で、誰もが笑顔で暮らすことができ、また地域で人の

輪が生まれ、自分らしい豊かな暮らしを実感できるまちを目指しています。  

この将来像の実現に向けて、障がい者福祉分野では、障がい者の生活・就労支援、

地域における交流の場を設けることへの支援を通じ、障がいのある人もない人もそれ

ぞれが尊厳ある一人の市民として自立し、住み慣れた地域で共に支え合うことにより、

生涯安心して暮らしていけるまちづくりを進めています。 

本計画の基本理念については、これまでの障がい者福祉の取り組みとの連続性、整

合性から小金井市障がい者ビジョン「障がいのある人もない人もそれぞれが尊厳ある

ひとりの小金井市民として自立し、住み慣れた地域でともに支え合いながら、安心し

て暮らしていける共生都市・小金井の実現」を引き継ぐものとします。 

この基本理念に基づき、「ノーマライゼーション」、「リハビリテーション」の理念

や誰もが相互に人格と個性を尊重し、相互に理解し支え合い、共に暮らす「共生社会」

をめざします。 

 

 

【小金井市障がい者ビジョン】 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

障がいのある人もない人も 

それぞれが尊厳あるひとりの小金井市民として自立し、 

住み慣れた地域でともに支え合いながら、 

安心して暮らしていける共生都市・小金井の実現 



118 

 

 

２ 基本目標 

（１）市民一人ひとりの理解と交流を育む意識づくり  

地域において、全ての人が障がいの有無、障がいの種別などによって分け隔てられ

ることなく、相互に人格と個性を尊重し合い、ともに協力する「共生都市」を実現す

るためには、障がい及び障がいのある人に関する正しい理解が必要であるため、広報

等を活用した啓発活動をさらに推進していきます。 

 

 

（２）障がいのある人の社会参加や就労に向けた自立の基盤づくり  

障がいのある子どもが、必要な支援により、年齢や能力、それぞれの特性を踏まえ

た十分な保育や教育を受けることができ、また、インクルーシブ教育の推進に向け、

必要な施策や整備を図ります。 

また、障がいのある人の自立した生活には、働く場所の確保や障がい特性等の理解

促進、安定した収入などが必要です。一般就労の支援では、企業への雇用促進や職場

環境における配慮等の啓発を行い、福祉的就労の支援では、障害福祉サービスによる

社会参加や物品等の優先調達等による工賃向上を促進します。 

さらに、障がいのある人が、スポーツ活動やレクリエーション活動、文化・芸術活

動に参加し、生活に生きがいと潤いをもたらすことができる環境づくりを推進します。 

 

 

（３）障がいのある人が安心して暮らしていくための仕組みづくり  

障がいのある人が地域で安心して暮らすため、各種障害福祉サービスによる生活支

援や日中の活動場所の確保、支援体制の強化などに取り組み、自立や社会参加を促進

します。障害福祉サービスに関する制度や申請手続き、事業所などの情報提供をより

一層推進します。 

また、障がいの発生時期や原因は様々であり、医療・保健との連携により疾病や障

がいを早期に発見し、適切な治療・リハビリテーションを行い、障がいの予防や軽減

を行います。 

さらに、障がいのある人が地域で安心して暮らすためには、経済的な安定が重要で

あるため、各種手当や年金の支給等により、自立した生活を支援します。 
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（４）誰もが気持ちよく共に暮らせる環境づくり  

障がいの有無や年齢にかかわらず、誰もが利用しやすい施設となるようユニバーサ

ルデザイン化やバリアフリー化を推進します。また、障がいのある人が地域における

活動や社会参加において、外出が容易にできる生活環境の整備に努め、外出支援や社

会参加を促進します。 

障がいのある人が地域で安全に暮らせるよう、地域全体で防災・生活安全対策に取

り組むことが重要であり、災害や犯罪に遭った場合に被害を最小限にとどめることが

できるよう、さまざまな取組や支援を実施します。 

さらに、障がいのある人が可能な限り、自ら情報を取得し利用できるよう、広報紙

や市の公式サイト等の様々な手段で、見やすく分かりやすい情報提供を行いうととも

に、障がいのある人が自立した生活や社会参加において、意思表示や意思疎通を行う

ことができるよう、コミュニケーションの支援を促進します。 
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１ 市民一人ひとり
の理解と交流を
育む意識づくり 

２ 障がいのある人
の社会参加や 
就労に向けた自
立の基盤づくり 

３ 障がいのある人
が安心して暮ら
していくための
仕組みづくり 

４ 誰もが気持ちよ
く共に暮らせる
環境づくり 

 

３ 計画の体系 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［ 基本理念 ］ ［ 基本施策 ］ ［ 基本目標 ］ 

（１）広報・啓発活動 

（１）障がい児保育・療育・教育 

（２）社会参加や就労の促進 

（１）居宅生活支援 

（２）施設サービス 

（３）相談支援・情報提供体制 

（４）保健・医療 

（５）経済的支援 

（６）サービス利用に結びついていない人への支
援 

（１）自由な移動の確保 

（ ２ ） 情 報 ア ク セ シ ビ リ テ ィ の 向 上 と 
コミュニケーション支援 

（３）住まいの確保・整備 

（４）災害発生時の支援 

障
が
い
の
あ
る
人
も
な
い
人
も
そ
れ
ぞ
れ
が
尊
厳
あ
る
ひ
と
り
の
小
金
井
市
民
と
し
て 

自
立
し
、
住
み
慣
れ
た
地
域
で
と
も
に
支
え
合
い
な
が
ら
、
安
心
し
て
暮
ら
し
て
い
け
る 

共
生
都
市
・
小
金
井
の
実
現 
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第４章    施策の展開（具体的な取組の推進） 

 
 

 

 

基本目標１ 市民一人ひとりの理解と交流を育む意識づくり 

基本施策（１）広報・啓発活動  

① 広報・啓発活動の充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

市民に対する啓発

活動の推進 

 障がいのある人が誤解や偏見等により

社会的不利を受けることがないよう市民

に障がい特性に関する啓発活動を推進

し、「小金井市障害者差別解消条例（障害

のある人もない人も共に学び共に生きる

社会を目指す小金井市条例)」の周知を促

します。 

 また、「障がい」とは何かについて啓発

するとともに、障がいのある人に対する

理解促進のため、障がい体験・共同活動

体験などを活用した市民に対する体験活

動の場を提供するなど、今後も障害者週

間行事のさらなる充実を図ります。 

さらに、出前講座などを活用した市民

に対する学習の場を提供するとともに、

障がいのある人との交流の場の提供を促

進します。 

講 座 や

学 習 会

等 の 市

報 ・ ホ

ー ム ペ

ー ジ へ

の 掲 載

件数 

障 害 者

週 間 行

事 参 加

者 数

（ 芸 術

展 ・ 物

品 販 売

含む） 

961 人 充実 
自立生活

支援課 

２ 

市職員の障がいの

ある人に対する理

解促進 

 市の全ての職員が、障がいのある人の

特性や合理的配慮の必要性について理解

を深めることができるよう職員課等と連

携をとりながら、引き続き管理職を含め

た職員研修を実施します。 

 また、新入職員向けに、自立生活支援

課職員から、研修時に説明を行い、理解

促進を図ります。 

実 施 状

況 

理 解 促

進 研 修

の 参 加

人数 

27 人 

 
継続 

自立生活

支援課 

職員課  

  

修正前のサンプルです。 
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事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

３ 

福祉・人権教育の

充実 

 小中学校では、教科や道徳の時間、総

合的な学習の時間の中で、手話・点字・

車いすなどに関わる福祉体験学習等を行

い、障がいに対する理解教育を実施しま

す。児童・生徒の発達段階に応じ、人権

の意義・内容や重要性について理解を深

めることができるように努めるととも

に、人権教育推進委員会、道徳教育推進

委員会を活用します。 

 また、市民を対象とした専門家等によ

る講演会等を開催し、精神分野を含めた

障がい特性や障がい福祉の制度、ノーマ

ライゼーション等の社会福祉について学

ぶ機会を増やします。 

福 祉 ・

人 権 に

関 す る

学 習 を

実 施 し

た 学 校

数 

講 演 会

等 の 開

催回数 

福 祉 ・

人 権 に

関 す る

学 習 を

実 施 し

た 学 校

数 

講演会

等の参

加者数 

14 校 

36 人 
継続 

指導室 

自立生活

支援課 

 

 

② 支えあいのネットワーク 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

関係機関・団体の

ネットワーク化 

 小金井市地域自立支援協議会を中心と

して、今後も障がいのある人の支援に当

たっては、福祉・保健・医療・就労・教

育等の関係機関、障がい者団体、ボラン

ティア・ＮＰＯ団体等が緊密に連携でき

るように努めます。 

 また困難事例の検討やネットワークづ

くりにも取り組みます。 

地 域 自

立 支 援

協 議 会

実 施 回

数 

地 域 自

立 支 援

協 議 会

実 施 回

数 

13 回 継続 
自立生活

支援課 

２ 

サービス事業者と

の連携 

 市内のサービス事業者と、定期的に集

まる連絡会等を開催しています。今後も

各事業者のサービスの質の向上を図るこ

とや、適切なサービスの提供ができる体

制を整えることを目的に、サービス事業

者との連携を強化していきます。 

連 絡 会

実 施 回

数 

市 と 事

業 所 と

の 連 絡

会 実 施

回数 

実 事 業

所数 

5 回 

13 

事業所 

充実 
自立生活

支援課 
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③ 「心のバリアフリー」の推進 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

副籍交流の実施 

小中学校では、特別支援学校在籍の児

童生徒が、居住地域の小・中学校に副次

的な籍をもち、居住地域とのつながりの

維持・継続を図る副籍交流が実施されて

います。子どもの頃から交流する機会を

持つことにより、「障がい」や障がいのあ

る人に対する理解の気持ちを育めるよ

う、効果的な実施に努めます。 

― 

副 籍 交

流 実 施

校数 

直 接 交

流 実 施

人数 

間接交

流実施

人数 

14 校 

直 接 交

流 19 人 

間 接 交

流 45 人 

継続 指導室 

２ 

小金井市障害者差

別解消条例の普及

啓発 

職場での「障がい」や障がいのある人

に対する理解促進につながるよう、幼少

期から「障害のある人もない人も共に学

び共に生きる社会を目指す小金井市条

例」の普及啓発に努めます。 

― 

子 ど も

用 啓 発

冊 子 の

配布数 

1,284

部 
継続 

自立生活

支援課 

３ 

障害者週間行事の

活用 

（１－⑴－① 

から移動） 

 「障がい」や障がいのある人に対する

理解促進のため、障害者週間をさらに広

く周知していきます。 

また、障がいのある人もない人も幅広

く参加してもらえるよう、行事内容（講

演・催し・作品展等）の見直し等を図る

とともに、障がいのある人の社会参加へ

の意欲が高まるよう努めます。  

イ ベ ン

ト 開 催

回数 

ア ン ケ

ー ト 回

収数 

ス ペ シ

ャ ル イ

ベ ン ト

の 参 加

者数 

ア ン ケ

ー ト 回

収数 

69 人 

101 枚 
充実 

自立生活

支援課 
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基本目標２ 障がいのある人の社会参加や就労に向けた自立の基盤づく

り 

基本施策（１）障がい児保育・療育・教育  

① 障がい児保育・療育・教育の充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

特別支援教育の体

制づくり 

 東京都が示している「東京都特別支援

教育推進計画（第二期）」を踏まえて、特

別支援教育研修会等の教員研修の充実、

各校の校内委員会の充実、小金井特別支

援学校との連携強化等、特別支援教育の

充実を図ります。 

 通常の学級に在籍する発達障がいのあ

る児童・生徒が、障がいの状態に応じた

必要な指導・支援が受けられるよう、情

報共有の仕組み等連携体制の強化を図り

ます。 

特 別 支

援 教 育

に 関 す

る 研 修

の 実 施

回数 

特 別 支

援 教 育

研 修 会

の 参 加

人数 

100 人 継続 指導室  

２ 

特別支援学校等へ

の就学の支援 

 児童・生徒の心身の障がいの状態や発

達の状況に応じて適切な教育と障がいの

特性や必要性に応じた合理的な配慮を受

けることができるよう、東京都の就学相

談システムに準じ就学相談を実施し、特

別支援学校・特別支援学級・通常学級

（通級利用含む）の就学に際して必要な

支援を実施します。 

就 学 相

談件数 

就 学 相

談件数 
121 件 継続 学務課 

３ 

特別支援教育の充

実 

 発達障がい等があり、集団生活に適応

しにくい児童・生徒が、在籍の学級で適

切な指導やサポートを受け、周りの子ど

もたちと良好な関係が築けるよう個々の

特性・ニーズにあった支援をします。ま

た、特別支援学級推進委員会を定期的に

開催し、特別支援教育に関する課題解決

や内容の充実を図るとともに、特別支援

教育に関する実践的・専門的な研修を実

施し、特別支援学級・通級指導学級・特

別支援教室を担当する教員の指導力の向

上を図ります。 

特 別 支

援 教 育

に 関 す

る 研 修

の 実 施

回数 

特 別 支

援 学 級

推 進 委

員 会 の

参 加 人

数 

224 人 継続 指導室  

４ 

特別支援を要する

児童・生徒への支

援 

 特別支援学級在籍者の通学に当たって

は、小学校（１年～３年生対象）にスク

ールバスを運行し、自力登校の小学校高

学年および中学生には交通費を支給して

います。また、特別支援学級（知的）に

在籍しスクールバスを利用していない児

童・生徒に対し、ＧＰＳを貸与していま

す。 

ス ク ー

ル バ ス

運 行 台

数 

Ｇ Ｐ Ｓ

件数 

交通費 

ス ク ー

ル バ ス

運 行 台

数 

Ｇ Ｐ Ｓ

貸 与 件

数 

交通費

支給件

数 

3 台 

10 件 

35 件 

継続 学務課 
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５ 

教育助成金の支援 

教育助成金は、学校教育法により就学

義務を猶予又は免除者されている保護者

等に対するもので、支給を通じて学校へ

行くことが困難で自宅学習している児

童・生徒を支援します。 

教 育 助

成 金 受

給人数 

教 育 助

成 金 受

給人数 

0 人 継続 学務課 
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事業名 施策容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

６ 

児童発達支援セン

ター「きらり」に

おける事業の推進 

 児童発達支援センター「きらり」は児

童発達支援事業、放課後等デイサービス

事業、保育所等訪問支援事業、相談支援

事業、外来訓練事業および親子通園事業

等を実施し、０歳から 18 歳未満までの心

身の発達において特別な配慮が必要な児

童並びにその家族に対し切れ目のない相

談支援を行います。 

 また、地域への支援として講演会並び

に研修会等を開催し、発達に関する知識

の普及啓発にも努めます。 

通 所 人

数 

相 談 件

数 

講 演 会

（ 紙 面

講 座 除

く ） の

参 加 人

数 

2,253件 

546 人 
継続 

自立生活

支援課 

７ 

障がい児保育の推

進 

市内認可保育施設において、可能な限り

特別な配慮が必要な児童（医療的ケア児

を含む）の保育を行います。 

障 が い

児 保 育

受 け 入

れ園数 

特 別 支

援 保 育

受 け 入

れ 可 能

園数 

34 園 継続 保育課 

８ 

障がい児学童保育

の充実 

障がいのある児童は上限数を設けず、

４年生までの受け入れを行っています。 

児童発達支援センターきらりと連携した

学期に１回の相談を継続し、今後も関係

各所と連携を図りながら、適切な保育に

努めます。  

入 所 申

請 件 数

に 対 す

る 受 入

割合 

障 が い

児 受 け

入 れ 人

数 

29 人 継続 
児童青少

年課 

９ 

放課後活動の充実 

 心身の発達において特別な配慮が必要

な学齢児の放課後活動の場として、民間

事業所のみならず児童発達支援センター

においても放課後等デイサービス事業を

実施しています。利用希望者および事業

所共に増加しておりますが、サービスの

質を確保しつつ、供給量の確保に努めま

す。 

放 課 後

等 デ イ

サ ー ビ

ス 利 用

者数等 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

放 課 後

等 デ イ

サ ー ビ

ス 実 利

用者数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

250 人 継続 
自立生活

支援課 
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基本施策（２）社会参加や就労の促進  

① 雇用・就労の促進 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

就職活動の支援 

 障害者就労支援センターでは、相談件

数や就労件数が増加傾向にあります。 

 今後は、就労の地域開拓の一層の促進

やハローワークなどの関係機関と連携を

とりつつ、障がい者就労支援の拡大に努

めます。 

また、手帳を取得できない何らかの支

援が必要な人についても就労支援に関す

るニーズを把握し、適切な就労支援につ

なげていきます。 

さらに、離職を減らすための支援も実

施します。 

相 談 件

数 

就 労 人

数 

相 談 件

数 

就 労 人

数 

7,296

件 

135 人 

継続 
自立生活

支援課 

２ 

市での障がい者雇

用の拡大 

 現在、市の障がい者雇用の状況は法定

雇用率は満たしているものの、職員採用

試験での採用枠は多くはありません。障

がいのある人が市職員として働くことが

できるよう、職場環境の整備に努めると

ともに、積極的に採用していくことを検

討します。  

採 用 数

（ ま た

は 職 員

数 に 占

め る 割

合） 

6月 1日

現 在 の

実 雇 用

率 

2.95％ 継続 職員課 

３ 

市での職場実習の

受け入れの検討 

 市役所での職場実習については定期的

に行っていますが、今後は、庁内の各職

場に実習生が配置できるよう、仕事の洗

い出しや職員の意識をさらに高めていく

必要があります。障がいのある人の職場

実習を受け入れる体制を整備し、一般就

労への移行を支援します。  

職 場 実

習件数 

参 加 人

数 

職 場 実

習 参 加

人数 

67 人 継続 

 

自立生活

支援課 

４ 

福祉喫茶等の充実 

 現在、栗山公園健康運動センター、障

害者福祉センター、貫井北センターにお

いて福祉喫茶等を設置し就労支援に努め

ていますが、今後も新たな設置場所の確

保に努めます。 

売 店 数

（ 作 品

や 製 品

を 置 い

て く れ

る 場

所） 

福 祉 喫

茶 等 の

設 置 個

所数 

3 箇所 充実 
自立生活

支援課 

５ 

市の業務の委託等

の促進 

障がいのある人の福祉的就労の場の充

実につなげるため、市の業務の委託等を

促進できるよう、国等による障害者就労

施設等からの物品調達の推進等に関する

法律の趣旨に鑑み、全庁的なに取り組み

ます。 

障がいのある方の就労意欲を高めるた

めにも、工賃向上へ向けて受注や販売機

会の拡大に努めます。 

契 約 件

数 

金額 

契 約 件

数 

金額 

102 件 

18,324,

339 円 

充実 
自立生活

支援課 
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事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

６ 

障がい者雇用の促

進 

 障害者就労支援センターが中心とな

り、ハローワーク等関係機関と連携をと

りつつ障がい者雇用の促進に取り組みま

す。 

 また、地域開拓促進コーディネーター

や就労支援・生活支援コーディネーター

を設置し、地域雇用の掘り起こしや生活

支援も併せて行い、働きやすい環境づく

りをめざします。  

さらに、短時間労働も含め、企業と就

労を希望する障がいのある人とのマッチ

ングに取り組みます。 

相 談 件

数 

コ ー デ

ィ ネ ー

ト件数 

相 談 件

数 

2,265

件 
継続 

自立生活

支援課 

７ 

一般企業等の職場

実習の開拓 

 一般企業や福祉関連施設等に対して

も、障がいのある人への理解・協力を求

め、職場実習を行ってもらえるよう障害

者就労支援センターを中心に働きかけを

行います。  

企 業 相

談件数 

企 業 対

応件数 

コ ー デ

ィ ネ ー

ト件数 

企 業 相

談件数 
906 件 継続 

自立生活

支援課 

８ 

中間的就労の場づ

くりの検討 

 障害者総合支援法では中間的就労の場

として、就労移行支援、就労継続支援Ａ

型およびＢ型事業が制度化されていま

す。多くの障がいのある人が一般就労に

つながるよう障害者就労支援センターや

ハローワーク等、労働関係機関と協力連

携し、一般就労への移行支援および移行

後のフォローアップ支援を積極的に行う

事業所の確保に努めます。  

就 労 移

行 支

援 、 就

労 継 続

支 援 Ａ

型 お よ

び Ｂ 型

事 業 事

業所数 

就 労 移

行 支

援 、 就

労 継 続

支 援 Ａ

型 及 び

Ｂ 型 事

業 事 業

所数 

19 

事業所 
継続 

自立生活

支援課 
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② 多様な社会参加の機会づくり 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

障がいのある人の

自立をめざす学習

の充実 

 障がいのある人が自立した生活を送る

ことができるよう、知識・技術を習得で

きる場を提供します。出前講座による講

師派遣・パソコン教室の開催、公民館で

行っている青年学級の開催など、学習の

場の設定や情報提供に努めます。  

出 前 講

座件数 

セ ン タ

ー Ｇ Ｐ

で の パ

ソ コ ン

講 座 の

回数 

障 害 者

福 祉 セ

ン タ ー

で の パ

ソ コ ン

講 習 会

の 参 加

延人数 

33 人 継続 
自立生活

支援課 

２ 

障がい者スポーツ

の支援 

 スポーツ教室事業の中で障がいのある

人を対象に、水泳教室を開くなどスポー

ツ活動の充実に努めています。 

 今後もスポーツ教室の回数を増やすな

ど、障がいのある人が気軽に参加できる

スポーツ活動の充実に努めます。  

ス ポ ー

ツ 教 室

の回数 

参 加 人

数 

ス ポ ー

ツ 教 室

の回数 

参 加 人

数 

14 回 

228 人 
継続 

生涯学習

課 

３ 

農福連携の促進 

 「わくわく都民農園小金井」では、市

内の障がい者福祉事業所と連携し、障が

いのある人の農作業講習や園芸療法等に

よる農福連携事業のモデル化を進めてい

ます。障がいのある人が「農」にふれあ

う機会の創出・支援をしていきます。 

障 が い

の あ る

人 が 利

用 し や

す い 区

画 の 設

置検討 

実 施 状

況 
実施 充実 経済課 

４ 

選挙投票への支援 

障がいのある人が円滑に投票を行える

よう、障がいの特性や状況に応じた合理

的な配慮をするとともに、その周知に努

めます。 

実 施 状

況 

投 票 ・

投 票 所

に お け

る 取 組

項目数 

合 理 的

な 配 慮

の た め

の 物 品

の 種 目

数 

9 項目 

6 種目 
継続 

選挙管理

委員会 

５ 

文化・スポーツ・

レクリエーション

活動への支援 

障がいのある人も参加できる文化・ス

ポーツ・レクリエーション活動事業を実

施し、豊かで充実した地域活動の促進を

図ります。  

 

文 化 ・

ス ポ ー

ツ ・ レ

ク リ エ

ー シ ョ

ン 活 動

事 業 の

参 加 人

数 

文 化 ・

ス ポ ー

ツ ・ レ

ク リ エ

ー シ ョ

ン 活 動

事 業 の

参 加 人

数 

179 人 継続 
生涯学習

課 

６ 

障がい者通所施設

で作成した物品の

販売や作品の展示

機会の確保 

 障害者週間行事及びその他の催しとし

て、障がい者通所施設で作成した物品の

販売や、絵画等芸術品の展示会を実施し

ています。今後も障がいのある人の地域

への参加を促進するため、障がいのある

人とない人が自然に交流できる場や機会

などの環境の整備に努めます。 

― 

物 品 販

売 や 展

示 会 の

実 施 個

所 数 及

び 開 催

日数 

物 品 販

売： 

4 箇所 

8 日 

展 示

会： 

4 箇所

48 日 

充実 
自立生活

支援課 
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基本目標３ 障がいのある人が安心して暮らしていくための仕組みづく

り 

基本施策（１）居宅生活支援  

① 自立支援給付 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

訪問系サービス事

業（自立支援給

付） 

 訪問系サービス事業には、居宅介護

（ホームヘルプサービス）、重度訪問介

護、同行援護、行動援護、重度障害者等

包括支援などがあります。居宅介護は在

宅生活を送る上で基本となるサービスで

す。そこで、身体介護・家事援助・通院

等介助についてサービスの質的・量的な

充実を図るとともに、制度の適正を維持

し、啓発に努めます。 

 障害者総合支援法に基づき、東京都の

指定を受けた事業所が適正なサービスを

利用者に対して提供ができているか、監

督体制を強化していきます。 

訪 問 系

サ ー ビ

ス 事 業

所数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

訪 問 系

サ ー ビ

ス 事 業

所数 

19 

事業所 
継続 

自立生活

支援課 

２ 

日中系サービス事

業（自立支援給

付） 

日中系サービス事業には、生活介護、

自立訓練、就労移行支援、就労継続支

援、療養介護、短期入所などがあり、ひ

とつないし複数の事業を利用することが

できます。 

身近な地域で支援を受けられるよう、

サービス供給量の確保に努めます。 

日 中 系

サ ー ビ

ス 事 業

所数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

日 中 系

サ ー ビ

ス 事 業

所数 

26 

事業所 
継続 

自立生活

支援課 

３ 

補装具費の給付

（自立支援給付） 

身体に障がいのある人への補装具費の

支給には、東京都の判定が必要なものや

区市町村が判断できるものがあります。

個々の状況や必要性に応じた適切な支給

を行い、身体障がい者（児）の仕事、お

よびその他日常生活の能率向上を図りま

す。 

補 装 具

費 支 給

件数 

補 装 具

費 支 給

件数 

177 件 継続 
自立生活

支援課 
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② 地域生活支援事業 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

コミュニケーショ

ン支援事業（地域

生活支援事業） 

 聴覚障がい者等の社会生活上の円滑な

コミュニケーションが確保できるよう手

話通訳者や要約筆記者の派遣を行ってい

ます。利用者が限定されている現状にあ

り、より一層の事業の周知徹底に努めま

す。  

派 遣 回

数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

利 用 延

人数 

⇒障害

福祉計

画 

103 人 継続 
自立生活

支援課 

２ 

日常生活用具費給

付（地域生活支援

事業） 

 障がいのある人への日常生活を容易に

することを目的として日常生活用具費の

支給を行います。技術革新などによって

種目がニーズに合わなくなることもある

ため、随時見直しを行います。難病者に

対しても給付を実施していますが、周知

不足からか利用が少ないのが現状なた

め、引き続き周知徹底に努めます。 

利 用 件

数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

給 付 件

数 

⇒障害

福祉計

画 

1,465件 継続 
自立生活

支援課 

３ 

移動支援事業（地

域生活支援事業） 

屋外での移動が困難な障がいのある人

について、社会生活上必要な外出や余暇

活動および社会参加を目的とした外出の

ための支援を行います。必要な人が利用

できるよう拡充に努めます。 

利用者からは通勤、通所、通学の対象

化や、また長期休暇期間の支給時間増の

要望等があり、支給要件の一部を緩和し

たところですが、今後も国の動向を注視

し、利便性の向上に努めます。 

利 用 件

数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

実 利 用

者数 

⇒障害

福祉計

画 

114 人 継続 
自立生活

支援課 

４ 

日中一時支援事業

（地域生活支援事

業） 

 障がいのある人の日中活動の場を提供

するとともに、家族のための就労支援や

レスパイトを行います。市内で日中一時

支援事業を行っている事業所は、桜町児

童ショートステイと障害者福祉センター

の２か所しかなく、ニーズに応じた新た

な事業所の参入を促進するよう努めま

す。  

利 用 件

数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

実 利 用

人数 

⇒障害

福祉計

画 

22 人 継続 
自立生活

支援課 

５ 

訪問入浴サービス

事業（地域生活支

援事業） 

 家庭での入浴が困難な身体に重度の障

がいのある人に、入浴巡回車を派遣し組

立式浴槽を使って在宅での入浴介助を実

施します。障害者福祉センターで実施し

ている入浴サービス事業とも連携し、利

便性の向上に努めます。 

利 用 件

数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

実 利 用

人数 

⇒障害

福祉計

画 

10 人 継続 
自立生活

支援課 
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③ その他事業 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

精神障害者デイケ

ア事業 

 回復途上にある精神に障がいのある人

が対人関係や日常生活に必要な技術を習

得し、社会復帰、社会参加することがで

きるよう支援を行います。市内の公共施

設を実施場所とし、利用者のニーズに応

じたプログラムを展開していきます。  

件数 
参 加 延

人数 
177 人 継続 

自立生活

支援課 

２ 

重度脳性麻痺者介

護事業 

 20 歳以上の重度脳性麻痺者が介護を受

けることにより、生活圏の拡大を図ると

ともに、重度脳性麻痺者の福祉の増進が

図られることを目的としています。東京

都助成分に市上乗せ分を併せて助成を行

っています。  

利 用 件

数 

派 遣 日

数 
312 日 継続 

自立生活

支援課 

３ 

心身障害者介護人

派遣事業 

 在宅の障がい者を介護している保護者

が、疾病等の理由により家庭での介護が

困難になった場合、市に登録した介護人

を派遣します。障害者総合支援法におけ

る代替サービスが確立されていることや

利用状況を踏まえ、事業の必要性につい

て検討します。  

利 用 件

数 

派 遣 回

数 
49 回 検討 

自立生活

支援課 

４ 

寝具乾燥サービス

事業 

 寝具乾燥が困難な障がい者に対し、寝

具乾燥車により寝具乾燥を行います。現

状での利用者は少人数となっており、周

知徹底を図りつつ、利用状況を踏まえ、

事業の継続について検討します。  

利 用 件

数 

実 利 用

人数 
2 人 検討 

自立生活

支援課 

５ 

配食サービス事業 

 在宅の精神障がい者に配食サービス事

業を提供することにより、その自立と食

生活の質の確保を図り、併せて安否の確

認を行っています。  

利 用 件

数 
配食数 5,270食 継続 

自立生活

支援課 

１ 

精神障害者デイケ

ア事業 

 回復途上にある精神に障がいのある

人が対人関係や日常生活に必要な技術を

習得し、社会復帰、社会参加することが

できるよう支援を行います。市内の公共

施設を実施場所とし、利用者のニーズに

応じたプログラムを展開していきます。  

件数 
参加延

人数 
177 人 継続 

自立生活

支援課 
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基本施策（２）施設サービス  

① 施設サービスの充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

居住系サービス事

業 

居住系サービス事業には、施設入所支

援・介護サービスを含む共同生活援助

（グループホーム）がありますが、市内

には入所施設がないことから、施設での

生活を余儀なくされている人は他市の入

所施設を利用しているのが現状であるた

め、事業所の新規開設に向けた取組を進

めます。 

 また、障がいのある人の地域移行が求

められる中、グループホームなどの居住

環境の整備・充実に努めます。  

グ ル ー

プ ホ ー

ム数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

居 住 系

サ ー ビ

ス 事 業

所数数 

15 

事業所 
充実 

自立生活

支援課 

２ 

通所系サービス事

業 

通所系サービス事業には、療養介護、

生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓

練）、就労移行支援、就労継続支援（Ａ

型・Ｂ型）がありますが、市内には利用

希望が高い知的障がい者が通う生活介護

事業所が不足しており、充実していく必

要があります。 

また、市内の利用の現状を的確に把握

できるよう、連携体制の強化を図りま

す。 

通 所 系

サ ー ビ

ス 事 業

数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

通 所 系

サ ー ビ

ス 事 業

数 

40 

事業所 
充実 

自立生活

支援課 
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基本施策（３）相談支援・情報提供体制  

① 相談支援体制の充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

市の自立生活支援

課の窓口 

 自立生活支援課では、三障がいあわせ

た相談支援を行っています。窓口では保

健師２名、精神保健福祉士４名を配置

し、専門的な相談等に対応しています。 

 また、市ホームページ上から相談メー

ルを送ることができ、迅速な対応をする

よう努めています。 

相談支援につながっていない人への働

きかけも含め、相談窓口及び事業内容の

周知を図ります。 

職 員 配

置状況 

職員配

置状況 
6 人 継続 

自立生活

支援課 

２ 

障害者地域自立生

活支援センター 

 障害者地域自立生活支援センターで

は、相談専門員やピアカウンセラーによ

るきめ細かい相談支援を行っています。 

今後は虐待や権利擁護を含めた障がい

のある人の生活全般に関わる相談にも対

応できるよう、障害者地域自立生活支援

センターの機能のさらなる充実に努めま

す。 

また、基幹相談支援センターを中心と

して相談に即応できる体制に努めます。 

相 談 件

数 

相 談 件

数 
3,904件 継続 

自立生活

支援課 

３ 

地域活動支援セン

ター 

 地域活動支援センターでは、きめ細か

い相談に基づき、利用者の社会参加の促

進を図るため、ニーズに応じたプログラ

ムを展開し、社会適応訓練や日常生活支

援、地域交流活動等を実施しています。

事業内容や職員配置等によってⅠ～Ⅲ型

までの類型があります。 

相 談 件

数 

利 用 延

人数 

Ⅰ 型 ：

3,309人 

Ⅱ 型 ：

1,915人 

継続 
自立生活

支援課 

４ 

障がい者相談員活

動の実施 

 障がいのある人やその家族が自己の経

験に基づいて、障がいのある人等の相談

（ピアカウンセリング）を行います。

様々な相談内容や相談者に対応でき福祉

制度等に精通した相談員が必要であるた

め、研修や情報交換等を行い相談員のス

キルアップに努めます。  

ピ ア カ

ウ ン セ

リ ン グ

の件数 

身 体 障

害 者 相

談 員 ・

知 的 障

害 者 相

談 員 の

相 談 件

数 

身 体 障

害 者 相

談員： 

13 件 

知 的 障

害 者 相

談員： 

13 件 

継続 
自立生活

支援課 

５ 

ケアマネジメント

（個別の支援計

画）の拡充 

 指定特定相談支援事業者は、障がいの

ある人の必要性に応じてサービス利用計

画を作成するサービス（計画相談支援）

を提供し、作成費を市に請求することが

できます。増加する利用者のニーズに応

えられるよう、指定特定相談支援事業所

の拡充に努めます。  

指 定 特

定 相 談

支 援 事

業所数 

指 定 特

定 相 談

支 援 事

業所数 

13 

事業所 
継続 

自立生活

支援課 

６ 

相談支援専門員の

養成 

 障害者総合支援法では自立支援給付に

サービス利用計画作成費が位置づけられ

ており、ケアマネジメントが制度化され

ています。今後もサービス利用計画作成

対象者が拡大され需要が増加することが

見込まれるため、東京都と連携しながら

相談支援専門員の養成に努めます。  

ケ ア マ

ネ ジ メ

ン ト 従

事 者

（ 相 談

支 援 専

門 員 ）

数 

4月１日

現 在 の

相 談 支

援 専 門

員数 

26 人 継続 
自立生活

支援課 
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② 情報提供体制の充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

「障がい者福祉の

てびき」の発行 

 障がい者福祉施策に関わる制度全般に

ついて網羅した「障がい者福祉のてび

き」を発行しています。最新の情報提供

のため、随時細かい内容変更に対応しま

す。また、市ホームページ上でも閲覧・

ダウンロードできるようになっていま

す。今後も情報を必要とする人に広く提

供できるように努めます。  

ホ ー ム

ペ ー ジ

掲 載

（ 更

新 ） 回

数 

ホ ー ム

ペ ー ジ

閲覧数 

1,941  継続 
自立生活

支援課 

２ 

「小金井市障害福

祉サービスガイド

ライン」の発行 

 障害福祉サービス及び児童通所支援の

支給決定の流れ、サービスの種類、対象

者等を示した「小金井市障害福祉サービ

スガイドライン」を発行しています。サ

ービスの標準支給量は国による報酬改定

に合わせて改定が必要なため別冊で発行

し、必要に応じて対応します。利用者や

その家族、支援者等に基準として示すた

め、市ホームページ上で公開していま

す。 

― 

ホ ー ム

ペ ー ジ

閲覧数 

154 継続 
自立生活

支援課 

３ 

公共施設における

情報提供 

 身近なところで情報を入手できるよ

う、行政や民間団体が提供するサービス

や催し物に関する冊子やパンフレットを

市役所庁舎はもちろんのこと、保健セン

ター、障害者福祉センター、図書館等、

障がいのある人が随時訪れる場所で欲し

い情報が得られるよう努めます。  

実 施 状

況 

実施状

況 
実施 継続 

自立生活

支援課 

４ 

市のホームページ

での情報提供 

 インターネットを活用することによ

り、誰もが容易に情報を入手できるよう

ホームページ機能（申請書のダウンロー

ド、検索機能など）の使い易さの向上に

努めます。  

実 施 状

況 

実施状

況 
実施 継続 

広報秘書

課 
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③ 包括的支援体制の整備 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

福祉総合相談窓口

との連携 

複合化・複雑化している福祉課題や相

談ニーズに応え、情報共有や課題の整

理、切れ目のない伴走型の支援につなげ

ていけるよう、福祉相談窓口との連携を

強化していきます。 

― 

支 援 調

整 会 議

の 開 催

回数 

35 回 充実 

地域福祉

課 

自立生活

支援課 

２ 

地域活動支援セン

ターの充実 

地域活動支援センターを中心に、世代

や属性を超えて、すべての住民が交流で

きる場や居場所の構築を目指します。 

― 

地 域 活

動 支 援

セ ン タ

ー に お

け る 市

民 団 体

の 利 用

登録数 

― 充実 
自立生活

支援課 

３ 

精神障害にも対応

した地域包括ケア

システムの構築 

精神障がいのある人が、地域で安心し

て暮らしていけるよう、保健、医療、福

祉関係者等と連携し、精神障害にも対応

した地域包括ケアシステムの構築を推進

します。 

― 

精 神 保

健 福 祉

連 絡 協

議 会 等

の 開 催

回数 

協議

会： 

３回 

部会： 

４回 

継続 
自立生活

支援課 
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基本施策（４）保健・医療  

① 保健・医療の充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

医療・リハビリテ

ーション相談の充

実 

障がいのある人が適切な医療やリハビリ

テーションを受けることができるよう医

療機関窓口や市内の医師会、歯科医師会

等と連携しながら相談支援を行います。 

実 施 状

況 

実 施 状

況 
実施 継続 

自立生活

支援課 

健康課 

２ 

療育相談 

 障がいのある児童や、疾病により長期

に療養を要する児童を対象に、専門員に

よる相談や指導を行います。 

相 談 件

数 か 、

連 携 会

議 の 件

数 

障 害 児

相 談 支

援 の 支

給件数 

293 件 継続 
自立生活

支援課 

３ 

歯科相談 

 通院が困難な障がいのある人等に対

し、歯科医師会と連携して、かかりつけ

医の紹介を行っています。また、障がい

者（児）の施設において、口腔健康維持

のためのアドバイスを行っています。  

相 談 件

数 

対 応 件

数 

対 応 件

数 

新 型 コ

ロ ナ ウ

イ ル ス

感 染 症

の 感 染

拡 大 防

止 の た

め中止 

継続 健康課 

４ 

障がいの早期発見 

 各種の乳幼児健康診査や保健相談等の

中で障がいを早期発見し、その障がいに

あった適切な支援を行い、障がいの早期

発見・療育ができるよう、子への健康診

査と適切な関係機関への紹介等相談の充

実に努めます。  

乳 幼 児

経 過 観

察 健 康

診 査 の

人数 

乳 幼 児

発 達 健

康 診 査

の人数 

１ 歳 ６

か 月 経

過 観 察

健 康 診

査 （ 心

理 ） の

人数 

３ 歳 児

経 過 観

察 健 康

診 査

（ 心

理 ） の

人数 

乳 幼 児

経 過 観

察 健 康

診 査 の

人数 

乳 幼 児

発 達 健

康 診 査

の人数 

１ 歳 ６

か 月 経

過 観 察

健 康 診

査 （ 心

理 ） の

人数 

３歳児

経過観

察健康

診査

（心

理）の

人数 

乳 幼 児

経 過 観

察 健 康

診査： 

61 人 

乳 幼 児

発 達 健

康 診

査： 

22 人 

１ 歳 ６

か 月 経

過 観 察

健 康 診

査： 

96 人 

３ 歳 児

経 過 観

察 健 康

診査： 

88 人 

継続 健康課 

５ 

障がい者健康診査 

 16～39 歳の障がいのある人を対象に集

団方式で健康診査を実施しています。必

要に応じて、内容について適宜検討しな

がら、引き続き、保健センターで集団健

康診査を行っていきます。  

健 康 診

査件数 

健康診

査件数 
33 件 継続 健康課 

６ 

医師による訪問健

康診査 

 小金井市の国民健康保険、後期高齢者

医療の被保険者であり、40 歳以上の在宅

重度障がい者は、希望により家庭に医師

が訪問し、健診を行います。  

件数 件数 6 件 継続 
保険年金

課 

  



138 

 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

７ 

精神保健福祉相

談・医療相談 

精神障がいのある人に、障害福祉サー

ビスに関することや日常生活・社会生活

における困りについて、個別相談、助

言、支援を行っています。障害者福祉セ

ンターでは専門医による相談・指導も実

施しています。 

対応困難なケースについては、保健所

や精神保健福祉センター等の関係機関と

連携しながら支援を行います。 

相 談 件

数 ・ 対

応件数 

精 神 保

健 福 祉

相 談 の

相 談 者

延人数 

医 療 相

談件数 

1,312人 

0 件 
継続 

自立生活

支援課 

８ 

リハビリテーショ

ン体制の整備 

 障害者福祉センターで、障害者総合支

援法に基づく自立訓練（機能訓練）を行

っています。障がいに起因する多様なニ

ーズに応じたリハビリテーションを行

い、利用者が自立した日常生活または社

会生活を営むことができるよう身体機能

や生活能力の維持または向上を図ってい

ます。  

利 用 件

数 

利 用 延

人数 
443 人 継続 

自立生活

支援課 

 

 

② 医療に対する助成 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

心身障害者（児）

医療費の助成 

 国民健康保険や組合健康保険などの公

的な医療保険に加入している一定の障が

いのある人に対して、医療機関に支払う

自己負担金の助成を行っています。  

利 用 件

数 

受 給 者

数 
682 人 継続 

自立生活

支援課 

２ 

自立支援医療の充

実 

 身体や精神の障がいを除去したり軽減

したりするための医療費を助成します。

障がい児に対する育成医療、身体障がい

者に対する更生医療、精神障がい者に対

する通院医療があります。原則１割負担

ですが、所得等に応じて負担軽減策を講

じています。  

利 用 件

数 

育 成 医

療 ・ 更

生 医 療

の 給 付

実人数 

精 神 通

院 の 申

請者数 

育 成 医

療： 

4 人 

更 生 医

療： 

75 人 

精 神 通

院： 

2,206人 

継続 
自立生活

支援課 
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③ 重度障がい・医療的ケア児（者）支援の充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

重度障害者等への

支援 

 

訪問看護サービスを利用し、在宅で介

護を受けている重症心身障がい児（者）

等を対象に、レスパイト事業を実施して

います。訪問看護事業所から看護師等を

派遣し、重症心身障がい児（者）の健康

を保持するとともに、介護する家族等の

負担の軽減を図っています。 

また、保健所において、保健師や看護

師が訪問し、看護および相談・助言など

を行っています。保健所とも連携し、医

療依存度の高い重度障がい児（者）の支

援を行っていきます。 

件数 

重 症 心

身 障 が

い 児

（ 者 ）

等 在 宅

レ ス パ

イ ト 事

業 の 利

用 登 録

者数 

5 人 継続 
自立生活

支援課 

２ 

医 療 的 ケ ア 児

（者）とその家族

等への支援の推進 

医療的な支援が必要な児（者）に対し

て適切な支援を行うため、医療的ケア児

（者）のニーズの把握に努め、必要なサ

ービスが利用できるよう、保健、医療、

福祉、教育、子育て等の各関連関係機関

による協議の場の意見等も踏まえ、サー

ビスの提供体制の構築を進めます。 

― 

医療的

ケア児

支援連

携推進

協議会

等の開

催回数 

協 議

会： 

２回 

関 係 課

会議： 

４回 

継続 

自立生活

支援課 

健康課 

子育て支

援課 

保育課 

児童青少

年課 

学務課 

指導室 
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基本施策（５）経済的支援  

① 手当等の支給 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

障害基礎年金 

・特別障害給付金 

 障害年金の制度について相談者にわか

りやすく説明をし、受給につなげられる

よう相談体制の充実を図ります。  

相 談 件

数 

請 求 件

数 

相 談 件

数 

請 求 件

数 

相談： 

88 件 

請求： 

42 件 

継続 
保険年金

課 

２ 

特別障害者（児）

手当等の支給 

 在宅の重度障がい者（児）で、日常生

活において常時介護を必要とする方に手

当を支給します。（国制度）  

支 給 件

数 

受 給 者

数 
199 人 継続 

自立生活

支援課 

３ 

特別児童扶養手当

の支給 

 20 歳未満で、知的または身体に中度以

上の障がいのある児童を扶養する父母ま

たは養育者に対して手当を支給します。

（国制度）  

支 給 件

数 

受 給 者

数 
140 人 継続 

自立生活

支援課 

４ 

東京都重度心身障

害者（児）手当の

支給 

 在宅で、著しく重度の知的または身体

障がい者（児）に対して手当を支給しま

す。  

支 給 件

数 

受 給 者

数 
73 人 継続 

自立生活

支援課 

５ 

児童育成手当（障

がい）の支給 

 20 歳未満で、知的または身体に重度の

障がいのある児童を扶養する父母または

養育者に対して手当を支給します。 

支 給 件

数 

受 給 者

数 
77 人 継続 

子育て支

援課 

６ 

心身障害者福祉手

当の支給 

 身体障がい者手帳、愛の手帳所持者、

脳性まひまたは進行性筋萎縮症の方に障

がいの程度等に応じ手当を支給します。  

支 給 件

数 

受 給 者

数 

1,302

人 
継続 

自立生活

支援課 

７ 

難病者福祉手当の

支給 

 原因が不明確で治療方法が未確立な指

定された疾病のため、現在治療を受けて

いる方に手当を支給します。  

支 給 件

数 

受 給 者

数 
814 人 継続 

自立生活

支援課 

 

 

② 諸料金等の助成 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

障がい者（児）日

常生活用具費の自

己負担分の助成 

 日常生活用具費（排泄管理支援用具）

の交付に要した自己負担分の一部を市が

助成します。 

助 成 件

数 

助 成 件

数 
61 件 継続 

自立生活

支援課 

２ 

診断書料の助成 

 身体障がい者手帳、愛の手帳および精

神障がい者保健福祉手帳申請のための診

断書料に対して、3,000円を限度として助

成を行います。  

助 成 件

数 

助 成 件

数 
554 件 継続 

自立生活

支援課 
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③ 料金等の減免 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

下水料金の減免 

 身体障がい者手帳または愛の手帳を所

持する方がいる世帯で、市民税所得割が

非課税の世帯に対して下水道料金の減免

を行います。  

減 免 件

数 

減免件

数 
195 件 継続 下水道課 

２ 

軽自動車税の減免 

 身体障がい者手帳、愛の手帳または精

神障がい者保健福祉手帳を所持する方の

移動のために使用する軽自動車で、一定

の条件を満たす場合に軽自動車税を減免

します。 

申 請 件

数 

減 免 決

定件数 

申 請 件

数 

減免決

定件数 

申請： 

135 件 

減免： 

133 件 

継続 市民税課 

 

  



142 

 

 

 

基本施策（６）サービス利用に結びついていない人への支援  

① サービス利用に結びついていない人への支援 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

高次脳機能障がい

への対応 

 高次脳機能障がいの方やそのご家族に

対して、障害福祉サービスなどの相談を

窓口で受けています。適切なサービスに

つなげられるよう努めます。  

相 談 件

数 

対応件

数 

小 金 井

市 障 害

者 地 域

自 立 生

活 支 援

セ ン タ

ー 相 談

件数 

107 人 継続 
自立生活

支援課 

２ 

障がい者手帳を持

たない要支援者へ

の支援 

 発達障がいや高次脳機能障がいのある

人は、手帳を保持しているか否かにかか

わらず、障害者総合支援法に基づく給付

の対象となり、支援を必要とする方に対

し、必要なサービスを提供します。ま

た、障がい者支援に係る人を対象に研修

等を実施し、難病、高次脳機能障がい、

発達障がい等に関する知識の普及に努め

るとともに、こうした障がいに関する専

門的知識を有する人材の育成に努めま

す。  

研 修 回

数 

小 金 井

市 障 害

者 地 域

自 立 生

活 支 援

セ ン タ

ー 難

病 ・ 高

次 脳 機

能 障 害

講 演 会

の 参 加

者数 

小 金 井

市 児 童

発 達 支

援 セ ン

タ ー の

支 援 者

向 け 研

修 の 参

加者数 

難 病 講

演会： 

16 人 

高 次 脳

機 能 障

害： 

25 人 

支 援 者

向 け 研

修： 

112 人 

継続 
自立生活

支援課 

３ 

サービス利用に結

びついていない人

に対する支援策の

制度化についての

働きかけ 

 サービス利用に結びついていない難病

や、軽・中度の視覚・聴覚障がい者など

制度の谷間にある人に対する支援策が、

早期に確立、制度化されるように、国や

東京都への働きかけを引き続き行ってい

きます。  

国 ・ 都

等 へ の

要 望 件

数 （ 回

数） 

国 ・ 都

等 へ の

要 望 件

数 （ 回

数） 

1 回 継続 
自立生活

支援課 

４ 

発達障がいへの対

応 

 発達障がい者支援の一層の充実に向

け、相談支援体制を構築するとともに、

発達障がいに関する広報や啓発に努め、

関係部署との連携により施策を推進しま

す。また、地域の身近な場所で必要な支

援を受けることができるよう発達支援事

業の整備を行い、医療機関との連携を図

っていきます。  

小 金 井

市 障 害

者 地 域

自 立 生

活 支 援

セ ン タ

ー 相 談

件数 

小 金 井

市 障 害

者 地 域

自 立 生

活 支 援

セ ン タ

ー 相 談

件数 

154 人 継続 
自立生活

支援課 

５ 

医療的ケア児コー

ディネート事業 

令和５年７月に医療的ケア児相談窓口を

設置しました。医療的ケア児及びその家

族が、状況に応じた適切な支援を受ける

ことにより地域で安心して暮らしていけ

るよう、サービスにつながっていない対

象児の把握に努め、切れ目のない支援を

行います。 

― 

支 援 対

象 児 支

援 記 録

の 登 録

者数 

― 充実 
自立生活

支援課 
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基本目標４ 誰もが気持ちよく共に暮らせる環境づくり  

基本施策（１）自由な移動の確保  

① 自由な移動の確保 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

タクシー代やガソ

リン費の助成 

 通院や買い物など、日常生活の移動の

助けとなるよう、タクシー代やガソリン

費の一部を助成し、福祉の増進を図りま

す。また、利用を促進するため、申請方

法の見直しについて検討します。 

助 成 件

数 

助 成 延

件数 

タ ク シ

ー代： 

839 件 

ガ ソ リ

ン費： 

762 件 

充実 
自立生活

支援課 

２ 

自動車教習費用の

助成 

 障がいのある人の自立生活を支援する

ため、自動車運転免許を取得する費用の

一部を助成します。 

助 成 件

数 

助 成 件

数 
1 件 継続 

自立生活

支援課 

３ 

自動車改造費用助

成 

 身体に障がいのある人が運転できるよ

う自動車を改造する際に、その改造費用

の一部を助成します。 

助 成 件

数 

助 成 件

数 
1 件 継続 

自立生活

支援課 

４ 

各種交通機関の運

賃及び通行料の割

引 

令和５年４月のココバス再編に伴い、

障害者割引を導入しました。また、都営

交通については、無料乗車券（証）の発

行を行っています。 

鉄道や航空機などの各種交通機関の運

賃や通行料の割引について周知し、利用

の促進を図ります。 

件数 

都 営 交

通 無 料

乗 車 券

（ 証 ）

の 発 行

件数 

298 件 継続 
自立生活

支援課 

５ 

ハンディキャップ

運行等の支援 

 通院や買い物など、日常生活の移動の

助けとなるハンディキャップ運行等を行

う民間団体を支援するための補助金の交

付を行います。 

ハ ン デ

ィ サ ポ

ー ト こ

が ね い

の状況 

補 助 対

象 事 業

の 運 行

回数 

5,184回 継続 
自立生活

支援課 
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基本施策（２）情報アクセシビリティの向上とコミュニケーション支援  

① 情報アクセシビリティの向上 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

「声の広報」の製

作 

 

電話による案内・市報掲載等により

「声の広報」（デイジーＣＤ、ＣＤ、市ホ

ームページに掲載による広報）の普及に

努めます。声の広報は「対面朗読の会」

の協力により録音しています。今後もさ

らなる利用促進に努めます。  

利 用 者

数 

利 用 者

数 
20 人 充実 

広報秘書

課 

２ 

「声の議会だよ

り」の製作 

市議会定例会または臨時会開催後に発

行される「こがねい市議会だより」を市

内のボランティアグループの方がデイジ

ーCD等に収録し、「声の議会だより」とし

て視覚障がい者へ郵送しています。今後

も周知徹底を図り、より多くの人に利用

してもらうよう努めます。  

利 用 者

数 

利用者

数 
9 人 継続 

議会事務

局 

３ 

幅広いコミュニケ

ーションのできる

職員の養成等 

現在、手話のできる職員については、

自発的に取り組んでいただくものとし

て、有志による自主研修の形で行ってい

ます。今後は職員課等とも調整しなが

ら、聴覚障がい者の申請手続き等の支援

を行うため、手話だけでなく、筆談の研

修を行うなど、総合的な窓口対応向上に

努めます。  

実 施 状

況 

筆 談 研

修 等 の

実 施 検

討 

未実施 改善 
自立生活

支援課 

４ 

審議会等への手話

通訳者の配置 

 市民参加条例の理念から、聴覚障がい

者も傍聴可能な会議を傍聴できるようほ

とんどの課において手話通訳を配置する

よう努めています。 

今後も公的で傍聴可能な全ての会議に

ついて、手話通訳者を配置するよう努め

ます。 

件数 

手 話 通

訳 配 置

可 能 な

審 議 会

数 

4 件 改善 
自立生活

支援課 

５ 

公的発行物への点

字等整備 

公的に発行された印刷物について、視

覚障がい者には点字や音声コード付随の

文書を個別に送付しています。今後も必

要に応じて音声コード付随の発行物の作

成を行うとともに、活字読み上げ装置の

公共施設等設置の充実をめざします。 

件数 

音 声 コ

ー ド 付

随 の 発

行 物 の

作 成 状

況 

4 件 継続 
自立生活

支援課 

６ 

点字図書の提供 

定期的に点字図書の供給をしています

が、利用が少ないため利用者への周知に

努め、サービスの普及を進めます。  

点 字 図

書 の 件

数 

点 字 図

書 の 蔵

書数 

202 件 継続 図書館 

７ 

対面朗読の実施 

対面朗読の充実を図るとともに、幅広

い利用者への周知ができるよう努めま

す。  

対 面 朗

読 室 の

利 用 件

数 

対 面 朗

読 の 利

用件数 

2 件 継続 図書館 

８ 

デイジー図書への

対応 

「対面朗読の会」の協力により、デイ

ジー図書を作成しています。今後、利用

者へのデイジー機器の貸し出し、他区市

町村との協力を行うことで、デイジー図

書のさらなる充実に努めます。  

デ イ ジ

ー 図 書

の 蔵 書

数 

貸出数 

デ イ ジ

ー 図 書

の 蔵 書

数 

貸出数 

蔵書： 

79 冊 

貸出： 

36 件 

継続 図書館 
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事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

９ 

音声媒体・テキス

トファイルによる

情報提供 

視覚障がい者の情報入手を支援するた

め、印刷物の情報をデイジーＣＤ等の音

声媒体やテキストファイル（パソコンの

音声変換ソフトを使用し、情報を入手で

きるようにするため）で提供します。市

ホームページや市報、議会だより等対応

していますが、今後も必要なものに関し

て提供できるよう努めます。  

件数 

声 の 議

会 だ よ

り ・ 声

の 広 報

の 発 行

数 

デ イ ジ

ー 図 書

の 作 成

数 

声 の 議

会 だ よ

り： 

4 件 

声 の 広

報： 

24 件 

デ イ ジ

ー 図

書： 

7 件 

継続 

議会事務

局  

広報秘書

課 

図書館 

 

 

 

② 意思疎通支援の充実 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

障がい特性やコミ

ュニケーション手

段（ツール）の確

保及び理解促進 

障がい者の日常生活や社会生活におけ

る社会参加のためのコミュニケーション

手段（ツール）を確保するため、手話や

要約筆記等の専門的な技術を有する人材

の養成・確保に努めます。 

また、様々な障がい特性や状況に応じ

てコミュニケーションの支援を行うに

は、障がい特性やツールの利用方法に関

する理解がさらに重要です。コミュニケ

ーション支援を円滑にできるよう、市民

への理解促進を図ります。 

― 

手 話 奉

仕 員 養

成 講

座 ・ 手

話 通 訳

者 養 成

講 座 の

受 講 者

数 

研 修 事

業 の 参

加者数 

奉 仕 員

講座： 

57 人 

通 訳 者

講座： 

5 人 

研 修 事

業： 

38 人 

継続 
自立生活

支援課 
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基本施策（３）住まいの確保・整備  

① 住まいの確保・整備 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

グループホームの

整備 

 中・長期的な展望のもとに障がいのあ

る人の居住に関する需要を把握し、その

動向を見極めながら、グループホームの

導入促進を行います。また、障がいのあ

る人が独立して地域生活を送れるための

多様な住宅の確保の在り方について調

査・検討し、地域生活に必要な居住環境

の確保に努めます。  

グ ル ー

プ ホ ー

ム数 

⇒ 障 害

福 祉 計

画 

グ ル ー

プ ホ ー

ム数 

⇒障害

福祉計

画 

15 

事業所 
継続 

自立生活

支援課 

２ 

市営住宅の優先申

込 

 車いすを利用する方が入所できるよう

スロープを設置している市営住宅につい

ては、障がいのある人等が優先的に入居

できるようにしています。 

 今後も障がいのある人、障がいのある

人と同居の親族に対して、市営住宅へ優

先的に入居できるよう配慮します。  

市 営 住

宅 車 椅

子 専 用

住戸 

市 営 住

宅 車 椅

子 専 用

住 戸 の

確保数 

2 戸 継続 
まちづく

り推進課 

３ 

障害者住宅入居等

支援事業の実施 

一般住宅への入居が困難な障がいのあ

る人に対し、入居に必要な手続等に係る

支援を行うとともに、生活上の課題に応

じた相談支援を行います。 

実 施 状

況 

入 居 手

続 等 の

支 援 件

数 

生 活 上

の 課 題

の 相 談

件数 

手 続 等

支援： 

4 件 

相 談 件

数： 

459 件 

継続 
自立生活

支援課 

４ 

公営住宅のバリア

フリー化 

 公営住宅の建替え等に当たっては、公

営住宅に住む障がいのある人が生活しや

すくなるよう、公営住宅のバリアフリー

化を推進します。 

市 営 住

宅 車 椅

子 専 用

住戸 

建 替 え

時 の バ

リ ア フ

リ ー 化

の 施 工

件数 

建 替 え

事 例 な

し 

継続 
まちづく

り推進課 

５ 

重度身体障害者

（児）住宅設備改

修 

 重度身体障がい者（児）の日常生活の

利便を図るため、住宅設備改修費の一部

を助成しています。  

件数 
給 付 件

数 
1 件 継続 

自立生活

支援課 

６ 

重度知的障害者

（児）在宅設備改

修の検討 

 重度知的障がい者（児）の騒音、安全

対策のための住宅設備改修費に対する助

成についてのニーズ等を把握し、他制度

により補い合うことができないかも含め

て、国や都の方針・他自治体の動向等を

見極めつつ検討を行います。 

実 施 状

況 

実 施 状

況 
未実施 改善 

自立生活

支援課 

７ 

住宅相談の充実 

 障害者地域自立生活支援センターにお

いて、身体状況に応じた住宅のバリアフ

リー化を希望する障がいのある人に対し

て、住宅設備改修の相談・助言を行いま

す。  

件数 
相 談 件

数 
3 件 継続 

自立生活

支援課 

８ 

障害者支援施設の

確保のための検討 

 障がいのある人が、住み慣れた地域で

安心して暮らし続けていくために、障害

者支援施設の設置が求められています。 

 障害者支援施設の確保に向けて、新規

開設に必要な支援等の検討を進めます。 

― 

障 害 者

支 援 施

設数 

未設置 充実 
自立生活

支援課 
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基本施策（４）災害発生時の支援  

① 防災意識の向上 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

防災意識の向上 

災害による被害を最小限にくい止める

ため、平常時から、地域住民と連携した

防災訓練を実施するとともに、防災講座

などを通じて、防災知識の普及啓発を図

ります。 

― 

出 前 講

座 の 参

加人数 

32 人 継続 
地域安全

課 

 

② 災害発生時の体制整備 

事業名 施策内容 
指標 

（現行） 

指標 

（次期） 

 

R4 実績 

 

今後の

方向性 
担当課 

１ 

災害発生時の体制

整備 

障がい者が災害時に安心して過ごせる

よう、福祉避難所の確保に努めます。 

また、災害発生時に適切な対応・支援

ができるよう、定期的に福祉避難所の開

設訓練を実施し、運営体制の充実に努め

ます。 

― 

災 害 発

生 時 に

お け る

福 祉 避

難 所 の

設置数 

福 祉 避

難 所 の

開 設 訓

練 実 施

回数 

福 祉 避

難所： 

26 施設

（ う ち

障 が い

者

（ 児 ）

関 係 施

設 10 施

設） 

開 設 訓

練： 

1 回 

充実 

地域安全

課 

自立生活

支援課 

２ 

地域ぐるみの支援

体制 

障がいのある人の個々の特性への配慮

の必要性を踏まえ、地域の障がい者関係

団体等と連携し、地域全体での取組体制

を構築します。 

また、障害者福祉センターでは、地域

が実施する防災訓練に積極的に参加し、

地域との協力関係を構築します。 

― 

地 域 に

お け る

防 災 訓

練 へ の

参 加 人

数 

新 型 コ

ロ ナ ウ

イ ル ス

感 染 症

の 影 響

で 不 参

加 

継続 

地域安全

課 

自立生活

支援課 
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第５章    数値目標とサービスの見込量 

（第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画） 
 

 

１ 第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画に 
おける目標の進捗状況 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行  

 

項目 目標値 
実績 

（見込み） 

令和５年度末の施設入所者
数 

60 人 58 人 

令和５年度末までの地域生
活移行者数 

4 人 4 人 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築  
 

項目 目標値 
実績 

（見込み） 

保健、医療、福祉関係者に
よる協議の場の開催回数 

3 回 7 回 

保健、医療（精神科、精神
科以外の医療機関別）、福
祉、介護、当事者、家族等
の関係者ごとの参加者数 

13 人 20 人 

保健、医療、福祉関係者に
よる協議の場における目標
設定及び評価の実施回数 

1 回 2 回 

 

（３）地域生活支援拠点等の整備  
 

項目 目標値 
実績 

（見込み） 

地域生活支援拠点等の運用 年 1 回以上 1 回 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等  
 

 

項目 目標値 
実績 

（見込み） 

令和５年度の一般就労移行
者数（就労移行支援） 

10 人 19 人 

令和５年度の一般就労移行
者数（就労継続支援Ａ型） 

1 人 0 人 

令和５年度の一般就労移行
者数（就労継続支援Ｂ型） 

2 人 1 人 

令和５年度における就労定
着支援事業の利用者数 

34 人 8 人 

 

 

（５）障害児支援の提供体制の整備等  
 

項目 目標値 
実績 

（見込み） 

令 和 ５ 年 度 末 ま で に 
児童発達支援センター設置 

設置済 設置済 

令和５年度末までに保育所
等訪問支援を利用できる体
制構築 

実施する 実施済 

令和５年度末までに重症心
身障害児を支援する児童発
達支援事業所の確保 

確保済 確保済 

令和５年度末までに 
重症心身障害児を支援する
放課後等デイサービス事業
所の確保 

確保済 確保済 

令和５年度末までに医療的
ケア児支援のための協議の
場 

設置予定 設置済 

令和５年度末までに医療的
ケア児等に関するコーディ
ネーターの配置 

配置予定 設置済 
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（６）相談支援体制の充実・強化等   
 

項目 目標値 
実績 

（見込み） 

総合的・専門的な相談支援
（実施の有無） 

有 有 

地域の相談支援事業者に対
する訪問等による専門的な
指導・助言件数 

1 件 1 件 

地域の相談支援事業者の人
材育成の支援件数（研修含
む） 

1 件 1 件 

地域の相談機関との連携強
化の取組の実施回数 

4 回 6 回 
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２ 第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画における数値目標
設定について【成果目標】 

障害者総合支援法第８８条に基づく「障害福祉計画」及び児童福祉法第３３条の20

に基づく「障害児福祉計画」の数値目標について、国の基本指針を踏まえるとともに、

本市における過去の実績と地域の実情を考慮し、令和８年度を目標年度として設定し

ます。 

 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行  

目標値 設定の考え方 

令和８年度末の 
施設入所者数 

55 人 
令和４年度末時点（58 人）から５％削減 
【国指針：令和４年度末時点の施設入所者数から
５％以上削減】 

令和８年度末までの 
地域生活移行者数 

4 人 

令和４年度末の施設入所者数（58 人）の６％が、施
設からグループホーム等へ地域移行 
【国指針：令和４年度末の施設入所者数の６％以上
が地域生活に移行】 

 

○目標達成のための方策 

施設入所者及び出身世帯の状況を把握し、施設から地域生活への移行を希望する者

に対して、サービスの調整・確保を図りつつ、施設退所及び退所後の生活への支援を

行っていきます。 

また、生活の場の確保、地域医療との連携体制の整備、地域生活支援拠点等の整備

に取り組みます 

  



153 

 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築  

目標値 設定の考え方 

令和８年度末の長期入
院患者の地域生活への
移行に伴う地域の精神
保健医療福祉体制の基
盤整備量（利用者数） 

都に 
おいて 
算出中 

【国指針：当該市町村が属する都道府県が、当該市町
村の区域における令和８年度末の長期入院患者の地域
生活への移行に伴う地域の精神保健医療福祉体制の基
盤整備量（利用者数）を定める】 

 

活動指標 

 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

市町村ごとの保健、医療、福祉関係者による協議の場の
開催回数 

3 回 3 回 3 回 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の
参加者数 

13 人 13 人 13 人 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標
設定及び評価の実施回数 

1 回 1 回 1 回 

精神障害者の地域移行支援の利用者数 2 人 2 人 2 人 

精神障害者の地域定着支援の利用者数 16 人 15 人 15 人 

精神障害者の共同生活援助の利用者数 42 人 45 人 49 人 

精神障害者の自立生活援助の利用者数 1 人 1 人 1 人 

精神障害者の自立訓練（生活訓練）の利用者数 18 人 22 人 26 人 

 

○目標達成のための方策 

自立支援協議会において精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する

課題抽出、課題解決のための目標設定や取り組みを継続します。また、より多角的な

視点から課題を捉え解決に向けた取り組みを行うため、引き続き協議の場の充実を図

ります。 
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（３）地域生活支援拠点等の整備  

目標 設定の考え方 

地域生活支援拠点等が有する機能の充
実 

【国指針：令和８年度末までの間に、地域生活支援拠点
等を確保しつつ、その機能の充実のため、コーディネー
ターを配置するなどにより効果的な支援体制の構築を進
め、また、年１回以上運用状況を検証、検討することを
基本】 

強度行動障害を有する者への支援体制
の充実 

【国指針：令和８年度末までに、強度行動障害を有する
者に関して、各市町村又は圏域において、支援ニーズを
把握し、支援体制の整備を進めることを基本】 

 

活動指標 

 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

地域生活支援拠点の設置か所数 

面的整備型 1 か所 1 か所 1 か所 

多機能拠点整備型 0 か所 0 か所 0 か所 

検証及び検討の実施回数について、年間の見込み数 1 回 1 回 1 回 

強度行動障害を有する者への支援体制の充実 検討 検討 検討 

 

〇目標達成のための方策 

地域生活支援拠点等を障害者の生活を地域全体で支える核として機能させるため、

基幹相談支援センターと連携し、関係者への研修等を行います。また、運営する上で

の課題を共有できるよう、拠点等に関与するすべての機関及び人材の有機的な結びつ

きを強化します。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等  

目標値 設定の考え方 

福祉施設から一般就労へ
の移行者数 

26 人 
(1.28 倍増) 

令和８年度末時点で、就労移行支援事業等（生活介
護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）から一
般就労へ移行する人数。令和４年度実績値(20 人)の
1.28 倍増 
【国指針：令和３年度実績の 1.28 倍以上】 

就労移行支援事業からの
一般就労への移行者数 

27 人 
(1.41 倍増) 

令和８年度末時点で、就労移行支援から一般就労へ移
行する人数。令和４年度実績（19 人）の 1.41 倍増 
【国指針：令和３年度実績の 1.41 倍以上】 

就労継続支援事業からの
一般就労への移行者数 

1 人 
(1.28 倍増) 

令和８年度末時点で、就労継続支援Ａ型及び就労継続
支援Ｂ型から一般就労へ移行する人数。令和４年度実
績値(1 人)の 1.28 倍増 
【国指針：令和３年度の一般就労への移行実績の 1.29
倍以上、1.28 倍以上】 

就労移行支援事業利用終
了者に占める一般就労へ
移行した者の割合が５割
以上の事業所 

２事業所 

令和８年度末時点で、就労移行支援事業所のうち、就
労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行し
た者の割合が５割以上の事業所を５割以上 
【国指針：就労移行支援事業所のうち、就労移行支援
事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合
が５割以上の事業所を５割以上】 

一般就労へ移行した者の
うち就労定着支援事業を
利用した者の割合 

60％ 

令和８年度末時点で、一般就労へ移行した者のうち就
労定着支援事業を利用した者の割合。令和４年度実績
値(19 人中 8 人)の 1.41 倍増 
【国指針：令和８年度末の利用者数を令和３年度末実
績の 1.41 倍以上】 

就労定着支援事業所の就
労定着率８割以上の事業
所の割合 

50％ 

令和８年度の就労定着支援事業の利用終了後の一定期
間における就労定着率が７割以上となる就労定着支援
事業所の割合を５割以上。【国指針：令和８年度の就労
定着支援事業の利用終了後の一定期間における就労定
着率が７割以上となる就労定着支援事業所の割合を２
割５分以上とすることを基本】 

 

○目標達成のための方策 

障害者就業・生活支援センター、ハローワーク等との連携を進めながら、障害のあ

る人の就労を支援していきます。 

また、特別支援学校等卒業生を含めた障害のある人の就労支援をより一層推進して

いくため、特別支援学校等との連携も強化していきます。 
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（６）障害児支援の提供体制の整備等  

目標 設定の考え方 

令和８年度末までに児童発達支援センター設置 
【国指針：令和８年度末までに、児童発達支
援センターを各市町村に少なくとも 1 か所以
上設置することを基本】 

令和８年度末までに保育所等訪問支援を利用でき
る体制構築 

【国指針：令和８年度末までに、すべての市
町村において、保育所等訪問支援を利用でき
る体制を構築することを基本】 

令和８年度末までに重症心身障害児を支援する児
童発達支援事業及び放課後等デイサービス事業所
の確保 

【国指針：令和８年度末までに、各主に重症
心身障害児を支援する児童発達支援事業所及
び放課後等デイサービス事業所を各市町村に
少なくとも１か所以上確保することを基本】 

令和８年度末までに保健、医療、障害福祉、保
育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議
の場 

【国指針：保健、医療、障害福祉、保育、教
育等の関係機関等が連携を図るための協議の
場を設けるとともに、医療的ケア児等に関す
るコーディネーターの配置を基本】 

令和８年度末までに医療的ケア児等に関するコー
ディネーターの配置 

 

活動指標 

 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

ペアレントトレーニングやペアレントプログラム
等の支援プログラム等の受講者数 

15 人 15 人 15 人 

ペアレントメンターの人数 2 人 3 人 3 人 

ピアサポートの活動への参加人数 検討 検討 検討 

 

○目標達成のための方策 

地域の関係機関や団体と連携しながら、新たな事業所の参入を促進し、整備等を図

ります。 

また、医療機関等との一層の連携により、子ども一人ひとりの障害特性に応じて、

適切な対応により健全な発達が促せるよう支援の質の向上に努めていきます。 
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（７）相談支援体制の充実・強化等  

目標 設定の考え方 

相談支援体制の充実・強化等に向けた
取組の実施体制を確保 

【国指針：相談支援体制の充実・強化等に向けた取組
の実施体制を確保、個別事例の検討を通じた地域サー
ビス基盤の開発・改善等を行う取組を行うために必要
な協議会の体制を確保】 

 

活動指標 

 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

総合的・専門的な相談支援の実施 有 有 有 

地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門
的な指導・助言件数 

2 件 2 件 2 件 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 1 件 1 件 1 件 

地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数 6 回 6 回 6 回 

主に計画相談支援等に従事する相談支援専門員 16 人 17 人 19 人 

 

 

○目標達成のための方策 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として基幹相談支援センターを設

置しており、相談支援事業所等への専門的指導や助言を行います。また、研修会の開

催等を通して相談支援事業者の人材育成に努め、相談支援体制の強化を図ります。 

地域の関係機関との連携を通して、誰もが、地域の中で自分らしく暮らしていける

ための必要な地域づくりを目指します。 
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（８）障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築  

目標 設定の考え方 

サービスの質の向上を図るための取組
に係る体制の構築 

【国指針：サービスの質の向上を図るための取組に係
る体制を構築】 

 

活動指標 

 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研
修その他の研修への市町村職員の参加人数 

6 人 6 人 6 人 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結
果の共有する体制の有無及びその実施回数 

4 回 4 回 4 回 

 

 

○目標達成のための方策 

市職員は、障害者総合支援法の具体的内容を理解するための取組を行い、障害福祉

サービス等の利用状況を把握し、障害者等が真に必要とする障害福祉サービス等が提

供できているのか検証を行っていくことが必要と考えます。そのため、県が実施する

障害福祉サービス等に係る研修その他の研修へ積極的に参加します。 

また、自立支援審査支払等システム等を活用し、請求の過誤を無くすための取組や

適正な運営を行っている事業所を確保していきます。 
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３ 障害福祉サービス・障害児支援の見込量 

（１）訪問系サービス  

【居宅介護（ホームヘルプ）】 

居宅にて、入浴、排泄、食事の介助等を行うサービスです。 

 

【重度訪問介護】 

重度の障害があり常に介護を必要とする人に対して、居宅にて入浴、排泄、食事の

介護のほか、外出時における移動の介護などを総合的に行うサービスです。 

 

【同行援護】 

行動に著しい困難を有する重度の視覚障害のある人に対して、外出時に同行し、移

動に必要な情報の提供などを行うサービスです。 

 

【行動援護】 

知的障害・精神障害のために行動上著しい困難があり、常時介護を必要とする人に

対して、行動の際の危険回避や外出時の移動の介護を行うサービスです。 

 

【重度障害者等包括支援】 

常時介護が必要で、その必要性が著しく高い人に対して、居宅介護その他障害福祉

サービスを包括的に提供するサービスです。 
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① 必要な量の見込み 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

居宅介護 
人/月 144 145 146 

時間/月 1,427 1,437 1,447 

重度訪問介護 
人/月 12 13 13 

時間/月 4,009 4,343 4,343 

同行援護 
人/月 29 31 33 

時間/月 606 647 689 

行動援護 
人/月 23 30 39 

時間/月 353 460 598 

重度障害者等包括支援 
人/月 0 0 0 

時間/月 0 0 0 

 

② 見込量確保の方策 

今後の地域生活への移行促進等を踏まえ、サービス提供体制を充実させるため、事

業所の新規参入を働きかけるとともに、介護保険サービス事業所に対して障害福祉サ

ービスへの参入を促すことで、利用ニーズに応じてサービスを受けることができる提

供体制の確保に努めます。 

また、利用者が安心してより質の高いサービスを受けられるよう、事業者に対して

指導、監査及び研修等を実施し、事業者の運営の適正化を図ります。 
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（２）日中活動系サービス  

【生活介護】 

常時介護が必要な人に対して、主に日中に入浴、排泄、食事の介護等を行うととも

に、創作活動又は生産活動の機会の提供を行うサービスです。 

 

【自立訓練（機能訓練・生活訓練）】 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の

向上のための訓練を行うサービスです。 

 

【就労移行支援】 

一般企業等への就労を希望する障害のある人に、一定期間、就労に必要な知識及び

能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 

 

【就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）】 

一般企業等での就労が困難な人に働く場を提供するとともに、就労に必要な知識・

能力の向上のために必要な訓練を行うサービスです。 

 

【就労定着支援】 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障害者で、就労にともなう環境変

化により生活面の課題が生じている人に対して、障害者との相談を通じて生活面の課

題を把握するとともに、企業や関係者等との連絡調整やそれにともなう課題解決にむ

けて必要となる支援を行うサービスです。 

 

【就労選択支援】 

就労アセスメントの手法を活用して整理した就労能力や適性、配慮事項などに応じ

て障害者本人が雇用や福祉、医療などの関係機関と連携しつつ、一般就労や就労継続

支援Ａ型、Ｂ型などの就労系障害福祉サービスの事業所の利用の選択を支援するサー

ビスです。 

 

【療養介護】 

医療と常時介護を必要とする障害のある人に対して、主に日中に医療機関で機能訓

練、療養上の管理、看護、医学的管理下における介護及び日常生活の援助を行うサー

ビスです。 
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【短期入所】 

居宅で介護する人が病気の場合などに短期間施設へ入所し、入浴、排泄、食事の介

護等を行うサービスです。 

 

 

① 必要な量の見込み 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活介護 
人/月 189 190 192 

人日/月 3,617 3,636 3,674 

自立訓練(機能訓練） 
人/月 7 6 6 

日/月 45 39 39 

自立訓練(生活訓練） 
人/月 28 33 40 

日/月 458 540 655 

就労移行支援 
人/月 72 77 82 

日/月 1,122 1,200 1,278 

就労継続支援(Ａ型） 
人/月 12 12 12 

日/月 228 228 228 

就労継続支援(Ｂ型） 
人/月 222 226 230 

日/月 3,259 3,318 3,377 

就労定着支援 人/月 30 34 38 

就労選択支援 人/月 - 12 12 

療養介護 
人/月 11 10 10 

日/月 332 302 302 

短期入所 
日/月 45 46 46 

日/月 256 262 262 

短期入所（福祉型） 
人/月 38 39 41 

日/月 226 232 244 

短期入所（医療型） 
人/月 10 10 9 

日/月 32 32 29 
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② 見込量確保の方策 

今後もサービス利用者数の増加が見込まれるため、サービス需要の増大についての

情報提供に努め、社会福祉法人等の従来の事業の担い手だけにとどまらず、サービス

提供事業所と連携しながら、利用ニーズに応じたサービス提供を行うことができるよ

う、さらなる利用定員の拡大と新たな事業所の参入を促進します。 

生活介護については、特に重症心身障害者の特性に対応できるサービス提供の充実

を図るために、関係機関や事業所等と連携しながら、人材の確保を図ります。 

就労移行支援事業や就労継続支援事業については、地域の関係機関や団体と連携し

ながら、雇用促進に努めるとともに就労定着支援に対する事業所の参入を促進します。 

短期入所については、今後も身近な地域で利用できるよう、サービス提供基盤の充

実に努めます 
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（３）居住系サービス  

【共同生活援助（グループホーム）】 

夜間や休日に共同生活を営む住居において、相談や日常生活上の援助を行うサービ

スです。 

 

【施設入所支援】 

施設に入所している障害のある人に対して、主に夜間に入浴、排泄、食事の介護等

を行うサービスです。 

 

【自立生活援助】 

施設やグループホーム等を利用していた障害者で一人暮らしを希望する者等に対し、

定期的に利用者の居宅を訪問し、食事、洗濯、掃除などに課題はないか、公共料金や

家賃に滞納はないか、体調に変化はないか等を確認し、必要な助言や医療機関等との

連絡調整を行います。 

 

① 必要な量の見込み 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

共同生活援助 人/月 155 167 179 

重度障害者の共同生活援助 人/月 13 18 25 

施設入所支援 人/月 56 55 53 

自立生活援助 人/月 1 1 1 

 

①  見込量確保の方策 

共同生活援助（グループホーム）に関しては、施設入所者の地域移行の推進が求め

られる中で、施設からの移行の受け皿や親亡き後も障害者が地域で暮らし続けるため

の受け皿になることが今後も期待されることから、地域の理解を深めながら、新規事

業者の参入を促進するとともに、生活の場の確保に努めます。 

施設入所に関しては、支援が必要な人が利用できるようサービス提供に努めます。

また施設やグループホームの利用者が一人暮らしを希望する際の必要な支援の充実を

図るために、自立生活援助に対する事業所の整備を進めます 
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（４）計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援  

【計画相談支援】 

市町村は、必要と認められる場合、特定相談支援事業者が作成するサービス利用計

画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行います。支給決定を受けた障害のあ

る人またはその保護者が、対象となる障害福祉サービスを適切に利用できるよう、支

給決定を受けた障害のある人の心身の状況やおかれている環境、障害福祉サービスの

利用に関する意向、その他の事情などを勘案し、サービス利用計画を作成します。 

 

【地域移行支援】 

障害者支援施設や精神科病院に入所等をしている障害のある人に対し、住居の確保

や、地域生活に移行するために障害福祉サービス事業所等への同行支援、入所施設や

精神科病院への訪問による相談等の支援を行います。 

 

【地域定着支援】 

常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に対して、相

談・訪問等の支援を行います。 

 

① 必要な量の見込み 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画相談支援 人/月 203 232 266 

地域移行支援 人/月 2 2 2 

地域定着支援 人/月 16 15 15 

 

② 見込量確保の方策 

計画相談支援をすべての対象者に実施できるよう、サービス提供体制の機能の強化

に努めるとともに、地域生活への移行者や、計画相談支援が必要な人を把握し、サー

ビス利用の促進に努めます。 

精神病床における長期入院患者の地域生活への移行を進めるにあたって、精神障害

のある人が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めます。 
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（５）障害児支援  

【児童発達支援】 

就学前の子供を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練などを行います。 

 

【医療型児童発達支援】 

就学前の子供を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練等を行うとともに、身体の状況により、治療も行います。 

 

【居宅訪問型児童発達支援】 

重症心身障害児などの重度の障害児等であって、児童発達支援等の障害児通所支援

を受けるために外出することが著しく困難な障害児に対し、障害児の居宅を訪問し、

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を実施します。 

 

【放課後等デイサービス】 

就学中の障害のある子供に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活

能力向上のための訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まって自立を

促進するとともに、放課後等の居場所づくりを行います。 

 

【保育所等訪問支援】 

保育所等を現在利用中の障害のある子供、又は今後利用する予定の障害のある子供

が、保育所等における集団生活の適応のための専門的な支援を必要とする場合に、保

育所等に対して訪問による支援を行います。 

 

【障害児相談支援】    

障害児通所給付サービス利用の調整を必要とする人に対し、障害児支援利用計画を

作成します。 

 

【医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの設置】 

医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の支援を調整す

るコーディネーターとして養成された相談支援専門員等を配置します。 
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① 必要な量の見込み 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

児童発達支援 
人/月 103 112 120 

日/月 1,094 1,189 1,274 

医療型児童発達支援 
人/月 2 2 2 

日/月 8 8 8 

居宅訪問型児童発達支援 
人/月 0 0 0 

回/月 0 0 0 

放課後等デイサービス 
人/月 291 315 340 

日/月 2,565 2,776 2,997 

保育所等訪問支援 
人/月 23 38 64 

回/月 36 60 101 

障害児相談支援 人/月 42 47 53 

医療的ケア児に対する関連
分野の支援を調整するコー
ディネーターの配置人数 

人/年 2 2 2 

 

 

①  見込量確保の方策 

今後もサービスに対する需要が増大していくことが見込まれるため、社会福祉法人

等の従来の事業の担い手だけにとどまらず、より幅広く多くのサービス提供事業者の

一層の参入を促進していきます。特に、医療的ケア児や重症心身障害児を受け入れる

ことができる事業所等の確保を図ります。 

 利用者が安心してより質の高いサービスを受けられるよう、事業者に対して指導、

監査及び研修等を実施し、事業者の運営の適正化を図ります。 

障害児の障害種別や年齢別等のニーズに応じて、身近な場所で提供できるように、

地域における支援体制の整備を進めます。 

障害児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育、就

労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供する体制の構築

を図ります。 
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４ 地域生活支援事業の見込量 

① 必要な量の見込み 

【必須事業】 

Ⅰ．理解促進研修・啓発事業 

障害のある人が日常生活及び社会生活を行う上で生じる「社会的障壁」をなくすた

め、地域住民に対して、障害のある人に対する理解を深めるための研修会やイベント

等の開催、啓発活動などを行います。 

 

Ⅱ．自発的活動支援事業  

障害のある人やその家族、地域住民などが地域において自発的に行う活動（ピアサ

ポート、災害対策、孤立防止活動、ボランティア活動など）を支援します。 

 

Ⅲ．相談支援事業 

（ア）障害者相談支援事業 

障害のある人等の福祉に関する問題に対して相談に応じ、必要な情報提供及び助言

などを行うとともに、虐待の防止やその早期発見のための関係機関との連絡調整、障

害のある人たちの権利擁護のために必要な援助を行います。 

 

（イ）基幹相談支援センター等機能強化事業 

地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターが適正かつ円滑

に実施されるよう、一般的な相談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を有す

る専門職員を市等に配置することにより、相談支援機能の強化を図ります。 

 

サービス名 単位 
見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

理解促進研修・啓発事業 実施有無 有 有 有 

自発的活動支援事業 実施有無 有 有 有 

相談支援事業 

 

障害者相談支援事業 か所 16 17 19 

基幹相談支援センター等
機能強化事業 

か所 1 1 1 

住宅入居等支援事業 か所 1 1 1 
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Ⅳ．成年後見制度利用支援事業 

障害福祉サービス利用などの視点から、成年後見制度を利用することが有効と認め

られる知的障害のある人、精神障害のある人に対し、成年後見制度の利用を支援しま

す。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

成年後見制度利用支援事業 人/年 1 1 1 

 

 

Ⅴ．成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における法人後見活動を支援するために、実施団体に対する研修、安

定的な実施のための組織体制の構築、専門職による支援体制の構築などに取り組みま

す。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

成年後見制度法人後見支援事業 実施有無 検討 検討 検討 

 

 

Ⅵ．意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のために意思疎通を図ることに支障がある

障害のある人等が社会参加を行う際に意思疎通の円滑化を図るため、手話通訳者及び

要約筆記者の派遣を行います。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

手話通訳者派遣事業 人/年 123 123 123 

要約筆記者派遣事業 人/年 18 18 18 

手話通訳者設置事業 人/年 102 102 102 

代筆・代読ヘルパー派遣事業 人/年 検討 検討 検討 
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Ⅶ．日常生活用具給付等事業 

重度障害のある人の日常生活上の便宜を図るため、日常生活用具の給付を行います。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

日常生活用具給付等事業 

 

介護訓練支援用具 件/年 12 12 12 

自立生活支援用具 件/年 10 10 10 

在宅療養等支援用具 件/年 14 14 14 

情報・意思疎通支援用具 件/年 24 24 24 

排泄管理支援用具 件/年 144 144 144 

居宅生活動作補助用具 
（住宅改修費） 件/年 7 7 7 

 

 

Ⅷ．手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障害のある人等との交流活動の促進、市町村の広報活動などの支援者として期

待される日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成します。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

終了見込者数 人/年 4 4 4 

 

Ⅸ．移動支援事業 

屋外での移動が困難な障害のある人について、社会生活上必要不可欠な外出及び余

暇活動等の社会参加のための外出支援を行います。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

移動支援事業 
人/年 129 137 145 

時間/年 11,273 11,972 12,672 
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Ⅹ．地域活動支援センター機能強化事業 

障害のある人が地域において充実した日常生活や社会生活を営むことができるよう、

創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流促進等が適正かつ円滑に実施され

るための機能強化を図ります。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

基礎的事業 
か所 2 2 2 

人/年 151 151 151 

地域活動支援センター機能強
化事業 Ⅰ型 

か所 1 1 1 

地域活動支援センター機能強
化事業 Ⅱ型 

か所 1 1 1 

地域活動支援センター機能強
化事業 Ⅲ型 

か所 0 0 0 

 

②  見込量確保の方策 

一定のサービス基盤の確保が進んでいるため、今後は利用が促進されるよう、サー

ビスの質的向上を図るとともに、事業内容などについて周知し、利用の促進を図りま

す。 

成年後見制度法人後見支援事業について、成年後見制度における後見等の業務を適

正に行うことができる法人を確保できる体制を整備するため、法人後見に要する運営

体制、財源確保、障がい者等の権利擁護、後見監督人との連携手法等の法人後見推進

のための検討を行います。 

意思疎通支援が円滑に実施されるよう、ボランティア団体等へ働きかけ、手話奉仕

員の研修の参加を促進し、人材を確保します。 

障害のある人の生活の質の向上を図ることができるよう、障害の特性に合わせた適

切な日常生活用具の給付を行います。 

移動支援事業は多くの利用が見込まれる事業であることから、必要な人が利用でき

るようサービスの利用状況の把握を行うとともに、適切な事業運営に努めます。 
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【任意事業】 

Ⅰ．訪問入浴サービス事業 

本事業の利用を図らなければ入浴が困難である在宅の身体障害のある人を対象に、

居宅に訪問し、入浴サービスを提供します。 

 

Ⅱ．日中一時支援事業 

活動場所が必要な障害のある人等を対象に、活動の場を提供し、社会に適応するた

めの日常的な訓練を行います。 

 

サービス名 単位 

見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

訪問入浴サービス 
か所 777 871 977 

人/年 11 12 14 

日中一時支援事業 
か所 4 4 5 

人/年 55 55 68 

住宅改修費用助成 人/年 4 4 4 

自動車運転免許取得費助成 人/年 1 1 1 

自動車改造費用助成 人/年 2 2 2 

 

② 見込量確保の方策 

一定のサービス基盤の確保が進んでいる事業については、サービスの質的向上を図

るとともに、事業内容などについて周知し、利用の促進を図ります。 

今後も一定のサービス提供を行うとともに、利用希望者に対応できるよう、各サー

ビスの提供体制を構築します。 
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第６章    計画の推進 

 

 

１ 計画の推進 

計画の実現のためには、市民との協働のもと、庁内でも横断的な取り組みができる

ような体制づくりに努めるとともに、広域的・専門的課題に対しては国や東京都等の

関係機関も含めた広域的な連携を取りながら、障がい者福祉施策を総合的に推進して

いくことが必要です。 

 

（１）計画の推進体制  

本計画を推進するためには、保健・福祉・医療のみならず、都市計画・教育・産業

などの分野で全庁的な取り組みが必要であり、さらに市民の協力が不可欠です。 

本計画を具体化していくために、多様な人材の育成・確保に努めるとともに、保

健・医療・福祉関係分野の連携の強化など、推進体制の整備を図り、必要に応じて関

係機関との協議の場や庁内関係部署によりケースカンファレンスや情報共有を行って

いきます。 

また、サービスの基盤整備体制として、利用者が安心してサービス提供を受けられ

るように、サービス提供者との連携・支援を継続しつつ、民間事業者が持つノウハウ

等を活用した柔軟かつ適正な施設の維持管理を目的とした障害者福祉センターの民営

化に関しては、利用者の意向を最大限に考慮し、今後の社会情勢等を踏まえ、市の関

与の必要性も含めて慎重かつ丁寧に検討します。 

さらに、福祉共同作業所は、福祉的就労を目的とした施設ですが、利用者の高齢化

等により福祉的就労以外の役割も考えていく必要があり、必要なサービス提供量の確

保の観点からも、（仮称）新福祉会館への移転を機に、今後の施設の在り方について

様々な視点を持って検討していきます。 

本計画の進捗状況の把握については、小金井市地域自立支援協議会と連携を図りな

がら、計画の推進に関する必要事項の協議・検討を行い、本計画の推進に向けて関係

機関との連携や広域的な行政連携を強化します。 
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（２）ネットワーク構築に向けて 

障がい者福祉推進のためのネットワーク構築に向けて、市内事業所や関係団体との

連携を深め、ニーズを的確に把握し、小金井市地域自立支援協議会と連携・協議を重

ねながら、本計画の着実な推進を図るとともに、相談・支援体制の強化に努めます。 

 

（３）国、東京都等の動きへの反映について  

本計画においては、施策の推進を図るため、障がいのある人のニーズの把握に努め、

進捗状況を定期的に確認し、事業運営に適切に反映していきます。 

また、各市と情報を共有し、より良い制度に向けて、市長会を通じて、国や東京都

に対し必要な働き掛けを行っていきます。 

今後も法制度の動向、社会情勢の変化等に対しては、状況に応じ、柔軟に対応して

いきます。 

 

（４）計画の評価方法  

「第４章 施策の展開」に定める事業については、ＰＤＣＡサイクル（計画―実施

―評価―改善）の考え方に基づき、小金井市障害者計画等推進庁内連絡会及び小金井

市地域自立支援協議会において進捗状況の確認を毎年行います。また、最終年度には

達成状況の評価を行い、事業内容の見直し等を行うことで効果的な施策の推進につな

げるとともに、その後の計画に反映させます。 
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第９期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画（小金井市地域包括ケア推進計

画） 

  

第９期小金井市介護保険・ 

高齢者保健福祉総合事業計画 

（小金井市地域包括ケア推進計画） 
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第１章    計画策定の背景と目的 

 

 

１ 計画の目的 

わが国の高齢者人口（65歳以上の人口）は近年一貫して増加を続けており、2020年

（令和２年）の国勢調査では高齢化率は28.6％となっています。また、2025年（令和

７年）にはいわゆる団塊世代が75歳以上となり、国民の４人に１人が後期高齢者とい

う超高齢化社会を迎えることが見込まれます。全国でみれば、65歳以上人口は2040年

（令和22年）を超えるまで、75歳以上人口は2055年（令和37年）まで増加傾向が続き

ます。そして要介護認定率や介護給付費が急増する85歳以上人口は2035年（令和17年）

まで 75歳以上人口を上回る勢いで増加し、2060年（令和42年）頃まで増加傾向が続

くことが見込まれます。 

本市においても、2020年（令和２年）の国勢調査では高齢化率は21.3％と全国の調

査結果と比べると低いものの、国と同様に、2055年（令和37年）まで高齢者人口の増

加傾向が続き、2050年（令和32年）には高齢化率が30％を上回ることが見込まれます。 

一方で、全国的に生産年齢人口は減少していくことが見込まれ、今後、急激に高齢

化が進行する地域もあれば、高齢化がピークを越える地域もあるなど、人口構成の変

化や介護ニーズ等の動向は地域ごとに異なります。こうした地域ごとの中長期的な人

口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて介護サービス基盤を整備するとともに、地

域の実情に応じて、地域包括ケアシステムの深化・推進や介護人材の確保、介護現場

の生産性の向上を図るための具体的な取り組み内容や目標を、優先順位を検討した上

で、介護保険事業計画に定めることが重要です。 

本市では、令和３年３月に策定した「第８期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総

合事業計画（小金井市地域包括ケア推進計画）（以下「前期計画」という。）」におい

て、基本理念である「①人間性の尊重（個人の尊厳）」「②自立の確保（自立に向けた

総合的支援）」「③支え合う地域社会づくり」の実現に向け、高齢者が自らの能力と活

力を十分に発揮し、住み慣れた地域で自立した生活を送ることができる地域社会の構

築を目指してきました。 

このたび計画期間が満了することから、国の第９期介護保険事業（支援）計画の基

本指針等に基づき、令和６年度から令和８年度までの３年間を計画期間とする「第９

期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画（以下「本計画」という。）」を策

定します。 
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 ２ 踏まえるべき背景や動向など 

本計画の策定にあたっては、これからの社会保障や地域包括ケアシステムの深化・

推進、認知症施策の推進、災害・感染症対策等、近年の社会潮流を踏まえ、市の現状

と課題を整理しながら検討します。踏まえるべき背景や動向には次のようなものがあ

ります。 

 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

市区町村の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい

及び自立した日常生活の支援を包括的に確保される地域包括ケアシステムの深化・推

進が求められています。 

国においては、本計画の期間中である令和７年度を目途に、高齢者の尊厳の保持と

自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを

人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制

（地域包括ケアシステム）の構築を推進することとされています。 

特に、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の促進、医

療・介護のデータ基盤の整備の推進、介護人材の確保及び業務効率化の取り組みの強

化が求められています。 

また、8050問題や介護者（ケアラー・ヤングケアラー）等の多世代への支援、経済

的理由からサービスの利用に至らないなどの複合的課題を生じている高齢者への支援

等、高齢者福祉部門だけで支援することが難しい問題に対し、市として重層的支援体

制整備事業の推進を図り、横断的な支援体制を構築する必要があります。 

 

（２）認知症施策の推進 

国内の認知症の人は年々増加傾向にあり、2025年には高齢者の５人に１人が認知症

になると言われる中、令和５年６月14日、認知症の人が希望を持って暮らせるよう、

国や自治体の取り組みを定めた「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が

参議院本会議で可決・成立しました。認知症の人を含めた国民一人一人が個性と能力

を十分に発揮し、互いに人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する社会の実現

を目指し、基本理念として様々な項目が掲げられています。 
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（３）介護人材の確保と育成 

2040年（令和22年）には第二次ベビーブームに生まれた「団塊ジュニア世代」が65

～70歳になり、全国の65歳以上の高齢者人口はピークを迎えます。 

さらに経済を支える現役世代が急減し、労働力不足は深刻となり、社会保障財源は

ひっ迫すると予想されています。 

介護職員数も高齢者人口が増えると同時に、全国的に不足が見込まれており、2040

年（令和22年）までには現状よりも約69万人増やす必要があると予測されています。 

将来、高齢となった人たちが問題なく暮らせるように、国は総合的な介護人材確保

対策を打ち出しており、都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を

総合的に推進していくことが求められています。 

 

（４）新型コロナウイルス感染症が与えた影響と回復に向けた取り組み 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、高齢者の外出頻度が減少したことや、移

動時間の減少、地域活動への参加の減少など、高齢者の日常生活が大きく変化し、そ

の結果、高齢者の心身機能に低下が見られるようになり、フレイル発症率が上昇して

います。 

特に、ひとり暮らしの高齢者については、コロナ禍において対面でのコミュニケー

ションの機会が減少したことに伴い、ひきこもりや孤独死のリスクが高まっていると

考えられます。 

今後は、コロナ禍における外出自粛などを機に、既に閉じこもり傾向にある高齢者

や、身体機能が低下した高齢者に対し、ＩＣＴの活用等を含め、感染症対策に留意し

た活動支援を行っていくことが求められています。 
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 ３ 計画の位置付け 

（１）根拠法令等 

本計画は、介護保険法第117条に基づく市町村介護保険事業計画及び老人福祉法第

20条の８に基づく市町村老人福祉計画です。 

なお、両計画は、密接な関連性を持つことから一体のものとして定めることとされ

ています。 

 

（２）関連計画との関係 

本計画は「第５次小金井市基本構想・前期基本計画」の理念を実現するため、「第

３期小金井市保健福祉総合計画」及び本市の保健福祉の基本的な視点や理念を示す

「地域福祉計画」の分野計画として位置づけられます。 

これらの計画及び「障害者計画・第７期障害福祉計画」、「健康増進計画（第３次）」

等、本市が策定する他の計画との整合を図り、策定しています。 
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 ４ 計画の期間 

本計画の期間は、令和６年度から令和８年度までの３年間です。 

現役世代が急減する令和22年（2040年）を見据えた中長期的な視点を持つものであ

るとともに、法制度の改正や社会情勢等の状況に応じて見直し・改善を図ります。 

 
 

令和 
３年度 

（2021） 

令和 
４年度 

（2022） 

令和 
５年度 

（2023） 

令和 
６年度 

（2024） 

令和 
７年度 

（2025） 

令和 
８年度 

（2026） 

令和 
９年度 

（2027） 

令和 
10 年度 

（2028） 

令和 
11 年度 

（2029） 

         

  

第９期小金井市介護保険・ 

高齢者保健福祉総合事業計画 第 10期小金井市介護保険・ 

高齢者保健福祉総合事業計画 

第８期小金井市介護保険・ 

高齢者保健福祉総合事業計画 

＜令和 11（2029）年までの計画＞ 
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５ 国における第９期介護保険事業（支援）計画の基本指針の

考え方 

◆第９期介護保険事業（支援）計画の基本指針の基本的な考え方 

１．介護サービス基盤の計画的な整備 

① 地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サ

ービス種別の変更など既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に

応じて介護サービス基盤を計画的に確保していく必要 

・医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的

かつ効果的に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化が重要 

・中長期的なサービス需要の見込みについてサービス提供事業者を含め、地域の

関係者と共有し、サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要  

 

② 在宅サービスの充実 

・居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、

小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービ

スの更なる普及 

・居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サー

ビスの整備を推進することが重要 

・居宅要介護者を支えるための、訪問リハビリテーション等や介護老人保健施設

による在宅療養支援の充実 

 

２．地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取り組み 

① 地域共生社会の実現 

・地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり得る

ものであり、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という関係を超え

て、地域住民や多様な主体による介護予防や日常生活支援の取り組みを促進す

る観点から、総合事業の充実を推進 

・地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るとともに、

重層的支援体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談支援等を

担うことも期待 

・認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解を深める

ことが重要 

 

② デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進める

ための医療・介護情報基盤を整備 
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③ 保険者機能の強化 

・給付適正化事業の取り組みの重点化・内容の充実・見える化 

 

３．地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

・介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による

離職防止、外国人材の受入環境整備などの取り組みを総合的に実施 

・都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進。介護の

経営の協働化・大規模化により、人材や資源を有効に活用 

・介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進 

 

６ 計画策定体制 

（１）介護保険運営協議会による検討 

高齢者福祉事業・介護保険事業の運営には、幅広い関係者の協力を得て、地域の実

情に応じたものとすることが求められるため、学識経験者及び医療・福祉・保健関係

者、第１号・第２号被保険者・介護サービス利用者等の公募市民等によって構成する

「小金井市介護保険運営協議会」を設置しています。 

本計画の策定にあたって、「小金井市介護保険運営協議会」に「介護保険・高齢者

保健福祉総合事業計画策定に関する専門委員会」を設置し、各種施策等の計画内容を

協議・検討し、意見や要望の集約を図りました。 
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（２）アンケート調査 

本計画の策定にあたって、アンケート調査により市民や事業者等の実態や意向等を

踏まえた計画としてくために、市民や事業所を対象にアンケート調査を実施しました。 

 

【調査期間】 

令和４年12月14日（水）～令和５年１月10日（火） 

 

【調査方法】 

郵送配付・郵送回収方式（介護保険サービス提供事業者調査及びケアマネジャー調

査はＷＥＢ回答）。在宅介護実態調査の一部は聞き取りにて実施 

 

【回収状況】 

調査の種類 調査対象 配布数 有効回答数 
有効回答

率 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 自立・要支援認定者 1800 通 1157 通 64.3％ 

在宅介護実態調査 
要支援・要介護認定の更新

申請・区分変更申請者 
1000 通 523 通 52.3％ 

介護保険サービス利用意向調査 要介護認定者 1000 通 396 通 39.6％ 

施設サービス利用者調査 
介護保険施設サービスを利

用する第１号被保険者 
200 通 83 通 41.5％ 

介護保険サービス提供事業者調査 

居宅介護支援事業所、介護

予防支援事業所、居宅介

護・介護予防事業所、施設

サービス事業所 

160 通 84 通 52.5％ 

ケアマネジャー調査 

居宅介護支援事業所・介護

予防支援事業所に在籍する

ケアマネジャー 

100 通 66 通 66.0％ 

 

（３）パブリックコメント・市民説明会の実施（予定） 

より多くの市民の意見を反映させるため、令和５年11月15日から同年12月15日まで

パブリックコメントを実施しました。また、市民説明会を２回（令和５年11月18日及

び同年11月22日）実施しました。 
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第２章    高齢者を取り巻く現状と課題 

 

 

１ 人口 

（１）年齢３区分別人口  

市の人口は、近年横ばいの状態が続いており、令和５年10月１日現在には124,719

人となっており、そのうち65歳以上の高齢者人口は26,837人となっています。 

推計をみると、令和６年から令和22年にかけて、０～39歳、40～64歳の人口は減少

し続けると見込まれています。一方、65歳以上の高齢者人口は増加し続ける見込みと

なっています。 

 

図表１ 年齢構成別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市住民基本台帳（各年 10 月１日時点） 

  推計は厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（各年 10 月１日時点） 
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（２）高齢化率  

市の高齢化率（65歳以上人口の割合）は、令和２年には21.2％となっており、東京

都、全国よりも低い値ですが、緩やかに上昇を続け、令和22年には27.6％になると推

計されています。 

図表２ 高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料：小金井市 厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（各年 10 月１日時点） 

東京都・全国 将来の地域別男女５歳階級別人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

 

（３）前期高齢者・後期高齢者  

市の高齢者人口推移を前期高齢者（65～74歳）、後期高齢者（75歳以上）に分けて

みると、令和３年から令和５年にかけて、前期高齢者は682人減少し、後期高齢者は

1,192人増加しています。 

また、推計をみると、前期高齢者は令和７年まで減少し続け、令和８年以降は増加

傾向に転じると見込まれています。一方、後期高齢者は増加し続ける見込みです。 

図表３ 前期高齢者及び後期高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：市住民基本台帳（各年 10 月１日時点）                      

推計は厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（各年 10 月１日時点） 

 

資料：将来の地域別男女5歳階級別人口（国立社会保障・人口問題研究所）
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 ２ 世帯 

市の一般世帯数のうち高齢者のいる一般世帯は増加傾向にあり、令和２年には

17,190世帯と、一般世帯数（63,140世帯）の27.2％を占めています。 

高齢者のいる一般世帯数の内訳でみると、高齢夫婦世帯、高齢単身世帯の増加がと

もに著しく、平成22年から令和２年にかけて約2,000世帯増加しています。 

また、一般世帯に占める高齢者単身世帯の割合は平成22年の8.6％から令和２年の

9.7％まで1.1ポイント上昇しています。 

令和２年における市の65歳以上世帯員のいる一般世帯は27.2％、高齢単身世帯の割

合は9.7％と、東京都や全国よりも低く、高齢夫婦世帯の割合8.7％は東京都より高く

なっています。令和７年度に実施される国勢調査の結果等から、今後の高齢者世帯の

増え方を注視していく必要があります。 

 

図表４ 高齢者世帯数の推移 

 

項目 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

一般世帯数 57,613 59,692 63,140 

65 歳以上の世帯員のいる一般世帯数 15,004 16,400 17,190 

うち高齢夫婦世帯数 4,701 5,204 5,493 

うち高齢単身世帯数 4,937 5,590 6,111 

うちその他の世帯数 5,366 5,606 5,586 

一般世帯に占める 65 歳以上世帯員の

いる一般世帯数の割合 
26.0％ 27.5％ 27.2％ 

一般世帯に占める 65 歳以上世帯員の

いる高齢夫婦世帯の割合 
8.2％ 8.7％ 8.7％ 

一般世帯に占める 65 歳以上世帯員の

いる高齢単身世帯の割合 
8.6％ 9.4％ 9.7％ 

 

令和２年 小金井市 東京都 全国 

一般世帯数 63,140 7,216,650 55,704,949 

65 歳以上の世帯員のいる一般世帯数 17,190 2,131,483 22,655,031 

うち高齢夫婦世帯数 5,493 599,352 6,848,041 

うち高齢単身世帯数 6,111 811,408 6,716,806 

うちその他の世帯数 5,586 720,723 9,090,184 

一般世帯に占める 65 歳以上世帯員の

いる一般世帯数の割合 
27.2％ 29.5％ 40.7％ 

一般世帯に占める 65 歳以上世帯員の

いる高齢夫婦世帯の割合 
8.7％ 8.3％ 12.3％ 

一般世帯に占める 65 歳以上世帯員の

いる高齢単身世帯の割合 
9.7％ 11.2％ 12.1％ 

資料：国勢調査（各年１０月１日時点） 
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 ３ 要介護・要支援認定者 

市の要介護・要支援認定者数は増加傾向にあり、令和５年10月１日現在の要介護・

要支援認定者数は5,700人となっています。要介護度別でみると、令和５年では、要

支援１が1,139人、要支援２が681人、要介護１が1,310人と、軽度者が多くを占めて

いることが特徴となっています。 

前期計画の推計では令和５年の要介護・要支援認定者数は5,525人でしたが、実際

は上回っています。 

 

図表５ 要介護・要支援認定者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（各年９月末時点） 

推計は厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』（各年 10 月１日時点） 
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 ４ 認知症高齢者 

要介護認定を行う際の参考の１つとされる「認知症高齢者の日常生活自立度」がⅠ

以上の方は令和５年３月末現在で4,182人となっています。また、自立度の内訳をみ

ると、Ⅱb、Ⅲaが700人を超え多くなっています。 

東京都が報告している「令和４年度認知症高齢者数の分布調査」に掲載されている

認知症出現率を参考に、市の認知症高齢者数を推計すると、令和７年の認知症高齢者

は4,646人、令和22年の認知症高齢者は6,026人と見込まれます。 

なお、図表６において「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅰ～Mの合計欄の和が、

令和２年が3,936人で、令和５年が3,842人と減少していますが、自立度が不明な「転

入・職権」の増加によるもので、認知症高齢者が減少しているものではないと考えら

れます。 

 

図表６ 認知症高齢者の日常生活自立度 

  【令和５年】                                単位：人 

項目 自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ｍ 
転入・

職権※ 
総計 

男 445 356 170 267 187 69 114 19 94 1,721 

女 885 666 318 580 555 193 288 60 246 3,791 

合計 1,330 1,022 488 847 742 262 402 79 340 5,512 

資料：市介護福祉課（令和５年３月 31 日集計数値） 

※コロナ禍の特例で認定審査をせず、認定期間を延長したもの 

  【令和２年】                                     単位：人 

項目 自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ｍ 転入 総計 

男 395 347 156 280 217 66 122 26 7 1,616 

女 892 649 284 572 633 193 326 65 22 3,636 

合計 1,287 996 440 852 850 259 448 91 29 5,252 

資料：市介護福祉課（令和２年３月 31 日、集計数値） 
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  【参考】判定基準                                      

レベル 判断基準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 
何らかの認知症を有するが、日常生活は家

庭内及び社会的にほぼ自立している。 
 

Ⅱ 

日常生活に支障を来たすような症状・行動

や意思疎通の困難さが多少見られても、誰

かが注意していれば自立できる。 

 

Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。 

たびたび道に迷うとか、買い物や事務、金

銭管理などそれまでできたことにミスが目

立つ等 

Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。 
服薬管理ができない、電話の応対や訪問者

との対応など一人で留守番ができない等 

Ⅲ 

日常生活に支障を来たすような症状・行動

や意思疎通の困難さが見られ、介護を必要

とする。 

 

Ⅲa 
日中を中心として上記Ⅲの状態が見られ

る。 

着替え、食事、排便、排尿が上手にできな

い、時間がかかる。やたらに物を口に入れ

る、物を拾い集める、徘徊、失禁、大声・

奇声をあげる、火の不始末、不潔行為、性

的異常行為等 

Ⅲb 
夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られ

る。 
ランクⅢa に同じ 

Ⅳ 

日常生活に支障を来たすような症状・行動

や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に

介護を必要とする。 

ランクⅢに同じ 

Ｍ 

著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な

身体疾患が見られ、専門医療を必要とす

る。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神

症状や精神症状に起因する問題行動が継続

する状態等 
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 ５ 圏域の特徴 

（１）圏域の設定について  

本計画の日常生活圏域については、前期計画と同様に４圏域（北東・南西・南東・

北西）を設定します。 

 

図表７ 市の日常生活圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：各圏域の構成地区 
圏域 包括名・住所・TEL 担当地域 

北東圏域 

（きた） 

小金井きた地域包括支援センター 

桜町 1-9-5 TEL042-388-2440 

梶野町、関野町、緑町、 

本町２丁目、本町３丁目、

桜町１丁目、桜町３丁目 

南西圏域 

（みなみ） 

小金井みなみ地域包括支援センター 

前原町 5-3-24 TEL042-388-8400 

前原町、本町６丁目、 

貫井南町 

南東圏域 

（ひがし） 

小金井ひがし地域包括支援センター 

中町 2-15-25 TEL042-386-6514 
東町、中町、本町１丁目 

北西圏域 

（にし） 

小金井にし地域包括支援センター 

貫井北町 2-5-5（※） TEL042-386-7373 

本町４丁目、本町５丁目、

桜町２丁目、貫井北町 

※令和６年 10 月以降、本町４丁目に移転予定  
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（２）圏域別年齢３区分別人口  

令和５年10月１日現在の圏域別の人口をみると、総数、高齢者数（65歳以上）共に、

北東圏域が最も多く、高齢化率については、南西圏域が最も高くなっています。北西

圏域は、高齢者数が少なく高齢化率も低くなっています。 

 

 

図表８ 日常生活圏域別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市住民基本台帳（令和５年 10 月１日時点） 
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（３）圏域別アンケート調査結果と地域課題  

 

◆北東圏域（きた） 

＜圏域別アンケート調査結果＞ 

北東圏域では、低栄養状態の該当者割合が1.6％と低くなっており、運動器機能低

下、転倒リスク、閉じこもりなどの指標についても低い傾向にあります。一方で、認

知機能の低下、うつ傾向については、全域に比べ高くなっています。 

社会参加の割合は49.4％と高く、地域づくりへの参加意欲の該当者割合も高くなっ

ています。 

 

＜地域課題＞ 

週１回以上の社会参加や、参加者としての参加意欲、企画・運営としての社会参加

の状況が高いため、参加意欲のある高齢者を地域資源につなげていくためにも、地域

包括支援センターや生活支援コーディネーターの役割が重要になります。 

 

 

図表９ 北東圏域のリスク状況 
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◆南西圏域（みなみ） 

＜圏域別アンケート調査結果＞ 

南西圏域では、低栄養状態の該当者割合が0.6％と最も低くなっている一方で、転

倒リスク、閉じこもり傾向、口腔機能の低下、認知症機能の低下、うつ傾向の割合が

高くなっています。 

 

＜地域課題＞ 

高齢化率が最も高い地域となっており、今後、認知症高齢者が増えていくことが予

測される中で、認知機能の低下、うつ傾向の割合が高くなっていることからも、地域

における認知症予防の取り組みとともに、地域住民への認知症への理解促進を行って

いくことが重要となります。 

 

図表 10 南西圏域のリスク状況 
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◆南東圏域（ひがし） 

＜圏域別アンケート調査結果＞ 

南東圏域では、低栄養状態の該当者割合が2.7％と高く、運動器機能低下の該当者

割合も12.8％と高くなっています。 

また、企画・運営としての参加意欲が低くなっています。 

 

＜地域課題＞ 

社会活動への参加が少なく、閉じこもり傾向の高齢者も多いことがうかがえます。

地域活動への参加を促し、身体活動等のフレイル予防と、認知症予防の取り組みに注

力すべき地域と考えられます。 

 

図表 11 南東圏域のリスク状況 
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◆北西圏域（にし） 

＜圏域別アンケート調査結果＞ 

北西圏域では、運動器機能低下の該当者割合が8.2％と低く、同様に閉じこもり傾

向（10.4％）、口腔機能の低下（16.4％）などが低い傾向にあります。 

企画・運営としての社会参加の状況は40.2％と高くなっています。 

 

＜地域課題＞ 

運動器の機能低下等のハイリスク者や閉じこもり傾向は少ないものの、低栄養状態

が高くなっているため、栄養改善や身体活動等のフレイル予防の取り組みに注力をす

べき地域と考えられます。 

 

 

図表 12 北西圏域のリスク状況 
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図表 13 日常生活圏域別の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果 

※該当者割合の〔順位〕については、それぞれの項目についてハイリスクな状況ではない圏域を上位として

います。 

項目 全域 北東圏域 南西圏域 南東圏域 北西圏域 

運動器の機能の低下 

該当者割合〔順位〕 

10.9％  10.4％  10.9％  12.8％  8.2％  

 2 3 4 1 

転倒リスク 

該当者割合〔順位〕 

27.8％  26.7％  29.0％  28.8％  25.4％  

 2 4 3 1 

閉じこもり傾向 

該当者割合〔順位〕 

13.1％  11.9％  14.6％  13.8％  10.4％  

 2 4 3 1 

低栄養状態 

該当者割合〔順位〕 

1.9％  1.6％  0.6％  2.7％  3.8％  

 2 1 3 4 

口腔機能の低下 

該当者割合〔順位〕 

22.9％  22.8％  25.2％  23.5％  16.4％  

 2 4 3 1 

認知機能の低下 

該当者割合〔順位〕 

42.6％  44.1％  45.3％  39.9％  38.6％  

 3 4 2 1 

うつ傾向 

該当者割合〔順位〕 

43.7％  44.2％  47.6％  40.6％  40.3％  

 3 4 2 1 

社会参加（週１回以上）

該当者割合〔順位〕 

44.5％  49.4％  44.2％  42.0％  39.4％  

 1 2 3 4 

参加意欲（参加者） 

該当者割合＊〔順位〕 

63.1％  70.6％  64.0％  56.7％  59.8％  

 1 2 4 3 

参加意欲（企画・運営） 

該当者割合＊〔順位〕 

37.4％  40.6％  38.0％  30.9％  40.2％  

 1 3 4 2 

地域包括支援センター 

認知度〔順位〕 

58.0％  56.3％  60.3％  57.7％  54.7％  

 3 1 2 4 

＊：既に参加している、ぜひ参加したい、参加してもよいの合計 
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  ６ 前期計画の評価 

前期計画の取り組みと実施状況の評価は次のとおりです。取り組みの実施状況をＡ

～Ｄの４段階で評価を行ったところ、９割以上の取り組みが、ＡもしくはＢの評価で

あったものの、基本目標１でＣ・Ｄ評価の取り組みが２事業ありました。 

Ａ：ほぼ事業内容を達成した  

Ｂ：改善、検討を要する点はあるが、事業内容をある程度達成した  

Ｃ：事業内容を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある  

Ｄ：未実施 

図表 14 前期計画の実施状況 

基本目標・基本施策 
評価 

A割合 
A B C・D 

１ 生きがいのある充実した生活の支援 12 9 2 

52.2％ 

  （１）健康づくり・介護予防の一体的推進  3 7 2 

    ア 健康づくりの推進 3 4 0 

    イ 介護予防・重度化防止の推進 0 3 2 

  （２）社会参加の促進 7 2 0 

    ア 生涯学習・生涯スポーツの推進 2 1 0 

    イ 交流の場の確保と推進 5 1 0 

  （３）高齢者の就労支援 2 0 0 

    ア 高齢者の就労支援 2 0 0 

２ 地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり  15 16 0 

48.4％ 

  （１）在宅生活支援の充実  11 4 0 

    ア 地域に密着したサービスの基盤整備 0 1 0 

    イ 介護保険以外の福祉サービスの充実 4 0 0 

    ウ 相談支援の充実 1 0 0 

    エ 安心できる住まい・住まい方の支援 6 2 0 

    オ 家族介護者への支援の充実 0 1 0 

  （２）認知症施策の更なる推進  1 7 0 

    ア 認知症施策の推進と理解の醸成 1 0 0 

    イ 認知症のケア・医療の充実 0 3 0 

    ウ 認知症の方と家族を支える地域づくり 0 4 0 

  （３）在宅医療と介護の連携の推進 1 3 0 

    ア 在宅医療をサポートする体制づくり 0 2 0 

    イ 在宅医療のための市民啓発 1 1 0 

  （４）生活支援体制整備の推進 2 2 0 

    ア 生活支援体制整備事業の推進 2 2 0 

３ 地域共生社会の実現に向けた仕組みづくりと人材育成 8 15 0 

34.8％ 

  （１）地域づくりの推進 2 1 0 

    ア 地域づくりの推進 2 1 0 

  （２）高齢者の見守り支援の充実 1 7 0 

    ア 行政による見守り支援 0 5 0 

    イ 地域のネットワーク 1 2 0 

  （３）権利擁護の推進 2 3 0 

    ア 権利擁護事業の推進 2 2 0 

    イ 高齢者虐待防止対策の推進 0 1 0 

  （４）人材育成・確保の推進 3 4 0 

    ア ボランティア活動等の支援 1 2 0 

    イ 介護人材の確保・定着の推進  2 2 0 
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（１）生きがいのある充実した生活の支援 

ア 健康づくり・介護予防の一体的推進 

【事業評価から】 

さくら体操は、参加者の状態に見合った介護予防を提供することで、本人の

ADL向上、管理会場の参加率改善、短期集中予防サービスへの提案など、円滑に

事業を実施することができました。また、新型コロナウイルス感染症により、さ

くら体操等の活動を中止している会場の再開にむけて感染対策の支援等調整を行

いました。 

健康相談等は、コロナ禍ではあったものの、おおむね予定どおり実施できまし

た。 

介護予防・日常生活支援総合事業においては、短期集中予防サービスを開始し、

少しずつ利用者を増やして実施することができました。 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

〇現在の健康状態について、「とてもよい」と「まあよい」をあわせた“よい”の

割合が78.5％、「あまりよくない」と「よくない」をあわせた“よくない”の割

合が14.8％となっています。“よい”の割合が前回調査に比べ、低くなっている

こと（図１）、新型コロナウイルス感染症の影響により、外出機会が減り健康状

態が悪化していることがうかがえる（図２）ことから、感染症対策をしながら、

実施できる健康づくり事業を地域社会全体で総合的に支援する環境づくりを検討

していくことが必要です。 

○生活機能が低下する前の健康な時から、個人に合わせた適切な予防を行うなど、

健康寿命の延伸に向け、介護予防・重症化予防を推進していく必要があります。 

○介護予防の活動の場への専門職の関与も含め、フレイル対策、オーラルフレイル

対策を中心に、介護予防を更に推進していくことが必要です。 
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①  現在の健康状態 図１ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

②  新型コロナウイルス感染症拡大により、影響を受けたこと 図２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記 図１から図 25まで 

１ アンケート調査の回答は各質問の回答者数（Ｎ）を基数とした百分率（％）で示していま

す。また、小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合が

あります。 

２ 複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見方

になるため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。 

  

回答者数 = 1,157 ％

とてもよい

まあよい

あまりよくない

よくない

無回答

15.6

62.9

13.4

1.4

6.7
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回答者数 = 1,157 ％

外出機会が減った

人と話す機会が減った

運動不足で筋力や体力が減った

趣味活動や社会参加（サロン参加やボランティア活
動）の頻度が減った

買い物に行く機会が減り、食事の内容が偏った

不安やストレスを感じるようになった

新型コロナウイルス感染症以外の病気で病院の受診
がしづらくなった

その他

特にない

無回答

65.2

47.9

28.4

21.0

11.2

21.1

15.8

2.7

14.2

5.4

0 20 40 60 80
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イ 社会参加の促進 

【事業評価から】 

生涯学習・生涯スポーツ活動の支援は、各大会ともに盛り上がり、中・高齢者

の健康の維持・増進を図るとともに、体力づくりを通して明るく充実した日常生

活を目指すという事業目的は達成することができました。 

高齢者いきいき活動事業は、新型コロナ感染拡大下での講座開催・運営が浸透

したことにより、当初懸念された受講控え等は起こらず、受講率の大幅な向上に

繋がりました。 

老人クラブ（悠友クラブ）活動支援と高齢者いこいの部屋利用の支援は、悠友

クラブ連合会・単位クラブともに、新型コロナウイルス感染症予防に配慮し、行

いました。 

地域の居場所に対する支援は、新型コロナウイルス感染症対策を行いながらの

活動ではありましたが、第２層生活支援コーディネーターを中心にサロンや通い

の場などの高齢者の居場所の活動状況の把握や、通いの場等の課題解決に向かい

必要な伴走支援を行いました。オンラインを活用した活動については市独自で育

成したスマホサポーターにスマホ講座等のサポートをお願いしました。 

 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○生涯学習やスポーツに関する活動に参加することの意義や効果について、周知啓

発していくことが必要です。 

○様々な生きがいづくりの講座や活動の場において、感染症対策も引き続き講じな

がら、利用促進を図っていくことが必要です。（図３～図６） 

○高齢者が家庭、地域、企業等社会の各分野において、長年にわたり蓄積された知

識と経験を活かしながら、生きがいをもって生活ができるよう、ボランティアな

ども含めた社会参加を促進するための施策を推進することが重要です。 
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①  スポーツ関係のグループやクラブへの参加状況 図３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  趣味関係のグループへの参加状況 図４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  学習・教養サークルへの参加状況 図５ 
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④  地域活動への参加状況 図６ 
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ウ 高齢者の就労支援 

【事業評価から】 

シルバー人材センターへの支援については、補助金の交付を行うことで、当該法

人が安定して事業を運営できる環境を支援し、結果として、高齢者の就労の場確保

と事業の拡充支援を図ることができました。 

 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○高齢者が培ってきた経験や能力を活かしていくため、今後も、シルバー人材セン

ターの機能充実や高齢者の継続雇用や就労促進の支援などが引き続き求められま

す。（図７） 

○高齢者は、収入よりも自分の知識や技能をいかした仕事や地域に貢献できる仕事

を求めていることがうかがえます。（図８） 

○高齢者のニーズと社会的需要のマッチングが重要です。 

 

①  収入のある仕事の状況 図７ 

 

 

 

 

 

 

 

②  今後の働き方 図８ 
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（２）地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり 

ア 在宅生活支援の充実 

【事業評価から】 

介護保険サービスの利用支援は、介護保険制度について一定の周知ができました。

また、情報提供や市の補助金により、各事業所で様々な感染症対策が実施されたと

考えられます。 

おむつサービス、寝具乾燥等の高齢者福祉サービスについては、「高齢者福祉の

しおり」等により制度を知った申込者がいました。 

地域包括支援センターの機能強化は、市と地域包括支援センター管理者と打ち合

わせを継続的に実施するとともに、事業内容について、随時すり合わせを行ったこ

となどにより、国が実施する事業評価は前年度に比べ全体的に高くなりました。 

また、各センターでタブレット等を準備し、必要時ＩＣＴを活用し、支援を実施

しました。 

住宅改修給付事業について、高齢者福祉のしおり等をはじめとした各媒体での周

知を行った他、地域包括支援センターへの周知も行いました。 

特別養護老人ホーム整備については、令和５年８月の開設に向けて計画どおりの

進捗を図ることができました。 

高齢者や認知症の方を介護する家族の方への支援は、相談、介護教室、交流会等

において、定期的な周知活動に加え、更なる参加促進について取り組みを検討しま

した。また、緊急性のある相談に対して速やかな対応と、適切な施設への案内を行

うことができました。 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○医療・介護・介護予防・住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保され

る地域包括ケアシステムの深化・推進を図っていく中で、認知症になっても住み

慣れた地域で安心して生活を続けることができるよう、今後さらに、認知症高齢

者等の在宅生活の支援に取り組んでいく必要があります。 

○今後暮らす場所の希望として、自宅での生活を希望する方が多く（図９）、ニー

ズに応じた支援を検討していくことが必要です。 

○市が実施している介護保険サービスや介護保険以外の福祉サービスの認知度を上

昇させるために広報や冊子等で周知するとともに、地域密着型サービスの定着を

図ることが大切です。（図10） 

○地域包括支援センターでの相談支援体制を充実させ、認知度を更に向上させるこ

とが必要です。（図11） 

○多様化する介護や担い手の形態に即した、家族介護者の支援が必要です。 
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①  今後暮らす場所の希望 図９ 
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無回答

68.5

2.1

7.1

1.8

6.0

5.8

3.0

5.8

0 20 40 60 80

回答者数 = 389 ％

介護サービスを利用しながら、現在の自宅に
住みたい

介護サービスを利用しながら、家族（息子娘夫婦
など）の家に住みたい

特別養護老人ホームに住みたい

グループホームに住みたい

サービス付き高齢者向け住宅に住みたい

有料老人ホームに住みたい

すぐに入居できる施設等に移りたい

無回答

56.3

4.4

11.3

4.4

1.3

5.4

0.0

17.0

0 20 40 60 80 100
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②  地域密着型のサービスの認知度と利用意向 図10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  地域包括支援センターの認知度 図11 

【ニーズ調査】 

 

 

 

 

 

 

【サービス利用意向調査】 

 

 

  

知っている 知らない 無回答 利用したい 利用したくない 無回答

地域密着型通所介護 389 45.0 38.8 16.2 389 31.9 32.6 35.5

夜間対応型訪問介護 389 27.0 56.0 17.0 389 28.8 33.7 37.5

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 389 27.5 56.0 16.5 389 31.6 32.1 36.2

認知症対応型通所介護 389 30.3 52.2 17.5 389 27.5 34.2 38.3

小規模多機能型居宅介護 389 28.5 54.0 17.5 389 27.2 35.5 37.3

認知症対応型共同生活介護

（グループホーム）
389 40.9 41.4 17.7 389 19.5 43.2 37.3

看護小規模多機能型居宅介護 389 24.9 54.0 21.1 389 27.0 35.2 37.8

認知度 利用意向

回答数 回答数

回答者数 = 1,157 ％

知っている

知らない

無回答

58.0

38.2

3.8

0 20 40 60 80

回答者数 = 389 ％

知っている

知らない

無回答

79.9

12.9

7.2

0 20 40 60 80 100
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イ 認知症施策の更なる推進 

【事業評価から】 

認知症の理解促進については、引き続き高齢者の介護を担う世代へ向けての周知

を図るとともに、関係機関との連携をより深め、若年層等幅広い周知及び講座実施

を図りました。 

認知症の相談・支援体制の充実は、各地域包括支援センターに配置した認知症地

域支援推進員と月に１回認知症関連事業に関する協議を行いました。ただし、認知

症相談窓口の認知度向上については、適切に協議を行ったものの具体的な成果を得

られませんでした。 

認知症の早期診断・早期対応は、初期集中支援事業及び認知症検診事業を実施す

ることで医療・介護サービスにつなぐことができました。また、認知症簡易チェッ

クリストについては、ツイッターを通じて周知を図るなど、普及啓発に努めました。 

地域の居場所づくり（認知症カフェ等）は、各圏域において、地域包括支援セン

ターが主体となって適切に認知症カフェを運営するとともに、市ホームページ等に

おいて周知を図りました。 

 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○認知症についての関心は高いですが、相談窓口の認知度が低いことから、更なる

認知症に関する施策の理解促進が必要です。（図12、13） 

○認知症の方やその家族の視点を重視しながら、認知症との「共生」と「予防」を

車の両輪として、施策を推進していくことが重要です。認知症にやさしいまちづ

くりの推進に向け、市民の認知症に対する正しい知識と理解をさらに深めること

が必要です。 

〇認知症の方や家族支援、社会資源の充実のため、認知症カフェ等の居場所づくり

をはじめとした体制構築を図る必要があります。（図14、15） 

〇介護保険提供サービス事業者とかかりつけ医との関係について、さらなる連携強

化が求められます。（図16） 
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①  認知症への関心度 図12 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  認知症に関する相談窓口の認知度 図13 

 

 

 

 

③  自分や家族が認知症になったときの認知症の対策 図14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,157 ％

認知症に関する知識を得る機会

地域住民の理解・サポート

認知症のことを相談できる窓口

認知症の方同士での交流の場

家族介護者同士の情報交換や交流の場

自宅でも安心して生活できる訪問支援

認知症の方が安心して入所できる施設や住
まい

その他

特にない

無回答

38.8

14.2

61.6

3.5

7.5

53.7

46.2

0.9

1.9

7.7

0 20 40 60 80

回答者数 = 1,157 ％

とても関心がある

まあまあ関心がある

あまり関心がない

まったく関心がない

初めて聞いた

無回答

33.8

50.8

7.6

1.2

0.1

6.5

0 20 40 60

回答者数 = 1,157 ％

はい

いいえ

無回答

27.6

65.2

7.3

0 20 40 60 80
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④  認知症の方の支援にあたり必要なこと 図15 

【介護保険サービス提供事業者調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤  支援をする際のかかりつけ医との連携について 図16 

【ケアマネジャー調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 84 ％

状態に応じた適切なサービス提供の流れが示される
こと

社会資源（施設、サービス）がより増えていくこと

早期診断を担う医療機関が増えていくこと

地域で、認知症サポーターの活動の輪が広がること

かかりつけ医やケアマネジャー等の認知症に対する
理解と対応力が向上すること

地域包括支援センターにおける認知症の地域支援が
充実していくこと

地域ケア会議など専門的な支援体制が充実すること

認知症の方や家族支援が充実していくこと

その他

無回答

48.8

58.3

53.6

28.6

40.5

28.6

32.1

59.5

4.8

1.2

0 20 40 60 80

回答者数 = 84 ％

とれている

ある程度とれている

あまりとれていない

とれていない

無回答

9.5

48.8

29.8

8.3

3.6

0 20 40 60
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ウ 在宅医療と介護の連携の推進 

【事業評価から】 

在宅医療・介護連携支援室の充実などにより、医療と介護に関わる関係機関の連

携構築、研修や情報共有等、顔の見える関係づくりができました。更に広く連携や

情報共有をしていくとともに市民に対しても在宅医療についての周知を行っていく

必要があります。 

在宅医療・介護連携に関する普及啓発は、アドバンス・ケア・プランニング（人

生会議）等について、特に看取りに関して医療・介護従事者と市民向けにそれぞれ

講演を行うとともに、リーフレットを作成し周知に努めました。また、市民向け講

演については、動画を市公式Youtubeに公開するなど新しい取り組みにも努めまし

た。 

 
 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮

らしを続けることができるよう、地域における医療・介護の関係機関が連携して、

包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供することが重要です。（図17） 

○医療との連携において、今後の連携強化に向けて、医療関係者と介護関係者の情

報交換の場の確保や情報を共有する場の充実が必要となります。（図18） 

 

 

①  在宅療養者への医療・介護は、サービス担当者会議などを通

じて連携をしているか 図17 

【ケアマネジャー調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 66 ％

十分連携している

ある程度連携している

連携が不十分である

ほとんど連携していない

無回答

9.1

69.7

21.2

0.0

0.0

0 20 40 60 80
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【介護保険サービス提供事業者調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  地域包括ケアシステムの構築における医療・介護の連携の仕

組みで必要なこと 図18 

【ケアマネジャー調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護保険サービス提供事業者調査】 

 

 

 

  

回答者数 = 66 ％

他職種との顔の見える関係づくり、交流を
進める

「ケアマネタイム」の充実を図る

在宅医療・介護連携支援室の活動を充実さ
せる

医療と介護の連携シート（主治医連絡票
等）を活用する

入退院時に関する医療と介護の連携方法を
明確にする

ICT の利活用を推進する

その他

無回答

51.5

9.1

16.7

34.8

34.8

33.3

1.5

0.0

0 20 40 60

回答者数 = 84 ％

十分連携している

ある程度連携している

連携が不十分である

ほとんど連携していない

無回答

7.1

66.7

19.0

1.2

6.0

0 20 40 60 80

回答者数 = 84 ％

他職種との顔の見える関係づくり、交流を
進める

「ケアマネタイム」の充実を図る

在宅医療・介護連携支援室の活動を充実さ
せる

医療と介護の連携シート（主治医連絡票
等）を活用する

入退院時に関する医療と介護の連携方法を
明確にする

ICT の利活用を推進する

その他

無回答

69.0

8.3

14.3

28.6

25.0

22.6

2.4

2.4

0 20 40 60 80
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エ 生活支援体制整備の推進 

【事業評価から】 

地域課題検討の協議の充実では、第２層協議体から出た課題への対応として、高

齢者だけのサロン立ち上げの伴走支援を行いました。第１層協議体での地域課題と

してあげられた「高齢者の金銭に関する困りごと」については、市民や金融機関関

係者と啓発パンフレットの作成を行い、イベント等を実施しました。その他、参加

者から随時提案された議題について、検討し、解決を目指しました。 

さくら体操自主グループリーダーが安心して活動出来るよう、意見交換ができる

場所をつくり、リーダー業務の負担感を軽減する支援を行いました。 

生活支援コーディネーターの配置による体制整備については、第２層生活支援コ

ーディネーターを中心にあげられた地域課題について、生活支援連絡会で共有した

ものの、ニーズと地域資源のマッチングのネットワーク化には至りませんでした。 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○地域ケア会議等を通じて、多様化する市民ニーズ・地域課題を把握し、生活支援

協議体で対応すべき内容等の整理・検討を行い、解決に向けた行動を実施する必

要があります。（図19） 

○地域の居場所（通いの場）については、新型コロナウイルスの影響を踏まえて、

立ち上げ・継続支援を実施し、高齢者の活動を担保する必要があります。（図20） 
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①  現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じる 

介護等 図19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  地域活動やボランティア活動や住まいの地域の行事の参加状況  

図 20 
 

 

  

回答者数 = 500 ％

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは特にない

主な介護者に確認しないとわからない

無回答

6.2

11.4

1.8

14.8

2.8

1.6

2.8

17.4

3.2

22.2

3.0

13.6

16.8

10.2

4.2

8.4

4.0

30.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,157 ％

よく参加している

時々参加している

あまり参加していない

全く参加していない

無回答

4.4

11.0

17.8

63.6

3.2

0 20 40 60 80
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（３）地域共生社会の実現に向けた仕組みづくりと人材育成 

ア 地域づくりの推進 

【事業評価から】 

地域の居場所に対する支援等として、新型コロナウイルス感染症対策を行いなが

らの活動ではありましたが、高齢者の居場所に対する伴走支援や、コロナ禍でのコ

ミュニケーションツールとしてニーズの高まったオンライン交流や、スマートフォ

ンに関する相談会等を実施しました。 

地域の担い手等については、通所型サービスの担い手としてサブスタッフ養成講

座を実施し、受講者は少数ではあるものの活動を開始することができました。 

また、介護支援ボランティア事業は、コロナ禍により受入れ事業所が減少したこ

とにより、ボランティアの活動量が低下しました。このため、受入れ状況について

登録者に情報提供を行い、活動量の担保に努めるとともに、今後の新たな活動に向

け研修を行いました。 

ボランティアセンターでの活動支援は、新型コロナウイルス感染症の影響により

縮小となった講座等もありましたが、各種講座の実施、ボランティアに関する相談

支援、広報紙による情報発信、市民活動助成金の事業を行ったほか、市内学校での

福祉器具の貸出・説明・体験を実施しました。 
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【第９期事業計画に向けた課題】 

〇新型コロナウイルス感染症拡大により、支える側を含めた高齢者全体の活動機会

の減少がうかがえます。（図21）今後もオンラインの活用や衛生管理、感染症に

対する正しい知識の普及啓発などにより、活動機会の増加を図る必要があります。 

〇今後も高齢者の増加が予想されており、高齢者が住み慣れた地域で安心して在宅

生活を継続していくためには、行政による介護保険サービスの充実のみならず、

住民をはじめ地域に関わるすべての人が互いに支え合い、助け合う地域づくりが

重要となってきます。 

○課題解決に向けて伴走支援や啓発活動は進んでおり、今後も地域課題に応じた施

策反映を更に推進することが必要です。 

 

 

①  新型コロナウイルス感染症拡大で影響を受けたこと 図21 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,157 ％

外出機会が減った

人と話す機会が減った

運動不足で筋力や体力が減った

趣味活動や社会参加（サロン参加やボランティア活
動）の頻度が減った

買い物に行く機会が減り、食事の内容が偏った

不安やストレスを感じるようになった

新型コロナウイルス感染症以外の病気で病院の受診
がしづらくなった

その他

特にない

無回答

65.2

47.9

28.4

21.0

11.2

21.1

15.8

2.7

14.2

5.4

0 20 40 60 80
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イ 高齢者の見守り支援の充実 

【事業評価から】 

高齢者地域福祉ネットワーク事業では、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、

75・80歳の方に対する訪問活動を、従来の対面ではなくポスティング等に方法を変

えることにより実施しました。 

救急通報システム機器の貸与事業については、慢性疾患により常時注意が必要な

高齢者に対し、24時間見守りを行う無線発報器等の貸与を行いました。 

住宅火災直接通報システムは、地域包括支援センター職員と連携し、火災が懸念

される認知症高齢者がいた場合は、事業を案内しました。 

高齢者見守り支援事業（ひと声訪問、友愛活動、高齢者福祉電話の貸与）につい

ては、新型コロナウイルス感染症の影響により、新規の友愛活動事業は、電話訪問

による活動に変更し実施しました。 

事業者との連携による見守りについては、民間業者と協定締結を行っています。

協定締結数も年々増加しており、高齢者等の見守り体制の構築を推進することがで

きました。 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○地域の見守り活動等とともに、民生委員・児童委員、ボランティア、特定非営利

活動法人（NPO）や社会福祉法人等と共に支え合う地域づくりを進めていく必要

があります。 

○見守りの必要な高齢者の方が増えている中、今後も見直しを図りながら継続して

事業を実施していくとともに、高齢者を地域で日常的に支えあうネットワークを

確立していくことが必要です。（図22） 

○引き続き、民間事業者と協定締結を行い、民間事業者の協力による緩やかな見守

り体制の構築に努めることが必要です。 
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① ひとり暮らしになった場合に利用したい「見守り支援」図22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,157 ％

民生委員やボランティア等が定期的に自宅を訪れ、声かけを
してくれる

定期的に電話をし、安否確認をしてくれる

定期的に携帯電話かパソコンにメールが送信され、返信をす
る

救急通報システム( ペンダント型発信器等) の貸出や、日
常的に使う家電等に緊急通報装置を設置してくれる

定期的に牛乳配達をすることで、配達業者が安否確認をして
くれる

定期的に配食サービスを提供することで、配達業者が安否確
認をしてくれる

定期的に理容助成券の給付を受けるために、市役所に出向く
ことで、市職員が安否確認をする

その他

無回答

33.0

27.7

33.1

40.4

8.9

31.7

6.9

3.2

12.4

0 10 20 30 40 50
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ウ 権利擁護の推進 

【事業評価から】 

高齢者虐待防止対策については、対応に当たる市職員、地域包括支援センター職

員に対する研修を実施するとともに、お元気サミット等で市民に対して高齢者虐待

周知を実施するなど、高齢者虐待について理解や周知を深めることができました。 

消費者被害の未然防止に向け、高齢者が集まるイベントや講座で消費者被害の未

然防止の啓発を行い、消費者トラブルの事例と共に相談室の案内を積極的に周知し

ました。また、アーカイブ配信についてはより多くの方に講座を受講してもらうこ

とができました。 

権利擁護センター利用の推進については、判断能力が不十分な方に権利や財産を

守ること等を目的として地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）や成年後

見制度を継続実施することについて、市と権利擁護センターで、密に連携を取り、

協力して支援を行いました。 

 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○高齢者虐待の起こりうる可能性は依然として見られ、相談体制の充実など関係機

関と連携した虐待防止の取り組みの啓発・継続・充実が求められます。（図23）

虐待を受けている高齢者に対して、早期発見・早期対応を行う体制を確立すると

ともに、介護者の支援や相談体制の充実が必要です。（図24） 

○成年後見制度等の利用を希望する市民が身近な地域で相談でき、権利擁護が必要

な人を早期に発見・支援を行う体制の充実が必要です。 
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①  権利や生活を守るための相談窓口の認知度 図23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  虐待を防ぐために必要なこと 図24 

【ケアマネジャー調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,157 ％

行政の相談窓口（市役所など）

地域包括支援センター

権利擁護センター

福祉総合相談窓口

社会福祉協議会

消費生活相談室

知っているものはない

無回答

59.9

55.9

3.8

11.8

34.6

13.7

16.2

3.2

0 20 40 60 80

回答者数 = 66 ％

虐待に対する知識の普及啓発

家族介護者等の負担軽減に向けた支援

家族介護者等の相談対応

要介護者の相談対応

サービス提供者のストレスチェック

サービス提供時のチェック

地域での見守り体制

その他

無回答

57.6

83.3

78.8

30.3

15.2

12.1

39.4

1.5

1.5

0 20 40 60 80 100
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エ 人材育成・確保の推進 

【事業評価から】 

介護職員宿舎借上支援事業については、市と災害時協定を締結した事業所等につ

いても補助対象とするよう補助制度の内容拡充を実施し、同時に災害時協定の締結

に向けて協議を行いました。制度拡充後、申請のあった９戸に対して補助を実施し

ました。 

また、介護職員初任者研修の実施、及び研修修了者に対しての受講料の助成を行

うなど、介護の担い手になる人材確保の取り組みを行いました。 

介護事業者連絡会と連携し、介護職員の知識・技術向上のための研修会を開催し

ました。 

 

【第９期事業計画に向けた課題】 

○人材確保については、現在、介護分野に従事している職員のスキルアップを促進

するとともに、未経験者の参入促進についても取り組む必要があります。（図25） 

○今後、ますます多様化・増大化する福祉ニーズに対応するため、介護をはじめと

した福祉人材の育成・確保の取り組みをさらに強化していく必要があります。 

① 人材確保のために必要な取り組み 図 25 

【介護保険サービス提供事業者調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 84 ％

新規採用枠の拡大

中途採用枠の拡大

就業時間の見直し

福利厚生の充実

賃金面の充実

研修会への参加支援

資格取得の支援

新人育成の制度具体的に：

苦情･ 相談体制の充実

職員間の助け合い制度

ＯＪＴの仕組み

同事業所内での人員確保

社外の協力体制の整備

求人広告掲載

その他

無回答

22.6

39.3

14.3

39.3

71.4

26.2

45.2

38.1

11.9

2.4

26.2

16.7

13.1

26.2

6.0

3.6

0 20 40 60 80
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第３章    計画の基本理念と視点 

 

 

１ 基本理念 

（１）人間性の尊重（個人の尊厳） 

高齢者が生涯にわたり、地域を支える一員として活躍ができる社会、個人の尊厳が

守られ人間性が尊重されるような社会をつくります。また、個人が大切にしてきた生

活を継続し、自己実現に向けて活躍できるよう、本人の自己決定を尊重する仕組みを

確立します。 

 

 

（２）自立の確保（自立に向けた総合的支援） 

高齢者一人ひとりの心身の状態に応じて、生活の質が確保された状態を維持してい

くために、「自立・自助」を支える取り組みを、行政の支援による「公助」、介護保険

サービス等の「共助」、地域で支え合う「互助」を通じて支援します。 

また、高齢者が自分の意思に基づき、その能力に応じて、可能な限り地域で自立し

た生活を営むことができるよう、生活支援や医療介護、予防等の包括的な支援の仕組

みを充実します。 

 

 

（３）支え合う地域社会づくり 

市民、自治会・町会、民生委員・児童委員、商工会、商店会、ボランティアグルー

プ、社会福祉法人、ＮＰＯ、医療関係者、介護事業者、民間企業、教育機関、社会福

祉協議会、行政等が連携し、地域の資源とネットワークをいかして、豊かな高齢社会

に向け、支え合う地域社会づくりを進めます。 
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 ２ 視点 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域

で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支

援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進してきました。 

本計画に基づき、事業評価を行い、ＰＤＣＡサイクルを適切に活用することにより、

本市の実情に応じた地域包括ケアシステムの更なる推進に努めます。 

 

（２）地域共生社会の実現 

制度・分野の枠や、「支える側」、「支えられる側」という従来の関係を超えて、人

と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割をもち、助け合いながら暮

らしていくことのできる、包摂的なコミュニティ、地域や社会を目指します。 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、高齢者の外出頻度や地域活動への

参加の減少など、日常生活が大きく変化している中で、すべての高齢者が取り残され

ることのないよう、地域全体で見守り、支援していく地域づくりを目指します。 

8050問題やヤングケアラーへの対応、生活困窮等の複雑化・複合化する地域課題に

対応する重層的支援体制の整備を図り、伴走支援による孤立の防止に努めます。 

本市においては、地域包括支援センター、社会福祉協議会の福祉総合相談窓口を中

心とした相談支援機関の更なる連携を図るとともに、地域の健康づくりや介護予防の

場を充実させ、複合的な課題の相談に対応できる体制の構築を目指します。 
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（３）介護保険制度の健全な運営 

市の介護保険は、これまでの制度改正等に沿って、適正な運営を続けてきました。

今後は、後期高齢者が増加していくなか、要介護・要支援認定者数も増加することが

見込まれており、介護保険サービスの需要が大きくなります。そのほか、ひとり暮ら

しの方や高齢者のみの世帯が増加することで、これまで以上に生活支援に関するサー

ビスの需要も高まります。 

また、今後も介護保険制度を巡る環境が刻々と変化することが予想されることから、

制度への理解を深め、健全な運営を進めるとともに、ケアマネジメントの質の向上や

給付の適正化を進め、サービスを必要とする高齢者に必要なサービスが提供され、持

続可能性のある提供体制の確保と制度運営を目指します。 

さらに、高齢者人口の増加に伴い、介護職員の不足が見込まれる中で、介護人材の

確保や、介護分野の生産性向上に資する様々な支援・施策の情報を介護事業者に提供

し、いつまでも地域で安心して暮らせる体制を構築していきます。 
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第４章    施策の展開 

 

 

１ 高齢者保健福祉施策の体系図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第
５
次
小
金
井
市
基
本
構
想
・
前
期
基
本
計
画 

第
３
期
保
健
福
祉
総
合
計
画 

① 人間性の尊重 

（個人の尊厳） 

② 自立の確保 

（自立に向けた

総合的支援） 

③ 支え合う地域 

社会づくり 

【基本理念】 【視点】 

地
域
包
括 

ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の

深
化
・
推
進 

地
域
共
生
社
会
の 

実
現 

介
護
保
険
制
度
の 

健
全
な
運
営 

生
き
が
い
の
あ
る 

充
実
し
た
生
活
の 

支
援 

地
域
で
自
立
し
て 

暮
ら
し
続
け
る 

仕
組
み
づ
く
り 

地
域
共
生
社
会
の 

実
現
に
向
け
た
仕
組
み 

づ
く
り
と
人
材
育
成 

【基本目標】 



227 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【基本施策】 

さくら体操の推進/介護予防講座・教室等の実施/健康相談・指導の継続/健康診査等の継続/
感染症の予防の推進/健康講演会の継続/歯と口腔の健康の充実/介護予防・日常生活支援総合
事業の推進/高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

包括連携協定締結校等との連携による活動支援の継続/健康・スポーツ活動の支援の継続/文
化学習事業の継続/敬老行事等の継続/おとしより入浴事業の継続/高齢者いきいき活動事業の
継続/老人クラブ活動支援と活動場所の支援の継続/高齢者（いきいき）農園の継続/地域の居
場所に対する支援の推進 
 

シルバー人材センターへの支援の継続/「こがねい仕事ネット」における就労支援の継続 

介護保険サービスの利用支援の継続/生活支援に資する高齢者福祉サービスの継続/高齢者等
の移動・移送手段の確保の継続/地域包括支援センターの機能強化/自立支援住宅改修給付及
び相談事業の継続/家具転倒防止器具等取付の継続/補聴器購入費助成事業の実施/高齢者訪問
理容・美容事業の実施/高齢者住宅の管理・運営及び公営住宅等の情報提供の継続/高齢者の
新たな住まいと住まい方の継続/市民ニーズを踏まえた地域密着型サービス事業所整備の実施
/介護者の負担軽減の推進 

認知症の理解促進/認知症の相談・支援体制の充実/認知症連携会議の継続/認知症の早期診
断・早期対応の充実/チームオレンジの整備/地域の居場所づくり（認知症カフェ等）の充実/
やすらぎ支援（認知症高齢者家族支援活動）の充実/徘徊高齢者の探索事業の継続/介護者の
負担軽減の推進 

医療資源マップの充実/在宅医療・介護連携支援室の充実/在宅医療・介護連携推進に関する
検討の実施/在宅医療・介護連携に関する普及啓発の充実/ ACP（人生会議）等の普及啓発の
充実 

地域課題検討の協議の充実/生活支援コーディネーターの配置による体制整備の推進/地域の
居場所に対する支援の推進 

庁内の横断的な連携体制の構築/介護者の負担軽減の推進/チームオレンジの整備/やすらぎ支
援（認知症高齢者家族支援活動）の充実 

地域の居場所に対する支援の推進/地域課題検討の協議の充実/生活支援コーディネーターの
配置による体制整備の推進 

救急通報システム機器の貸与の継続/高齢者地域福祉ネットワーク事業の推進/高齢者見守り
支援事業の推進/避難行動要支援者支援体制の継続/事業者との連携による見守りの推進/徘徊
高齢者の探索事業の継続/生活支援コーディネーターの配置による体制整備の推進/災害時に
備えた介護サービス事業者との連携 

消費者被害の未然防止の継続/福祉サービス苦情調整委員制度の継続/権利擁護センター利用
の継続/高齢者虐待防止対策の継続 

さくら体操の推進/ボランティアセンターでの活動支援の継続/介護支援ボランティアポイン
ト事業の推進/介護職員宿舎借上支援事業の継続/介護分野への就労支援の継続/介護サービス
事業者振興事業等の推進/ケアマネジャーへの支援の実施 

１ 健康づくり・介護予防の
一体的推進 

２ 社会参加の促進 

３ 高齢者の就労支援 

２ 認知症施策の更なる推進 

１ 在宅生活支援の充実 

３ 在宅医療と介護の連携の
推進 

４ 生活支援体制整備の推進 

５ ケアラー（介護者）への
支援の推進 

１ 地域づくりの推進 

２ 高齢者の見守り支援の 
充実 

３ 権利擁護の推進 

４ 人材育成・確保の推進 

【施策の展開】 

【個別事業・取り組み名の定義】 

・充実：第９期計画でさらに質を向上していく事業  ・推進：第９期計画でさらに質と量を向上していく事業 

・実施：第９期計画で新しく始める事業   ・検討：第９期計画で事業の検討を始めるもの 

・継続：第８期計画から引き続き現状維持で続けていく事業 
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２ 施策の展開 

 

基本目標１ 生きがいのある充実した生活の支援 

高齢者が生きがいを持ち、健康の維持・増進と、介護予防の推進を図るため、それ

まで培った技能や技術を発揮し、社会のなかで役割を担いながら地域共生社会の一員

として活躍ができる、健康長寿の社会づくりを目指します。 

また、心身機能が低下したり、生活習慣病、要介護状態にならないように、介護予

防・重度化防止、フレイル予防のための事業を展開します。 

 

（１）健康づくり・介護予防の一体的推進 

「健康寿命の延伸」にむけて、地域住民ひとりひとりが健康に関心を持ち、介護予

防の視点をもって生活していくことが重要です。健康教育、イベント、広報などを通

じ、継続した健康づくりに取り組むよう、啓発を行います。 

また、生きがいや役割をもって通える場を充実するなど、介護予防や重度化防止を

図ります。 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

１ さくら体操の推進 

新型コロナウイルス感染対策のため、管理会場の定員の見直

しを行い密にならない形で行います。また、医療・福祉の専門

職が管理運営を行い、グループ支援や参加者評価等を通して、

参加者の介護予防や自立支援を図ります。完全自主会場につい

ては新型コロナウイルス感染対策により、介護事業所等使用で

きない会場が多いため、身近な所で少人数実施できる体制を推

進していきます。地域包括支援センターの職員が立ち上げ・継

続支援を行うとともに、市内のリハビリテーション専門職が会

場を巡回し、助言・指導を行い、参加者の介護予防を図りま

す。 

介護予防の取り組みが多様化しているため、他の介護予防施

策と連動させながら介護予防を推進していきます。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

さくら体操の会場数（か所） 50 52 55 

さくら体操の延参加者数（人） 6,076 6,300 6,600 

新規介護予防リーダー養成者数（人） ９ 10 15 
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【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

２ 
介護予防講座・ 

教室等の実施 

高齢者が介護予防のための正しい知識を得て、自分に適した

方法で主体的に介護予防・フレイル予防に取り組めるよう講座

や教室を開催し多様な方法で介護予防を推進していきます。 

また、市内には住民が自主的に体操や趣味活動を通して介護

予防等に取り組んでいる通いの場が多くあるため、広く情報提

供等を行い支援します。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

３ 

健康相談・指導の

継続 

※他計画再掲 

健康保持・増進と疾病予防のために健康や栄養、歯と口腔に

関する相談を実施するほか、健康づくり推進のための高齢者の

方を対象とした健康教室を開催し、健康相談および指導の充実

を図ります。 

健康課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

４ 
健康診査等の継続 

※他計画再掲 

フレイル予防のために高齢者の健診の活用やかかりつけ医と

の連携を行います。また、寝たきり等へつながる生活習慣病の

早期発見のために引き続き特定健康診査受診率の向上に努めま

す。 

また、特定健康診査及び後期高齢者医療健康診査の受診者、

４０歳以上の集団健康診査の受診者等を対象に、フォロー健診

として検査項目を上乗せして実施します。 

保険年金課 

健康課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

５ 
感染症の予防の 

推進 

新型コロナウイルス感染症や肺炎、インフルエンザの予防や

重症化を防ぎ、高齢者の方の健康を保持するため予防接種法に

基づくワクチン接種を推進します。 

健康課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

６ 
健康講演会の継続 

※他計画再掲 

疾病予防・普及啓発を目的とし、高齢者も含めた健康づくり

の充実を図ります。 
健康課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

７ 

歯と口腔の健康の

充実 

※他計画再掲 

高齢者の方の「8020 運動」等を推進し、20 歳から 80 歳の５

歳刻みの市民を対象に成人歯科健康診査を実施するとともに、

70 歳・75 歳・80 歳を対象とした高齢者口腔機能診査を実施す

ることで、高齢者の口腔内の健康増進を図ります。また、かか

りつけ歯科医の紹介を継続します。 

健康課 
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No 事業名 事業概要 担当課 

８ 

介護予防・日常生

活支援総合事業の

推進 

訪問型・通所型いずれも現行相当と市基準によるサービスを

提供しています。自立支援促進に向け、医療専門職が中心に関

わり短期集中で実施するサービス（サービスＣ）の実施と同サ

ービスを通して総合事業の見直しを検討します。  

また、地域包括支援センターと連携し、介護保険サービス外

の資源等も積極的に活用した自立支援・重度化防止につながる

ケアマネジメントを推進します。 

介護福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

９ 

高齢者の保健事 

業と介護予防の 

一体的実施 

後期高齢者を中心とした医療保険や介護保険のデータ等に基

づき市の健康課題を分析し、健康課題を有する高齢者に対し医

療専門職が関与する保健事業を実施します。 

また、通いの場等でも健康課題に応じた内容の活動を理学療

法士等の専門職を通じて行うことにより、保健事業と介護予防

の一体的な実施を図ります。 

保険年金課 

介護福祉課 

健康課 

成果指標 目標値 
高齢者の保健事業と介護予防の一体的

実施 
実施（令和６年度） 
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（２）社会参加の促進 

少子高齢化が急速に進展し生産年齢人口が減少する中、社会の活力を維持するため

に、高齢者自らが地域の担い手として活躍できるよう環境整備を図る必要があります。

高齢者による地域活動や、生涯学習、社会参加のため、多様な活動機会の提供を図っ

ていきます。 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

10 

包括連携協定締結

校等との連携によ

る活動支援の継続 

包括連携協定を締結している学校・企業と講座等連携が可能

な事業等を実施していきます。 
介護福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

11 

健康・スポーツ活

動の支援の継続 

※他計画再掲 

高齢者の健康増進及び生涯スポーツの推進に資することを目

的として、高齢者がスポーツに親しむ機会を提供し、高齢者の

親睦や社会参加、スポーツの普及・啓発を図ります。  
生涯学習課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

大会参加者数（人） 818 820 820 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

12 
文化学習事業の 

継続 

各公民館において高齢者学級や各種講座を実施するととも

に、自主グループの支援を行います。 
公民館 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

13 敬老行事等の継続 

老人福祉法の基本理念に沿うよう、高齢者の長寿をお祝いす

ると共に、楽しいひと時を過ごしていただくための、敬老行事

を実施します。 

また、99 歳、100 歳の方に対する高齢者記念品の贈呈を行い

ます。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

14 
おとしより入浴事

業の継続 

高齢者の憩いの場の提供及び健康の保持を目的とし、浴場組

合が実施する無料入浴事業に対し補助を行い、65 歳以上の高

齢者と小学生以下の児童を対象に無料入浴の日を設け、世代を

越えた交流の場を作ります。 

介護福祉課 
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No 事業名 事業概要 担当課 

15 
高齢者いきいき活

動事業の継続 

高齢者いきいき活動推進員が中心となり、趣味、体操等、健

康増進活動及びその他生きがい活動の講座を開催します。 

また、利用促進に向け、広報等の充実を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

16 

老人クラブ活動支

援と活動場所の支

援の継続 

高齢者の生活を健全で豊かなものにし、高齢者の福祉の増進

に資することを目的に、老人クラブ及び老人クラブ連合会に対

して補助金を交付し、活動を支援します。 

また、老人クラブや高齢者グループ等の定期的な地域活動及

び健康増進を目的とする活動の会場として「高齢者いこいの部

屋」の利用を支援します。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

17 

高齢者（いきい

き）農園の継続 

※他計画再掲 

農地所有者の方の協力を得て、60 歳以上で耕作地を持たな

い高齢者の方に対し、高齢者（いきいき）農園事業を継続しな

がら、野菜や草花等の栽培・収穫を通じて高齢者の方の健康促

進と仲間づくりを図ります。 

経済課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

18 
地域の居場所に対

する支援の推進 

生活支援コーディネーターを中心に、地域包括支援センター

や社会福祉協議会などの関係機関と連携し、また、認知症カフ

ェについては認知症地域支援推進員と協力しながら、居場所の

立ち上げや活動継続に対して支援します。立ち上げに対しては

活用可能な場所や類似の居場所に関する情報提供等を、活動継

続に対しては市内の居場所の情報をまとめた冊子と圏域ごとに

情報を地図に落とし込んだマップを交互に作成するとともに、

情報を市ホームページにも掲載し、高齢者や関係者に周知を行

うとともに居場所間の交流活動への活用を図ります。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

市内の居場所の情報をまとめた冊子へ

の掲載居場所数（か所） 
172 175 185 
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（３）高齢者の就労支援 

就労を望む高齢者が、それまで培った技能や技術を活かしながら、地域共生社会の

一員として活躍できるよう、地域活動の機会の場や情報の提供に努めます。 

また、様々な団体と市が連携し、高齢者の働く機会を拡大していきます。 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

19 

シルバー人材セン

ターへの支援の継

続 

高齢者の就業の場の提供や、社会参加等を提供するシルバー

人材センターに対し、設立目的が達成されるよう、継続的に補

助金の交付を行います。 

また、各種事業に係る広報を支援し、会員に対する就業の場

を提供できるよう支援を行います。 
介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

東京都シルバー人材センター事業補助

金交付要綱に定める公益目的事業費の

ランク格付 

Ａ Ａ Ａ 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

20 

「こがねい仕事ネ

ット」における就

労支援の継続 

市が運営する就労支援サイト「こがねい仕事ネット」に、高

齢者向けの就労支援セミナーや就職面接会等、就労等に関する

情報を掲載します。 

経済課 
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基本目標２ 地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり 

高齢者が住み慣れた地域のなかで、自立して安心した暮らしを続けることができる

よう、介護保険以外の福祉サービスを含めて包括的に支援するとともに、認知症高齢

者等への総合的な支援、在宅医療と介護との連携、相談体制の充実等を進めます。 

特に、認知症施策に関しては、今後も認知症高齢者の増加が見込まれる中で、認知

症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられる共生社会の実現を目指し、

取り組みを進めます。 

また、複合的な課題を抱えた多様な介護者の存在にも目を向け、家庭における介護

負担の軽減を図るため、介護者への支援の取り組みを進めます。 

 

（１）在宅生活支援の充実 

ひとり暮らし高齢者や、高齢者のみで暮らす世帯が増加する中、住み慣れた地域で

安心して自立した生活を送ることができるよう、在宅生活支援サービスの提供拡大に

取り組むとともに、円滑に利用できるよう支援します。 

8050問題や生活困窮等複合的な課題を抱えた相談に対応するため、重層的支援体制

整備事業実施の際には、相談機関の一つとして他機関共同の推進に加わるなど相談支

援体制の充実を図り、地域包括支援センターの機能強化を推進します。また、家族介

護者の支援及び住環境の整備を行う等、在宅生活支援の充実も図ります。 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

１ 
介護保険サービス

の利用支援の継続 

介護サービスを必要とする方が、必要なサービスを利用でき

るよう、本人やその家族の方に対する情報提供・相談支援を充

実します。引き続き、制度改正に則した介護保険パンフレット

の配布やホームページでの周知等を行い、制度の理解を深める

ための情報提供に努めます。また、利用者及び介護者のみなら

ず、広く市民に対しても、介護保険制度を正しく理解していた

だくような情報提供に努めるとともに、地域において高齢者や

その家族の方に対する総合的な相談・支援を行う窓口である地

域包括支援センターの周知を図ります。 

介護福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

２ 

生活支援に資する

高齢者福祉サービ

スの継続 

おむつ給付、寝具乾燥、配食及び日常生活用具の給付並びに

大掃除等の生活援助の各種生活支援に関する事業を実施しま

す。 

特にニーズの高い配食に関しては、これまでの課題を整理

し、より安定した事業運営が図れる方法へ移行します。 
介護福祉課 

成果指標 目標値 
民間配食事業者への委託 実施（令和８年度） 
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No 事業名 事業概要 担当課 

３ 

高齢者等の移動・

移送手段の確保の

継続 

※他計画再掲 

主に鉄道駅及び路線バスのバス停から一定距離がある公共交

通不便地域においてＣｏＣｏバスを運行し、高齢者の方の通院

等の際の移動を支援します。また、福祉有償運送等の移送サー

ビスを実施しているＮＰＯ法人等の支援をします。 

交通対策課 

自立生活 

支援課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

４ 

地域包括支援セン

ターの機能強化

（充実） 

地域包括ケアシステムにおける中核的な機関として、医療、

介護、介護予防、住まい、生活支援を包括的に提供できる体制

の構築のため関係機関と連携して関連事業を推進します。 

高齢者が住み慣れた地域で安心した生活を送ることができる

よう、生活に関する身近な相談先として地域包括支援センター

の更なる周知を行います。 

事業の評価については、国が実施するセンターの事業評価を

通じた機能強化に関する調査結果を活用します。事業評価の向

上に向け、適宜センター管理者と打ち合わせを行い、全体の機

能強化が図れるよう事業 計画の策定等を行います。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 

目標値 
令和４年度 

地域包括支援センターの事業評価を通

じた機能強化に関する調査結果 
－ 

事業評価結果の向上（前年度

比） 

地域包括支援センター認知度（％） 58.0 65.0 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

５ 

自立支援住宅改修

給付及び相談事業

の継続 

住宅改修について、介護保険の住宅改修事業と自立支援住宅

改修給付事業（介護保険外）の連携を図り、在宅高齢者の住宅

環境の整備を支援します。 

住宅改修を実施する者及び業者に対する適切な情報提供を行

うことで、使いやすい制度となるよう、広報、ホームページの

改善を行います。 

また、適切な住宅改修ができるよう、一級建築士等が訪問や

面接等により、住宅改修の相談・助言を行います。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

６ 
家具転倒防止器具

等取付の継続 

65 歳以上のひとり暮らし高齢者の方または高齢者の方のみ

の世帯の家屋に、家具転倒防止器具を取り付け、災害時の防

災・減災対策を支援します。 

介護福祉課 
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【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

７ 
補聴器購入費助成

事業の実施 

聴力機能の低下に伴い周囲と円滑なコミュニケーションを図

ることが難しい高齢者に対して補聴器の購入に要する費用の一

部を助成することにより、高齢者の積極的な社会参加及び地域

交流を促すことを支援します。 

介護福祉課 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

８ 
高齢者訪問理容・

美容事業の実施 

身体的状況により、自身で理容店・美容店に出向くことが難

しい高齢者に対して、自宅で調髪を行う事業を実施します。 
介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

９ 

高齢者住宅の管

理・運営及び公営

住宅等の情報提供

の継続 

※他計画再掲 

現在、借り上げを行っている高齢者住宅については、引き続

き適切な管理・運営を行うとともに、借り上げ期間が満了する

高齢者住宅については、入居者が困窮しないよう住宅の確保に

努めます。また、都営住宅等の情報を適切に提供していきま

す。 

まちづくり

推進課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

10 

高齢者の新たな住

まいと住まい方の

継続 

高齢社会の進展と併せ、ニーズが高まる高齢者の方の新たな

住まいと住まい方について、サービス付き高齢者向け住宅等も

含めて検討を進めます。また、介護保険を適用できる居住系・

宿泊系サービスのうち、地域密着型サービスについて更なる制

度周知や空き状況の公表等の取り組みを進めます。 

まちづくり

推進課 

介護福祉課 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

11 

市民ニーズを踏ま

えた地域密着型サ

ービス事業所整備

の実施 

夜間の介護サービスや 24 時間 365 日の在宅生活の支援を充

実することで、自宅での生活を継続しながら安心して介護が受

けられるよう、地域密着型サービス事業所（夜間対応型訪問介

護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護等）を検討・整備しま

す。 

介護福祉課 
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No 事業名 事業概要 担当課 

12 
介護者の負担軽減

の推進 

高齢者や認知症の方を介護する家族の方を対象に、相談、介

護教室、交流会等の機会を通して、介護による身体的・精神的

負担の軽減を図ります。交流会等については、性別・年代を問

わず参加できるようなテーマ設定を図るなど、幅広く参加を促

せるよう努めます。 

認知症の方と家族の方に対しては希望する在宅生活を継続で

きるよう、一体的支援事業を実施します。 

また、緊急を要する理由で介護者が介護できない時に、介護

が必要な方を一時的に施設で介護します。 

介護福祉課 
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（２）認知症施策の更なる推進 

認知症高齢者の尊厳が守られ、安心して生活できる地域づくりをめざし、認知症に

対する知識と理解が市民全体に広まるよう、あらゆる機会を活用して認知症に関する

啓発の推進を図ります。 

また、認知症予防に資する可能性のある活動、早期発見・早期対応及び介護者の負

担軽減、チームオレンジの構築等を推進することにより、認知症になっても希望を持

って日常生活を過ごせる社会を目指します。 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

13 
認知症の理解促進 

（推進） 

認知症の方ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし

続けることができるよう、市民向けの認知症講座の実施や、小

中学生への認知症サポーター養成講座である「キッズ認サポ」

等を通じて多世代へ認知症に関する普及啓発を図ります。 

また、既存の催し等を活用した、認知症の理解促進に係る講

演会等による普及啓発も行います。 

併せて、若年性認知症の方やその家族の方を支援するため、

理解促進に努めるとともに、相談窓口等の広報を実施します。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

認知症サポーターの累計養成者数

（人） 
8,626 9,100 10,000 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

14 
認知症の相談・ 

支援体制の充実 

医療機関や介護サービス及び地域の支援機関の間の連携を図

るための支援、認知症の方やその家族の方を支援する相談業

務、社会参加活動のための体制整備等を行うため、認知症地域

支援推進員を配置し、地域における支援体制の構築と認知症ケ

アの向上を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

15 
認知症連携会議の

継続 

医療・介護関係者による事例検討、研修等の機会を設け、認

知症ケアの向上を図ります。 
介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

16 
認知症の早期診断 

・早期対応の充実 

認知症が疑われるものの、医療・介護等の安定的な支援を受

けていない方に対し、認知症サポート医が含まれることを特徴

としたチームで訪問を行う認知症初期集中支援事業を実施しま

す。 

本人や家族等が気軽に早期発見等につなげられるように、パ

ソコン等から簡単に認知症のチェックを行える「認知症チェッ

クサイト」の普及啓発を図ります。 

介護福祉課 
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【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

17 
チームオレンジの

整備（実施） 

認知症サポーター等の支援者と認知症の人やその家族も参加

し、生活面の早期からの支援を行う「チームオレンジ」設置に

向けて、認知症カフェやイベント等の実施を通じて整備を図り

ます。 

介護福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

18 

地域の居場所づく

り（認知症カフェ

等）の充実 

市内関係機関と連携を図り、認知症カフェ等の新設の検討や

継続支援等を通じて、認知症の方と家族の方の居場所づくりを

行います。 
介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

認知症カフェ等の開催場所数（か所） ８ ９ 11 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

19 

やすらぎ支援（認

知症高齢者家族支

援活動）の充実 

軽度の認知症状が見られるおおむね 65 歳以上の方等に対

し、認知症についての研修を受けたボランティア（やすらぎ支

援員）が自宅を訪問し、話し相手となり、見守りを行うととも

に、家族の方の介護負担の軽減を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

20 
徘徊高齢者の探索

事業の継続 

認知症の方の身元不明等の事故を防止するとともに、その家

族等の精神的負担の軽減を図るため、位置情報が検知できる発

信機の貸与等を実施します。 

また、靴にＧＰＳ発信機を入れて利用できる専用の靴も引き

続き対応します。 

さらに、市内商店会と連携し、行方不明高齢者捜索協力支援

アプリの普及啓発等に努め、地域における捜索協力体制の強化

を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-12 

介護者の負担軽減

の推進 

※本計画再掲 

高齢者や認知症の方を介護する家族の方を対象に、相談、介

護教室、交流会等の機会を通して、介護による身体的・精神的

負担の軽減を図ります。交流会等については、性別・年代を問

わず参加できるようなテーマ設定を図るなど、幅広く参加を促

せるよう努めます。 

認知症の方と家族の方に対しては希望する在宅生活を継続で

きるよう、一体的支援事業を実施します。 

また、緊急を要する理由で介護者が介護できない時に、介護

が必要な方を一時的に施設で介護します。 

介護福祉課 
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（３）在宅医療と介護の連携の推進 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮ら

しを人生の最期まで続けることができるよう、地域における在宅医療・介護を一体的

に提供できる体制の構築を推進します。 

また、もしものときのために、本人が望む医療やケアについて前もって考え、家族

等や医療・ケアチームと繰り返し話し合い、共有する「人生会議（アドバンス・ケ

ア・プランニング＝ＡＣＰ）」や、看取り等のＡＣＰに関わる情報について、医療・

介護関係者や市民に対する普及啓発を行います。 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

21 
医療資源マップの

充実 

医療資源を調査し、医療資源マップとしてまとめ、市民、関

係機関等へ配布します。 
介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

22 
在宅医療・介護連

携支援室の充実 

医療・介護関係者を対象とした在宅医療・介護連携に関する

相談窓口を設置・運営するとともに、多職種が参加する研修等

を実施することにより、連携の促進を図ります。 

介護福祉課 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

23 

在宅医療・介護連

携推進に関する検

討の実施 

在宅医療・介護連携推進会議や、同会議に設置された４部会

（※）において、部会に応じた課題の検討や、多職種連携研修

等の企画・実施等を通じて、在宅医療・介護連携を推進しま

す。 

介護福祉課 

※日常療養・多職種連携研修部会、入退院支援部会、急変時対応・看取り支援部会、ＩＣＴ連携部会 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

24 

在宅医療・介護連

携に関する普及啓

発の充実 

在宅医療・介護連携に関する講演会、在宅療養に関するリー

フレットの配布等を実施し、市民に対する普及啓発を行いま

す。 

介護福祉課 
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【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

25 

ＡＣＰ（人生会

議）等の普及啓発

の充実 

在宅医療・介護連携においてＡＣＰに係る研修等を実施し、

関係者間での理解促進に努めます。 

また、市民向けにも在宅での看取りの周知等を通じて、既存

の催し等を活用したＡＣＰの普及啓発を図ります。 介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

関係者・市民向け講演会等回数 ３ ３ ３ 
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（４）生活支援体制整備の推進 

地域ケア会議、生活支援事業協議体（１層・２層）で検討されている地域課題の解

決に向け、生活支援体制の更なる充実を図ります。 

また、様々な地域資源を有効に活用し、地域住民の社会参加の場として機能するよ

う生活支援コーディネーターを中心に関係機関と連携し支援します。 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

26 
地域課題検討の協

議の充実 

第１、２層生活支援協議体をそれぞれ開催します。 

圏域レベルの地域ケア会議を兼ねる第２層協議体では、圏域

で生じている課題に対して、関係する地域住民や介護事業所、

商店会等の地域の社会資源と第２層生活支援コーディネーター

を中心とした検討を行います。 

第１層協議体では、第２層協議体での検討内容等を整理し、

市全体で取り組むべき課題の整理等を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

27 

生活支援コーディ

ネーターの配置に

よる体制整備の推

進 

市及び各地域包括支援センターに配置されている生活支援コ

ーディネーターが、個別相談や生活支援協議体を通じ、生活支

援に関係する担い手や居場所の不足などのニーズ、人材や活動

可能場所などの地域資源の把握に努め、ニーズと地域資源のマ

ッチングやネットワーク化を図ります。 

介護福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

１-18 

地域の居場所に対

する支援の推進 

※本計画再掲 

生活支援コーディネーターを中心に、地域包括支援センター

や社会福祉協議会などの関係機関と連携し、また、認知症カフ

ェについては認知症地域支援推進員と協力しながら、居場所の

立ち上げや活動継続に対して支援します。立ち上げに対しては

活用可能な場所や類似の居場所に関する情報提供等を、活動継

続に対しては市内の居場所の情報をまとめた冊子と圏域ごとに

情報を地図に落とし込んだマップを交互に作成するとともに、

情報を市ホームページにも掲載し、高齢者や関係者に周知を行

うとともに居場所間の交流活動への活用を図ります。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

（再掲）市内の居場所の情報をまとめ

た冊子への掲載居場所数（か所） 
172 175 185 
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小金井市の生活支援体制整備事業と地域ケア会議 

 

１ 生活支援体制整備事業と地域ケア会議の機能と役割とは？ 

  生活支援体制整備事業と地域ケア会議は、高齢者が安心して暮らし続けられる地域づ

くりを推進するための取り組みです。 

  この２つの取り組みにより、高齢者の日常生活での困りごと（地域課題）を把握し、

課題解決への支援方法（地域資源）の発見と開発を進めます。 

 

 

 ２つの取り組みの異なる点は、生活支援体制整備事業の協議体では、多様なサービス提

供主体間の情報共有及び連携・協働による資源開発等を推進することを目的としており、

一方、地域ケア会議では、個別事例の検討を通じて多職種協働によるケアマネジメント支

援を行うとともに、これらの蓄積から地域課題や地域資源活用の成功要因等を見出し、地

域づくりや政策形成につなげる機能を担っています。 

 これらの異なる特性を踏まえ、地域の実情に応じ連携した取り組みを進めることとされ

ています。 

 

 

２ 小金井市の生活支援体制整備事業と地域ケア会議とは？ 

  ～地域の実情に応じ連携した取り組みとは？～ 

  小金井市では、二層の生活支援協議体と小地域の地域ケア会議を同一の会議にするこ

とによって、生活支援体制整備事業と地域ケア会議をそれぞれの特性を活かしながら連

動させる仕組みをつくっています。 

 

コラム 

「生活支援体制整備事業と地域ケア会議に求めら

れている機能と役割について」 

H30.1.22 厚生労働省老健局振興課資料より抜粋 
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約４キロ四方のコンパクトな本市ですが、医療・介護従事者をはじめ、市民、自治会、

老人クラブ、ボランティア、民生委員・児童委員、商工会、商店会、NPO 法人、社会福祉

協議会、社会福祉法人、学術機関、民間企業等、行政と共に高齢者を支える多様な活動が

展開されており、地域づくりが行われています。 

 

＜これまでの主な地域課題の検討と取り組み概要＞ 

地域課題 解決に必要なこと 実施した施策等 

コロナ禍で通いの場が開催でき

ない 

感染症対策を講じなが

ら開催する環境整備等

が必要 

・オンラインを活用した通いの場

の開催 

・オンラインを学べる場の創出 

近隣に通いの場がない 新たな通いの場の創出

が必要 

東京都住宅供給公社等との連携や

店舗スペースを活用し、新たな通

いの場の立ち上げを実施 

通いの場のリーダーが、コロナ

禍での活動に不安を感じている 

リーダー同士の横のつ

ながりづくりが必要 

通いの場リーダー研修等、交流機

会を創出 

お金の管理に関する困りごとが

多い 

お金の管理に関して元

気なうちに考えること

が必要 

都のホームタウンプロジェクトを

活用し、市民・社会福祉協議会・

市内金融機関等と協力し、啓発パ

ンフレットを作成。各圏域におい

て啓発パンフレットをもとに講座

を開催 

スマホの使い方がわからない 身近に相談できる仕組

みが必要 

・スマホ相談会の実施 

・スマホ講座の実施 

・スマホサポーター養成 
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（５）ケアラー（介護者）への支援の推進【新規】 

介護者が安心して介護ができるよう、介護保険制度や介護事業所に関する情報提供

を強化するとともに、身体的・精神的な負担の軽減に向けた支援を推進します。 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

28 

庁内の横断的な連

携体制の構築（実

施） 

ヤングケアラーや多世代・経済的な問題を抱える介護者への

支援等、複合的な課題を抱える介護者支援のため、福祉総合相

談窓口と地域包括支援センターの連携強化等、円滑な支援のた

めの体制整備に努めます。 

介護福祉課 

地域福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-12 

介護者の負担軽減

の推進 

※本計画再掲 

高齢者や認知症の方を介護する家族の方を対象に、相談、介

護教室、交流会等の機会を通して、介護による身体的・精神的

負担の軽減を図ります。交流会等については、性別・年代を問

わず参加できるようなテーマ設定を図るなど、幅広く参加を促

せるよう努めます。 

認知症の方と家族の方に対しては希望する在宅生活を継続で

きるよう、一体的支援事業を実施します。 

また、緊急を要する理由で介護者が介護できない時に、介護が

必要な方を一時的に施設で介護します。 

介護福祉課 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-17 

チームオレンジの

整備（実施） 

※本計画再掲 

認知症サポーター等の支援者と認知症の人やその家族も参加

し、生活面の早期からの支援を行う「チームオレンジ」設置に

向けて、認知症カフェやイベント等の実施を通じて整備を図り

ます。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-19 

やすらぎ支援（認

知症高齢者家族支

援活動）の充実 

※本計画再掲 

軽度の認知症状が見られるおおむね 65 歳以上の方等に対

し、認知症についての研修を受けたボランティア（やすらぎ支

援員）が自宅を訪問し、話し相手となり、見守りを行うととも

に、家族の方の介護負担の軽減を図ります。 

介護福祉課 
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基本目標３ 地域共生社会の実現に向けた仕組みづくりと人材育成 

高齢者の権利が擁護され、地域で安心・安全に暮らし続けられるよう、地域で互い

に支え合う人材育成や仕組みづくりを推進します。また、地域住民の支えあいや助け

合いが自然に生まれる地域共生社会の実現に向けた地域づくりを目指します。 

 

（１）地域づくりの推進 

高齢者が、地域で安心・安全に暮らしていくことができるよう、日常生活圏域ごと

の地域資源を活用した地域づくりを通して、地域共生社会の実現を目指します。 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

１-18 

地域の居場所に対

する支援の推進 

※本計画再掲 

生活支援コーディネーターを中心に、地域包括支援センター

や社会福祉協議会などの関係機関と連携し、また、認知症カフ

ェについては認知症地域支援推進員と協力しながら、居場所の

立ち上げや活動継続に対して支援します。立ち上げに対しては

活用可能な場所や類似の居場所に関する情報提供等を、活動継

続に対しては市内の居場所の情報をまとめた冊子と圏域ごとに

情報を地図に落とし込んだマップを交互に作成するとともに、

情報を市ホームページにも掲載し、高齢者や関係者に周知を行

うとともに居場所間の交流活動への活用を図ります。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

（再掲）市内の居場所の情報をまとめ

た冊子への掲載居場所数（か所） 
172 175 185 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-26 

地域課題検討の協

議の充実  

※本計画再掲 

第１、２層生活支援協議体をそれぞれ開催します。 

圏域レベルの地域ケア会議を兼ねる第２層協議体では、圏域

で生じている課題に対して、関係する地域住民や介護事業所、

商店会等の地域の社会資源と第２層生活支援コーディネーター

を中心とした検討を行います。 

第１層協議体では、第２層協議体での検討内容等を整理し、

市全体で取り組むべき課題の整理等を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-27 

生活支援コーディ

ネーターの配置に

よる体制整備の推

進  

※本計画再掲 

市及び各地域包括支援センターに配置されている生活支援コ

ーディネーターが、個別相談や生活支援協議体を通じ、生活支

援に関係する担い手や居場所の不足などのニーズ、人材や活動

可能場所などの地域資源の把握に努め、ニーズと地域資源のマ

ッチングやネットワーク化を図ります。 

介護福祉課 
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（２）高齢者の見守り支援の充実 

ひとり暮らし高齢者等が孤独感、不安感を感じることがないよう地域住民や民生委

員・児童委員、町会、自治会、民間事業等による連携を深め、高齢者の見守り支援を行い

ます。 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

１ 
救急通報システム

機器の貸与の継続 

【救急代理通報事業】 

65 歳以上のひとり暮らし、65 歳以上高齢者のみ世帯の慢性

疾患等で常時注意が必要な方に、ペンダント型の無線発報器を

貸与し、緊急時における早期の安否確認、及び救急要請する事

業を実施します。 

【住宅火災直接通報事業】 

在宅の認知症高齢者に対して、火災を検知した際に直接消防

署に通報するシステムを貸与し、早期の消火及び救助を行う事

業を実施します。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２ 

高齢者地域福祉ネ

ットワーク事業の

推進 

※他計画再掲 

地域の相談役として市民の方と行政、関係機関との橋渡しの

役割を担う民生委員・児童委員が、対象者本人の意思確認の上

作成した、個人情報や家族の方の緊急連絡先等が記載された個

人票をもとに、市が対象者の方の緊急連絡先を把握し、必要に

応じて、関係機関等へ情報提供を行い、情報共有を図ること

で、高齢者の方の実態把握や見守り、支援の協力体制をつくり

ます。 

介護福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

３ 
高齢者見守り支援

事業の推進 

ひと声訪問、友愛活動、高齢者福祉電話の貸与等により、ひ

とり暮らし高齢者等の安否確認を実施します。 

また、ICT を活用した見守り事業について、検討します。 
介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

ひと声訪問新規申込件数 12 14 16 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

４ 

避難行動要支援者

支援体制の継続 

※他計画再掲 

災害時等に自力で避難することが困難で、家族の方等の支援

を受けられない高齢者の方等を「避難行動要支援者」として、

避難行動要支援者名簿を作成し、災害に備えた地域の協力体制

づくりのために必要な情報として、市の関係部署、消防署、民

生委員・児童委員等関係機関と共有します。 

また、避難行動要支援者の方に対して、地域の方に「支援

者」となっていただき、見守りや安否確認、避難支援の体制を

整備し、安心して暮らせるまちづくりをめざすためのモデル地

区事業を実施しており、このモデル地区事業の推進を通じ、支

援体制のさらなる充実を図ります。 

地域福祉課 
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【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

５ 
事業者との連携に

よる見守りの推進 

地域から孤立しがちな高齢者が、安心して暮らせる地域社会

の構築のために、民間事業者等と連携し、見守りが必要な高齢

者の発見や安否確認に努めます。市内の商店等に協力を依頼

し、見守り協定をより地域性の高いものにします。 

また、既存の協定締結事業者への情報提供及び事業者間の情

報交換等を目的に定期的に連絡会を開催します。 

【主な締結事業者】 

介護関連、金融機関、生協、ライフライン、小売、清掃、交

通・運輸、配食、商店会、新聞販売同業組合、水道局、郵便

局、浴場組合、社協、シルバー人材センター、老人クラブ連合

会、その他自営等 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

協定事業者数（累計事業者数） 72 75 80 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-20 

徘徊高齢者の探索

事業の継続 

※本計画再掲 

認知症の方の身元不明等の事故を防止するとともに、その家

族等の精神的負担の軽減を図るため、位置情報が検知できる発

信機の貸与等を実施します。 

また、靴にＧＰＳ発信機を入れて利用できる専用の靴も引き

続き貸与します。 

さらに、市内商店会と連携し、行方不明高齢者捜索協力支援

アプリの普及啓発等に努め、地域における捜索協力体制の強化

を図ります。 

介護福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

２-27 

生活支援コーディ

ネーターの配置に

よる体制整備の推

進  

※本計画再掲 

市及び各地域包括支援センターに配置されている生活支援コ

ーディネーターが、個別相談や生活支援協議体を通じ、生活支

援に関係する担い手や居場所の不足などのニーズ、人材や活動

可能場所などの地域資源の把握に努め、ニーズと地域資源のマ

ッチングやネットワーク化を図ります。 

介護福祉課 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

６ 

災害時に備えた介

護サービス事業者

との連携（実施） 

災害の発生時に、災害時協定等に基づいて利用者の安否確認

等が円滑に行われるよう、連携に必要な体制整備を図ります。 
介護福祉課 
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（３）権利擁護の推進 

認知症などにより判断能力が不十分な高齢者や、生活上の問題を抱え、困難な状況

にある高齢者に対し、地域において安心して生活を送ることができるよう支援を行い

ます。 

また、関係機関と連携し、高齢者虐待の早期発見を図り、必要な支援を行います。 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

７ 
消費者被害の未然

防止の継続 

高齢者及び高齢者の周囲の方（見守り協力者）向けに消費者

講座を開催し、悪質商法の最新手口や対処法についての周知や

注意喚起を行います。また、地域包括支援センター、介護サー

ビス事業所、市介護福祉課及び消費生活相談室等の関係機関が

協力体制を構築し、高齢者の消費者被害防止を図ります。  
介護福祉課 

経済課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

講座参加者数（人） 942 1,154 1,205 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

８ 

福祉サービス苦情

調整委員制度の継

続 

※他計画再掲 

福祉サービスに対する市民の方からの苦情に公平かつ適正に

対応し、信頼性と福祉の向上をめざすことを目的として設置さ

れた福祉オンブズマン制度について周知を図ります。 

地域福祉課 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

９ 

権利擁護センター

利用の継続 

※他計画再掲 

権利や財産を守ること等を目的とし、認知症高齢者の方や要

介護高齢者の方等で判断能力に不安のある方に対し、成年後見

制度推進事業や地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事

業）を行っている権利擁護センターの利用の推進を図ります。 

地域福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

10 
高齢者虐待防止 

対策の継続 

高齢者虐待事例について「小金井市高齢者虐待対応マニュア

ル」に基づき適切に対応できるよう、市や地域包括支援センタ

ーで虐待対応に関する理解を深めるとともに、関係機関等と連

携し高齢者に対する支援体制を整備します。また、市民や介護

サービス事業者等に対しても、高齢者虐待についての啓発や虐

待対応窓口の周知を図ります。 介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

市・地域包括支援センターの高齢者虐

待に係る研修実施回数（回） 
４ ４ ４ 
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（４）人材育成・確保の推進 

地域共生社会の実現に向けて、地域住民やボランティアなど住民を主体とした地域

を支える担い手による支援の充実を進めます。 

また、福祉・介護分野の人材確保及び定着に向けた取り組みを促進します。 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

１-1 
さくら体操の推進 

※本計画再掲 

新型コロナウイルス感染対策のため、管理会場の定員の見直

しを行い密にならない形で行います。また、医療・福祉の専門

職が管理運営を行い、グループ支援や参加者評価等を通して、

参加者の介護予防や自立支援を図ります。完全自主会場につい

ては新型コロナウイルス感染対策により、介護事業所等使用で

きない会場が多いため、身近な所で少人数実施できる体制を推

進していきます。地域包括支援センターの職員が立ち上げ・継

続支援を行うとともに、市内のリハビリテーション専門職が会

場を巡回し、助言・指導を行い、参加者の介護予防を図りま

す。 

介護予防の取り組みが多様化しているため、他の介護予防施

策と連動させながら介護予防を推進していきます。 

介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

さくら体操の会場数（か所） 50 52 55 

さくら体操の延参加者数（人） 6,076 6,300 6,600 

新規介護予防リーダー養成者数（人） ９ 10 15 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

11 

ボランティアセン

ターでの活動支援

の継続 

※他計画再掲 

社会福祉協議会に設置されているボランティアセンターに関

する情報提供、活動支援を行います。 
地域福祉課 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

12 

介護支援ボランテ

ィアポイント事業

の推進 

65 歳以上の元気な高齢者を対象にボランティア活動を通じ

て、自身の健康増進、介護予防及び社会参加活動を推進するた

めの介護支援ボランティアポイント事業について、より多くの

方に登録・活動してもらえるよう、受入れ事業所の増加、活動

内容の拡充を図るとともに、受入れ状況等について登録者への

周知も行います。 介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

有効登録者数（人） 248 255 270 

参加事業所数（か所） 35 38 45 
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【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

13 
介護職員宿舎借上

支援事業の継続 

介護職員等の人材確保及び定着の支援や、災害時における対

応力の強化のため、市内の地域密着型サービス事業所等に対し

て、介護職員の宿舎借り上げに要する費用の補助を行います。 
介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

対象戸数 ９ 11 12 

 

【重点取り組み事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

14 
介護分野への就労

支援の継続 

介護人材確保のため、ハローワークとの共催による就職面接

会の実施、介護職員初任者研修修了者に対して受講料の助成を

します。 

また、介護職員初任者研修を実施し、訪問介護職員等の介護

人材の確保に取り組みます。 介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

介護職員初任者研修受講料助成件数 ０ ３ ３ 

介護職員初任者研修受講者数（人） 10 12 15 

 

No 事業名 事業概要 担当課 

15 

介護サービス事業

者振興事業等の推

進 

介護事業所が運営基準を遵守しているか確認するため、指導

検査を行い、運営に関する助言等を行います。また、福祉サー

ビス第三者評価の受審の勧奨や、事業者連絡会及び市内介護支

援専門員へ研修費の補助を実施し、質の高いサービス提供への

支援を行います。  

介護福祉課 

 

【新規事業】 

No 事業名 事業概要 担当課 

16 
ケアマネジャーへ

の支援の実施 

ケアマネジャーへの支援については、①受給者が真に必要と

するサービスの確保を図るための資質の向上②事務量の削減③

支援体制の構築を中心に実施します。 

①はケアプラン点検やケアマネジメントに関する研修の実

施、②は指定申請等に関する電子化の推進、ＩＣＴの導入・活

用に関する情報の周知徹底等、③は処遇困難ケースへの助言、

高齢者虐待対応研修及び地域包括支援センターとの定例的な連

絡会を通じて支援を行います。 
介護福祉課 

成果指標 
実績 見込 

目標値 
令和４年度 令和５年度 

ケアプラン点検（件） 41 42 45 

ケアプランの質の向上に係る研修実施

回数（回） 
２ ２ ２ 
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第５章    介護保険事業の推進 

 

 

１ 介護保険事業の基本的な考え方 

（１）介護保険制度と地域包括ケアシステムの深化・推進 

介護保険制度は、平成12年４月からスタートし、増大するニーズに対応してきまし

た。第５期事業計画から、地域包括ケアシステムの構築が求められるようになり、第

７期事業計画では、介護保険制度の持続可能性を意識しつつ、地域包括ケアシステム

は深化・推進に局面が変わっています。第９期事業計画の国の基本指針に関しても、

地域包括ケアシステムの深化・推進が目標とされ、団塊の世代全てが75歳以上となる

令和７年（2025年）から、いわゆる団塊ジュニア世代が65歳以上となる令和22年

（2040年）を見据えた、サービス基盤の整備が求められています。介護保険制度の改

正を踏まえ、介護給付・予防給付及び地域支援事業のサービス量の中長期的な見込み、

本計画期間中の施設整備について設定します。 

 

（２）自立支援・介護予防・重度化防止と介護給付適正化 

高齢者が、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるように支

援し、要介護状態等となることの予防、要介護状態等の軽減、悪化の防止を図るため

の具体的な取り組みを行います。また、介護保険制度の持続性確保に向け、介護給付

の適正化に関する取り組みや介護保険制度を円滑に運営するための方策を行います。 

 

（３）日常生活圏域の設定 

第８期事業計画と同様に、北東地区、南西地区、南東地区、北西地区の４つの圏域

を日常生活圏域に設定します（第２章参照）。引き続き小地域ケア会議（第２層協議

体）におけるエリアとして位置付け、介護が必要になっても地域で住み続けられるよ

うに情報提供や相談体制、見守り支援の充実に努めていきます。  
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 ２ 介護保険事業の現状分析 

（１）給付分析 

① 要介護認定率 

要介護認定率１は、年々上昇傾向にあります。 

年齢構成の影響を除外した調整済み要介護認定率２は、令和２年度までは19％前後

で増減を繰り返していますが、令和３年度からは増加傾向にあります。 

調整済み要介護認定率を全国平均、東京都平均、都内の他市と比較すると軽度認定

率が高く、重度認定率は低くなっています。 

要介護認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和３、４年度は月報）（各年度３月末） 

調整済み要介護認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和３、４年度は月報）（各年度３月末）

及び総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 

1 要介護認定率：第 1 号被保険者の要介護・要支援認定者数を第１号被保険者数で除したもの 

2 調整済み要介護認定率：認定率の大小に大きな影響を及ぼす、第１号被保険者の年齢構成の影響を除外した認定率   
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資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（令和４年度３月末時点）及び総務省

「住民基本台帳人口・世帯数」 
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◆ 小金井市

● その他地域
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② サービス系列別受給率 

受給率３について、施設サービス及び居住系サービスの受給率は、近年ほぼ横ばいと

なっています。 

東京都平均、全国平均と比較すると、施設サービスは、全国平均では令和２年度以外

は下回っていますが、東京都平均は上回っています。居住系サービスは、東京都平均、

全国平均ともに上回っています。 

 

施設サービス受給率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和３、４年度は月報）（各年度３月末時点） 

3 受給率：各サービスの利用者数を第 1 号被保険者数で除したもの 
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居住系サービス受給率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和３、４年度は月報）（各年度３月末時点） 
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また、在宅サービス受給率は、微増で推移しています。 

東京都平均、全国平均と比較すると、平成29年度までは東京都平均を上回っており、

全国平均とは同じ受給率となっています。しかし、令和２年度以降は東京都平均、全

国平均のどちらも下回っています。 

受給率を都内の他市と比較すると、施設・居住系サービスの受給率が高くなってい

ます。 

 

在宅サービス受給率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和３、４年度は月報）（各年度３月末時点） 
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資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（令和４年度３月末時点） 

③ サービス系列別給付月額 

在宅サービスの割合は平成29年度から令和元年度にかけて減少していましたが、令

和２年度以降は増加しています。施設および居住系サービスの割合は令和元年度まで

概ね増加傾向にありましたが、令和２年度からは減少し続けています。 

在宅サービスに係る給付月額は、令和２年度からは増加し続けています。 

 

サービス系列別第１号被保険者１人あたり給付月額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和３、４年度は月報）（各年度３月末）  

▲ 全国

■ 東京都

◆ 小金井市

● その他地域
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資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（令和４年度３月末時点） 

④ まとめ 

調整済みの要介護認定率は、軽度（要支援１～要介護２）が高く、重度（要介護３

～５）で低い状況にあり、現状では要介護状態の重度化は防げていると考えられます。

今後もこの傾向を維持するためには、軽度の内から維持・改善を意識したケアプラン、

サービス提供を実施することが必要です。 

調整済みの要介護認定率で軽度が高いこともあり、給付月額は、在宅サービスでは、

全国平均・東京都平均を下回っている状況で、施設・居住系サービスは、全国平均、

東京都平均を上回っている状況です。 

今後もこの状況が続く場合、総給付費の増大を招く可能性もあり、今後の推移を注

視する必要があります。 

  

▲ 全国

■ 東京都

◆ 小金井市

● その他地域

（円） 

（円） 
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（２）自立支援・介護予防・重度化防止に関する取り組み及び 

目標設定に対する評価 

ア 介護予防体操「さくら体操」の参加促進 

【取り組み状況】 

管理会場では、参加者の適切な介護予防の場とするため、市内の通所介護事業所に管

理を委託し、リハビリテーション専門職が毎月定期的に会場を巡回し、介護予防に関する

講座を実施するほか、体力測定会を年1回実施しています。体力測定結果について参加

者一人一人と面談し、今後のアドバイスを行う等の支援を行っています。また、完全自主

会場は地域包括支援センター職員が継続支援、立ち上げ支援等を行っています。しかし、

新型コロナウイルス感染拡大により、管理会場の変更や完全自主会場で使用できない会

場があったこと等より、参加者数は目標未達成の状況です。 

【課題・対応策】 

新型コロナウイルス感染症の影響により、参加者数と会場数の減少が生じており、実施

方法を含めた対策の検討が必要です。 

完全自主会場においては、より身近な場所で少人数実施できるよう支援していきます。

また、介護予防の取り組みニーズは多様化しているため、他の施策と連動し介護予防を

推進していきます。 

 

イ 地域の居場所に対する支援の充実 

【取り組み状況】 

第２層生活支援コーディネーターを中心に、居場所の活動継続、新たな立ち上げに

向け２層協議体を開催し、支援を行っています。また、第２層生活支援コーディネー

ターが市内に積極的に出向き、市内179か所の居場所を把握し、活動の様子を広く周

知できるよう冊子を作成しています。 

リハビリテーション専門職が地域包括支援センターと連携し地域の居場所を巡回し、

介護予防に関する情報の普及啓発等を行っています。 

【課題・対応策】 

地域の居場所の担い手の高齢化等により、居場所の活動が停滞している居場所があ

るため、活動継続に向けた支援が必要です。 

居場所の担い手等の交流の機会等を提供し、居場所の継続支援を行うとともに、居

場所の情報をまとめた冊子を作成する等様々は方法で居場所の周知を行っていきます。 
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ウ リハビリテーションのサービス提供体制の構築 

【取り組み状況】 

訪問リハビリテーションの利用率は、2.4％と全国平均（2.0％）、東京都平均

（1.7％）と比較し高く、また通所リハビリテーションの利用率についても、6.2％と

全国平均（8.5％）よりは低いものの、東京都平均（4.7％）と比較し高く、市の介護

保険制度におけるリハビリテーション提供体制は比較的充実していると考えられます。 

サービス利用率の維持・向上を図るため、介護保険制度のパンフレットを作成して

いるほか、事業所一覧をホームページで掲載するなど、さらなる周知に努めています。 

また、事業所に対しては介護保険制度に関する研修をするとともに、必要に応じて

指導を実施しています。 

【課題・対応策】 

今後もリハビリテーションの提供体制の充実を図り、必要な方が必要な時にサービ

スを利用できるよう、制度周知や事業所への支援を継続していきます。 

 

（３）介護給付等に要する費用の適正化への取り組み及び目標設定に 

対する評価 

 

ア 要介護認定の適正化 

【取り組み状況】 

適切かつ公平な要介護認定の確保を図るため、要介護認定の変更申請または更新認

定に係る認定調査の内容について、点検を実施しています。また、認定調査員への研

修の実施及びeラーニングの受講を促進するとともに、審査会委員で構成する第１か

ら第４合議体の審査判定状況について審査会委員に情報共有し、要介護認定の平準化

へ向けた取り組みを進めています。 

【課題・対応策】 

要介護認定の平準化のため、今後も継続して調査票の点検、研修等を実施していく

必要があります。 

業務分析データ等を活用し、調査項目の選択率や審査判定の傾向・特徴を把握し、

その要因の分析を行い、認定調査員及び審査会委員との情報共有に努めるとともに、

今後も継続して調査票の点検、研修等を実施し、要介護認定の平準化を図ります。 
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イ ケアプラン点検 

【取り組み状況】 

利用者が真に必要とするサービスを確保することを目的に、市内の居宅介護支援事

業所等に対して年間40件程度のケアプラン点検を実施しています。実施に当たっては、

点検の効率化と事業所の負担軽減の観点から、事業所の実地指導を行う際にあわせて

実施しています。 

【課題・対応策】 

点検の対象とするケアプランについては、福祉用具貸与利用者、医療系サービス利

用者、サービス付き高齢者向け住宅入居者等を優先的に選定していますが、ケアプラ

ンの選定にあたって参考となり得る国民健康保険団体連合会提供の帳票を活用しきれ

ていないため、今後更なる活用を検討していきます。 

 

ウ 住宅改修・福祉用具給付の適正化 

【取り組み状況】 

住宅改修については、図面や見積書等の書面審査を全件実施するとともに、現地確

認を一部実施し、住宅改修の必要性について確認を実施しています。 

また、軽度者への福祉用具貸与について、自立支援の機会を阻害することがないよ

う、医師の所見やサービス担当者会議の記録を全件確認しています。なお、国民健康

保険団体連合会提供の帳票を活用し、保険者への報告漏れを発見した場合には事業所

へ指導を行っています。 

【課題・対応策】 

点検を実施する人員体制に限りがあるため、対応可能な範囲でより効率的・効果的

な実施方法を検討していきます。 

 

エ 縦覧点検・医療情報との突合 

【取り組み状況】 

介護保険内での重複請求等や、介護保険と医療保険の重複請求の審査について、国

民健康保険団体連合会へ審査を一部委託して連携しながら実施し、請求の整合性を確

認しています。審査において、疑義のある点については事業所へ照会・指導を行い、

適正な請求処理を進めています。 

【課題・対応策】 

点検する確認項目が多いため、効率的に実施するためには、効果が高いと見込まれ

る帳票を重点的に審査していく必要があります。 
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オ 介護給付費通知 

【取り組み状況】 

利用者の制度理解の促進や請求内容の再確認のため、事業者からの請求及び費用の

給付状況等を記載した通知を、対象地域を絞った上で毎年1,000件程度利用者へ発送

しています。 

【課題・対応策】 

被保険者からは、請求された費用の金額が適正かどうか判断することは難しいとの

意見もあるため、制度理解が進むよう、日ごろからの周知を進めていきます。 

 

カ その他事業給付実績の活用 

【取り組み状況】 

国民健康保険団体連合会で実施する審査支払いの結果から提供される帳票を確認し、

疑義のある請求について事業者に照会を行っています。これまで未使用だった帳票に

ついても、効果的と思われるものについて一部試行的に確認を実施しています。 

【課題・対応策】 

引き続き、東京都や国民健康保険団体連合会主催の研修会を受講して知識を得ると

ともに、他自治体の取り組み状況を参考とするなど、確認できる確認帳票を増やし、

事業者指導・支援につなげます。 
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 ３ 自立支援・介護予防・重度化防止に関する取り組み及び目標設定 

（１）重点的取り組み・個別目標 

高齢者が、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるように支

援することや、要介護状態等となることの予防、要介護状態等の軽減、悪化防止とい

った介護保険制度の理念を踏まえ、様々な取り組みを進めます。 

具体的・重点的な取り組み内容と個別目標は、次のとおりです。 

 

① さくら体操等介護予防の推進 

さくら体操の管理会場については、医療・福祉の専門職が管理運営を行い、グルー

プ支援や参加者評価等を通して、参加者の介護予防や自立支援を図ります。完全自主

会場については、身近な所で少人数実施できる体制を推進していきます。地域包括支

援センターの職員が立ち上げ・継続支援を行うとともに、市内のリハビリテーション

専門職が会場を巡回し、助言・指導を行い、参加者の介護予防を図ります。 

介護予防の取り組みが多様化しているため、他の介護予防施策（介護予防講座・シ

ニア運動教室等）と連動させながら介護予防を推進していきます。 

 

成果目標 
第８期実績 

第９期目標 
令和４年度実績 令和５年度見込 

さくら体操の会場数 

（か所） 50 52 
55 

 

さくら体操の延参加者数

（人） 6,076 6,300 6,600 

介護予防講座延参加者数

（人） ― 180 210 

 

② 地域の居場所に対する支援の推進 

生活支援コーディネーターを中心に、地域包括支援センターや社会福祉協議会など

の関係機関と連携し、また、認知症カフェについては認知症地域支援推進員と協力し

ながら、居場所の立ち上げや活動継続に対して支援します。 

立ち上げに対しては活用可能な場所や類似の居場所に関する情報提供等を、活動継

続に対しては市内の居場所の情報をまとめた冊子と圏域ごとに情報を地図に落とし込

んだマップを交互に作成するとともに、情報を市ホームページにも掲載し、高齢者や

関係者に周知を行うとともに居場所間の交流活動への活用を図ります。 

また、リハビリテーション専門職が地域包括支援センターと連携し地域の居場所を

巡回し、介護予防の普及啓発や健康相談等の支援を行います。 
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成果目標 
第８期実績 

第９期目標 
令和４年度実績 令和５年度見込 

市内の居場所の情報をまと

めた冊子への掲載居場所数

（か所） 
172 175 185 

リハビリテーション専門職

の巡回数（回） 72 80 96 

 

 

③ 短期集中予防サービス（通所型・訪問型）の実施 

介護認定要支援者等の軽度者に対し、リハビリテーション専門職が利用者の現状を

アセスメントし、３か月間短期集中のサービス（訪問型と通所型を合わせて提供）を

提供し、生活機能の維持・改善を目指します。サービス前後には自立支援型個別地域

ケア会議を開催し、多職種で利用者の自立支援に向け検討・提案を行います。 

 

④ リハビリテーションのサービス提供への支援等 

市の介護保険制度におけるリハビリテーションのサービス提供体制は一定程度充足

していると考えられますが、引き続き、サービス利用率の維持・向上を図るとともに、

必要な方が必要な時にサービスを利用できるよう、介護保険制度のパンフレットや市

ホームページ掲載などにより制度の周知を継続していきます。 

また、事業所に対して介護保険制度に関する研修や必要に応じての指導を実施する

ことにより、提供体制を支援していきます。 
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（２）評価指標 

以上の取り組みを踏まえ、高齢者が、その有する能力に応じて自立した日常生活を

営むことができるように支援することや、要介護状態等となることの予防、要介護状

態等の軽減、悪化防止の成果を検証します。 

 

① 社会参加の促進 

事業計画策定時におけるアンケート調査において、自宅以外の居場所の有無を捉え、

「居場所がある」とされた方の割合が高くなることで、自立支援・介護予防の成果と

します。 

 

成果目標 

第７期（実績） 

（第８期計画策定

調査） 

第８期（実績） 

（第９期計画策定

調査） 

第９期（目標） 

（第10期計画策定

調査） 

「居場所がある」の回

答者割合 43.4％ 35.5％ 45.0％ 

 

 

② 要介護度の維持・改善 

要支援１・２の方のうち、介護認定の更新の結果、前回の介護度よりも現状維持又

は改善が図られた方の割合の傾向を捉え、その数値を維持することで、介護予防・重

度化防止の成果とします。 

 

成果目標 
第７期（実績） 

（令和２年度） 

第８期（実績） 

（令和５年度） 

第９期（目標） 

（令和８年度） 

要支援１・２の維持・

改善割合 90.01％ 90.39％ 90％以上 

各10月１日現在 
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③ 健康寿命の延伸 

65歳の方が、何歳まで健康に生活できるかをあらわす「６５歳健康寿命（東京保健

所長会方式）」において、市の65歳健康寿命（要支援１以上の認定を受けるまでの平

均自立期間5で算出した場合）は、令和２年では、男性が82.15歳で東京都平均を0.75

歳上回り、多摩26市比較では６位でした。女性は83.02歳で東京都平均を0.09歳上回

り、多摩26市比較では13位となっています。 

今後さらに、介護を受けることなく、健康な生活を送る期間を延ばすことを目標と

し、自立支援・介護予防の成果とします。 

 

成果目標 
第７期（実績） 

（平成30年） 

第８期（実績） 

（令和２年度） 
第９期（目標） 

健康寿命（男性） 
81.85歳 

（９位） 

82.15歳 

（６位） 
延伸 

健康寿命（女性） 
82.73歳 

（17位） 

83.02歳 

（13位） 

 

 

（３）成果の検証 

上記の評価指標も踏まえながら、介護保険運営協議会において、毎年度、実施状況

の把握・評価について協議を行い、PDCAサイクルの確立を図り、次期事業計画に反映

していきます。 

また、これらの取り組みと目標についての自己評価結果等を東京都に報告するとと

もに、自己評価結果の公表に努めます。 

高齢者の心身の状況等の変化については、次期事業計画策定に関する各種調査や地

域包括ケア「見える化」システムでのデータ分析等により検証を行います。 
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 ４ 介護給付適正化に関する取り組み及び目標設定 

これまでも、介護保険制度の持続性確保に向けて、介護給付の適正化に努めてきま

したが、第９期事業計画においては、給付適正化主要３事業等を着実に実施します。

本事業を通じて、被保険者の適切なサービス利用につなげるとともに、介護サービス

事業所の支援・指導に活用していきます。 

 

（１）要介護認定の適正化 

【趣旨】 

要介護認定の変更認定又は更新認定に係る認定調査の内容について、市町村職員等

が訪問又は書面等の審査により点検することにより、適切かつ公平な要介護認定の確

保を図ります。 

【取り組みと目標】 

要介護認定の平準化へ向け、調査項目の選択率や審査判定の傾向・特徴を把握し、

その要因の分析を行い、適切かつ公平な要介護認定となるように努めます。また、今

後も継続して調査票の点検、研修の実施及びeラーニングシステムの周知を行い、要

介護認定の平準化を図ります。 

 

（２）ケアプラン等の点検 

【趣旨】 

介護支援専門員が作成したケアプランについて、市町村職員等の第三者がその内容

の点検・指導を行い、利用者の身体状況に合ったサービスとなっているかを確認しま

す。 

また、ケアプランに住宅改修や福祉用具の利用が含まれているものについては、そ

の種別に応じて図面や見積書、医師の所見等を確認するなど、適正なサービスとなっ

ているかを確認します。 

【取り組みと目標】 

点検するケアプランの選定にあたっては、国民健康保険団体連合会提供の帳票を活

用し、さらに効果的な点検が実施できるよう取り組んでいきます。 

成果目標 
第８期実績 

第９期目標 
令和４年度実績 令和５年度見込 

ケアプラン点検実施件数 41件 40件 45件 
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（３）医療情報との突合・縦覧点検 

【趣旨】 

介護保険と医療保険の重複請求や、介護保険内での重複請求等の審査を行い、請求

の整合性を確認します。審査において、疑義のある点については事業所へ照会・指導

を行い、適正な請求処理を進めます。 

【取り組みと目標】 

点検する確認項目が多く、効率的に実施するために国民健康保険団体連合会に点検

を一部委託し、市では効果が高いと見込まれる帳票を重点的に審査していきます。 

成果目標 
第８期実績 

第９期目標 
令和４年度実績 令和５年度見込 

医療情報との突合審査件数 96件 62件 70件 

縦覧点検審査件数 1,168件 868件 1,000件 

 

 

（４）その他事業 給付実績の活用等 

【趣旨】 

国民健康保険団体連合会で実施する審査支払いの結果から提供される帳票を確認し、

疑義のある請求について事業者に照会を行います。これまで未使用だった帳票につい

ても、効果的と思われるものについて順次確認範囲を広げていきます。 

また、利用者の制度理解の促進や請求内容の再確認のために、事業者からの請求及

び費用の給付状況等を記載した通知（給付費通知）を利用者へ発送します。 

【取り組みと目標】 

引き続き、東京都や国民健康保険団体連合会主催の研修会を受講して知識を

得るとともに、他自治体の取り組み状況を参考とするなど、確認できる帳票を増

やし、事業者指導・支援につなげます。 

また、給付費通知の取り組みについても、利用者が内容を理解できるよう、日

ごろからの制度周知を進めていきます。 
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 ５ サービス見込量の推計 

サービス見込量の推計にあたっては、国の地域包括ケア「見える化」システムに基

づき、これまでの検討結果を踏まえ、過去の実績や制度改正の影響を考慮し介護給

付・予防給付のサービス量及び地域支援事業のサービス量の推計を行いました。 

また、推計に当たっては、医療と介護の連携による居宅サービスの追加的需要の反

映、並びに介護離職ゼロのための追加的な見込みも勘案して推計を行いました。 

 

（１）介護予防サービス見込量 

※令和３年、４年度は、市決算に基づく実績値、令和５年度以降は、厚生労働省『地域

包括ケア「見える化」システム』による推計値 

① 介護予防サービス 

単位：各項目の（）内 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12 年度 令和 17年度 令和 22年度 

介護予防サービス           

 介護予防訪問入

浴介護 

給付費（千円） 101  0  0         

回数（回） 11  0  0         

介護予防訪問看

護 

給付費（千円） 34,470  45,208  45,127         

回数（回） 7,805  10,164  9,999         

介護予防訪問リハ

ビリテーション 

給付費（千円） 10,888  12,273  11,765         

回数（回） 3,808  4,275  4,040         

介護予防居宅療

養管理指導 

給付費（千円） 14,160  14,595  14,668         

人数（人） 1,114  1,240  1,189         

介護予防通所リハ

ビリテーション 

給付費（千円） 33,703 32,155  36,359         

人数（人） 1,036  991  1,004         

介護予防短期入

所生活介護 

給付費（千円） 647  846  1,125         

日数（日） 109  139  185         

介護予防短期入所

療養介護（老健） 

給付費（千円） 39  63  0         

日数（日） 4  8  0         

介護予防福祉用

具貸与 

給付費（千円） 38,160 42,680  43,151         

人数（人） 5,771  6,090  6,149         

特定介護予防福

祉用具購入費 

給付費（千円） 2,798  3,416  3,742         

人数（人） 98  112  117         

介護予防住宅改

修 

給付費（千円） 12,935  11,228  11,324         

人数（人） 128  127  129         

介護予防特定施設

入居者生活介護 

給付費（千円） 42,437 47,423  48,875         

人数（人） 560  638  627         

 

  

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 
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② 地域密着型介護予防サービス 

単位：各項目の（）内 

地域密着型介護予防サービス 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12 年度 令和 17年度 令和 22年度 

 介護予防認知

症対応型通所

介護 

給付費（千円） 0  0  0         

回数（回） 0  0  0     
    

介護予防小規

模多機能型居

宅介護 

給付費（千円） 2,562  1,449  2,044         

人数（人） 34  17  21     
    

介護予防認知

症対応型共同

生活介護 

給付費（千円） 0  0  0         

人数（人） 0  0  0     
    

 

③ 介護予防支援 

単位：各項目の（）内 

介護予防支援 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12 年度 令和 17年度 令和 22年度 

 
介護予防支援 

給付費（千円） 35,275  38,340  41,029         

人数（人） 7,113  7,726  8,103         

合計 給付費（千円） 228,170  249,669  259,209         

 

 

 

  

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 
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（２）介護サービス見込量 

① 居宅サービス 

単位：各項目の（）内 

居宅サービス 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12 年度 令和 17年度 令和 22年度 

 訪問介護 給付費（千円） 698,339  729,838  732,095         

回数（回） 213,327  222,856  224,497         

訪問入浴介護 給付費（千円） 44,253  45,925  48,658         

回数（回） 3,447  3,543  3,640         

訪問看護 給付費（千円） 311,859 363,208  377,720         

回数（回） 62,511  72,008  73,005         

訪問リハビリテ

ーション 

給付費（千円） 38,266  40,543  42,700         

回数（回） 13,243  14,006  14,942         

居宅療養管理指

導 

給付費（千円） 188,953  204,322  208,173         

人数（人） 13,727  14,539  14,567         

通所介護 給付費（千円） 493,732  516,109  523,053         

回数（回） 68,037  70,677  73,967         

通所リハビリテ

ーション 

給付費（千円） 188,014  188,245  202,930         

回数（回） 21,678  21,792  22,897         

短期入所生活介

護 

給付費（千円） 148,176  157,465  177,115         

日数（日） 16,208  16,805  19,309         

短期入所療養介

護（老健） 

給付費（千円） 36,569  35,878  40,043         

日数（日） 3,210  3,191  3,226         

福祉用具貸与 給付費（千円） 250,874  268,025  272,067         

人数（人） 16,988  18,061  18,429         

特定福祉用具購

入費 

給付費（千円） 10,316  11,090  10,840         

人数（人） 296  326  308         

住宅改修費 給付費（千円） 16,685  15,539  16,643         

人数（人） 198  168  182         

特定施設入居者

生活介護 

給付費（千円） 1,150,527  1,151,986  1,246,325         

人数（人） 5,776  5,722  6,197         

 

  

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 
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② 地域密着型サービス 

単位：各項目の（）内 

地域密着型介護予防サービス 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12 年度 令和 17年度 令和 22年度 

 定期巡回・随時対

応型訪問介護看護 

給付費（千円） 11,528  16,937  17,674         

人数（人） 108  114  119         

夜間対応型訪問

介護 

給付費（千円） 1,635  1,048  1,543         

人数（人） 49  42  39         

地域密着型通所

介護 

給付費（千円） 386,085 381,025  361,576         

回数（回） 46,738  46,524  42,540         

認知症対応型通

所介護 

給付費（千円） 132,910 124,310  133,647         

回数（回） 1,104  10,654  10,845         

小規模多機能型

居宅介護 

給付費（千円） 27,877  32,351  35,644         

人数（人） 171  187  189         

認知症対応型共

同生活介護 

給付費（千円） 270,770  264,943  312,621         

人数（人） 975  967  1,116         

地域密着型特定

施設入居者生活

介護 

給付費（千円） 0  0  0         

人数（人） 0  0  0     
    

地域密着型介護老

人福祉施設入所者

生活介護 

給付費（千円） 0  0  0         

人数（人） 0  0  0     
    

看護小規模多機

能型居宅介護 

給付費（千円） 54,913  62,549  63,682         

人数（人） 224  260  258         

 

③ 施設サービス 

単位：各項目の（）内 

施設サービス 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12 年度 令和 17年度 令和 22年度 

 介護老人福祉

施設 

給付費（千円） 1,445,496  1,397,560  1,617,582         

人数（人） 5,331  5,095  5,898         

介護老人保健 給付費（千円） 816,687  806,475  874,623         

人数（人） 2,833  2,781  2,924         

介護医療院 給付費（千円） 47,426  58,034  66,458         

人数（人） 122  148  167         

介護療養型医

療施設 

給付費（千円） 90,702  70,367  40,101         

人数（人） 267  210  119         

 

④ 居宅介護支援 

単位：各項目の（）内 

居宅介護支援 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度  令和 12 年度 令和 17年度 令和 22年度 

 居宅介護支

援 

給付費（千円） 370,967  389,562  398,015         

人数（人） 24,893  25,607  26,122         

合計 給付費（千円） 7,233,548  7,333,323  7,826,468         

 

  

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 

給付費の推計値については、介

護報酬等の改定を踏まえ計算し

ます。 
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 ６ 施設整備に関する推計と高齢者の住まいについて 

高齢者の住まいをいかに確保するかは、老齢期を含む生活の維持の観点に加え、地域

共生社会の実現の観点からも重要な課題となっています。 

市では、令和５年度に特別養護老人ホームを１か所整備したところですが、施設サービ

スの整備を検討するうえでは、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅、認知症

高齢者グループホーム等の整備状況も加味することや、必要に応じて住宅政策を所管す

る部局と連携しながら検討していく必要があり、今後は現状の施設等における空き状況

やニーズを把握していきながら、必要なサービスの整備を検討していきます。 

一方で、在宅サービスの充実を図る観点から、地域密着型サービスについて地理的配

置バランスを勘案した整備を検討しつつ、様々な介護ニーズ・医療ニーズの変化へ柔軟

に対応できるよう、定期巡回・随時対応型訪問介護看護や複合型サービスの整備も検討

していきます。 
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本計画期間中の施設整備計画 

サービス種別 
第８期 
現状値 

第９期計画値 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

広
域
型
施
設 

介 護 老 人 福 祉 施 設 
（特別養護老人ホーム） 

施設数 4 － － － 

定員 459 － － － 

介護老人保健施設 
施設数 2 － － － 

定員 197 － － － 

特定施設入居者生活介護 
（介護付き有料老人ホー
ム・サービス付き高齢者向
け住宅） 

施設数 10 － － － 

定員 353 － － － 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

定期巡回・随時対応型訪問  

介護看護 
施設数 0 1 － － 

夜間対応型訪問介護 施設数 0 － － － 

認知症対応型通所介護 
施設数 4 － － － 

定員 60 － － － 

 

南東圏域（定員） 0 － － － 

北東圏域（定員） 36 － － － 

北西圏域（定員） 0 － － － 

南西圏域（定員） 24 － － － 

小規模多機能型居宅介護 
施設数 2 － － － 

定員 42 － － － 

 

南東圏域（定員） 24 － － － 

北東圏域（定員） 0 － － － 

北西圏域（定員） 18 － － － 

南西圏域（定員） 0 － － － 

認知症対応型共同生活介護 
施設数 7 1 － － 

定員 102 18 － － 

 

南東圏域（定員） 36 － － － 

北東圏域（定員） 9 18 － － 

北西圏域（定員） 51 － － － 

南西圏域（定員） 6 － － － 

地域密着型老人福祉施設 
入所者生活介護 

施設数 0 － － － 

定員 0 － － － 

地域密着型特定施設入居者 
生活介護 

施設数 0 － － － 

定員 0 － － － 

看護小規模多機能型居宅 
介護 

施設数 1 － － － 

定員 29 － － － 

 

南東圏域（定員） 0 － － － 

北東圏域（定員） 0 － － － 

北西圏域（定員） 29 － － － 

南西圏域（定員） 0 － － － 

住宅型有料老人ホーム 
施設数 1 － － － 

定員 25 － － － 

サービス付き高齢者向け住宅 
施設数 1 1 － － 

定員 23 62 － － 
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 ７ 地域支援事業の推計 

地域支援事業については、要支援者や総合事業対象者に介護予防や生活支援サービ

スなどを提供する「介護予防・日常生活支援総合事業」、認知症への支援や地域包括

支援センターの運営などを実施する「包括的支援事業」、上記に含まれない様々な支

援や事業を行う「任意事業」の３つに大別され、被保険者の介護予防や生活支援を実

施しています。 

これまで、介護予防・日常生活支援総合事業に関しては、訪問型サービスや通所型

サービスを中心に行ってきましたが、今後さらに介護予防を進めていく必要があるた

め、さくら体操をはじめ地域の多様な介護予防に資する資源等も活用し取り組みを推

進していきます。 
（単位：千円） 

区分 
第８期実績（見込） 第９期推計 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

介護予防・日常生活 
支援総合事業 

268,419 288,144 280,297    

包括的支援事業 141,690 143,051 167,017    

任意事業 3,964 5,305 6,459    

地域支援事業 合計 414,073 436,500 453,773    

 

区分 

令和 
12 年度 
推計 

令和 
17 年度 
推計 

令和 
22 年度 
推計 

介護予防・日常生活 
支援総合事業 

   

包括的支援事業    

任意事業    

地域支援事業 合計    

 

  

地域支援費の推計値について

は、介護報酬等の改定を踏まえ

計算します。 
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（１）介護予防・日常生活支援総合事業（訪問型・通所型サービス） 

訪問型サービスは、令和４年度には事業費が84,156千円、人数が597人となってい

ます。 

通所型サービスは、令和４年度には事業費が151,788千円、人数が733人となってい

ます。通所型サービス・訪問型サービスともに、令和８年度までは事業費、人数とも

に増加し続け、減少に転じた後、再び増加し続ける見込みです。 

 

訪問型サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通所型サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

81,192 84,156 

558 597 

0

100
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500

600

700

800

900

1,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和12年度 令和17年度 令和22年度

（人）（千円）

事業費（千円） 人数

138,695 
151,788 

660 
733 

0

200

400

600

800

1,000

0

40,000

80,000

120,000

160,000

200,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和12年度 令和17年度 令和22年度

（人）（千円）

事業費（千円） 人数

地域支援費の推計値については、介護報酬等の改定を

踏まえ計算します。 

地域支援費の推計値については、介護報酬等の改定を

踏まえ計算します。 
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 ８ 第１号被保険者の介護保険料 

（１）介護保険料設定の考え方 

介護保険料の設定に当たっては、第９期事業計画期間中のサービス見込量と第１号

被保険者数に応じたものになります。 

 

（２）財源構成 

第９期事業計画期間の第１号被保険者負担割合は、第８期事業計画期間と同様の

23％で設定されます。 

第９期事業計画の財源構成 

【施設等分】          【その他分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護予防・日常生活支援総合事業】    【左記以外】 

 

 

 

 

 

 

 

 
※第１被保険者は６５歳以上の方  
※第２号被保険者は４０歳以上６５歳未満の方 

（３）介護報酬の改定 

令和６年度からの介護報酬改定を考慮の上、保険料を設定します。 

 

  

東京都

17.5%

国

20.0%

市

12.5%

第２号被保険者

27.0%

第１号被保険者

23.0%

東京都

12.5%

国

25.0%

市

12.5%

第２号被保険者

27.0%

第１号被保険者

23.0%
東京都

19.25%

国

38.50%

市

19.25%

第１号被保険者

23.0%

東京都

12.5%

国

25.0%

市

12.5%

第２号被保険者

27.0%

第１号被保険者

23.0%
保
険
給
付
費 

地
域
支
援
事
業
費 

（調整交付金５％を含む） 

（調整交付金５％を含む） 
（調整交付金５％を含む） 

※現時点では、改定の影響は考慮されていません。 
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（４）市町村特別給付等 

市町村特別給付はいわゆる上乗せ・横出しにあたる事業ですが、保険料が上昇する

ことから、市町村特別給付は見込まないこととします。 

 

（５）介護給付費準備基金の活用 

介護給付費準備基金は、介護保険給付費の財源として計画期間中及び計画期間をま

たいで過不足を調整するための基金です。第８期事業計画終了時の基金残高は、約２

億４千万円と見込んでおり、第９期事業計画期間中に一定精算することが望ましいこ

とから、基金を取り崩し保険料上昇の抑制を図ります。 

 

（６）保険料算定の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 高齢者人口（第１号被保険者数）の推計 

高齢者人口 

令和６年度●●,●●●人 令和７年度●●,●●●人 令和８年度●●,●●●人 

② 要介護・要支援認定者数を推計 

要介護・要支援認定者数 

令和６年度●,●●●人 令和７年度●,●●●人 令和８年度●,●●●人 

③ 介護保険給付に必要な費用の合計（総事業費）を推計 

標準給付費見込額＝総給付費＋その他費用 

総事業費＝標準給付費見込額＋地域支援事業費 

総事業費 

令和６年度●●億円 令和７年度●●億円 令和８年度●●億円 

④ ３年間の総事業費の合計の第 1 号被保険者負担分（23％）から、準備基金取

崩額等を引いた費用に対して、保険料収納率を勘案して弾力化した第 1号被保

険者（３ 年間）の合計人数で除算し、介護保険料基準額を算出 

 

・介護給付費の増加に伴い、第９期保険料基準額は●●●●円と見込まれましたが、準備

基金（約●億●千万円）を取り崩し、介護保険料基準額の上昇抑制を図ります。 

 第８期保険料基準額 ５，６００円 ⇒ 第９期保険料基準額 ●,●●●円 

介護保険料 

基準額 

３年間の 

総事業費 

第 1号被保険者 

負担分（％） 
準備基金 

取崩額等 

保険料  

収納率（％） 

弾力化第１号 

被保険者延人数 

（３年間） 

÷12 ÷ ÷ － × ＝ 

※介護報酬改定等の影響を現時点で見込んでいないため、介護保険料は更新され

る見込みです。 
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（７）保険料の段階設定 

第９期事業計画においても、保険料を多段階に設定し、低所得者への配慮を行いま

す。 

 

第９期所得段階別保険料 

所得段階 対象となる方 
保険料

率 

月額 

（円） 

年額

（円） 

第１段階 

世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金
を受給している方及び生活保護受給者  
世帯全員が市民税非課税で、前年の合計
所得金額と課税年金収入金額の合計額が
80 万円以下の方 

基準額× 

0.30 
  

第２段階 

世帯全員が市民税非課税で、前年の合計
所得金額と課税年金収入金額の合計額が
80 万円を超えて 120 万円以下の方 

基準額× 

0.40   

第３段階 
世帯全員が市民税非課税で、第１段階ま
たは第２段階に該当しない方 

基準額× 

0.70 
  

第４段階 

世帯の誰かに市民税が課税されている
が、本人は市民税非課税の方のうち、前
年の合計所得金額と課税年金収入金額の
合計額が 80 万円以下の方 

基準額× 

0.875 
  

第５段階 

（基準額） 

世帯の誰かに市民税が課税されている
が、本人は市民税非課税の方で、第４段
階に該当しない方 

基準額× 

1.00   

第６段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 120 万円未満の方 

基準額× 

1.175 
  

第７段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 120 万円以上 210 万円未満の方 

基準額× 

1.275 
  

第８段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 210 万円以上 320 万円未満の方 

基準額× 

1.45 
  

第９段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 320 万円以上 350 万円未満の方 

基準額× 

1.50 
  

第 10 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 350 万円以上 500 万円未満の方 

基準額× 

1.60 
  

第 11 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 500 万円以上 750 万円未満の方 

基準額× 

1.75 
  

第 12 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 750 万円以上 1,000 万円未満の方 

基準額× 

2.00 
  

第 13 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 1,000 万円以上 1,500 万円未満の方 

基準額× 

2.15 
  

第 14 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 1,500 万円以上 2,000 万円未満の方 

基準額× 

2.30 
  

第 15 段階 
本人が市民税課税で前年の合計所得金額
が 2,000 万円以上の方 

基準額× 

2.45 
  

  ※国の標準段階の多段階化、保険料率の見直しにより、本表は更新さ

れる見込みです。 
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（８）今後の展望 

高齢者人口の増加に伴う要介護・要支援認定者の増加により、給付費は今後も増加

することが予想されます。第９期事業計画策定時点で保険料基準額は、令和12年度は

●●●●円、令和17年度は●●●●円、令和22年度は●●●●円、令和27年度は●●

●●円、令和32年度は●●●●円と推計されています。 

そのため、第９期事業計画において計画している施策を推進し、今後の保険料基準

額の上昇を抑えることを目指します。 
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 ９ 介護保険制度を円滑に運営するための方策 

（１）介護事業者の指導 

市では、介護サービス利用者が適切なサービスを受けられるように、介護サービス

事業者に対して、運営基準の遵守やサービスの安全性の確認等を指導します。特に、

地域密着型サービスや居宅介護支援事業所の指定更新時には実地指導を行い、サービ

スの質の確保を図ります。  

確認や指導を行う際は運営基準と照らし合わせて行いますが、特に制度改正のあっ

た項目について重点的に確認するとともに、事業所として課題となっている部分を把

握します。 

 

（２）介護保険利用支援の充実 

利用者が円滑に介護サービスを利用できるよう介護保険パンフレットの配布や介護

保険サービス利用Ｑ＆Ａの作成、ホームページの充実等を行い、介護保険制度の理解

を深めるための情報提供を行うとともに、総合的な相談窓口である地域包括支援セン

ターの更なる周知に努めます。 

 

（３）保険料・利用料の負担軽減に向けた配慮 

①  保険料での配慮 

（ア）多段階化の推進  

第８期の保険料段階については、国標準は９段階ですが、市では本人・世帯の

課税状況等に応じて15段階に設定しています。第９期も引き続き、それぞれの被

保険者の負担能力に応じたきめ細かい保険料負担段階を設定します。 

 

（イ）介護保険料の減免制度 

災害により住居等に損害を受けた場合、生計中心者の収入が急激に減少した場

合、生計困難な場合等に介護保険料の減免を行います。 

 

（ウ）介護保険料の軽減制度  

世帯非課税（第１段階から第３段階まで）については、公費による負担軽減の

仕組みを引き続き実施します。 

 

 

※今後示される国の方針をふまえ、更新が見込まれます。 
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② 利用料での配慮 

（ア）介護保険訪問介護等利用者負担助成  

訪問介護等の利用者（住民税非課税世帯の方）に対して、市独自の取り組みと

して自己負担額の一部を助成し、負担を軽減します。 

 

（イ）特定入所者介護（介護予防）サービス費の支給 

低所得の利用者が、施設サービスや短期入所サービスを利用した際に負担する

食費・居住費の金額が過大とならないよう、負担限度額を設け、その限度額と基

準費用額の上限との差額を特定入所者介護 （介護予防）サービス費として支給し

ます。  

 

（ウ）高額介護（介護予防）サービス費等の支給 

介護保険サービス利用料の自己負担分が１か月の利用者負担額が規定の限度額

を超えた場合には、超えた分について高額介護（介護予防）サービス費等として

支給し、自己負担額の軽減を図ります。 

 

（エ）高額医療合算介護（介護予防）サービス費等の支給 

医療保険制度に加入している世帯に介護保険サービスの利用者で、医療・介護

保険の自己負担額を合算した年間の合計額が年間の限度額を超えた場合には、超

えた分について高額医療合算介護（介護予防）サービス費等として支給し、自己

負担額の軽減を図ります。 

 

（オ）生計困難者に対する利用料の負担軽減制度 

一定の要件によって生計が困難であると認められた方に対して、介護保険サー

ビス提供事業者（本制度により軽減を行うことを届け出ている事業者のみ）のサ

ービスを利用する場合の自己負担額を軽減します。 

 

（４）介護人材の確保・育成及び介護現場の生産性の向上 

介護ニーズに的確に対応し、サービスを安定的に供給するとともに、質の高いサー

ビスを提供するため、介護人材の確保・育成に取り組みます。引き続き、市デイサー

ビス認定サブスタッフの養成講座等を通じて、高齢者を支える担い手を養成し、人材

確保・育成を図ります。  

また、介護職員初任者研修の実施や介護職員初任者研修を受講し修了した方の受講

料等の一部を助成することにより、人材の育成を図ります。 

ケアプラン点検やケアマネジメントに関する研修の実施によるケアマネジャーの質
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の向上の取り組み、介護現場の業務の効率化にも引き続き取り組んでいきます。 

そのほか、国（ハローワーク）と連携し、介護人材募集の周知に努めるとともに、

東京都と連携し、介護職員等の育成に関する講座等や介護人材確保に関する事業及び

介護現場の効率化や介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取り組み

等の周知を図ることで、介護人材の確保及び生産性の向上を図ります。 

 

（５）適切な事業所指定 

各介護保険サービスの事業所の充足状況を勘案しながら、適切に地域密着型サービ

スの指定を行うとともに、東京都が指定を行うサービスについても、必要に応じ意見

を提出していきます。 

 

（６）保険者機能強化推進交付金等の活用 

平成30年度に、自治体への財政的インセンティブである保険者機能強化推進交付金

が創設され、市町村や都道府県の様々な取り組みの達成状況を毎年度ごとに評価でき

るよう客観的な指標が設定されました。また、令和２年度には、高齢者の自立支援・

重度化防止等に関する取り組みを推進するため、新たに介護保険保険者努力支援交付

金が創設されました。市の状況を勘案しながら交付金を活用し、自立支援・重度化防

止等に関する取り組みの更なる推進を図ります。 

 

（７）要介護認定の簡素化 

国の制度改正により、申請から認定までの期間短縮、保険者及び認定審査会委員の

負担軽減を目的として、認定審査会の簡素化を実施しています。引き続き適用するこ

とにより、今後の高齢者人口の増に伴う第１号被保険者からの申請件数の増加に対応

し、要介護認定の適正化の推進を図ります。 

 

（８）文書の削減 

少子高齢化が進展し、介護分野の人的制約が強まる中、専門人材が利用者のケアに

集中し、ケアの質を確保するためには、介護現場の業務効率化が必要で、その一環と

して文書に係る負担軽減が求められています。市では、介護事業所の指定申請関係の

文書の簡略化や、介護事業所の実地指導に際し提出する文書の簡略化等を行い、介護

事業所の文書作成に係る負担の削減を行います。  
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第６章    計画の推進 

 

 

１ 計画の推進体制 

介護保険・高齢者保健福祉事業は、保健・医療・福祉にとどまらず、地域づくり、

防災、公共交通など広範囲にわたって関連しており、その理念を具体化して、施策を

効果的かつ効率的、計画的に推進していくためには、関係者、関係機関が緊密に連携

して取り組むことが必要です。 

関係者、関係機関として、特に市民、行政、地域の各種団体、介護事業者、医療機

関、教育機関等が連携することが重要であり、それぞれの立場、役割を明確にして協

働する必要があります。 

 

（１）介護保険運営協議会の開催 

介護保険運営協議会は、公募市民、事業者、関係機関、学識経験者等から構成され

ています。運営協議会の活動を通して計画の推進状況を毎年度、検討・確認します。 

また、地域包括支援センターの運営全般、関係団体との調整、内容の評価を行う地

域包括支援センターの運営に関する専門委員会や地域密着型サービスの運営に関する

専門委員会等を開催しています。 

 

（２）医師会等の関係機関との連携 

計画の推進に当たっては、関係機関との緊密な連携をもとに推進していきますが、

特に医師会や歯科医師会、薬剤師会等の関係機関と連携し、協力を得ることがますま

す重要になっており、引き続き情報の共有を図ります。 

 

（３）広域的な連携と国・東京都への働きかけ 

計画の推進に当たっては、法・制度の見直しや新規事業者の指定、介護人材の確

保・育成等について、必要に応じて東京都と連携して対応するとともに、国や東京都

に対して要望していきます。 
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２ 計画の評価方法 

市では、地域包括ケア「見える化」システムや、各種調査の結果を活用し、自立支

援・介護予防・重度化防止に関する取り組みと目標の進捗状況を検証します。また、

本計画で掲げている施策の事業評価等を行い、改善を行うPDCAサイクルを確立します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

業務の実施が計画に 

沿っているかどうかを 

確認する 

従来の実績や将来の予測 

などを基にして業務計画 

を作成する 

実施が計画に沿って 

いない部分を調べて 

改善する 

計画に沿って業務を行う 

策定 

Action 
改善 

Plan 

Do Check 
実施 評価 
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健康増進計画（第３次） 

  

高齢者福祉計画 
健康増進計画（第３次） 
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第１章    計画策定の背景と目的 

 

 

１  計画策定の背景  

（１）国の主な動き 
 

【健康日本 21（第三次）】 

国では、すべての国民が健やかで心豊かに生活できる活力ある社会の実現

をめざし、平成 25 年度に「健康日本 21（第二次）」を施行し、「健康寿命の延

伸と健康格差の縮小」「生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底」「社会全

体として相互に支え合いながら健康を守る環境の整備」など５つの基本的方

向性を新たに盛り込み、10 年間の健康づくりに関する取り組みを推進してい

ます。令和３年８月には、関連する他の計画と計画期間を一致させるため、

「健康日本21（第二次）」の計画期間を１年延長し、令和５年度末までの11年

間とし、令和４年 10 月に健康日本 21（第二次）の最終評価を行いました。ま

た、令和元年度には「健康寿命延伸プラン」を策定し、健康無関心層へのア

プローチの強化及び地域間・保険者間の格差の解消に向けた取り組みを推進

しています。 

令和５年５月に令和６年度から令和 17年度の 12年間を計画期間とする次な

る国民健康づくり運動である「21 世紀における第三次国民健康づくり運動

（健康日本 21（第三次））」を推進するため、基本方針を公表し、厚生労働大

臣名で告示されました。 

「健康日本 21（第三次）」は、人生 100 年時代を迎え、社会が多様化する中

で、各⼈の健康課題も多様化しており、「誰一人取り残さない健康づくり」を

推進するとともに、健康寿命は着実に延伸してきましたが、⼀部の指標が悪

化しているなど、さらに⽣活習慣の改善を含め、個⼈の⾏動と健康状態の改

善を促す必要があるため「より実効性をもつ取組の推進」に重点を置いてい

ます。 

「全ての国民が健やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の実現」とい

うビジョン実現のため、基本的な方向を①健康寿命の延伸・健康格差の縮小、

②個人の行動と健康状態の改善、③社会環境の質の向上、④ライフコースア

プローチを踏まえた健康づくりの４つとしています。  
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平成 12年の健康日本 21開始以来、基本的な法制度の整備や仕組みの構築、

自治体、保険者、企業、教育機関、民間団体など多様な主体による予防・健

康づくり、データヘルス・ＩＣＴの利活用、社会環境整備、ナッジ・インセ

ンティブといった、当初はなかった新しい要素の取り込みがあり、こうした

諸活動の成果により、健康寿命（健康上の問題で日常生活が制限されること

なく生活できる期間）は着実に延伸してきたと評価されています。 

 

【健康日本 21（第三次）の概念図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）都の主な動き 
 

【東京都健康推進プラン 21（第三次）（令和６年３月策定予定）】 

東京都は、平成 13 年 10 月に「東京都健康推進プラン 21」を策定し、都民

の健康な長寿の実現を目指し、予防重視の生活習慣病対策や、健康づくり機

運の醸成などに取り組んできました。 

平成 25 年３月には、「東京都健康推進プラン 21（第二次）」を策定し、どこ

に住んでいても生涯にわたり健やかで心豊かに暮らせる社会を目指し、総合

目標として「健康寿命の延伸」と「健康格差の縮小」を掲げ、これらを達成

するために、生活習慣病の発症予防や生活習慣の改善を進めています。 

  



291 

 

 

国において、「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針

（平成 24 年厚生労働省告示第 430 号）」が改正され、健康日本 21（第二次）

の計画期間が１年間延長となったことから、東京都においても、関連計画と

調和の取れた指標設定及び施策展開を行うため、東京都健康推進プラン 21

（第二次）の計画期間を１年延長し、「平成 25年度から令和５年度まで」とし

ました。 

令和６年度から令和 17 年度を計画期間とする東京都健康推進プラン 21（第

三次）においては、第二次の最終評価も踏まえ、総合目標として「健康寿命

の延伸」と「健康格差の縮小」を掲げ、個人の行動と健康状態の改善、社会

環境の質の向上、ライフコースアプローチを踏まえた健康づくりの３つの領

域で取り組みを推進することとされています（東京都健康推進プラン 21（第

三次）は、令和６年３月策定予定です。）。 

 

 

２  計画策定の目的  
 

本市では、健康増進法に基づく「健康増進計画（第２次）」を平成 30年３月

に策定し、市民の主体的な健康づくりを地域社会全体で取り組めるよう推進

してきました。 

計画期間中には、新型コロナウイルス感染症が世界的に大流行し、感染拡

大の影響により、外出自粛が求められるなど市民の日常生活が大きく変化し、

活動量の低下や、感染への恐れから受診控えなどがあり、心身の健康に影響

をもたらしました。 

このような中、令和５年度に、現行の「健康増進計画（第２次）」が最終年

度を迎えることから、これまでの取り組みの実績や目標に対する最終評価、

計画策定に先立って実施されたアンケート調査の結果などを踏まえ、また、

国や都の計画を踏まえながら、市民一人ひとりが生涯を通じて質の高い生活

を送ることができるよう、今後更なる生活習慣病予防と健康づくりの推進を

目指した「健康増進計画（第３次）」を策定いたします。 
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３  計画の位置づけ  
 

本計画は、健康増進法第８条第２項に基づく「市町村健康増進計画」であ

り、健康の増進の総合的な推進に向けた取り組みの方向性を定めるものです。 

また、本計画は、「第５次基本構想・前期基本計画」に基づく個別計画であ

り、健康増進に関する計画です。 

「第３期小金井市保健福祉総合計画」に包含された「地域福祉計画」、「障

害者計画・第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画」、「第９期介護保

険・高齢者保健福祉総合事業計画」のほか、「第４次小金井市食育推進計画」、

「第２次自殺対策計画」、「のびゆくこどもプラン（第２期小金井市子ども・

子育て支援事業計画）」「第３期小金井市国民健康保険データヘルス計画」等、

関連分野計画等と連携する計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

  

 
 

 

 

第３期小金井市保健福祉総合計画 

健康増進計画（第３次） 

【 国 】 

・健康日本 21（第三次） 

・第４次食育推進基本計画 
整合 

・東京都健康推進プラン 21 

（第三次） 

 

整合・連携 

整合・連携 

・地域福祉計画 

・障害者計画・第７期障害福祉計画・第３期障害

児福祉計画 

・第９期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画 

【 東京都 】 

・第４次小金井市食育推進計画 

・第２次自殺対策計画 

・のびゆくこどもプラン（第２期小金井市子ども・

子育て支援事業計画） 

・第３期小金井市国民健康保険データヘルス計画 

第５次基本構想・前期基本計画 
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４  計画の期間  
 

本計画は、令和６年度から令和 11 年度までの６年間を計画期間とします。

また、今後の社会情勢の変化に応じ、適宜見直しを行います。 

 
 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 

国 健康日本 21  

  

    

東
京
都 

健康推進 

プラン 21 

 

  

    

小
金
井
市 

健康増進

計画 
 

  

    

 

  

健康増進計画（第３次） 

次期計画 

２１ 

健康日本 21（第三次）（～令和 17 年度） 

 ２１ 

東京都健康推進プラン２１（第三次）（～令和 17 年度） 

２１ 
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第２章    市の現状と課題  

 

１  統計資料からみた市の現状  

（１）平均寿命と健康寿命 
 

① 平均寿命※ 

平均寿命は、男性に比べ女性で伸びています。また、東京都と比較すると、

女性で平均寿命が大きく延伸しています。 

【図表 平均寿命の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「市区町村別平均寿命」 

※ 平均寿命：０歳の人が今後何年生きられるか（０歳の人の平均余命）の平均値 
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② 65 歳健康寿命※ 

65 歳健康寿命（要支援１以上）を見ると、令和３年では小金井市の男性が

82.24 歳、女性が 83.13 歳となっています。東京都と比べると、男性は毎年高

く推移していますが、女性は平成 29年からほぼ同じ水準で推移しています。 

【図表 65 歳健康寿命（要支援１以上）の推移における東京都との比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：「都内各区市町村の 65歳健康寿命」 

 

※ 65 歳健康寿命：65 歳の人が、健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間 
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82.67 82.74

82.81 
82.93 
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（２）主要疾患別死亡の状況 
 

主要疾患別死亡数では、「がんなどの悪性新生物」が最も高く、死亡率にお

いても最も高くなっています。主要疾患別死亡数の推移は、「脳血管疾患」は

平成 28年度に比べ令和２年度は増加しています。 

 

【図表 主要疾患別死亡数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「北多摩南部医療圏保健医療福祉データ集」（令和４年版） 

 

 

【図表 主要疾患別死亡率の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「北多摩南部医療圏保健医療福祉データ集」（令和４年版）  
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（３）健康診査等の実施状況 
 

特定健康診査・後期高齢者医療健康診査受診者は、新型コロナウイルス感

染症が拡大した令和２年度に減少しましたが、令和３年度は増加しています。 

フォロー健診受診者のうち、「40 歳以上の小金井市国民健康保険加入者」の

受診者はこの数年、減少傾向にあり、「後期高齢者医療保険加入者」と「40 歳

以上の上記以外の医療保険加入及び集団健診受診者」の受診者においても、

新型コロナウイルス感染症が拡大した令和２年度に減少しましたが、令和３

年度以降増加しています。 

また、集団健康診査の受診状況は、平成 29 年度に比べ令和４年度は減少し

ています。 

 

【図表 特定健康診査・後期高齢者医療健康診査、フォロー健康診査の受診状況】 

（単位：人） 

 平成 29

年度 

平成 30

年度 

令和元年

度 

令和２

年度 

令和３

年度 

令和４ 

年度 

特定健康診査・後期高齢者医療健

康診査受診者 16,342 16,226 15,887 14,640 15,398 15,076 

フ
ォ
ロ
ー
健
診
受
診
者 

40歳以上の小金井市国民健

康保険加入者 
8,612 8,406 8,029 7,234 7,754 7,427 

後期高齢者医療保険加入者 7,366 7,506 7,466 7,154 7,362 7,405 

40歳以上の上記以外の医療

保険加入及び集団健診受診

者 

893 844 826 752 765 772 

資料：「小金井市の保健衛生」（令和４年度、５年度） 

「特定健診・特定保健指導実施結果法定報告」（平成 29 年度～令和４年度） 

              

【図表 集団健康診査の受診状況】 

（単位：人） 

 平成 29

年度 

平成 30

年度 

令和元年

度 

令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

35 歳から 39 歳までの者 42 21 10 23 26 25 

医療保険未加入者等 133 113 114 117 140 121 

16 歳から 39 歳の障がい者 49 50 52 47 44 33 

資料：「小金井市の保健衛生」（令和４年度、５年度） 
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（４）各種がん検診の実施状況 
 

各種がん検診の受診率をみると、「胃がん検診」「肺がん検診」「大腸がん検

診」「乳がん検診」は、平成 29 年度以降、減少傾向にあります。「子宮頸がん

検診」は、平成２９年度以降維持しています。 

【図表 各種がん検診受診率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「小金井市の保健衛生」（令和４年度、５年度） 

（５）歯科健診の実施状況 
 

成人歯科健康診査の受診者数は、令和３年度に減少しましたが、令和４年

度では増加しています。また、一般歯科健康診査（妊婦）の受診者数におい

ても、令和元年度に減少しましたが、令和２年度以降増加しています。 

【図表 歯科健康診査（成人歯科健康診査）の受診者数および 80 歳で自分の歯が「20 本以上」ある人の割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「小金井市の保健衛生」（令和４年度、５年度） 

1,986 1,968 1,768
2,206

1,829
2,073

70.4
78.9

71.9
78.2

83.3 82.0

0

20

40

60

80

100

0

1,000

2,000

3,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

(％)(人)

成人歯科健康診査 80歳で自分の歯が「20本以上」ある人の割合

4.2 3.9 3.4
2.5 2.6

2.0
3.1 3.0 2.8 2.1

1.9
1.5

18.5

16.8 16.3

14.3 14.7 13.0

15.6
16.4

15.8 15.7
15.9 15.5

18.8 18.5
17.8 17.6

17.0
16.3

3.1 4.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

(％)

胃がん検診(Ｘ線検査) 肺がん検診

大腸がん検診 子宮頸がん検診

乳がん検診 胃がん検診(内視鏡検査)（令和３年度から）

胃がん検診(Ｘ線検査) 肺がん検診

大腸がん検診 子宮頸がん検診

乳がん検診 胃がん検診(内視鏡検査)（令和３年度から）胃がん検診(Ｘ線検査) 肺がん検診

大腸がん検診 子宮頸がん検診

乳がん検診 胃がん検診(内視鏡検査)（令和３年度から）

胃がん検診(Ｘ線検査) 肺がん検診

大腸がん検診 子宮頸がん検診

乳がん検診 胃がん検診(内視鏡検査)（令和３年度から）

胃がん検診(Ｘ線検査) 肺がん検診

大腸がん検診 子宮頸がん検診

乳がん検診 胃がん検診(内視鏡検査)（令和３年度から）

胃がん検診(Ｘ線検査) 肺がん検診
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乳がん検診 胃がん検診(内視鏡検査)（令和３年度から）
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【図表 歯科健康診査（一般歯科健康診査（妊婦））の受診者数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「小金井市の保健衛生」（令和４年度、５年度） 

（６）健康づくりフォローアップ教室・健康教育の実施状況 
 

① 健康づくりフォローアップ指導 

生活習慣病を予防するため、保健・栄養・運動・歯科などの講義及び実技

指導を実施し、ライフステージに応じた生活習慣及び行動の定着と健康づく

りの促進を目的に実施してきましたが、令和２年度以降、新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響で、教室の中止、または定員制限による実施のため、参

加者数が大幅に減少しました。 

【図表 集団健康教育の参加人数（実人数）】 

（単位：人） 

健康づくりフォローアップ

指導 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

糖尿病予防教室 42 52 39 14 19 19 

糖尿病予防教室（復習会） 24 20 20 中止 中止 17 

骨粗しょう症予防教室 44 27 27 中止 16 12 

いきいき健康教室 35 35 35 15 13 18 

血管若返り教室 17 20 20 8 中止 10 

親子健康教室 33 18 18 中止 中止 9 

体組成測定でボディメイク

教室（旧女性、メタボ、20

代含む） 

56 41 41 15 18 16 

合計 251 213 192 52 66 101 

資料：「小金井市の保健衛生」（令和４年度、５年度） 
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（単位：人） 

栄養集団指導 
平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

栄養講習会 68 83 78 17 39 40 

資料：「小金井市の保健衛生」（令和４年度、５年度） 

 

 

② 健康講演会 

健康講演会の参加人数をみると、医科に関する分野は、新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響により中止、または定員制限による実施のため、令和２

年度以降、参加人数が落ち込みましたが、令和４年度では増加しています。 

歯科に関する分野は、令和２年度に増加しましたが、令和３年度以降減少

しました。 

 

【図表 健康講演会（医科）の参加人数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「小金井市の保健衛生」（令和４年度、５年度） 

【図表 健康講演会（歯科）の参加人数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「小金井市の保健衛生」（令和４年度、５年度）  
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③ 健康相談 

健康相談の実施状況をみると、実施回数の見直しにより、令和元年度で減

少しています。栄養個別相談は、令和２年度から令和３年度にかけて増加し

ましたが、その後減少しました。 

 

【図表 健康相談の実施状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「小金井市の保健衛生」（令和４年度、５年度） 
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２  アンケート調査の結果  
 
 

健康増進計画を策定する際の基礎資料とすることを目的に、アンケート調

査を実施しました。 

 

調査対象 無作為に抽出した 18歳以上の市民 2,000 人 

調査期間 令和４年 12 月 14 日～令和５年１月 10日 

調査方法 郵送配付・郵送回収及びインターネット回答 

配布数・回収数 配布数：2000 通  回収数：728 通（回収率：36.4％） 

※ 掲載している表・グラフの構成比は、小数点２位以下を四捨五入しているため、合計しても

100％にならないことがあります。 

 

（１） 健診（検診）・生活習慣病予防等について 
 

① 自分の健康に関心があるか 

自分の健康に関心があるかについて、「関心がある」と「どちらかといえば

関心がある」を合わせた“関心がある”の割合は 94.7％と高くなっています。 

 

【図 自分の健康に関心があるか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

関心がある

61.5%

どちらかといえ

ば関心がある

33.2%

どちらかといえ

ば関心がない

3.4%

関心がない

0.4%
無回答

1.4%
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② 各種健診（検診）の受診状況について 

健康に対し関心は高いものの、胃がん検診、肺がん検診、大腸がん検診、

骨粗しょう症検診を「受診していない」の割合が高くなっています。 

【図 各種健診（検診）の受診状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 『人間ドッグ』と『その他のがん検診』は、「市の健診（検診）を受診した」という選択肢は

ありません。 

   

21.3

3.8

3.8

9.3

12.1

9.7

2.6

10.2

57.4

23.1

22.9

13.3

21.0

39.2

35.2

6.9

13.5

42.6

14.6

53.0

53.4

60.0

50.5

33.0

39.2

65.7

64.6

31.9

6.7

23.9

19.8

22.8

19.1

15.7

15.9

27.5

19.2

15.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健康診査

（健康診断）

人間ドック※

胃がん検診

肺がん検診

大腸がん検診

子宮がん検診

（女性のみ）

乳がん検診

(女性のみ）

その他の

がん検診※

骨粗しょう症

検診（女性

のみ）

歯科健診

市の健診（検診）を受診した 他の機関で受診した

受診していない 無回答

○○率
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③ 健康診査、人間ドックを受けていない理由 

健康診査、人間ドックを受けていない理由として、「費用負担があるから」

の割合が高くなっています。一方で、各種健診（検診）の費用を自分で支払

うことについては、「自分で支払う費用が発生するのはやむを得ない」の割合

が高いことから、健診を受診している市民と、健診を受けていない市民とで、

健診等の費用負担の考えに違いがあることもうかがえます。 

【図 健康診査、人間ドックを受けていない理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 各種健診（検診）の費用を自分で支払うことに対する考え方】 

 

 

 

 

 

  

％

受ける時間がないから

受ける場所が分からないから

悪いところが見つかるのが怖いから

健康だから必要がないと思っているから

ふだん医師に診てもらっているから

心配なときは医療機関を受診できるから

費用負担があるから

コロナ等の感染症が怖いから

その他

特に理由はない

無回答

17.1

7.5

1.9

10.4

14.0

16.4

24.8

4.3

5.8

12.3

23.1

9.6

3.8

2.6

8.0

9.6

13.9

－

－

9.4

10.4

47.3

0 20 40 60

令和４年度

（回答者数 = 415）

平成28年度

（回答者数 = 425）

％

当然である

自分で支払う費用が発生するのはやむを得
ない

無料で実施すべきである

無回答

10.6

69.0

16.3

4.1

7.2

69.6

20.8

2.4

0 20 40 60 80

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）
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④ 毎日の生活のなかで実践していること 

毎日の生活のなかで実践していることとしては、「マスクの着用や手洗い、

三密（密集・密接・密閉）を避けるなど感染症対策をしている」の割合が

80.2％と最も高くなっています。また、「野菜を食べるようにしている」、「栄

養バランスを意識した食事をとるようにしている」などの食生活について気

を付けている市民が多いことがうかがえます。 

【図 毎日の生活のなかで実践していること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 728 ％

栄養バランスを意識した食事をとるようにしている

野菜を食べるようにしている

寝る前は食べないようにしている

短い距離は歩いたり、エスカレーターやエレベーター
の代わりに階段を使ったりするようにしている
散歩やウォーキング、体操などの
軽い運動をしている

睡眠時間を十分とるようにしている

気分転換などをしてストレスをため込み過ぎない
ようにしている

休肝日を設けるなど過度な飲酒を控えている

喫煙しない、または禁煙している

歯磨きのときに、歯ブラシのほか、週に１回以上、
デンタルフロスや歯間ブラシ等を使用している
マスクの着用や手洗い、三密（密集・密接・密閉）
を避けるなど感染症対策をしている

その他

特に何もしていない

無回答

54.5

64.4

38.3

44.2

48.6

43.3

42.9

23.2

46.0

46.7

80.2

2.6

1.2

1.2

0 20 40 60 80 100
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⑤ 新型コロナウイルス感染症による、こころとからだの健康に影響の有無 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、こころとからだの健康に影響が

あった市民の割合は 44.6％となっており、新型コロナウイルス感染症による

影響の内容としては「運動など体を動かす機会が減った」、「ストレスを感じ

ることが増えた」、「地域の人との交流が減った」など、様々なところで影響

がでていることがうかがえます。 

 

【図 新型コロナウイルス感染症により、こころとからだの健康に影響の有無】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

はい

44.6%

いいえ

53.8%

無回答

1.5%
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【図 新型コロナウイルス感染症による影響の内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 325 ％

食事のバランスが悪くなった

食事のバランスが良くなった

運動など体を動かす機会が減った

意識的に体を動かすようになった

体重が増えた

体重が減った

睡眠時間や睡眠の質が低下した

生活リズムが改善した

飲酒量が増えた

飲酒を控えた

たばこの本数が増えた

たばこを控えた

ストレスを感じることが増えた

体調を気遣うようになり、健康的になった

地域の人との交流が減った

孤独や孤立を感じることが増えた

健診・検診（がん検診等）を受けなくなっ
た

その他

無回答

4.3

7.1

46.5

15.4

31.4

6.5

14.5

6.5

8.3

7.7

0.9

1.2

41.8

12.6

34.2

15.7

5.2

6.2

0.6

0 20 40 60
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（２） 栄養・食生活について 
 

① 食生活に関して普段意識していること 

普段、意識していることとして、「野菜をなるべく食べるようにしている」

の割合が最も高く 76.4％となっており、多くの人が普段から食生活を意識し

ています。 

 

【図 食生活に関して普段意識していること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

野菜をなるべく食べるようにしている

魚をなるべく食べるようにしている

大豆製品をなるべく食べるようにしている

塩分をなるべくひかえるようにしている

脂質をなるべくひかえるようにしている

糖分をなるべくひかえるようにしている

腹八分目を心がけている

よく噛んで食べるようにしている

その他

特にない

無回答

76.4

37.8

44.4

35.7

24.7

24.7

29.0

21.6

1.5

6.5

3.6

78.2

37.8

40.1

43.6

28.7

28.1

29.8

26.5

4.6

7.4

1.2

0 20 40 60 80 100

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）
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（３） 運動について 
 

① １日に 30分以上、身体を動かすことを週２回以上行っているか 

１日に 30 分以上、身体を動かすことを週２回以上「行っている」の割合は

58.9％となっています。年代別にみると、特に、６５歳～７９歳で「行って

いる」の割合が高くなっています。 

 

【図 １日に 30分以上、身体を動かすことを週２回以上行っているか】 

 

 

 

 

 

 

【表 １日に 30分以上、身体を動かすことを週２回以上行っているか（年代別）】 

単位：％ 

区分 

行
っ
て
い
る 

行
っ
て
い
な
い 

無
回
答 

全  体 58.9 38.0 3.0 

18～19歳 75.0 25.0 - 

20～24歳 54.5 45.5 - 

25～29歳 47.1 52.9 - 

30～34歳 37.3 60.8 2.0 

35～39歳 32.8 62.1 5.2 

40～44歳 49.3 50.7 - 

45～49歳 51.5 48.5 - 

50～54歳 55.8 40.3 3.9 

55～59歳 61.3 34.7 4.0 

60～64歳 59.2 36.7 4.1 

65～69歳 78.9 15.8 5.3 

70～74歳 85.4 12.5 2.1 

75～79歳 75.6 15.6 8.9 

80歳以上 74.6 23.9 1.5 

  

％

行っている

行っていない

無回答

58.9

38.0

3.0

53.6

45.2

1.2

0 20 40 60 80

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）
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② 身体を動かしていない理由 

身体を動かしていない理由について、「運動する時間がない」の割合が高く

なっています。日常生活の中で、気軽に体を動かすこと（階段を使うなど）

を周知していくことが重要です。 

 

【図 身体を動かしていない理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 休養・睡眠・こころの健康について 
 

① 睡眠で休養が十分とれているか 

睡眠で休養が十分とれているかについて、「十分とれている」と「まあまあ

とれている」を合わせた“とれている”の割合は 76.6％、「あまりとれていな

い」と「まったくとれていない」を合わせた“とれていない”の割合は

21.8％となっています。 

 

【図 睡眠で休養が十分とれているか】 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

運動する時間がない

運動する場所がない

一緒にする仲間がいない

お金がかかる

運動が嫌いだ

健康や身体上の理由で運動できない

必要を感じない

その他

特に理由はない

無回答

56.7

15.2

9.4

10.1

16.6

4.0

5.8

7.2

11.2

1.4

46.1

13.5

8.7

12.9

13.5

8.7

7.8

9.6

17.1

0.6

0 20 40 60 80

令和４年度

（回答者数 = 277）

平成28年度

（回答者数 = 334）

％

十分とれている

まあまあとれている

あまりとれていない

まったくとれていない

無回答

21.8

54.8

19.5

2.3

1.5

23.1

50.9

22.3

1.5

2.2

0 20 40 60

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）
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② 睡眠の質について 

睡眠の質について、この１か月間に「特にない」と回答した市民は、約４

人に１人の 26.1％なっており、４人に３人は、睡眠に対して、何らかの問題

を抱えていることがうかがえます。 

 

【図 睡眠の質について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ この１か月間のストレスの有無について 

この１か月間のストレスの有無について、「大いにある」と「多少ある」を

合わせた“ある”の割合が 58.0％となっています。年代別にみると、特に４

０歳～４４歳で“ある”の割合が７割を超えており、他の年代よりも高くな

っています。 

 

【図 この１か月間のストレスの有無について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 728 ％

寝付き（布団に入ってから眠るまでに要する時間）
に、時間がかかった

夜間、睡眠途中に目が覚めて困った

起きようとする時刻よりも早く目が覚め、それ以上
眠れなかった

睡眠時間が足りなかった

睡眠全体の質に満足できなかった

日中、眠気を感じた

特にない

無回答

15.9

24.9

16.1

22.4

24.6

38.9

26.1

2.2

0 10 20 30 40 50

％

大いにある

多少ある

あまりない

まったくない

無回答

15.8

42.2

31.9

8.7

1.5

14.5

42.2

31.8

9.2

2.3

0 10 20 30 40 50

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）
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【表 この１か月間のストレスの有無について（年代別）】 

単位：％ 

区分 

大
い
に
あ
る 

多
少
あ
る 

あ
ま
り
な
い 

ま
っ
た
く
な
い 

無
回
答 

全  体 15.8 42.2 31.9 8.7 1.5 

18～19歳 - 25.0 75.0 - - 

20～24歳 31.8 36.4 18.2 13.6 - 

25～29歳 23.5 35.3 32.4 8.8 - 

30～34歳 25.5 43.1 25.5 5.9 - 

35～39歳 15.5 50.0 27.6 6.9 - 

40～44歳 20.3 50.7 26.1 2.9 - 

45～49歳 20.6 44.1 26.5 8.8 - 

50～54歳 26.0 42.9 26.0 5.2 - 

55～59歳 13.3 48.0 33.3 5.3 - 

60～64歳 8.2 42.9 44.9 2.0 2.0 

65～69歳 14.0 35.1 36.8 10.5 3.5 

70～74歳 8.3 43.8 31.3 10.4 6.3 

75～79歳 4.4 40.0 42.2 11.1 2.2 

80歳以上 3.0 31.3 38.8 23.9 3.0 
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④ ストレスの対処方法について 

ストレスの対処方法について、ほとんどの人が何らかの対処方法を持って

いますが、若干数ではあるが、「特にない」と回答した人もいます。 

 

【図 ストレスの対処方法について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

積極的に問題の解決にとりくむ

体を動かす

リラクゼーションやマッサージなどに行く

趣味（映画、旅行など）を楽しむ

テレビを見たり、音楽を聴く

家族や友人に悩みを聞いてもらう

カウンセラー等の専門家に相談する

解決をあきらめて放棄する

我慢して耐える

楽観的に考えようとする

お金を使うことで解消する

酒を飲む

たばこを吸う

食べる

眠る

自然に親しむ

その他

特にない

無回答

15.9

33.2

11.3

37.5

45.5

30.4

1.5

5.9

13.0

27.3

11.8

20.2

4.1

28.3

30.1

22.3

1.9

4.5

1.4

17.6

26.8

12.0

30.6

37.3

33.3

－

5.3

16.8

34.9

8.4

17.1

3.9

23.5

23.8

－

4.3

6.8

3.1

0 20 40 60

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）
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⑤ こころの健康を保つために必要だと思う機関やしくみについて 

こころの健康を保つために必要だと思う機関やしくみについて、「いつでも

相談できる窓口（電話・インターネットなど）」の割合が高くなっています。 

 

【図 こころの健康を保つために必要だと思う機関やしくみについて】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 飲酒・喫煙について 
 

① 適正飲酒量の認知度 

適正飲酒量の認知度について、「知らない」の割合が 73.3％と高くなってい

ます。 

 

【図 適正飲酒量の認知度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 国は、適正飲酒量について、「生活習慣病のリスクを高める飲酒量」を、１日あたりの純アル

コール摂取量が男性 40g（清酒換算で２合）以上、女性 20g（清酒換算で１合）以上と示してい

ます。  

％

いつでも相談できる窓口（電話・インター
ネットなど）

同じ悩みを持つ人と話せる場所や機会の提
供

こころの健康についての講座の開催

ゲートキーパー養成講座の開催

専門家につないでくれる体制の整備

市の広報誌やホームページによる情報提供

その他

特にない

無回答

38.0

28.2

8.9

4.4

21.8

10.3

2.7

29.1

2.9

39.0

26.4

10.0

4.6

24.6

10.7

3.5

29.2

3.5

0 10 20 30 40 50

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）

知っている

22.9%

知らない

73.3%

無回答

3.8%
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② たばこを現在、吸っている人 

たばこを現在、吸っている人の割合は 8.1％となっています。また、「10 年

～30年未満」と「30年以上」を合わせた 10年以上たばこを吸っている人の割

合 が 86.2％となっています。 

 

【図 たばこを現在、吸っている人】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 たばこを吸っている年数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

吸っている

吸っているがやめようと思っている

以前吸っていたがやめた

吸っていない

無回答

8.1

0.6

15.4

74.6

1.4

8.1

0.4

12.8

75.9

2.8

0 20 40 60 80 100

令和４年度

（回答者数 = 720）

平成28年度

（回答者数 = 719）

回答者数 = 58 ％

５年未満

５～１０年未満

１０～３０年未満

３０年以上

無回答

3.4

6.9

32.8

53.4

3.4

0 20 40 60
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③ 喫煙が健康に与える影響について 

喫煙が健康に与える影響について、「がん」「妊娠への影響」「気管支炎」

「ぜんそく」などを知っている人の割合が高くなっているものの、「胃潰瘍」

「糖尿病」「歯周病」などを知っている人の割合は低くなっています。 

 

【図 喫煙が健康に与える影響について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 平成 28 年度調査では、「気管支炎」「胃潰瘍」の選択肢に誤りがあったため集計できませんで

した。 

 

  

％

がん

虚血性心疾患

脳卒中

ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）

ぜんそく

気管支炎

胃潰瘍

糖尿病

歯周病

妊娠への影響

その他

知らない

無回答

89.6

32.6

43.4

42.6

55.4

61.4

12.0

9.6

28.4

62.2

0.5

1.4

1.6

88.5

33.0

48.3

34.2

60.9

－

－

12.0

24.9

70.6

2.2

2.6

2.3

0 20 40 60 80 100

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）
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④ 受動喫煙が健康に影響を与えることを知っている人 

受動喫煙が健康に影響を与えることを知っている人の割合は 96.2％と高く

なっていますが、この１年間で受動喫煙を経験した人の割合は 51.6％と高く

なっており、経験した場所としては、「路上等」「飲食店（レストラン・喫茶

店・居酒屋等）」などの割合が高くなっています。 

 

【図 受動喫煙が健康に影響を与えることを知っている人】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 この１年間で受動喫煙を経験した人】 

 

 

 

 

 

  

％

知っている

知らない

無回答

96.2

2.2

1.6

93.6

2.8

3.5

0 20 40 60 80 100

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）

回答者数 = 728 ％

経験した

経験しなかった

無回答

51.6

46.3

2.1

0 20 40 60
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【図 この１年間で受動喫煙を経験した人】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 歯と口腔の健康について 
 

① 歯周病予防をしている人 

歯周病予防をしている人は、63.0％、していない人は 34.1％となっていま

す。 

 

【図 歯周病予防をしている人】 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

はい

いいえ

無回答

63.0

34.1

2.9

60.4

34.2

5.4

0 20 40 60 80

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）

回答者数 = 376 ％

飲食店（レストラン・喫茶店・居酒屋等）

商業施設（デパート・ショッピングモール・スー
パー・コンビニ・小売店等）

宿泊施設（ホテル・旅館等）

娯楽施設（パチンコ店・ゲームセンター・カラオケ
店等）

駅・空港

保育所・幼稚園・学校

官公庁

病院

職場

公園

路上等

自宅

その他

無回答

44.1

8.8

3.2

4.0

5.1

0.3

0.3

0.5

9.6

8.8

64.9

13.0

8.0

0.8

0 20 40 60 80
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【表 歯周病予防をしている人（男女別）】 

 

単位：％ 

区分 

は
い 

い
い
え 

無
回
答 

全  体 63.0 34.1 2.9 

男性 53.0 44.7 2.3 

女性 71.0 25.9 3.1 

そのほか - 100.0 - 

 

 

② 歯や歯ぐきの健康のために行っていること 

歯や歯ぐきの健康のために行っていることは、「歯間ブラシや糸ようじを使

う」、「食後は歯を磨く」の割合が５割以上と高くなっており、また「定期的

に歯科健診を受ける」の割合も 48.2％となっています。 

 

【図 歯や歯ぐきの健康のために行っていること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

定期的に歯科健診を受ける

食後は歯を磨く

１日３回以上歯みがきをする（食後に限ら
ない）

歯石をとってもらう

歯間ブラシや糸ようじを使う

歯が痛んだらすぐ受診する

その他

特にしていない

無回答

48.2

54.4

18.5

40.2

55.2

40.4

2.1

8.7

1.1

47.1

52.9

－

45.1

48.2

48.4

2.3

5.1

1.4

0 20 40 60 80

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）
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（７） 医療体制について 
 

① 「かかりつけ医」「かかりつけ歯科医」「かかりつけ薬剤師」を決めている人 

「かかりつけ医」「かかりつけ歯科医」を決めている人の割合は５割以上と

なっていますが、「かかりつけ薬剤師」を決めている人は１割と少なく、また

「特に決めていない」人は約３割となっています。 

 

【図 「かかりつけ医」「かかりつけ歯科医」「かかりつけ薬剤師」を決めている人】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）地域活動について 
 

① 隣近所の人との付き合いの程度 

隣近所の人との付き合いの程度は、「たまに挨拶や立ち話等をする程度であ

る」、「ほとんど付き合いはない」の割合が高く、近所付き合いの希薄化がう

かがえます。 

 

【図 隣近所の人との付き合いの程度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

かかりつけ医

かかりつけ歯科医

かかりつけ薬剤師

特に決めていない

無回答

52.7

51.6

10.4

27.7

1.6

60.1

55.5

22.2

24.6

1.1

0 20 40 60 80

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）

％

多くの人と親しく付き合っている

特定の人とは親しくしている

相談できる人がいる

たまに挨拶や立ち話等をする程度である

ほとんど付き合いはない

無回答

3.6

16.8

1.1

44.1

32.3

2.2

8.4

18.8

－

45.2

27.3

0.3

0 20 40 60
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② 地域や住人による活動の参加状況と参加する条件 

地域や住人による活動についても、「参加したことがない」の割合が約６割

となっています。地域や住民による活動に参加する条件として、「気軽に参加

できる」「身近なところで活動できる」の割合が高くなっています。 

 

【図 地域や住人による活動の参加状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 地域や住民による活動に参加する条件】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

現在、継続的に参加している

たまに、参加することがある

参加したことはあるが、現在はほとんどし
ていない

参加したことはない

参加することができない

無回答

8.7

11.5

18.1

57.4

3.2

1.1

9.1

16.6

18.7

50.5

3.7

1.5

0 20 40 60 80

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）

％

活動情報の提供がある

友人等と一緒に参加できる

身近なところで活動できる

活動時間や曜日を選べる

気軽に参加できる

適切な指導者やリーダーがいる

特技や知識が活かせる

身体的な負担が少ない

経済的な負担が少ない

自分の知識や経験を豊かにできる

その他

特にない

無回答

26.4

13.2

35.2

33.7

55.4

17.9

10.4

19.2

27.5

15.8

3.2

19.9

2.1

25.2

12.4

34.6

30.2

44.1

17.2

11.5

18.9

28.4

15.3

3.7

20.8

8.4

0 20 40 60 80

令和４年度

（回答者数 = 728）

平成28年度

（回答者数 = 739）
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③ 健康に関する情報の入手方法 

健康に関する情報の入手方法について、「テレビ」の割合が 71.2％と最も高

く、次いで「インターネット（ＳＮＳを除く）」「家族・友人・知人からの情

報」「新聞」などの割合も高くなっており、様々な媒体を活用した情報発信が

重要であることがうかがえます。 

 

【図 健康に関する情報の入手方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 728 ％

テレビ

ラジオ

新聞

インターネット（ＳＮＳを除く）

ＳＮＳ（ツイッター、フェイスブック、
ユーチューブ、ライン等）

市のホームページ

市の広報紙

健康関連の本

雑誌の特集記事

健康に関する講演会や研修

病院等の医療機関

薬局（薬剤師）

保健所・保健センター等の公的な相談機関

職場

ＮＰＯや患者会などの民間団体

駅などの看板や広告

家族・友人・知人からの情報

その他

特にない

無回答

71.2

11.4

34.5

54.7

31.9

8.7

28.4

15.5

15.1

2.9

22.5

8.7

1.4

18.4

0.7

3.7

37.2

1.4

1.4

1.1

0 20 40 60 80
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④ 市の保健医療対策で充実していくべきこと 

市の保健医療対策で充実していくべきこととして、「健康診査や各種検診」

の割合が最も高く、続いて「がん検診」、「休日診療・休日歯科診療・休日薬

局（夜間含む）」「災害時の医療体制整備」の割合が高くなっています。 

 

【図 市の保健医療対策で充実していくべきこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 728 ％

健康診査や各種検診

がん検診

がん教育

生活習慣病対策（運動・栄養）の取り組み

働き盛りの方に対する健康への支援

口腔内の健康対策

こころの健康相談等

休日診療・休日歯科診療・休日薬局（夜間
含む）

小児の救急医療体制

災害時の医療体制整備

喫煙・受動喫煙への対策

結核等の感染症予防対策

その他

特にない

無回答

53.0

43.3

6.7

24.2

19.2

15.1

21.6

32.3

24.5

29.8

10.4

2.6

2.9

8.1

6.2

0 20 40 60
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３  現計画の評価  
 

前計画に定められた令和５年度において達成すべき数値目標について、全

２２事業を以下のとおり評価しました。 

 

評価 

基準 
評価内容 事業数 

Ａ ほぼ目標を達成した １ 4.5％ 

Ｂ 目標をある程度達成したが、今後の改善検討を要する ４ 18.2％ 

Ｃ 
目標を達成したとはいえず、現状について大きな課題があ

る 
16 72.7％ 

－ 評価が困難である １ 4.5％ 

計 22 － 

※ 掲載している表・グラフの構成比は、小数点２位以下を四捨五入しているため、合計しても

100％にならないことがあります。 

 

 

（１）がん検診の推進 
 

指標 対象 平成 28 年度 

目標 

令和５ 

年度 

現状 

令和４ 

年度 

評価 

がん検診 

受診率 

（健康課） 

胃がん検診Ｘ線 40 歳以上 4.7％※1 50.0％以上※２ 2.0％ Ｃ 

胃がん検診内視鏡 50 歳以上   4.0％ － 

肺がん検診 40 歳以上 3.2％ 50.0％以上※２ 1.5% Ｃ 

大腸がん検診 40 歳以上 17.5％ 50.0％以上※２ 13.0% Ｃ 

子宮頸がん検診 
20 歳以上の

女性 
14.2％ 50.0％以上※２ 15.5% Ｃ 

乳がん検診 
40 歳以上の

女性 
17.1％ 50.0％以上※２ 16.3% Ｃ 

※１ 国の「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」に基づき、40 歳以上の受診

率としました。 

※２ 国の「がん対策推進基本計画（第３期）」（平成 29 年 10 月）の目標値と同じ値としました。 
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（２）糖尿病・メタボリックシンドローム対策の推進 
 

指標 対象 平成 28 年度 

目標 

令和５ 

年度 

現状 

令和４ 

年度 

評価 

特定健康診査の受診者の割合  

（資料：保険年金課） 

40～74 歳の

市国民健康

保険加入者 

55.1％ 
60.0％※ 

国指針 
51.5％ Ｃ 

特定健康診査後の保健指導実

施率（資料：保険年金課） 

40～74 歳の

市国民健康

保険加入者 

15.8％ 
60.0％※ 

国指針 
15.9％ Ｃ 

※ 厚生労働省「特定健康診査等実施計画作成の手引き」の目標値と同じ値としました。 

 

（３）栄養・食生活支援 
 

指標 対象 平成 28 年度 

目標 

令和５ 

年度 

現状 

令和４ 

年度 

評価 

朝食を食べる人の割合（資

料：平成 28 年度アンケート

調査） 

18 歳以上の

男性 
67.9％ 

100％※に 

近づける 

61.0％ Ｃ 

18 歳以上の

女性 
78.5％ 71.1％ Ｃ 

栄養のバランスを考えている

人の割合（主食と主菜と副菜

を揃える等）（資料：平成 28

年度アンケート調査） 

18 歳以上の

男性 
37.2％ 

増やす ※

（60.0％以上） 

36.3％ Ｃ 

18 歳以上の

女性 
61.8％ 56.1％ Ｃ 

※ 「第３次小金井市食育推進計画」の「取組の指標」に基づき設定しました。 

 

（４）身体活動・運動支援 
 

指標 対象 平成 28 年度 

目標 

令和５ 

年度 

現状 

令和４ 

年度 

評価 

日頃なんらかの運動をしてい

る人の割合 

（資料：平成 28 年度アンケ

ート調査） 

18 歳以上の

男性 
56.7％ 

65.0％以上※ 

61.3％ Ｂ 

18 歳以上の

女性 
50.8％ 57.0％ Ｂ 

※ 「小金井市スポーツ推進計画」の「小金井市民のスポーツ実施率（成人で週１～２回以上ス

ポーツを実施した 割合）」の目標（平成 32 年度）65.0％を参考に設定しました。 
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（５）休養・こころの健康づくり 
 

指標 対象 平成 28 年度 

目標 

令和５ 

年度 

現状 

令和４ 

年度 

評価 

睡眠での休養が十分とれてい

る人の割合 

（資料：平成 28 年度アンケ

ート調査） 

18 歳以上の

男性 
26.4％ 30.0％ 22.3％ Ｃ 

18 歳以上の

女性 
21.7％ 25.0％ 21.5％ Ｃ 

 

（６）飲酒対策・禁煙の推進 
 

指標 対象 平成 28 年度 

目標 

令和５ 

年度 

現状 

令和４ 

年度 

評価 

お酒を毎日飲む（休肝日のな

い）人の割合 

（資料：平成 28 年度アンケ

ート調査） 

20 歳以上の

市民 
22.8％ 15.0％ 15.1％ Ｂ 

たばこを吸っている人の割合  

（資料：平成 28 年度アンケ

ート調査） 

20 歳以上の

市民 
15.3％ 

12.0％※ 

国指針 
8.1％ Ａ 

※ 厚生労働省「健康日本 21（第二次）」の平成 34 年度目標値と同じ値としました 

 

（７）歯と口腔の健康づくり 
 

指標 対象 平成 28 年度 

目標 

令和５ 

年度 

現状 

令和４ 

年度 

評価 

自分の歯が「20 本以上」あ

る人の割合 

（資料：成人歯科健診受診者

の結果） 

80 歳の市民 77.3％ 85.0％ 82.0％ Ｂ 

かかりつけ歯科医がいる人の

割合  

（資料：平成 28 年度アンケ

ート調査） 

18 歳以上の

市民 
55.5％ 60.0％ 51.6％ Ｃ 

 

  



327 

 

（８）医療体制の充実 
 

指標 対象 平成 28 年度 

目標 

令和５ 

年度 

現状 

令和４ 

年度 

評価 

かかりつけ医がいる人の割合  

（資料：平成 28 年度アンケ

ート調査） 

20 歳以上の

市民 
60.1％ 65.0％ 52.7％ Ｃ 

 

（９）健康づくり環境の充実 
 

指標 対象 平成 28 年度 

目標 

令和５ 

年度 

現状 

令和４ 

年度 

評価 

スポーツ教室・スポーツ大会

の参加者数 

（資料：小金井しあわせプラ

ン（第４次基本構想・後期基

本計画）） 

全市民 

15,440 人 

（平成 27 年） 

（実数） 

21,200 人※ 

（実数） 
1,603 人 Ｃ 

※ 「第３次小金井市生涯学習推進計画」に基づき、令和２年度の目標人数と同数としました。 
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４  現計画の課題  
 

本市の統計資料からみた現状や、アンケート調査の結果、国等の状況を踏

まえ、現計画の健康に関する課題を整理しました。 

（１）「生活習慣病の発症予防・重症化予防」についての課

題 
 

① がん検診の推進 

本市の主要疾病死亡率をみると、「がんなどの悪性新生物」が約３割と高く

なっています。 

各種がん健診の受診状況をみると、国の目標値を大きく下回る状況が続い

ていており、また、子宮頸がん検診以外のがん検診の受診率は令和４年度に

おいて平成 28年度の受診率より低くなっています。 

また、アンケート調査の結果では、自分の健康に関心があるかについて、

「関心がある」と「どちらかといえば関心がある」を合わせた“関心がある”

の割合は 94.7％と高くなっていますが、胃がん検診、肺がん検診、大腸がん

検診、を「受診していない」の割合が高くなっています。 

今後は、各種がん健診の受診率向上のために、実施方法、勧奨方法、周知

方法などを改善する必要があります。また、がんに関する情報の普及啓発と

ともに、がん患者への支援を実施していくことが必要です。 

 

② 糖尿病・メタボリックシンドローム対策の推進 

本市の特定健康診査の受診率については、国の目標値 60％を達成していま

せんが、令和２年度及び令和３年度を除き、51％から 52％で推移しています。

保健指導実施率については、国の目標値を大きく下回る状況です。 

また、アンケート調査の結果では、骨粗しょう症検診の受診状況をみると、

「受診していない」の割合が高くなっています。 

今後は、特定健康診査受診率向上のため、地区別の受診率を分析し、低い

地区に重点的にアプローチするなど更なる受診率向上策を検討する必要があ

ります。また、特定保健指導未利用者への個別勧奨を強化する必要があり、

引き続き、文書・電話による個別勧奨を行う必要があります。 
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（２）「生活習慣の改善」についての課題 
 

① 栄養・食生活支援 

アンケート調査の結果では、食生活について普段意識していることについ

て、「野菜をなるべく食べるようにしている」の割合が高くなっています。 

一方で、朝食を食べる人の割合は、男性・女性ともに平成 28 年度から比べ

て７％低くなっており、主食と主菜と副菜を揃える等栄養のバランスを考え

ている人の割合も男性・女性ともに平成 28 年度から比べて低くなっています。 

野菜の摂取については、生活習慣病の予防・改善の効果を期待できること

から、野菜摂取の大切さをさらに普及啓発していく必要があります。 

また、朝食については、進学・就職をきっかけに生活リズムが変化するこ

とで、朝食の欠食率が高くなることから、若い世代を中心に、朝食摂取の重

要性を促していく必要があります。 

 

 

② 身体活動・運動支援 

アンケート調査の結果では、１日 30 分以上身体を動かすことを週２回以上

「行っている」人の割合は約６割となっていますが、一方で「行っていない」

人の割合は約４割となっています。 

また、身体を動かしていない理由について、「運動する時間がない」が約６

割、「運動する場所がない」が１割半ばとなっています。 

日常生活で気軽にできる運動の方法について、身体活動や運動をしやすい

機会や環境づくりを促進していきます。健康づくりフォローアップ教室等で、

引き続き周知啓発していくとともに、他の媒体での周知についても検討しま

す。 
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③ 休養・こころの健康づくり 

アンケート調査の結果では、睡眠が「十分とれている」「まあまあとれてい

る」を合わせた“とれている”の割合が７割半ばとなっていますが、一方で

「あまりとれていない」「まったくとれていない」を合わせた“とれていない”

の割合が２割以上といます。 

また、この１か月間のストレスの有無については約６割の人が「ある」と

答えています。 

睡眠の重要性やストレス解消法について、健康講演会や健康づくりフォロ

ーアップ教室等で情報提供を行う必要があります。 

また、メンタルチェックシステムによって自身のストレス度を認識すると

同時に、必要に応じて適切な機関に相談することができるよう、更なる利用

を促していくことが必要です。 

 

 

④ 飲酒対策・禁煙の推進 

アンケート調査の結果では、１日の適正飲酒量について知らない人が７割

以上となっています。 

たばこを吸っている人の割合は１割以下となっており、平成 28 年度から比

べて減少していますが、受動喫煙については、この１年間で５割以上の人が

経験し、経験した場所としては「路上」「飲食店」などの割合が高くなってい

ます。 

飲酒に関する正しい知識とともに適切な飲酒量について、健康講演会や健

康づくりフォローアップ教室等で引き続き意識の啓発を行う必要があります。 

また、受動喫煙による健康被害についての情報提供を行うとともに、受動

喫煙を防止するための取り組みを推進する必要があります。 

妊娠中の飲酒と喫煙は胎児への悪影響があるほか、喫煙については妊婦自

身の妊娠合併症などのリスクも伴うことから、引き続き妊婦面談・両親学級

等で飲酒及び喫煙が与える影響について周知啓発していくことが重要です。 
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⑤ 歯と口腔の健康づくり 

アンケート調査の結果では、歯周病予防をしている人の割合は６割以上と

平成 28 年度から比べて増加している一方で、予防をしていない人の割合も３

割半ばとなっています。 

80 歳で自分の歯が 20 本以上ある人の割合は、８割以上となっており、平成

28年度から増加しています。 

一方で、かかりつけ歯科医がいる人の割合は５割以上で、平成 28 年度から

比べて減少しています。 

今後も、健康講演会や健康づくりフォローアップ教室等で、歯周病が引き

起こす生活習慣病について知識啓発するとともに、歯周病予防の方法につい

て講義を行う必要があります。 

また、日常的な歯周病予防に加えて、定期的に健診・治療を受けることで

口腔の健康の維持とともに、健康寿命の延伸にもつながることから、身近に

相談できるかかりつけ歯科医について普及啓発を行う必要があります。 

 

（３）「健康を育む環境整備」についての課題 
 

① 医療体制の充実 

アンケート調査の結果から、「かかりつけ医」「かかりつけ歯科医」を決め

ている人の割合は５割以上となっていますが、「かかりつけ薬剤師」を決めて

いる人は１割と少なくなっています。また、「かかりつけ医」「かかりつけ歯

科医」「かかりつけ薬剤師」ともに、決めている人の割合が、平成 28 年度より

低くなっています。 

「かかりつけ」を持つことで、健康に関する相談や継続的なケアを受けら

れ、より良い健康管理を行うことにつながります。現在、市ホームページの

みでの周知にとどまっていますが、今後は、関係機関と連携しながら、様々

な機会や方法で周知していく必要があります。 

 

② 健康づくり環境の充実 

スポーツ教室・スポーツ大会の参加者数は、新型コロナウイルス感染症拡

大の影響もあり、平成 28年度から大きく減少をしています。 

今後は、関係機関と連携しながら、市民の誰もが気軽に参加できる機会と

環境を整備していくことが必要となります。 
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第３章    計画の理念と目標 

 

１  計画の理念  
 

本市では、令和３年度から令和７年度までを計画期間とする市の最上位計

画である「第５次小金井市基本構想・前期基本計画」において、将来像を

「いかそうみどり 増やそう笑顔 つなごう人の輪 小金井市」と定め、まちづ

くりを進めています。また、将来像を実現するための施策の大綱では、福祉

と健康分野において「誰もがいきいきと暮らすことのできるまち」を掲げて

います。 

そこで、「第５次小金井市基本構想・前期基本計画」の将来像を踏まえ、本

計画では、市民の健康寿命（健康で日常生活に制限なく自立して暮らせる期

間）を延伸するとともに、健康格差の縮小を図っていくため、生涯を通じて、

それぞれのライフステージに応じた健康で質の高い生活を送ることができる

社会をめざすとともに、市内の緑豊かな自然や文化財などの地域資源をいか

し、自分らしく、自分にあった健康づくりができる環境づくりをめざします。

そのため、本計画では基本理念を次のように定め、市民一人ひとりが、自ら

に適した方法で、自分らしく、笑顔で暮らし続けていくことができる健康づ

くりを推進します。 

 

 

笑顔と健康 自分らしく暮らせるこがねいし 

～誰一人取り残さない健康寿命の延伸～ 
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２  基本目標  

（１）生活習慣病の発症予防・重症化予防 
 

がんや糖尿病等の生活習慣病・メタボリックシンドローム等は、生活習

慣の改善により罹患を減らすことが期待できます。しかし、罹患した場合

には長期にわたり治療を継続することが必要となるため、望ましい生活習

慣を身に付け、発症を予防したり、治療を中断せずに継続するなどの重症

化予防が欠かせません。第２次計画以降がん検診の充実、各種健康診査等

の実施をしてきましたが、高齢化に伴い生活習慣病（ＮＣＤｓ）の有病者

数の増加が見込まれており、その対策は健康寿命の延伸を図る上で引き続

き重要な課題です。 

そのため、がん、糖尿病、メタボリックシンドロームなどに対処できる

よう、特定健康診査やがん検診等の受診を積極的に促し、早期発見に努め、

発症予防や重症化予防に重点を置いた対策を推進します。 
 

（２）生活習慣の改善 
 

市民の健康づくりを推進し、健康で長生きできる身体をつくっていくた

めには、日頃からよりよい生活習慣を身に付け、続けることが重要です。 

そのため、健康づくりを進める上で大切な生活習慣として、①栄養・食

生活支援、②身体活動・運動支援、③休養・こころの健康づくり、④飲酒

対策、⑤喫煙対策、⑥歯と口腔の健康づくりの健康の６つの分野に分け、

これらの生活習慣の改善のための取り組みを推進していきます。 
 

（３）健康を育む環境整備 
 

生涯を通じて健康であるために、市民の身近なところに健康づくりに関

する情報や場の提供、医療体制が整えられることが求められています。第

２次計画以降身近な地域で安心して医療を受けられる体制づくり、市民が

利用しやすい健康づくりの場の充実を実施してきました。情報提供に当た

っては、ホームページやＳＮＳ、学校教育、健康相談等多様な経路を活用

するとともに、対象者の特性に応じた効果的な働きかけを、複数の方法を

組み合わせて行うことが重要です。 

そのため、引き続き市民が安心して医療を受けることができる環境を整

備し、市民が利用しやすい健康づくりの場や情報を提供するとともに、ス

ポーツやレクリエーションの機会を通して、健康の増進を図ります。  
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３  計画の体系  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①がん検診の充実 

①各種健康診査等の実施 

①望ましい食生活と栄養に 

関する情報提供の充実 

①望ましい身体活動に関する 

情報提供の充実 

①休養に関する情報提供の充実  

①飲酒に関する取り組みの推進 

①禁煙に関する取り組みの推進 

①歯科に関する取り組みの推進  

①身近な地域で安心して医療を

受けられる体制づくり  

①市民が利用しやすい 

健康づくりの場の充実 

（１）がん検診の推進 

（２）糖尿病・ 
メタボリック 
シンドローム 
対策の推進 

（１）栄養・食生活支

援 

（２）身体活動・運動 

支援 

（３）休養・こころの

健康づくり 

（４）飲酒対策 

（５）喫煙対策 

（６）歯と口腔の健康

づくり 

（１）医療体制の充実 

（２）健康づくり環境

の充実 

笑
顔
と
健
康 

自
分
ら
し
く
暮
ら
せ
る
こ
が
ね
い
し 

～
誰
一
人
取
り
残
さ
な
い
健
康
寿
命
の
延
伸
～ 

１ 生活習慣病の

発症予防・重

症化予防 

２ 生活習慣の 

改善 

３ 健康を育む 

環境整備 

【基本理念】 【基本目標】 【基本施策】 【施策】 

②がんに関する情報の普及啓発 

②糖尿病対策の充実 

③健康づくりに関する情報の 

普及啓発 

③がん患者に対する支援 

②食育に関する取り組みの推進 

②関係団体との連携強化 

③ライフステージに応じた 

栄養・食生活支援 

②ライフステージに応じた 

身体活動・運動支援 

②こころの健康についての 

知識の普及啓発 

③ライフステージに応じた 

休養・こころの健康づくり 

 

②受動喫煙に関する取り組みの

推進 

 

②歯と口腔の健康づくりに 

関する情報提供の充実 

 ③ライフステージに応じた歯と

口腔の健康づくり 
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第４章    施策の展開 

 

１  施策の展開  

基本目標１ 生活習慣病の発症予防・重症化予防 
 

 基本施策（１）がん検診の推進  

市民一人ひとりが日頃から自分の身体に関心をもち、定期的ながん検診な

どで健康管理を行い、がんの早期発見、早期治療ができるよう、がん検診の

充実やがんに関する情報の普及啓発に努めます。 

また、がん患者に対する支援体制を推進します。 

 

① がん検診の充実 

がんの早期発見に向けて、各種がん検診を実施するとともに、受診しやす

い環境づくりに取り組みます。また、がんの二次予防の推進を図る観点から、

がん検診後のフォローの推進に取り組みます。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

各種がん検診 

がんの早期発見を目的として各種
がん検診（胃がん検診、肺がん検
診、大腸がん検診、子宮頸がん検
診、乳がん検診）を実施します。 

健康課 

がん検診後フォロー
の推進 

要精検者に対する早期受診の促進
および結果把握に努めます。 

健康課 

がん検診の受診率向
上のための取組み 

がん検診の受診率向上のため、勧
奨通知の見直し、特定健康診査と肺
がん検診同時実施などの実施方法の
見直し、非課税世帯等のがん検診受

診料の減免の周知等を進めます。 

健康課 
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② がんに関する情報の普及啓発 

市報、市ホームページ、個別通知、パンフレット等、あらゆる媒体を活用

して、がんに関する知識の普及やがん予防のための情報の提供を行い、普及

啓発に努めます。 

また、講習会等を開催し、専門家による情報提供の場を設けます。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

乳がん自己検診法講
習会の実施 

乳がんへの意識の普及啓発を図るた
め、医師による乳がんについての講
義、保健師によるマンマモデルを使用
した自己検診講習などを行います。 

健康課 

がん予防に関する情
報提供 

がんについての正しい知識の普及と

がん予防のための生活習慣について、
普及啓発を図るとともに、健康メモ
（市報）・市ホームページ・こがねい
っこ健康ナビ等での情報提供を行いま
す。 

健康課 

 

③ がん患者に対する支援 

がん患者へのアピアランスケアに関する支援の実施の検討や相談窓口等の 

情報提供に取り組みます。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

がん患者のアピアラ
ンスケアの推進 

がん患者に対して、ウィッグや胸
部補正具等の購入費用の助成を検討
します。 

健康課 

がん患者に対する情
報提供 

がん患者に対して、治療や相談窓
口等に関する情報提供を行います。 

健康課 

 

【数値目標】 

指標 対象 
現状 

（令和 4年度） 

目標 

（令和 11 年度） 

がん検診 

受診率 

胃がん検診 

（Ｘ線検査） 
40歳以上※1 2.0％ 

60.0％※2 
胃がん検診 

（内視鏡検査） 
50歳以上 4.0％ 

肺がん検診 40歳以上 1.5％ 60.0％※2 

大腸がん検診 40歳以上 13.0％ 60.0％※2 

子宮頸がん 

検診 

20歳以上の 

女性 
15.5％ 60.0％※2 

乳がん検診 
40歳以上の 

女性 
16.3％ 60.0％※2 

※１ 国の「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」に基づき、40 歳以上の受診率とし

ました。 

※２ 国の「がん対策推進基本計画（第４期）」（令和５年３月）の目標値と同じ値としました。  
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国におけるがん検診受診率の対象者は、市町村の住民全体とすることとさ

れています。しかし、東京都においては、他地域と比較して勤労者が多く、

医療機関が多いなどの点から、実態とは乖離していることが考えられます。

そのため、東京都では昭和６０年度から独自に調査を実施し、区市町村が実

施するがん検診の受診率の算出に当たり、対象年齢の住民のうち、職場や人

間ドック等でがん検診の受診機会がある人と、入院や療養中等で検診を受診

できない人を除いた割合である「対象人口率」を用いて受診率を算定してい

ます。本市の受診率においても、住民人口に東京都の「対象人口率」を乗じ

たものを対象者として受診率を算定しています。 

 

がん検診受診率を算出するための対象者の考え方 

 

 

 

 

 

 

※本市のがん検診の対象者 

胃がん（Ｘ線検査）：４０歳以上 

胃がん（内視鏡検査）：５０歳以上 

肺がん・大腸がん検診：４０歳以上 

子宮頸がん検診：２０歳以上の女性 

乳がん検診：４０歳以上の女性 

資料：東京都福祉保健局「とうきょう健康ステーション」を参考に作成 

 

 

 

  

【参考】国の目標値と市の現状について 

がん検診受診率を算出
するための対象者数 
 

職場で検診受診機会があ
る人 
医療の中で検診相当行為
を受けた人 
個人的に検診を受けた人
（人間ドック等） 
入院・療養中等で検診を
受診できない人 

＝ ― 対象者※ 
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 基本施策（２）糖尿病・メタボリックシンドローム対策の推進  

糖尿病予防及び重症化予防とともに、メタボリックシンドローム対策のた

め、各種健康診査の実施に取り組むとともに、特定健康診査・特定保健指導

について、受診率・実施率の向上に努めます。 

また、健康づくりに関する情報の普及啓発に努めます。 

 

① 各種健康診査等の実施 

糖尿病やメタボリックシンドロームの二次予防の推進を図る観点から、各

種健康診査の実施により、生活習慣の改善、糖尿病などの早期発見に努めま

す。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

フォロー健康診査 

特定健康診査および後期高齢者医療
健康診査の受診者、40歳以上の集団健
康診査の受診者を対象に、従来の基本
健康診査の検査項目のうち、特定健康
診査等の検査項目に含まれないものに
ついて、検査項目を上乗せして実施し
ます。 

健康課 

集団健康診査 

35歳から 39歳の市民および 40歳以
上で医療保険未加入等により特定健康
診査等の対象とならない市民、16歳か

ら39歳の心身に障がいのある市民を対
象に、集団方式で特定健康診査の検査
項目と同様の健診を実施します。 

健康課 

肝炎ウイルス検診 

自身の肝炎ウイルス感染の状況を認
識するため、40歳の市民、41歳以上で
当該年度の特定健康診査等で肝機能異
常を指摘された市民や受診したことが
ない市民を対象に、Ｂ型・Ｃ型肝炎ウ
イルス検診を実施します。 

健康課 

骨粗しょう症検診 
35 歳から 70 歳までの５歳刻みの節

目年齢の女性の市民を対象に、骨粗し
ょう症検診を実施します。 

健康課 

特定健康診査 

40歳以上になる小金井市国民健康保
険の被保険者の方および、後期高齢者
医療被保険者の方を対象に、健康診査
を実施します。 

保険年金課 

特定保健指導 

特定健康診査の結果より、生活習慣
病の発症リスクが高い方に対して、生
活習慣改善ができるように支援しま
す。 

保険年金課 
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② 糖尿病対策の充実 

糖尿病の予防教室や重症化予防などの事業を促進し、早期の適切な対策を

実施し、糖尿病対策に努めます。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

糖尿病予防教室 

糖尿病・食生活に関して、専門家
による講義を行うとともに、運動実
技も実施します。 
また、復習会を設け、調理実習や

運動実技を実施します。 

健康課 

糖尿病性腎症重症化

予防事業 

糖尿病の重症化予防のため、保健
師等の専門職が食事・運動・服薬管

理等のプログラムを実施します。 
保険年金課 

 

③ 健康づくりに関する情報の普及啓発 

糖尿病やメタボリックシンドロームに関する正しい情報の提供を、健康講

演会や相談等を通じて行っていきます。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

成人健康相談 
市民の健康保持・増進のため、医

師、保健師等が市内の公共施設で、
疾病予防の健康相談を実施します。 

健康課 

健康講演会 
小金井市医師会、小金井歯科医師

会に講師を依頼し、医科や歯科に関
する講演会を開催します。 

健康課 

 

【数値目標】 

指標 対象 
現状 

（令和 4年度） 

目標 

（令和 11 年度） 

特定健康診査の受診者の割合 

（資料：保険年金課） 

40～74 歳の市

国民健康保険

加入者 

51.5％ 60.0％※ 

特定健康診査後の保健指導実施

率（資料；保険年金課） 

40～74 歳の市

国民健康保険

加入者 

15.9％ 60.0％※ 

糖尿病性腎症重症化予防事業に

よる指導実施者数 

40～74 歳の市

国民健康保険

加入者のうち

要件を満たす

者 

12人 30 人 

※ 「第３期小金井市国民健康保険データヘルス計画」の「目標値」に基づき設定しました。 
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基本目標２ 生活習慣の改善 
 

 基本施策（１）栄養・食生活支援  

健康寿命の延伸に向けて、栄養バランスの良い食事や、健康につながる多

様な食生活の取り組みを継続していくことが重要です。市民一人ひとりが、

望ましい食生活についての知識を高めていけるよう、正しい食習慣や適正体

重の維持についての普及啓発や食育に関する取り組みを推進します。 

 

① 望ましい食生活と栄養に関する情報提供の充実 

栄養相談や栄養講習会、健康づくりフォローアップ事業などを通し、ライ

フステージに合わせた望ましい食生活と栄養に関する情報の提供を行います。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

栄養個別相談 
妊産婦・乳幼児から成人・高齢者

まで、個々のニーズに合わせた栄養
に関わる相談を行います。 

健康課 

栄養講習会 
生活習慣病や健康づくりに関する

テーマを設定し、それに合わせた栄
養講義等を行います。 

健康課 

健康づくりフォロー

アップ事業 

糖尿病や骨粗しょう症など、疾病
や年齢に合わせた栄養講義を行うこ
とにより、疾病の予防や健康に対す

る意識の啓発、生活習慣の改善を支
援します。 

健康課 

健全な食生活の確立
に向けた啓発 

市報、市ホームページ、市民ボラ
ンティアによる食育ホームページ、
パンフレット、乳幼児食育メール等
の媒体を活用して、栄養関係事業の
周知や栄養等に関する情報を提供
し、健全な食生活への普及啓発を行
います。 

健康課 
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② 食育に関する取り組みの推進 

子どもの頃から様々な経験を通し、将来的に健全な食生活を送れるように

なるための自己管理能力を持てるよう、食の教育に取り組んでいきます。ま

た、食品ロス等に対する意識の向上と地産地消や食文化の伝承の視点も入れ

た食育に取り組んでいきます。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

食育推進計画の推進 

第４次小金井市食育推進計画にお
ける「野菜」「団らん」「ふれあい」
「環境」をキーワードとし、小金井
らしい食生活のあるひとづくり・ま
ちづくりを“Koganei-Style”として
地域に展開していきます。 

健康課 

食育月間行事による
普及啓発 

食育月間（６月）及び食育の日
（毎月 19 日）に、食育に関するイベ
ント等を行い、市報、市ホームペー
ジ、市立保育園、小中学校等で食育
の啓発活動を行います。 

健康課 

関係各課 

食品ロス削減に向け
た取り組み 

食品ロス削減に向けて、市報、市
ホームページ等において、家庭でで
きる取り組みに関する情報の提供に
努めます。  

ごみ対策課 

 

③ ライフステージに応じた栄養・食生活支援 

生活習慣病の予防・改善のためには健全な食生活が重要であることを踏ま

え、市民一人ひとりがバランスのとれた食生活を実践できるよう、市の食育

関係等の事業、関連団体等の取り組みを活用し、ライフステージに応じたア

プローチをしていきます。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

離乳食教室 
対象を月齢で分けて、それぞれの保

護者を対象に離乳食の講義、試食等を
実施します。 

健康課 

子ども食堂運営に対

する支援 

子どもたちへの食育活動の一助とな
るように子ども食堂を運営している団
体に一部補助を行い、地域と交流した
食育活動を行います。 

子育て支援課 

学校における食育の
推進と情報発信 

学校給食を通じて子どもたちへの食
育を推進し、「給食だより」などを通
じて、保護者に対し、食に関する情報
提供を行います。 

学務課 

高齢者配食サービス 

精神的、身体的理由により食事の用
意が困難と思われるひとり暮らし高齢
者等の健康と自立生活の安定のため十
分な調査及び評価を行った上で、計画
的に配食サービスを実施します。 

介護福祉課 
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【数値目標】 

指標 対象 
現状 

（令和 4年度） 

目標 

（令和 11 年度） 

朝食を食べる人の割合 

（資料：令和４年度アンケー

ト） 

18歳以上の 

市民 
67.0％ 100.0％※ 

栄養のバランスを考えている人

の割合 

（資料：令和４年度アンケー

ト） 

18歳以上の 

市民 
47.9％ 60.0％以上※ 

※ 「第４次小金井市食育推進計画」の「取組の指標」に基づき設定しました。 

 

  

朝食が大事なワケ 

私たちの脳は“ブドウ糖”をエネルギー源としています。朝起きた
時に頭が「ボーッ」としてしまうのは、寝ている間にブドウ糖が使わ
れて足りなくなってしまうためです。朝食を食べないと、午前中、か
らだは動いても頭はボンヤリということになりがちです。 
脳のエネルギー源であるブドウ糖はごはんなどの主食に多く含まれ

ています。朝から勉強や仕事に集中するためにも朝食は必ず食べまし
ょう。 
 

おいしい減塩のコツ 

いつもの料理も昆布やかつおぶしでとっただしをきかせることやレ
モンなどの酸味、しょうがなどの香味野菜、こしょうなどの香辛料を

使うことで、薄味でもおいしく味わうことができます。 
また、しょうゆやソースなどは、料理に直接かけず、小皿に入れて

フライなどをつけて食べるようにすれば、塩分の摂取量を減らすこと
ができます。 
食塩のとりすぎは高血圧を招き、生活習慣病の原因になりかねませ

ん。１日の食塩の摂取量は、男性 7.5ｇ未満、女性 6.5ｇ未満を目標に
しましょう。なお、高血圧及び慢性腎臓病（CKD）の重症化予防のため
の食塩相当量は、男女とも 6.0g/日未満が望ましいとされています。 

 

コラム 
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 基本施策（２）身体活動・運動支援  

市民の生活習慣の中に運動を定着させるため、日常生活の中で活動量を増

やす工夫や、今より少しでも多く身体を動かす必要性について、啓発してい

きます。また、運動のきっかけづくりとして運動の効果や健康ウォーキング

などのイベント等に関する情報提供に取り組み、誰もが気軽に運動をするこ

とのできる環境づくりに努めます。 

 

① 望ましい身体活動に関する情報提供の充実 

健康相談や健康教室などを通し、ライフステージに合わせた望ましい身体

活動に関する情報提供を行います。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

成人健康相談（再
掲） 

市民の健康保持・増進のため、医
師、保健師等が市内の公共施設で、
個人に合わせた相談を実施し、望ま
しい運動習慣づくりの支援をしま
す。 

健康課 

身近にできる運動・
体操の普及（健康づ
くりフォローアップ
事業） 

望ましい身体活動に関する知識
と、負担感なく取り入れやすい運動
や体操の情報提供を行います。 

健康課 

乳幼児期等の遊び方

や危険防止等に関す
る情報提供 

子どもの年齢や成長段階に応じた

遊び方や危険防止等についての情報
提供を行います。 

健康課 

子育て支援課 

 

② ライフステージに応じた身体活動・運動支援 

それぞれのライフステージの課題や問題に応じた、身体活動や運動をしや

すい機会や環境づくりを促進します。 

高齢者に対しては、ロコモティブシンドロームやフレイル予防の普及啓発

を行い、社会参加等を通じた身体活動等により、運動機能の維持向上を図る

ための支援をより一層充実します。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

スポーツ推進計画の
推進 

第２次スポーツ推進計画に定める
「豊かな生涯を運動・スポーツとと
もに」を基本理念に、運動・スポー
ツを通じた市民の健康増進を目指し
ます。 

生涯学習課 

運動・スポーツがで
きる環境整備 

すべての市民が、ライフステージ
に応じてスポーツを「する」きっか
けとなるよう、スポーツを気軽に楽
しめる環境を整備します。 

生涯学習課 
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個別事業・取り組み 内容 担当 

学齢期の子どもの運
動・スポーツ活動の
推進 

子どもがスポーツ教室や地域のス
ポーツクラブなどにおいて、運動や
体力づくりに取り組めるよう支援し
ます。 

生涯学習課 

女性・子育て世代の
運動・スポーツ活動
の推進 

女性や親子が身体活動・運動に取
り組むきっかけづくりを行います。 

生涯学習課 

働き盛り世代等の運
動・スポーツ活動の
推進 

働き盛り世代や運動習慣のない人
に向けた、手軽に取り組める身体活
動を周知します。 

生涯学習課 

高齢期の筋力や運動
機能の低下予防の推
進 

高齢期の筋力や運動機能、身体機

能の低下を防ぐため、ロコモティブ
シンドロームやフレイルについて普
及啓発し、壮年期以降の予防・対策
に取り組みます。 

介護福祉課 

ウォーキングマップ
の活用促進 

気軽に運動ができ、運動習慣の定
着をめざすため、ウォーキングマッ
プ（「小金井てくてくマップ」、「小金
井まち歩きマップ」など）の活用促
進に努めます。 

健康課 

 

【数値目標】 

指標 対象 
現状 

（令和 4年度） 

目標※１ 

（令和 11 年度） 

日頃なんらかの運動をしている

人の割合 

（資料：令和４年度アンケー

ト） 

18歳以上の 

市民 
58.9％ 70.0％ 

※１ 「第２次小金井市スポーツ推進計画」の「評価指標」に基づき設定しました。 

 

  

「フレイル」を知っていますか？ 

「フレイル」とは高齢になることで筋力や精神面が衰える状態を指

すことばです。中年期までの健康づくりは、メタボリックシンドロー

ム対策が中心ですが、高齢期は「フレイル」予防が重要になってきま

す。 

～「フレイル」を防ぐ３つのポイント～ 

１ 栄養：いつまでも自立して体を動かすには日々の食事がカギ。バランスよく

栄養をとることが大切です。  

２ 身体活動：体力が落ち、足腰が弱ってきたら、フレイルが忍び寄ってきている

サイン。家の中でも、外でもよく動いて、定期的に運動をすること

が大切です。 

３ 社会参加：家にこもらず、外に出る。１日１回は外出して、人との会話を楽

しみましょう。 

コラム 
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 基本施策（３）休養・こころの健康づくり  

睡眠不足や休養不足は、食欲不振、注意や集中力の低下、生活習慣病、う

つ病等を引き起こし、心身の健康に悪影響を及ぼします。 

こころの健康を保つためには、「十分な睡眠や休養」「適度な運動」「健全な

食生活」を実践し、ストレスに立ち向かう抵抗力を高めることやストレスと

上手に付き合う方法を身につけることが重要であるため、規則正しい生活習

慣を身につけていくことの重要性の啓発を進めます。 

 

① 休養に関する情報提供の充実 

関係機関との連携による相談窓口の充実や周知、休養に関する情報提供を

行います。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

休養に関する知識の
普及啓発（健康づく
りフォローアップ事
業） 

適切な睡眠の意義や取り方、趣味
の活動などを通じた余暇時間の過ご
し方など、休養に関する知識の情報
提供を行います。 

健康課 

休養に関する情報提
供 

市報、市ホームページ、パンフレ
ット等、あらゆる媒体を活用して、
こころの健康の重要性や休養の取り
方、ストレスとの付き合い方などの
情報提供に努めます。 

健康課 

 

 

② こころの健康についての知識の普及啓発 

健康教室などを通し、こころの健康についての知識の普及をするとともに、

ストレス解消法について、普及啓発に取り組みます。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

こころの健康に関す
る取り組みの推進 

睡眠、休養、こころの健康につい
て、ストレスチェックなどの気づき
の場を提供するとともに、健康教室

など様々な機会を通して知識の普及
に努めます。 
また、趣味、運動、レクリエーシ

ョンなど、市民が自分に合ったスト
レス対処法を知り、またストレス解
消法を身に付けることができるよ
う、普及啓発を図ります。 

健康課 
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個別事業・取り組み 内容 担当 

自殺対策計画の推進 
ゲートキーパー養成研修の実施

等、自殺対策計画を推進します。 
健康課 

メンタルチェックシ

ステム 

市のホームページから気軽にアク
セルでき、落ち込み度やストレス度
など、こころの状態をチェックする
ためのシステムを提供します。 

健康課 

こころの健康相談 
こころの相談窓口に関するパンフ

レット等を市内公共施設等で配布
し、情報提供を行います。 

健康課 

 

③ ライフステージに応じた休養・こころの健康づくり 

それぞれのライフステージの課題や問題に応じた、休養・こころの健康づ

くりを促進します。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

育児不安の軽減 

子育て中の保護者が一人で悩みを
かかえることがないよう、妊娠期か
ら切れ目ない支援に取り組み、保護
者の育児不安の軽減を図ります。 

健康課 

女性のこころとから
だの健康に関する情
報発信 

壮年期において、こころの問題が
増えたり、女性では、ホルモンバラ

ンスの変化により体調不良を起こし
やすくなることから、心身の機能の
変化に対応し、健康に対する適正な
自己管理が必要であることを普及啓
発します。 

健康課 

 

【数値目標】 

指標 対象 
現状 

（令和４年度） 

目標 

（令和 11 年度） 

睡眠での休養が十分とれている

人の割合 

（資料：令和４年度アンケー

ト） 

18歳以上の 

市民 
21.8％ 30.0％ 
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 基本施策（４）飲酒対策  

市民一人ひとりが自分の適量を知ったうえで、お酒と上手につきあうこと

ができるよう、過度の飲酒が及ぼす健康被害に関する正しい知識の普及と、

適正飲酒や休肝日など、飲酒習慣の改善に向けた啓発に努めます。 
 

①  飲酒に関する取り組みの推進 

飲酒の健康への影響や、妊婦・授乳中の女性の飲酒や 20 歳未満の飲酒防止

および節度ある適度な飲酒についての知識の普及を図り、飲酒対策に取り組

みます。 

 

個別事業・取り組み 内容 担当 

適量飲酒の普及啓発
（健康づくりフォロ
ーアップ事業） 

飲酒に関する正しい知識を普及さ
せ、「節度ある適度な飲酒」の習慣を
保つことができるよう意識啓発に努
めます。 

健康課 

妊婦の飲酒について
の情報提供 

妊婦・授乳中の女性の飲酒の防止
に向けて、胎児や乳児の健康に与え
る影響について情報提供を行いま
す。 

健康課 

20 歳未満の飲酒の防
止 

児童生徒を対象に飲酒の影響につ
いての知識の普及啓発を図るととも
に、20 歳未満における飲酒の影響に
ついて市民に周知します。 

指導室 

健康課 

 

【数値目標】 

指標 対象 
現状 

（令和４年度） 

目標 

（令和 11 年度） 

お酒を毎日飲む（休肝日のな

い）人の割合 

（資料：令和４年度アンケート） 

20歳以上の 

市民 
15.1％ 15.0％ 

 

  節度ある適度な飲酒量を知っていますか？ 

「節度ある適度な飲酒」について、通常のアルコール代謝能を有する

日本人においては、1日平均純アルコールで約 20g程度としています。 

【純アルコール 20g を含むお酒】 

コラム 

お酒の量（ml）×アルコール度数/100×0.8（アルコールの比重）＝純アルコール量 

生活習慣病リスクを高める飲酒量の目安として、「１日当たりの純アルコール摂取量」が男性

は 40g 以上、女性は 20g 以上となります。 

（例）アルコール度数５％のビール中瓶１本（500ml）の場合  500ml×5/100×0.8＝20g 

中瓶 1 本

500ml 
ダブル
60ml 

ビール 日本酒 ウイスキー 焼酎 ワイン 

（5％） （15％） （43％ （25％ （12％
） 1 合 

180ml 
100ml 200ml 

（アルコール度）
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基本施策（５）喫煙対策  

喫煙が健康に及ぼす害について、さらに普及啓発を進めます。また、受動

喫煙が健康に及ぼす影響について周知を図るほか、受動喫煙を防止するため

の取組みを推進します。 
 

①  禁煙に関する取り組みの推進 

たばこの健康への影響について十分な知識の普及を図るとともに、禁煙希

望者に対する禁煙支援、20歳未満の喫煙防止に取り組みます。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

たばこの健康被害に

ついての普及啓発
（禁煙デーでの普及
啓発） 

一般市民や妊婦などを対象に、た
ばこが健康に与える影響について、

情報提供を推進します。また、学校
保健と連携して、たばこの影響につ
いての普及啓発を図ります。 

健康課 

禁煙支援等の推進 

禁煙希望者への相談や専門機関の
紹介を行うとともに、特定保健指導
事業などと連携して効果的な禁煙へ
の支援体制づくりを推進します。 

健康課 

20 歳未満の喫煙の防
止 

児童生徒を対象にたばこの害につ
いての知識の普及啓発を図ります。 

指導室 

 

② 受動喫煙に関する取り組みの推進 

受動喫煙が健康に及ぼす影響について周知を図るとともに、受動喫煙が生

じることがないようガイドラインを策定し、取組みを推進します。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

受動喫煙についての
普及啓発 

市ホームページ等の媒体を活用
し、受動喫煙が健康に及ぼす影響に
ついて周知啓発を行います。 

健康課 

受動喫煙対策 
受動喫煙防止のためのガイドライ

ンを策定し、受動喫煙を防止するた
めの取り組みを推進します。 

ごみ対策課 
健康課 
関係各課 

 

【数値目標】 

指標 対象 
現状 

（令和４年度） 

目標 

（令和 11 年度） 

たばこを吸っている人の割合 

（資料：令和４年度アンケート） 

20歳以上の 

市民 
8.1％ 6.0％ 

１年以内に受動喫煙を経験した

人の割合 

（資料：令和４年度アンケート） 

18歳以上の 

市民 
51.6％ 30.0％ 
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 基本施策（６）歯と口腔の健康づくり  

生涯にわたって自分の歯でしっかりとかんで食べられるよう、幼少期から

食物をよくかむ習慣や正しい歯みがき習慣を身につけ、歯と口腔の健康づく

りを支援していきます。 

歯や口腔の健康の衰えは、オーラルフレイルの状態で、十分な栄養が摂れ

なくなり、低栄養などのリスクが高まるとともに、心身の機能低下につなが

るフレイルのおそれがあるため、歯科医師や歯科衛生士などによる専門的な

口腔ケアと、自分で毎日行うセルフケアなどオーラルフレイル対策の重要性

について啓発していきます。 

 

①  歯科に関する取り組みの推進 

歯科健康診査や相談を実施し、歯の喪失防止と歯の喪失の原因となる、う

蝕および歯周病の予防を推進するとともに、かかりつけ歯科医の重要性につ

いて周知啓発していきます。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

成人歯科健康診査 

20 歳から 80 歳の５歳刻みの節目年
齢の市民を対象に、高齢期の歯の喪
失の原因となる歯周疾患の早期発見
に努め、生涯を通じ自分の歯で過ご

せることを目的に実施します。 

健康課 

妊婦歯科健康診査 

市内在住の妊婦を対象に、妊娠中
に口腔内診査および歯科保健指導を
行い、妊婦自身の歯科保健意識を高
め、口腔内の健康増進を図ります。 

健康課 

歯科健康教育・相談 

各種保健衛生事業相互の連携を図
り、ライフステージの各段階におい
てふさわしい歯科教育・相談を実施
し、市民の口腔における健康の保持
増進を図ります。 

健康課 

歯科医療連携推進事

業 

要介護者の方、障がいのある方
で、歯科医院にかかっていない方に

対して、かかりつけ歯科医の紹介を
行います。 

健康課 
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② 歯と口腔の健康づくりに関する情報提供の充実 

正しい口腔ケアの知識や歯と口腔の健康と全身の健康との密接な関わりに

ついて、情報提供の充実を図ります。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

歯周病予防対策の推
進（健康づくりフォ
ローアップ事業） 

生活習慣病をはじめ、様々な全身
疾患と歯周病との相互関係につい
て、健康教育やそのほかの機会を通
じて正しい知識の普及啓発を図りま
す。 

健康課 

「6024・8020 運動」

の推進 

60 歳で 24 本以上の歯がある市民、
80 歳で 20 本以上の歯がある市民の増

加をめざし、各種の歯科事業を実施
します。また、関係機関と連携して
「6024・8020運動」を推進します。 

健康課 

歯科保健の重要性の
啓発 

市報、市ホームページ、パンフレ
ット等、あらゆる媒体を活用して、
歯の健康づくりの重要性や定期的な
歯科健（検）診、かかりつけ歯科医
の重要性について啓発を行います。 

健康課 

 

③ ライフステージに応じた歯と口腔の健康づくり 

それぞれのライフステージに応じた、歯と口腔の健康づくりを推進します。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

妊婦に対する啓発 

妊娠届時や広報、ホームページ等
で妊婦歯科健診の周知を図っていき
ます。 
また、妊婦歯科健診において、歯

科医師による口腔内診査、妊婦歯科
教室において歯科衛生士による歯科
指導を行います。  

健康課 

歯の健康に関する正

しい知識の普及 

乳幼児歯科健診等において、歯み
がきやむし歯予防等などの歯科指導
を充実するとともに、むし歯になり

にくいおやつの摂り方など、子ども
の歯の健康に関する情報を提供しま
す。 

健康課 

高齢者に対する口腔
機能向上への取組 

地域で活動するグループに対し、
歯科衛生士を派遣し、お口の健康管
理や機能向上にむけた体操などの重
要性を伝えます。70 歳・75 歳・80 歳
を対象とした高齢者口腔機能診査を
実施し、高齢者の口腔内の健康増進
を図ります。 

健康課 
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【数値目標】 

指標 対象 
現状 

（令和４年度） 

目標 

（令和 11 年度） 

自分の歯が「20本以上」ある人

の割合 

（資料：成人歯科健診受診者の結果） 

80歳の市民 82.0％ 85.0％ 

  

デンタルフロスとは？ 

歯ブラシの毛先が届きにくい、歯と歯の間（歯間部）の清掃に使用

する歯みがきグッズで、細いナイロン繊維からできています。歯と歯
の間のプラーク（歯垢）を効率よく除去し、むし歯や歯周病の予防に
役立ちます。 
歯と歯の間のプラーク除去率は、歯ブラシのみの使用で５８％、歯

ブラシとデンタルフロスの使用で８６％といわれています。 

（参考資料：8020 推進財団「Let’s 8020」） 

「オーラルフレイル」を知っていますか？ 

加齢に伴う様々な口腔の変化（歯数の減少・筋力の低下・唾液の減
少など）により、口腔機能（噛む・飲み込む・話すなど）にささいな
衰えがおこることです。オーラルフレイルを見過ごしていると、やが
て食欲低下、心身の機能低下にまでつながります。 

～「オーラルフレイル」対策の３つのポイント～ 

１ かかりつけ歯科医を持ちましょう！ 
２ 口の“ささいな衰え”に気をつけましょう！ 
３ バランスのとれた食事をとりましょう! 

『 “ささいな衰え”見逃さず、健康長寿 』 

コラム 
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基本目標３ 健康を育む環境整備 
 

 基本施策（１）医療体制の充実  

身近な地域で安心して医療を受けることができるように、市内の医療機関

等と連携を図りながら、医療を受けられる体制づくりに向けた取り組みを推

進するとともに、かかりつけ医の重要性等を周知啓発していきます。 

 

①  身近な地域で安心して医療を受けられる体制づくり 

市民にとって身近なかかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師

の普及に努めるとともに、東京都や関係機関等と連携して地域の保健・医療

体制のさらなる充実に向けて検討を行います。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

かかりつけ医の普及 

医療機関との連携・協力のもと、

各種の保健・医療サービスを身近な
ところで提供するかかりつけ医の普
及を図ります。 

健康課 

かかりつけ歯科医の
普及 

歯科医院との連携・協力のもと、
歯科保健サービス等を身近なところ
で提供するかかりつけ歯科医の普及
を図ります。 

健康課 

かかりつけ薬剤師の
普及 

薬局との連携・協力のもと、市民

が安心、安全に薬を使用できるよう
かかりつけ薬剤師の普及を図りま
す。 

健康課 

保健・医療体制の充
実 

東京都や地域の関係機関等と連携
し、地域の保健・医療体制について
検討します。 
また、小金井市医師会、小金井市

歯科医師会及び小金井市薬剤師会の
協力を得て、休日診療を実施しま
す。 

健康課 

 

【数値目標】 

指標 対象 
現状 

（令和４年度） 

目標 

（令和 11 年度） 

かかりつけ医がいる人の割合 

（資料：令和４年度アンケート） 

18歳以上の 

市民 
52.7％ 65.0％ 

かかりつけ歯科医がいる人の 

割合 

（資料：令和４年度アンケート） 

18歳以上の 

市民 
51.6％ 60.0％ 

かかりつけ薬剤師がいる人の 

割合 

（資料：令和４年度アンケート） 

18歳以上の 

市民 
10.4％ 15.0％ 
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基本施策（２）健康づくり環境の充実  

市民一人ひとりが、それぞれの目的や体力、年齢などに応じて、気軽にス

ポーツ・レクリエーションに親しむことができるように、ライフステージに

応じた市民が利用しやすい健康づくりの場の充実に努めます。 

 

① 市民が利用しやすい健康づくりの場の充実 

スポーツ大会やスポーツのイベントなどを通し、市民の誰もが気軽に参加

できる機会の充実を図るとともに、市内の恵まれた自然環境等を活用し、誰

もが参加しやすいウォーキングや健康体操等の普及を図ります。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

スポーツ・レクリエ
ーションの機会の充

実 

スポーツ人口の底辺拡大と相互交
流を推進するため、市民体育祭など
のスポーツ大会を実施します。高齢
者や障がいのある人、親子など、誰

もが気軽に参加できるスポーツのイ
ベント、教室やレクリエーションの
活動の場を充実させます。 

生涯学習課 

健康づくりの場の情
報提供 

市や関係機関が作成している各種
ウォーキングマップ（「小金井てくて
くマップ」、「小金井まち歩きマッ
プ」など）について、普及と活用の
促進を図ります。 

健康課 

 

②  関係団体との連携の強化 

関係団体との連携を強化し、薬物乱用防止、献血の重要性の啓発活動を行

います。 

個別事業・取り組み 内容 担当 

東京都薬物乱用防止
小金井地区推進協議
会との連携の強化 

東京都薬物乱用防止小金井地区推
進協議会との連携を図り、薬物乱用
防止ポスター・標語の募集や啓発活
動を推進します。 

健康課 

小金井市献血推進協

議会との連携の強化 

小金井市献血推進協議会との連携

を図り、献血時に市民や市職員等へ
の広報を行います。 

健康課 

 

【数値目標】 

指標 対象 
現状 

（令和 4年度） 

目標 

（令和 11 年度） 

市民体育祭など市が開催するス

ポーツイベントに参加したこと

がある人の割合 

（資料：令和４年度アンケート） 

18歳以上の 

市民 
8.9％ 25.0％ 
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第５章    計画の推進 

 

１  計画の推進体制  

（１）計画の推進体制の整備 
 

行政機関をはじめ、市民、医療保険者、教育関係機関、企業（職域）、健康

関連団体等の健康に関わる様々な関係者が、それぞれの特性をいかしつつ連

携し、個々の市民の健康づくりを支援する体制を整備し、計画の進捗状況の

確認を行い、計画の着実な推進を図ります。 

 

（２）様々な関係者へ期待する取り組み  
 

① 市 

市は、地域における住民の健康づくりの推進役として、各種行政機関、学

校、地域・職域団体、健康関連団体等と連携を図り、地域の実状に応じた健

康づくり対策に取り組みます。 

 

② 市民 

市民は、「自らの健康は自ら守る」を基本に、市の健康づくり事業等への積

極的な参加を通じて健康への理解を深め、自らの健康について考え、生涯を

通じ適切に健康管理ができるようになることが期待されます。 

 

③ 医療保険者 

医療保険者は、特定健康診査・特定保健指導を実施し、メタボリックシン

ドロームに着目した生活習慣病予防の重要性について普及啓発を積極的に行

うことが期待されます。 

 

④ 教育関係機関 

教育関係機関は、児童生徒が健康の大切さを認識できるようにするととも

に、家庭や地域と連携し、健康的な生活習慣を身に付けるための教育に取り

組むことが期待されます。 
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⑤ 企業（職域） 

企業（職域）は、従業員の健康管理において、特に壮年期・中年期の健康

づくりに重要な役割を担っていることから、職場における健康管理を推進す

るとともに、地域社会の一員として、健康づくり活動の場の提供など、地域

の健康づくりに対して協力することが期待されます。 

 

⑥ 健康関連団体 

医師会、歯科医師会、薬剤師会、栄養士会、東京都薬物乱用防止推進協議

会、東京都赤十字血液センターなどの健康関連団体は、その専門性をいかし

て、健康に関する相談や情報提供等を実施し、地域の取り組みに積極的に協

力して、地域住民の健康づくりを支援することが期待されます。 

 

 

２  計画の評価方法  
 

最終年度に本計画に定める数値目標の達成状況の評価を行い、その後の健

康づくり運動に反映できるようにするとともに、ＰＤＣＡサイクル（計画—実

施—評価—改善）による効果的な行政運営をめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

業務の実施が計画に 

沿っているかどうかを 

確認する 

従来の実績や将来の予測 

などを基にして業務計画 

を作成する 

実施が計画に沿って 

いない部分を調べて 

改善する 

計画に沿って業務を行う 

策定 

Action 
改善 

Plan 

Do Check 
実施 評価 
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資料編 
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